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報道資料

 総務省では、昨年８月より「情報通信新時代のビジネスモデルと競争環境整備の在
り方に関する研究会」（座長：濱田純一 東京大学大学院情報学環長）を開催し、電
気通信事業分野におけるブロードバンド時代の競争環境整備の在り方について検討
を行って参りましたが、このたび本研究会における中間報告が取りまとめられまし
た。 
 なお、本研究会では引き続き検討を進め、本年６月を目途に最終報告を取りまとめ
る予定です。 

1  検討の経緯 
 本研究会（構成員は参考１）では、電気通信事業分野におけるブロードバンド時代
の競争環境整備の在り方について検討するため、昨年８月１０日に第１回会合を開
催し、これまで計１２回の会合を重ねてきました。特に、第２～５回会合においては、
研究会構成員に加え、関係事業者等（１８法人・団体、参考２）に参加をいただき、ブ
ロードバンド化に対応した新たなビジネスモデルの動向等についてプレゼンテーショ
ンをいただくとともに、幅広い観点から意見交換を実施しました。 
 また、議論の透明性を確保する観点から、昨年１０月には、本研究会における主要
論点を公表した他、同年１２月には中間報告草案を公表し、約１か月にわたりパブリ
ックコメントを実施しました。 
 今回の中間報告は、関係各方面から寄せられたご意見等を踏まえて取りまとめた
ものです。 
 

2  中間報告の概要 
 別添参照。 
 

3  今後の予定 
 本研究会は、引き続き、電気通信事業分野におけるブロードバンド時代の競争環
境整備の在り方について検討を行い、本年６月を目途に最終報告を取りまとめる予
定です。 
 

連絡先：総合通信基盤局電気通信事業部事業政策課
（担当：中山課長補佐、黒澤係長）
電話：０３－５２５３－５９４７（直通）
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あおやまとものり    
青山 友紀   東京大学大学院工学系研究科教授
 

いまい ひでき    
今井 秀樹   東京大学生産技術研究所教授
 

おおた きよひさ    
太田 清久   メリルリンチ日本証券株式会社調査部長
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大橋 正和   中央大学総合政策学部教授
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齊藤 忠夫   東京大学名誉教授
 

さとう はるまさ    
佐藤 治正   甲南大学経済学部教授
 

さんべ なつお    
三邊 夏雄   横浜国立大学大学院国際経済法学研究科教授
 

たむら じろう    
田村 次朗   慶應義塾大学法学部教授
 

はまだ じゅんいち   
濱田 純一   東京大学大学院情報学環長（座長）
 

ふじわら まりこ    
藤原 まり子  株式会社博報堂生活総合研究所客員研究員
 

ふなだ まさゆき    
舟田 正之   立教大学法学部教授（座長代理）
 

まつむら としひろ    
松村 敏弘   東京大学社会科学研究所助教授 
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ブロードバンド化に対応した競争政策の必要性 
 
(1)  電気通信分野における今後の競争政策の在り方を検討する際は、ブロードバンド
化の流れを加速化し、活発な競争を通じた多様な事業展開が可能となるよう公正競

争環境を整備していくことが必要であり、特にブロードバンド化によってもたらさ

れるネットワーク構造や市場構造の変化を踏まえた検討が求められている。 
 
レイヤーに着目した競争政策の基本的視点 
 
(2)  ブロードバンド化の進展に伴う各レイヤー（下図参照）の機能分離(アンバンドル
化)の進展により、各レイヤーごとに必要な部分を自由に組み合わせてサービスを提
供する「オープン型」のビジネスモデルや、上位レイヤーにおける新たなビジネス

モデル（ｉＤＣ(internet data center)事業等）が登場してきており、「各レイヤーを
縦断する」公正競争環境整備の在り方及び「各レイヤーごとの」公正競争環境整備

の在り方の双方について、多角的な観点から検証していくことが求められている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１章 今後の競争政策の在り方に関する基本的視点 
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競争ルール整備における基本的考え方 
 
(3)  競争ルールの整備を図る際には、「制度の透明性・予見可能性の確保」、「競争促進
的なルールの確立」及び「デュープロセスの確保」を基本としつつ、 
① 有効競争レビューの定期的実施 
② 事業者間の紛争処理と競争ルールの有機的連携 
③ 競争ガイドライン等の策定 
④ 電気通信事業法と独占禁止法の有機的連携 
⑤ ユーザ保護の重視 
等の多様な観点から取り組んでいくことが必要である。 

 
 
 
 
 
レイヤー縦断型のビジネスモデルに対する評価 
 
(1)  最近のレイヤー縦断型のビジネスモデルの特徴としては、移動通信事業者のよう
に一社単独で事業展開する単一型の垂直統合型ビジネスモデルに加え、複数の事業

者が連携して、それぞれが得意とするレイヤーの経営資源を持ち寄り、各パーツを

組み合わせてオープンなビジネスモデルを形成する協働型ビジネスモデルが登場し

てきており、これにより、従来と比べて多数の事業主体（競争軸）による市場競争

の活性化が実現することが期待される。 
 
市場支配的な事業者によるレイヤー縦断型のビジネスモデルの展開 
 
(2)  市場支配的な事業者によるレイヤー縦断型のビジネスモデルのうち、 
①  東西ＮＴＴの活用業務（地域通信業務に業務範囲を限定されている東西ＮＴ

Ｔについて、一定の要件の下、総務大臣の認可を受けて、県を越えて上位レイ

ヤーへの業務範囲の拡大が可能）については、昨年１２月に策定・公表された

「東西ＮＴＴの活用業務の認可に係る『公正な競争の確保に支障を及ぼすおそ

れ』がある場合等の考え方」（活用業務認可ガイドライン）に沿って、個別案件

ごとに公正競争条件の確保について、デュープロセスを踏まえつつ慎重に対処

していくことが求められる。 
   また、円滑なコンテンツ配信を実現していく観点からは、認証・課金等を行

うプラットフォームレイヤーのオープン化が極めて重要な要素であり、東西Ｎ

ＴＴがプラットフォームレイヤーに進出する場合、プラットフォーム事業に係

る機能（他事業者が同様の業務を実施するために必要不可欠な要素と認められ

るもの）のアンバンドル化の必要性等についても併せて十分な検討が必要であ

る。 

第２章 レイヤー縦断型のビジネスモデルと競争環境整備の在り方 
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②  東西ＮＴＴの子会社等による上位レイヤーへの進出については、一概に公正

競争を損なうものであるとは言えないが、実態として、東西ＮＴＴが上位レイ

ヤーに進出するのと同じ効果がある等の懸念も指摘されているところであり、

その実態を十分検証した上で、構造的に公正競争上の問題が生じていることが

判明した又はその懸念が大きい場合には、非対称規制（市場支配的な事業者に

対する規制）における特定関係事業者の適用範囲（現在は電気通信事業者に限

定）の拡大を含め、新たな是正措置を講じることや、例えばグループ・ドミナ

ンスの概念の導入の是非についても、諸外国の状況等を勘案しつつ、必要に応

じて検討していく必要がある。 
 
 

 
 
 
ネットワークレイヤーにおける競争環境整備の在り方 
 
(1)  加入者系ネットワークの多様化を通じた地域通信市場の競争活性化を図るため、 
① 無線系アクセス網の多様化(空港、駅等のホットスポットでの活用が期待される
無線ＬＡＮによる高速インターネットアクセス環境の整備等) 
② 固定系アクセス網の多様化（集合住宅におけるブロードバンド環境の実現の円

滑化、既存のメタル回線の活用（例えばＶＤＳＬ（Very high-bit-rate Digital 
Subscriber Line））等による高速サービスの実現等） 
③ 公衆網再販の早期実現 

④ 線路敷設の円滑化の推進（「公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドライ

ン」（昨年４月に策定）の平成１３年度中の見直し） 

⑤ アクセス網のボトルネック性の継続的な検証（第１章「有効競争レビューの定

期的実施」に関連） 

⑥ 更なる料金・サービスの多様化・低廉化の実現 

等を推進していくことが適当である。 

 

(2)  中継系ネットワークの多様化については、例えば以下のような市場環境整備を図

る必要がある。 

① 帯域幅仲介ビジネスの登場等を踏まえた卸市場の育成 

② バックボーン回線の更なる低廉化の推進(卸電気通信役務の提供を専業とする

事業者の事業許可手続きの簡素化、データセンタと一体となった地域ＩＸの整

備等) 

③ 通信事業者以外の者が保有する光ファイバ網の有効活用（地方公共団体を対象

とした「光ファイバ網の通信事業者への提供に関する標準手続き（仮称）」の策

定等） 

 

第３章 各レイヤーにおける競争環境整備の在り方 
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(3)  ネットワーク再販市場については、例えば、周波数の制約から事業者数が限定さ

れている移動通信市場において、多様な形態によるＭＶＮＯ(Mobile Virtual Network 
Operator)の登場等による市場活性化を促す観点から、ＭＶＮＯに係る制度運営の透
明性・予見可能性を高めるため、早急に「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン（仮称）」を

策定・公表することが求められる。なお、既存の移動通信事業者であるＭＮＯ(Mobile 
Network Operator)からＭＶＮＯへの役務再販の義務付けについては、ＭＮＯの設備投
資意欲を削ぐおそれがあることを勘案すれば、少なくとも現時点においては適当で

ないと考えられる。 

 

(4)  高品質のインターネット網の構築を図るためには、ＩＳＰ(Internet Service Provider)
間（特に一般二種事業者間）の円滑な接続の実現が重要であり、例えば、昨年１１

月に設置された電気通信事業紛争処理委員会による「あっせん」又は「仲裁」手続

きの活用が期待される。 

 

プラットフォームレイヤー等における競争環境整備の在り方 

 

(5)  モバイルインターネット分野においては、「ＩＳＰに対するゲートウェイのオープ

ン化」、「ポータルサイト上のコンテンツ採用手続きの透明性の確保」及び「ポータ

ル選択の同等性の確保」といったオープン化措置に各グループが取り組んでいると

ころであり、引き続き今後の取組みを注視していく必要がある。 

 

(6)  移動通信分野においては、通信事業者がコンテンツプロバイダ等との比較におい

て圧倒的に優位な立場にあることに鑑み、必要に応じ、昨年１１月に策定・公表し

た「電気通信分野における競争の促進に関する指針」（競争ガイドライン）の見直し

（１年以内を目途）の際、移動通信事業者とコンテンツプロバイダ等との間の取引

に係る「電気通信事業法上問題となる禁止行為」の更なる具体化を図ることが有効

である。 

 

(7)  コンテンツ配信の円滑化のための環境整備として、ベストエフォート型のインタ

ーネットサービスの品質に係る自己認証基準（ネットワークの標準モデルを定め、

客観的なベンチマーク値又は一定のレンジ値を設け、サービス品質のクラス分類を

ユーザに対して提示するイメージ）の在り方について、標準化機関等において、早

期に結論を得る方向で検討に着手することが適当である。 

 

端末レイヤーにおける競争環境整備の在り方 

 

(8)  移動通信分野においては、垂直統合型ビジネスモデルとして、端末販売と通信サ

ービス（通信事業者の選択）がバンドル化（一体化）され、端末機器の価格を低位

に設定し、その分を通信料金として回収するというビジネスモデルが採用されてい

る。 
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(9)  しかし、次世代携帯電話（３Ｇ）の登場に伴い、端末販売と通信サービスのアン

バンドル化を実現するＵＩＭ(User Identity Module)カードのロック解除並びに新た
な電子認証基盤としての同カードの活用、移動通信分野における番号ポータビリテ

ィの実現等を視野に入れつつ、これらを一体的に検討するため、メーカ、通信事業

者、行政当局等の意見交換を通じた検討の場を設けることが適当である。 

 

 

 

 

 
基本的考え方 
 
(1)  ＩＰベースの新たなビジネスモデルの登場を促し、これに柔軟に対応できるよう
にする観点からは、可能な限り規制水準の全般的な低下を図るとともに、市場参加

者から見て、明確で予見性の高い制度運営を維持していく必要がある。このため、

電気通信事業における競争の枠組みの基礎をなす一種・二種の事業区分の在り方に

ついても、通信・放送の融合や諸外国の動向等も勘案しつつ、必要な見直しを行う

方向で検討する必要がある。 
 
具体的な検討の方向性 
 
(2)  近年の市場構造の変化(一種事業と二種事業の事業展開の多様化、累次の規制緩和
措置による実態的な事業区分の垣根の低下等)を踏まえ、事業区分を見直す際の具体
的な検討の方向性として、例えば、 
① 一種事業及び二種事業の適用範囲の見直し 
② ネットワーク部門（卸部門）とサービス部門（小売部門）の分離 
という２つのアプローチが考えられる。 
 

(3)  このうち、一種事業及び二種事業の適用範囲の見直しについては、公益事業特権
を要しない一種事業者を二種事業者とする他、特別二種事業・一般二種事業の適用

範囲を見直し、ＶｏＩＰサービスを提供するＩＳＰ事業者やＭＶＮＯといった社会

経済的に重要なサービスを提供する事業を特別二種事業とするとともに、当該特別

二種事業については、ユーザ保護の観点から、市場退出の際の一定期間前の届出を

義務付ける等の措置についても、今後更に検討する必要がある。 
 
(4)  また、現行の一種・二種の事業区分のメルクマールを見直し、電気通信回線設備
の設置・運営及び卸電気通信役務を提供するネットワーク部門（卸部門）と、ネッ

トワーク部門から役務提供を受けてエンドユーザに対してサービスを提供するサー

ビス部門（小売部門）とに事業区分を分ける方法（ただし、両部門は兼業可能）も

考えられる。 
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(5)  いずれにせよ、一種・二種の事業区分という電気通信市場における競争の基本的
枠組みの在り方について、その見直しを検討する際には多角的な視点から検討を進

めていく必要がある。その際には、上記の２つのアプローチ以外にも様々な考え方

があり得ると考えられるところであり、関係各方面の意見、法制的検討、主要先進

国の動向等を踏まえつつ、更に検討を進めていく必要がある。 
 
 
 

 
(1)  本研究会としては、今回取りまとめた中間報告を基礎として、更にブロードバン
ド時代の競争政策の在り方について検討を行い、本年６月を目途に最終報告を取り

まとめる予定である。 
 
(2)  具体的には、引き続き急展開する新たなビジネスモデルの動向の検証と望ましい
競争ルールの在り方、有効競争レビューの具体的な手法、主要国におけるブロード

バンド時代の競争ルール整備に向けた取組みの把握に加え、「フルＩＰ時代」の新た

な競争政策の枠組みについても検討を行う。 
 

情報通信新時代のビジネスモデルと競争環境整備の在り方に関する研究会

　（１）レイヤー縦断型のビジネスモデルに対する評価

（２）市場支配的な事業者によるレイヤー縦断型の
ビジネスモデルの展開

■　東西ＮＴＴの業務範囲の拡大の認可に係る公正競争ガイドライン、
　非対称規制（市場支配的な事業者に対する行為規制等）を厳正に運用。

■　東西ＮＴＴの子会社等による上位レイヤーへの進出について実態を
　注視し、必要に応じて新たな是正措置を講じることについて検討。

１．レイヤー縦断型のビジネスモデルと
競争競争環境の在り方

■　複数の事業者による協働型ビジネスモデルの登場により、多様な
　競争軸による市場競争の活性化を期待。

■　ブロードバンド時代の新たなビジネスモデルの登場を促す観点から、
　可能な限り規制水準の低下を図るとともに、明確で予見性の高い競争
　の枠組みが必要。

■　一種・二種の事業区分の在り方については、一種・二種の事業区分
　の適用範囲の見直し、ネットワーク部門（卸部門）とサービス部門　
（小売部門）の分離等、様々な選択肢を基に、更に検討。

　　

２．各レイヤにおける競争環境整備の在り方
（具体的施策例）

　　　　　　（１）ネットワークレイヤー

■　卸電気通信役務の提供を専業とする事業の参入許可手続きの簡
　素化（平成１３年度中）

■　｢ＭＶＮＯ(Mobile Virtual Network Operator)事業化ガイドラ
　イン（仮称）｣　の早期策定

■　地方公共団体を対象とした「光ファイバ網の通信事業者への提
　供に関する標準手続（仮称）」の早期策定　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　 （２）プラットフォームレイヤー等

■　ベストエフォート型のインターネットサービスの品質に係る自
　己認証基準の設定（標準化機関等における検討の着手）

■　「競争ガイドライン」(昨年１１月、公取委と共同で策定)にお
　ける移動通信事業者とコンテンツプロバイダ等との間の取引に係
　る「禁止行為」の具体化（１年後の見直し時）　　　　　　　　
　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
　　　　　　（３）端末レイヤー

■　電子認証基盤としてのＵＩＭ(User Identity Module)カードの
　活用、ＵＩＭカードのロック解除、番号ポータビリティの実現等
　に係る検討(検討の場の設置)　　　　

競争ルールの整備に向けた基本的考え方

■　制度の透明性・予見可能性の確保

■　競争促進的なルールの確立

■　デュープロセスの確保

電気通信事業分野におけるブロードバンド時代の競争環境整備の在り方

競争促進に向けた多様な観点からの取組み

■　有効競争レビューの定期的実施　　　　　■　競争ガイドライン等の策定

■　事業者間の紛争処理と競争ルールの有機的連携　

■　電気通信事業法と独占禁止法の連携　　　■　ユーザ保護の重視　

本年６月を目途に最終報告を取りまとめ。

３．電気通信事業における競争の枠組みの在り方
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はじめに 

 

 

 情報通信（ＩＴ）分野においては、急速な技術革新と事業者間の競争を通じて料金

の低廉化、サービスの多様化が着実に進展している。特に最近では、従来の電話ネッ

トワークからＩＰ（Internet Protocol）ネットワークへの移行段階にあり、高速大容量
通信を可能とする「ブロードバンド化」が進展していることから、電気通信分野にお

ける競争政策を検討する際には、こうした新たなネットワーク環境への移行や市場環

境の変化を十分踏まえた検討が必要となっている。 

 

 また、我が国経済の現状をみると、依然として景気の低迷が続いており、米国にお

けるＩＴ産業の不調が我が国経済にも深刻な影響を与えている状況にある。我が国経

済が今後再び自律的成長軌道に回帰するためには、２１世紀型産業であるＩＴ産業の

活性化が重要な位置を占めており、ＩＴ産業の活性化は、あらゆる社会経済活動のＩ

Ｔ化を通じて構造改革を促し、ひいてはファンダメンタルズの向上につながることが

期待されるところである。 

 

 本研究会は、こうした問題意識に立ち、ブロードバンド化が進展する中、新たなビ

ジネスモデルの登場を促すとともに、公正競争環境整備の在り方を検討することを目

的として、昨年８月から精力的に検討を進めてきている。特に昨年９月には、昨今の

新たなビジネス展開の潮流を把握するため、研究会構成員に加え、計１８社・団体に

オブザーバとして参加いただき、計４回にわたり活発な意見交換を行ったところであ

る。 

 

本研究会では、昨年１２月、こうした検討の経緯を踏まえ、計１１回開催した会合

において議論した内容を「中間報告書草案」として取りまとめて公表し、約１か月間

にわたり広くパブリックコメントを募集した。 

 

 

本中間報告は、関係各方面から寄せられた意見等（企業２０件、団体等６件、個人

３７件の計６３件）について更に検討を加え、その結果を取りまとめたものであり、

多様なビジネスモデルが多数登場してきていることを踏まえ、これに対応するために

必要な公正競争環境整備のための競争政策の方向性について提示している。 
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１－１．ブロードバンド化に対応した競争政策の必要性 

 

①  電気通信分野においては、昭和６０年（１９８５年）に市場の全分野に競争原

理を導入し、急速な技術革新と事業者間の活発な競争により、市場規模を拡大す

るとともに、料金の低廉化やサービスの多様化を通じ、広く国民利用者にその利

益を還元してきた。 

 

②  しかし、特に近年の著しい技術革新を踏まえ、電気通信ネットワークは大きな

変革期に入りつつある。具体的には、従来の電話サービスに代表される「統合型

ネットワーク」から、インターネットに代表されるＩＰ(Internet Protocol)ベース
の「分散型ネットワーク」への転換期にあり、個別サービスごとに構築される従

来型ネットワークから、共通化した高速大容量のアクセス網を通じて多様なサー

ビスが利用可能な環境、すなわちブロードバンド化が本格化しつつある（参考資

料１）。 

 

③  こうしたブロードバンド化の進展は、そのサービス提供形態として、通信トラ

ヒックの多寡に依存しない定額料金ベースの「常時接続」環境を実現するととも

に、音声・データ・映像といった通信内容に依存しないサービスの提供を可能と

する。具体的には、数百kbpsから１００Mbps程度の高速・超高速インターネット

アクセスが一般家庭でも利用できる市場環境が既に実現・普及段階にあり、光フ

ァイバ、ＤＳＬ、ＦＷＡ、ケーブルインターネット等の多様なアクセスサービス

が提供されている。また料金面で見ても、例えば我が国のインターネット常時接

続料金は、他の主要先進国と比べても例を見ない低廉な水準が実現している。 

光ファイバサービス

FW Aサービス

D SLサービス

【最近の傾向】

提供開始  提供事業者  通信速度  通信料金  
13 年 3 月  有線 ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸｽ  

「BROAD  GATE 01」  

100M b ps 4 ,900 円 (※ ) 

13 年 4 月  ｱｲ･ﾋﾟｰ･ﾚﾎ ﾞﾙｰｼｮﾝ  
「集合住宅向け 10 ﾒｶ ﾞｻ ｰﾋﾞｽ」  

10M b ps  
(集合住宅向け ) 

3 ,900 円（※ ）  

13 年 6 月  
 

ｹｲ・ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ  
「eo ﾒｶ ﾞﾌｧｲﾊﾞｰ」  

10M b ps 
（集合住宅向け）  

2 ,980 円（※ ）  
（全戸一括加入）

13 年 8 月  NTT 東西  
「B フレッツ (ﾌｧﾐﾘｰﾀｲﾌ ﾟ)」  

10M b ps  5,000 円  

13 年 8 月  NTT 東西  
「B フレッツ (ﾍ ﾞｰｼｸﾀｲﾌ ﾟ)」  

100M b ps 9 ,000 円  

 

提供開始  提供事業者  通信速度  通信料金  
13 年 1 月  東京めたりっく通信  

「Sing le」,「Fam ily」  

640kbps→  
1 .6M bps 

6,600 円 （※）→  
3 ,687 円 (※ ) 

13 年 2 月  NTT 東西  
「ﾌﾚｯﾂ・ADSL」 

1.5M bps 4,600 円→  
2,900 円（１２．１） 

13 年 8 月  ｿﾆｰｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾈｯﾄﾜｰｸ
「So-net ADSL」 

1.5M bps 3 ,167 円程度
（※）  

13 年 9 月  
 

Ｙａｈｏｏ！ＢＢ  8M b ps  2,467 円（※）  

 

D SL：ラインシェアリング
（11年より）

光 ﾌｧｲﾊ ﾞ：一般ﾕｰｻﾞ向けｻｰﾋﾞス
（12年 12月より）

ｹｰﾌ ﾞﾙｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ
 
 

 

提供開始  提供事業者  通信速度  通信料金  
13 年 3 月  ﾌｧﾐﾘｰ･ﾈｯﾄ･ｼﾞｬﾊ ﾟﾝ  1M bps 約 5,000円 (※）  
13 年 4 月  ｱｰﾙ・ﾅｯｸ  

「2 .4GHz 帯高速無線ｲﾝﾀｰﾈｯ ﾄ」 

 

数 100kbps～
1M bps 

4 ,600 円 (※ ) 

13 年 5 月  スピードネット 
「常時接続サービス」 

1.5M bps 4 ,350 円  
（モデムレンタル代込）  

1. 一般ﾕｰｻﾞ向け超高速通信ｻｰﾋﾞｽの登場 － 100M bps, 5,000円程度
2. 定額料金ｻｰﾋﾞｽの一層の低廉化 － D SL：5,000～ 6,000円⇒ 3,000～ 5,000円

【注】通信料金の欄で（※）は、インターネット接続料金込みモデムレンタル代は含まない。

諸外国に
先駆けたｻｰﾋﾞ

提供開始 提供事業者 通信速度 通信料金 
12年 12月 葛飾ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ 

「ﾊﾟｰｿﾅﾙｺｰｽ」 
1.5Mbps 5,900円(※)→ 

5,000円（※） 
13年 1月 長野ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ 

「ベーシックプラン」 

1.5Mbps 5,500円(※)→ 
4,800円（※） 

13年 3月 ｼﾃｨﾃﾚﾋﾞ中野 
「CTN@nifty512」 

上り 512kbps 
下り 1.5Mbps 

5,800円(※)→ 
5,500円(※) 

 

最近のブロードバンドマーケットの動向
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2,900 3,100
2,800

2,467

6,034

7,242

1,638

6,138

3,606

2,781
3,142

6,489

1,950

NTT-C

2,379

DT
1,896

FT

2,119

BT

2,652

AT&T

1,950

NTT-C

1,950

NTT-C

0

2,000

4,000

6,000

8,000

通信料金 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ｱｸｾｽ料金

インターネット常時接続料金の国際比較

DSL

ヤフー

ISDN DSL DSL DSLｱﾅﾛｸﾞ ｱﾅﾛｸﾞ

ﾍﾞﾗｲｿﾞﾝ（ﾆｭｰﾖｰｸ） BT（ﾛﾝﾄﾞﾝ）ＮＴＴ東日本 FT（ﾊﾟﾘ）

64kpbs
1.5Mbps
/512kpbs

500kbps
/250kpbs

500kbps
/128kpbs

56kpbs 56kpbs

DSL
8Mbps
/900kpbs

注１）１ヶ月30日間、１日24時間インターネットに接続したケースを想定
　 ２）諸外国の料金は、2 0 0 1年1 0月１日時点のもの。為替レートは、2 0 0 1年1 0月1日時点のTTS(対顧客売相場）レートにより換算。
　　 １米ドル＝120.80円、１英ポンド＝180.37円、１仏フラン＝16.80円、１独マルク＝56.33円、１スイスフラン＝74.28円
　 ３）ベライゾン（ニューヨーク）のアナログの通信料金は、他の都市との比較に供するため、定額制料金24 . 67ドルのうち度数制プランの
基本料金11.11ドルを差し引き、残りの13. 56ドルを通信料金と仮定したもの。

合計
4,750円

合計
5,050円

合計
2,467円

合計
6,034円

合計
4,290円

合計
6,138円

合計
5,725円

合計
4,677円

768kbps
/128kpbs

合計
7,242円

1.5Mbps
/128kpbs

合計
5, 521円

合計
6,489円

DT（ﾄﾞｲﾂ） ｽｲｽｺﾑ

DSL DSL
768kbps
/128kpbs

512kbps
/128kpbs

合計
4,850円

8Mbps
/１Mpbs

 

④  こうしたサービスの多様化や料金の低廉化を受け、ブロードバンドインターネ

ットの加入数は急増しており、例えばＤＳＬについては、加入数が約１５２万（平

成１３年１２月末現在）に達し、この１年間で１００倍以上の急速な伸びを示し

ている。また、ケーブルインターネットについても約１１５万加入（平成１３年

９月末現在）に達し、光ファイバを活用したサービスやＦＷＡサービスについて

も、その加入数は着実に増加している。 

 

⑤   こうした中、政府ＩＴ戦略本部は平成１３年１月に「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略」（参

考資料２）を決定し、ブロードバンド化の早期実現に向け、２００５年を目途と

して、少なくとも３０００万世帯が高速インターネットアクセス網に、また１０

００万世帯が超高速インターネットアクセス網（目安として３０～１００Mbps）

に常時接続可能な環境を整備することを目標として設定した。また、これを受け

て総務省が同年１０月に策定・公表した「全国ブロードバンド構想」では、２０

０５年度末段階において、高速・超高速インターネットを実際に利用する実加入

世帯数は、約２０００万世帯に達するものと見込んでいる1。 

                                                     
1  総務省「全国ブロードバンド構想」（平成１３年１０月公表）は、２００５年度末時点において、
高速・超高速インターネットの実加入世帯数は約１，９７７万と見込んでおり、当面は ＤＳＬが高
速・超高速インターネットアクセスの主流を占めるものの、光ファイバサービスは２００３年度から

急速に普及し、２００５年度末段階ではＤＳＬを逆転し、ブロードバンドアクセスの主流になるもの

と予測している。 
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0

8
5
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ブロードバンド・インターネット加入者数の推移

0

9 23

2 17 264 14

2825加
入
者
数

10,000

5,000

1

16 27

3

21 22

24

12 15

18 19 20

99年
3月

6月 9月 12月
2000年

3月
6月 9月 12月 2001年

3月

0

　　　

6月

　　　

　

月9 月12

800,000
700,000
600,000
500,000
400,000
300,000
200,000
100,000

900,000
1,000,000
1,100,000
1,200,000

1,400,000
1,300,000

2002年
3月

1,700,000
1,600,000
1,500,000

1,800,000

2,000,000
1,900,000

9,723

211
2,537

70,655

178,737
112,182

291,333

400,760

510,339

650,796

921,867

1,204,564

46.3 万

62.5万

32.9 万

9.2万

21.6 万

3.2万
6.6万

15.4 万

78.4万

96.7万

115.1万

15,000

約450 約800 約1,100約900

約 3,100約500約1,400
約 1,900 約6,000

DSL
○加入者数： 1,524,348

○事業者数： 46

　　　1999.12
東京めたりっく通信

　商用サービス開始

　　　

　○コロケーション（１０月）
　○アンバンドル（９月）

（郵政省令改正）接続環境整備

2000.9～10

　　2000.12.26
NTT東西
　DSL接続料値下げ

　　2000.12.26 NTT東西
　光・ IP通信網ｻｰﾋﾞｽ開始

25

　　　

　

2001.3
有線ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸｽ
100 Mbpsｻｰﾋﾞｽ開始

約200

約3,500

無線
○加入者数： 約3,100

○事業者数： 26

16 21

18 19 20

　
約

1,235

1,524,348

約4,500

約 2,500

◆
約9,000

光ファイバ
（一般利用者向け）
○加入者数： 9,000

○事業者数： 6
（2001年12月末現在）

（2001年12月末現在）

ｹｰﾌﾞﾙｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
○加入者数：約 1,151,000

○事業者数： 243
（2001年9月末現在）

(2001年11月末現在）

（2001年11月末現在）

（2001年11月末現在）
（2001年12月末現在）

（2001年11月末現在）

高速・超高速インターネットの普及予測（実加入世帯ベース）

　想定されるインターネット普及率や料金等の一定の前提の下での2005年度の高速・超高速インターネットの普及予測（実加入世帯数ベー
ス）は、約2000万世帯弱。
　当面は、DSLが高速・超高速インターネットアクセスの主流を占めるが、光ファイバ網を活用した超高速インターネットが2003年度から
急速に普及し、2005年度には、DSLを逆転するものと予測。

2001年6月末 2001年度末 2002年度末 2003年度末 2004年度末 2005年度末

計1,977万

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

加　

入　

世　

帯　

数

　

（万世帯）

無線を活用したサービス

ケーブルインターネット

ＤＳＬ

光ファイバを活用したサービス

ケーブルインターネットケーブルインターネット

9797万万

205205万万

323323万万

388388万万

417417万万
429429万万

無線を活用したサービス無線を活用したサービス

00

22万万

1616万万

4141万万

6565万万

8080万万

計126万

計378万

計917万

計1,513万

　計1,797万

ＤＳＬＤＳＬ

2929万万
164164万万

481481万万

749749万万

722722万万
695695万万

00万万 77万万
9797万万

335335万万

593593万万
773773万万

光ファイバを活用したサービス光ファイバを活用したサービス

（出所）　総務省「全国ブロードバンド構想」（平成13年10月）

 

⑥ こうしたブロードバンド化の進展は、これまでの来店型店舗における商取引に加 

え、ネットワーク上において商品やサービスの購入を可能とするＢ２Ｃ市場の発展

を促し、消費者の選択の幅の拡大、利便性の向上を実現しつつある。しかし、我が
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国経済における景気の低迷が長引く中、企業間の電子商取引等を実現するＢ２Ｂ市

場がますます重要になってきている。すなわち、Ｂ２Ｂ市場の拡大により、ＩＴを

活用した社会経済活動の効率化、ひいては構造改革等が実現することが期待される

ところである。 

 

⑦  特に、Ｂ２Ｂ市場においては、従来紙ベースで取引していた受発注をインターネ

ット（登録者のみアクセス可能なエクストラネット）を用いた電子取引市場へ移行

させる「市場代替」や、運送トラックの空きスペースをインターネット上の競売に

よって取引する等の新たな「市場創出」によるｅマーケットプレイスが拡大してき

ており、今後とも高い成長が期待されている。 

 

⑧ 具体的には、ｅマーケットプレイスの市場規模は約８００億円（平成１２年度）

から約１５兆６千億円（平成１７年度）へと５年間で２０倍以上の規模に拡大し、

当該市場の業種別構成比を見ても、現在は自動車産業が全体の約８割と太宗を占め

るが、将来的には建設・電機・サービス業等の広範な分野へと市場が拡大していく

ものと見込まれている2。 

 

インターネットビジネスの市場規模（平成１２年度）

９兆７９８億円　

（２６兆２８５億円）

（うち）モバイルコマース　　
　　　 　　　　５４１億円　　　
　 （１兆７,１９４億円）

６,２３３億円
（７兆９,６５２億円）

最終消費財市場

３８兆１,０００億円
（９８兆９,０００億円）

（うち）ｅ-マーケットプレイス
　　　　　　　　　８００億円　　
　　　 （１５兆６,０００億円）

中間財市場

（うち）ＡＳＰ市場
　　　　２０億円　
　　 （９７５億円）

（うち）モバイルコマース
　　　　関連ビジネス　　
　　１兆８,２２３億円　　　
　 （４兆５,９９７億円）

電子商取引

インターネットビジネス

インターネット関連ビジネス

総計 ４７兆８,０３１億円　
　　（１３３兆１,５００億円）

（注） カッコ内は、平成１７年度の市場規模予測

（出典）平成１３年度情報通信白書

モ
バ
イ
ル
ビ
ジ
ネ
ス

電子商取引（中間財市場）の業種別構成比の推移

79.3（自動車）

（電機）

17.7

33.6（電機） 43.3（自動車）

28.5（〃）31.0（〃） 5.2

(年)

12

11

17
27.4

(その他製造業)

　　建設業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　サービス業他

16.9

「ＩＴが産業に与える影響に関する調査」より作成

5.2
0.3

2.3

0.2 1.8

3.6

0.3

1.9 0.5

0.0

100 20 30 40 50 60 70 80 90 100(%)

0.5

 

⑨  Ｂ２Ｂ市場の拡大をブロードバンド環境との関係でとらえると、例えば、以下の

                                                     
2  総務省「平成１３年度情報通信白書」（平成１３年７月）。 
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ような形態で企業活動の効率化等が実現するものと考えられる。 

 
(1) 第一に、従来は費用面等の制約からＩＴの導入が遅れていた中小企業も含め、Ａ

ＳＰ (Application Service Provider)3を活用して、営業、会計管理、生産管理等の多
くの分野で、低廉なコストで最新のアプリケーションを柔軟に活用できるようにな

り、その結果として、バックオフィス業務の効率化を通じ、経営資源をコアコンピ

タンスに集中させた戦略的な事業展開が可能となることが期待される。 
 

ＡＳＰのビジネスモデル

■　各種業務用ソフト等のアプリケーションソフトをネットワーク上に置かれたデータセンタ等において一括運用し、
　　ユーザ（企業）に対して、アプリケーションソフトをインターネット経由で利用できるようにするサービスを提供。

■　ユーザ企業は、単独で導入した場合には高価なパッケージソフトウェアやビジネスアプリケーションを比較的
　　安価に提供してもらうことができ、また、サーバの管理・運営やアプリケーションのサポート体制をアウトソー　
　　シングできるというメリットがある。

サーバ
アプリケーション
　・経理、会計
　・営業、販促
　・顧客管理　等

管理・
運営

ＩＰ網

ＡＳＰ

企業

ASPの導入・活用のメリット

アプリケーションの初期導入コストの削減

ハード・アプリケーションの運営と管理コストの削減

サーバの設置スペースやセキュリティコストの削減

アプリケーションのバージョンアップが容易

他のアプリケーションサービスへの代替が容易

１

２

３

４

５

（出典）　コンピュートピア（２００１年７月号）

ＡＳＰ（アプリケーション・サービス・プロバイダ）とは

 

(2) 第二に、ネットワーク上におけるＡＳＰの活用が中小企業を含め多くの企業に
拡大していくことにより、企業間のＳＣＭ (Supply Chain Management) やＥＣ
 (E-Commerce) を実現するプラットフォームが普及し、企業間取引の更なる効率
化が実現することが期待される。 

 
(3) 第三に、例えばブロードバンドインフラを用いて、異なる複数の場所に所在す

                                                     
3   ＡＳＰは各種業務用アプリケーションソフトをデータセンタ等で運用し、ユーザ企業はこれをイン
ターネット経由で利用することができるというビジネスモデルであり、ユーザ企業側から見ると、Ａ

ＳＰのサービスを導入することにより、①アプリケーションの初期導入コストの削減、②ハード・ア

プリケーションの運営・管理コストの削減、③サーバの設置スペースやセキュリティコストの削減、

④アプリケーションのバージョンアップが容易、⑤他のアプリケーションサービスへの代替が容易と

いったメリットがある。 
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るスタッフがネットワーク上で協働的に作業を行うデジタルコラボレーション

環境が普及すれば、地理や時間の制約を超えたＳＯＨＯ型の勤務形態やグローバ

ルな業務シェアリングの進展が実現することも期待される。 
 

「電子透かし」埋め込み

ギガビットネットワーク

沖縄等

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化

素材データベース管理システムの構築
　仮登録素材アップロード機能
　ストレージ運用管理機能
　素材検索機能

グループウェア(GW)開発
　全体作業の進捗・管理
　デジタル素材の管理
　制作素材のプレビュー確認

コンテンツIDセンター

ビデオ編集
データ出力

（デジタル・アナログ）

データ出力サーバ

映像制作会社等

CG
イラスト
音楽　等

SOHO等

データ転送
データ転送

コラボレーションサーバコラボレーションサーバ

映像素材
（SD/ HD） デジタル素材を

NTSC出力

映像技術会社/
コンテンツホルダー

ネットワークコラボレーションシステムの概要

■　デジタル素材の２次利用の流通網を整備するためのコピー防止ができるような電子透かし処理及びその素材
　　の著作権と再利用状況が管理できる各種素材の管理データベースシステムの構築。

■　放送素材も含むマルチメディアデータ対応のギガビットのネットワークコラボレーションによって、効率的な制　
　　作を可能にする業務ワークフロー及びグループウェアによる制作管理システムの構築。

（注）本システムの実証実験は、通信・放送機構による成果展開型研究開発（委託型）として平成１２年度に実施。

 

⑩   このように、我が国におけるブロードバンド化の進展は、「胎動期」から「離

陸期」にある。したがって、電気通信分野における今後の競争政策の在り方を検

討する際は、こうしたブロードバンド化の流れを加速化し、活発な競争を通じた

多様な事業展開が可能となるよう公正競争環境を整備していくことが必要であり、

特にブロードバンド化によってもたらされるネットワーク構造や市場構造の変化

を踏まえて検討していくことが求められている。 

 

 

１－２．レイヤーに着目した競争政策の基本的視点 

 

①  従来の電話ネットワークにおいては、エンドエンドのトラヒックの疎通につい

て交換網を保有している通信事業者がネットワーク全体を設置・運営することに

より、効率的なネットワーク管理を実現してきた。しかし、既に前節でも述べた

ように、急速な技術革新が進展する中、ＩＰベースの分散型ネットワークへの移

行が急速に進展しつつあり、これに伴い、通信サービスを川上から川下に至るま



電気通信分野におけるブロードバンド時代の競争環境整備の在り方について 

                                      9

で一体として提供する従来の形態以外にも、通信サービスを提供するために必要

とされる各機能（要素）のアンバンドル化が技術的に可能となったことを受け、

後述のｉＤＣ事業やＣＤＮ事業のように特定のレイヤーで事業展開を行うビジネ

スモデルが登場する等､レイヤーごとの機能分離が進展している。これは、コンピ

ュータの世界において、技術革新によるメインフレームからクライアント・サー

バへの移行により、ハードウェア部門とＯＳ部門がアンバンドル化されたことに

類似しているとも言えよう。 
 
②  こうしたブロードバンド化及びレイヤーごとの機能分離（アンバンドル化）の

進展に伴い、例えば以下のような市場環境の変化が生じつつある。 
 
(1) 各レイヤーを組み合わせた「オープン型」ビジネスモデルの登場  
 
   レイヤーごとのアンバンドル化が進展する中、各レイヤーごとに必要な部分を
自由に組み合わせてサービスを提供する「オープン型」のビジネスモデルを構築

することが可能となりつつある。これは、ユーザの多様なブロードバンドニーズ

に柔軟に対応して、ワンストップでサービスを提供することを可能とする。こう

した各レイヤーを組み合わせた新たなビジネスモデルの登場は、他業態における

経営資源を活用した電気通信事業への参画等、新たな市場プレイヤーの参入を促

し、電気通信市場における競争の更なる活性化を実現する効果が期待される。 
 
 (2) 上位レイヤーにおける新たなビジネスモデルの登場 
   
 また、各レイヤーのアンバンドル化を背景として、上位レイヤー（例えば、認

証・課金事業や、ネットワークを介して企業等の大量のデータを蓄積・管理する

ｉＤＣ(internet Data Center)事業等）においても、新たなビジネスモデルが登場
してきている。 
このため、上位レイヤーにおいて新たなビジネスモデルにより提供されるサー

ビスがエンドユーザに円滑に提供されるよう、最適なデリバリーチャネルが構築

されることが必要であり、今後はデジタルコンテンツの円滑な流通の促進が求め

られる中、「デジタルコンテンツのデリバリーチャネルの多様化」と「デジタル

コンテンツの流通促進」の好循環を通じて、ブロードバンドサービスの加速的普

及が実現することが期待される。 
 
③ こうした新たなビジネスモデルの登場により、電気通信分野の競争政策の中核を

なすネットワークレイヤーのみならず、端末、ネットワーク、プラットフォーム、

コンテンツ・アプリケーションといった各レイヤー4の動向も視野に入れながら、「各

                                                     
4  「端末レイヤー」は通信端末機器の製造・販売に関わるレイヤーを、また「ネットワークレイヤー」
は電気通信事業法が対象とする電気通信事業（第一種電気通信事業及び第二種電気通信事業）を指す。

更に、「プラットフォームレイヤー」は認証・課金、コンテンツ配信事業、著作権管理等の事業を含

むレイヤー、「コンテンツ・アプリケーションレイヤー」はコンテンツやアプリケーションの制作・

販売等の事業を含むレイヤーを指す。 
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レイヤーを縦断する」公正競争環境整備の在り方及び「各レイヤーごとの」公正競

争環境整備の在り方の双方について、多角的な観点から検証していくことが求めら

れている5。 
 

新たなビジネスモデルの登場と公正競争環境整備の在り方

通信サービス
の

高付加価値化

コンテンツ配信
に最適なネット
ワークの確保

認証・課金、コンテ
ンツ配信、著作権管
理等

コンテンツ制作等

第二種電気通信事業

第一種電気通信事業

端　末　販　売
端末レイヤー

ネットワーク

レイヤー

プラットフォーム

レイヤー

コンテンツ＆

アプリケーション

レイヤー
多様かつ豊富な
デジタルコンテンツ
の円滑な供給

多様かつ豊富な
デジタルコンテンツ
の円滑な供給

デジタルコンテンツの
配信の円滑化

デジタルコンテンツの
配信の円滑化

配信チャネルの
多様化

配信チャネルの
多様化

多様な端末の提供
多様な端末の提供

各レイヤにおける
公正競争環境の整備

一種・二種の事業区分の
見直し

（規制水準の全般的低下）

垂直統合型の
ビジネスモデルに係る
公正競争環境の整備

一社単独による
統合型のサービス

電話時代 ＩＰ時代

ブロードバンド化
（高速大容量）

コンテンツのデジタル化
（音声＋データ＋映像）

垂直統合型の
ビジネスモデル
の多様化

各レイヤーでの
多様なビジネス
モデルの登場

研究会の主要論点

多様なビジネスモデル
の登場

機能分離

 

１－３．競争ルール整備における基本的考え方 

 

① 電気通信市場における公正競争環境整備を推進していくためには、以下の基本的

な考え方に基づいて競争ルールの整備を進めていくことが必要である。 
   

(1) 制度の透明性・予見可能性の確保 
 
電気通信分野においては急速な技術革新が継続的に進展しているという特性

を有しており、競争の枠組みが陳腐化することのないよう、継続的に競争ルール

の見直しを図っていくことが必要である。また、新たなビジネスモデルの円滑な

                                                     
5 パウエル米国ＦＣＣ委員長は「ブロードバンド時代に向けた政策アジェンダ」（２０００年１２月）
において、規制構造の合理化の必要性に言及し、「融合した技術、市場と矛盾しない規制制度とする

ための見直しを進める必要があり、ブロードバンド市場への移行は、すべての通信分野に及ぶことか

ら、個別にではなく、総合的かつ統一的に見直すこと」が必要であると指摘している。  
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登場を促すためには、新規参入を計画している者にとって、競争の枠組みが十分

な透明性と予見可能性を有していることが求められる。 
 
  (2) 競争促進的なルールの確立   

 
電気通信市場においては昭和６０年に市場の全分野に競争原理を導入し、それ

以降、いわば「独占」から「競争」への移行過程にあることから、事業者間の競

争を促進する枠組みを確立していくことが必要である。そのため、電気通信市場

において通信事業者の行動結果として生じた競争上の問題を事後的に排除する

措置を充実させるとともに、必要に応じて事前の競争ルールを確立し、より競争

促進的な市場環境を創出していくことが求められる。 
 

  (3) デュープロセスの確保  
   
制度の透明性・予見可能性の確保、競争促進的なルールの確立と併せ、電気通  
信市場における競争の枠組みを検証し、競争ルールの見直し等を行う場合は、十

分な透明性をもってデュープロセスを確保しながら進めることが必要である。 
 
② 上記の基本的な考え方に基づき、具体的な競争ルールを確立するための手法とし

ては、例えば以下のような施策を検討の視野に入れていくことが適当である。 
 
 (1) 有効競争レビューの定期的実施  

 
   電気通信市場は急速な構造変化を生じ得る市場であり、公正競争環境を創出す

るための競争的枠組みを整備した後においても、真にそれらの枠組みが競争促進

的に機能し、ユーザ利益を実現する有効競争（effective competition）の創出につ
ながっているか等の観点から、定期的に各市場の競争状態をレビューするととも

に、その結果を公表し、必要に応じて競争ルールの見直しを図ることが効果的で

ある。 
具体的には、例えば、 

(a)  行政当局が講じた競争促進策（公正競争条件の設定を含む競争ルールの整備
等）に係る政策効果（例えば、発生した消費者利益）の評価及び当該措置の方

向性の検証 
(b)  市場支配的な事業者による上位レイヤーへの進出について、ネットワークレ
イヤーにおける市場支配力を進出先において濫用することにより公正競争条

件が損なわれていないかどうかの検証や、市場支配力の行使を認定する際の市

場の範囲等の検証を行い、激変するブロードバンド市場における新たな競争ル

ールや諸規制の見直しに係る検討をより効果的に行うことが可能となるもの

と考えられる。 
また、各市場における競争進展度について検証する際には、急速なＩＰ化が進

展する中、距離に依存した市場（例えば県内市場・県間市場）ごとの競争進展度

の把握だけでは適正な状況把握が行えない可能性がある。このため、地域通信市
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場についても、ラストワンマイル市場に焦点を絞ったレビューを実施したり、移

動通信市場と固定通信市場、ナローバンド市場とブロードバンド市場との競合・

代替状況の把握等を含め、様々な観点から市場把握の在り方について検討してい

くことも必要である。 
ただし、有効競争レビューの具体的な手法等については更に検討を深める必要

があり、諸外国の事例等も参考にしつつ、早期に確立すべく引き続き検討を進め

ることが望ましい6。   

 

(2) 事業者間の紛争処理と競争ルールの有機的連携 
  
平成１３年６月、「電気通信事業法等の一部を改正する法律」（以下「改正法」

という。）が公布されたのを受け､同年１１月に総務省に電気通信事業紛争処理委

員会が設置され、電気通信事業者間の紛争処理機能の強化が図られた7。競争ルール

の策定については、上記(1)のような各市場の競争状態のレビュー等を実施する中

で必要と認められる施策を適時適切に講じていくことが求められるのは当然のこ

とであるが、加えて、電気通信事業者間の紛争事案の処理過程で把握し得た競争ル

ールの改善策について、迅速に措置していく等のプロセス（具体的には、競争ルー

ルの策定後、事業者間の個別の紛争事案の処理を通じて明らかとなった競争ルール

の課題について適切な改善策を講じ、これを新たな競争ルールとして運用していく

という好循環）も重視していくことが適当である。 
 
(3) 競争ガイドライン等の策定 

 
電気通信市場のように市場環境の変化が激しい分野においては、競争ルールの在

り方として、電気通信事業法等の法令に基づく規制の枠組みを前提としつつ、上記

の事業者間の個別の紛争事案の処理と競争ルールの有機的連携に加え､例えば、新

たなビジネスモデルの登場に対応し、当該ビジネスモデルが制度的な枠組みの中で

円滑に実現できるよう、制度運用方針である「事業化ガイドライン」を策定するこ

とにより、制度運営の透明性を確保していくことも求められる。 
また､事業展開上生じる各種の競争政策上の問題点について、必要に応じ、関係

事業者に行政当局が加わった形で「自主的競争ガイドライン」を策定・運用する等､

柔軟かつ迅速な競争ルールの確立に努めていくことが必要である。 

 

                                                     
6  例えば、英国ＯＦＴＥＬは”Implementing Oftel’s Strategy : Effective Competition Review 

Guideline”(２０００年８月)を公表し、固定通信、移動通信等の各市場ごとの競争状況及び規制の在
り方のレビューを順次実施している。 
7  電気通信事業紛争処理委員会は、電気通信事業者間の紛争事案を専門的に処理することを目的とし
て、平成１３年１１月に設置された（委員会は５名の委員で構成）。本委員会は、電気通信事業者間

の接続条件等に関するあっせん、仲裁を行う他、総務大臣が電気通信事業者に対する料金変更命令や

業務改善命令を発出する際の諮問を受けることとなっている。また、同委員会は、紛争事案を処理す

る中で競争ルール等について改善すべき事項等があると認める場合、総務大臣に対して勧告を行うこ

とができることとされている。 



電気通信分野におけるブロードバンド時代の競争環境整備の在り方について 

                                      13

(4) 電気通信事業法と独占禁止法の有機的連携 
    

電気通信事業法と独占禁止法の双方の観点から、相互に連携しつつ競争促進を図

っていくことの重要性も増してきており、平成１３年１１月、公正取引委員会と総

務省が共同で策定・公表した「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針」

（以下「競争ガイドライン」という。）」8を活用するとともに、市場実態を踏まえ

つつ、逐次その改善・充実を図っていく必要がある。 

 
(5) ユーザ保護の重視 
 

ブロードバンド時代においては、活発な新規参入や新たな料金・サービスが多数

登場し、社会経済生活に不可欠なものとなっていく一方、ユーザに十分な情報提供

がなされないまま事業者が市場から撤退したり、ユーザがサービス内容について十

分な情報を獲得することなくサービス選択を迫られるといった状況が生じ、社会経

済活動に深刻な影響を及ぼすことも懸念される。このため、急速な技術革新等に対

応して、ユーザ保護策の充実を機動的に図っていくことが一層重要になってくるも

のと考えられる9。  

 

                                                     
8  公正取引委員会と総務省は、平成１３年１１月、「電気通信事業分野における競争の促進に関する
指針」を策定・公表し、電気通信事業分野において、独占禁止法又は電気通信事業法上問題となる行

為、競争を促進する観点から事業者が採ることが望ましい行為等について、具体的に整理している。 
9  消費者保護の観点からは、例えば、総務省内に「電気通信消費者相談センター」を設置し、ユーザ
の苦情・相談に対応している他、意見申出制度（電気通信事業法第９６条の２に規定）を整備してい

る。 

また、技術革新等を背景として新たに発生した問題に対応する観点から、例えば、①サイバーテロ

やハッカー対策のための「情報セキュリティポリシー策定のための指針」の策定(平成１２年８月)、

②ネットワーク上の権利侵害に対する措置を整備するための「特定電気通信役務提供者の損害賠償責

任の制限及び発信者情報の開示に関する法律」の制定(平成１３年１１月)、③ネットワーク上の個人

情報保護の重要性が高まっていることを踏まえた「電気通信事業における個人情報保護に関するガイ

ドライン」の策定（平成１０年１２月）、④ＩＰ電話の品質基準、番号付与の在り方などを検討する

ための「ＩＰネットワーク技術に関する研究会」の開催等を実施している。 

また、本年１月から「電気通信分野における消費者支援策に関する研究会」を開催し、消費者を支

援するための情報提供の態勢整備、専門知識を有する人材の育成等の消費者支援策について総合的に

検討を行っている（本年５月を目途に検討結果を取りまとめる予定）。 
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電気通信事業分野における競争の促進に関する指針(独占禁止法・ 電気通信事業法　 共同ガイドライン)の概要

１． 目　 的１． 目　 的
電気通信事業分野においては初めて、独占禁止法及び電気通信事業法の適用等に関する考え方を明らかにした共同ガイドラインを策定することにより、

電気通信事業者の予見可能性を高め、新規サービスの導入・展開を促進する。

２． 全体の構成２． 全体の構成

３． 連携・ 連絡体制について３． 連携・ 連絡体制について
公正取引委員会と総務省は、①それぞれに寄せられた相談等について、相互に、連絡。②独占禁止法と電気通信事業法の運用
の整合を図る観点から、必要に応じ、それぞれの処理について情報交換。③窓口を相互に設置。

４． 指針の見直し４． 指針の見直し
本指針を、競争環境の変化に対応しつつ、適宜機動的に見直すこととする。

（なお、電気通信事業法部分については、遅くとも１年後までを目途に見直しを行う。）

Ⅰ　指針の必要性と構成 Ⅲ　望ましい行為 Ⅳ　連携・連絡体制

　以下の５つの分野

ごとに、それぞれ問

題となる行為を記述。

第１接続・ 共用

第２電柱・ 管路等

の貸与

第３サービス提供

第４ コンテンツ提供

第５電気通信設備

の製造・ 販売

第１接続・ 共用

第２電柱・ 管路等

の貸与

第３サービス提供

第４ コンテンツ提供

第５電気通信設備

の製造・ 販売

　電気通信事業分野の競争促進

の観点から、市場支配的な電気

通信事業者等が自主的に採るこ

とが望まれる行為を明示。

①接続部門と他部門・関係事業者と

の情報遮断のための具体的措置

②ファイアウォール遵守状況の公表

③接続・コロケーション状況の公表

④電柱・管路等の貸与担当部門と他

部門等との情報遮断、貸与申込手

続・貸与状況の公表

⑤卸電気通信役務の提供に係る約款・

標準メニューの作成・公表

⑥違反防止のための社内マニュアル

の作成

Ⅱ　独占禁止法又は電気通信事業法上問題となる行為

•電気通信事業の各分野における市場の状況を踏まえ、独占禁止法の適用の考え方等
を明確化。

•ポイント
○　事業者から示された競争上の懸念等を踏まえ、競争に悪影響を与える行為を
記述。

　　（例）接続・コロケーションの際に得た競争事業者の情報の流用、電柱・管路等の貸与に　
　　　　　係る取引拒絶又は差別取扱い、競争事業者のメニューリストへのコンテンツ掲載の　

　　　　　禁止、ライセンス契約に伴う不当な拘束、顧客等に対する不当な情報提供による　　

　　　　　競争事業者との取引の妨害 等

独
占
禁
止
法

•電気通信事業法に基づく各種制度の概要を説明するとともに、問題となる行為を過
去の事例に基づき記述。

•ポイント
　①市場支配的な電気通信事業者のみが禁止される行為の明確化
　　（例）グループ企業のチラシの同封・グループ企業とのセット割引料金
　　　　　マイラインで得られた登録情報の不当流用、外販許諾の不当遅延　　等

　②各種命令の対象となる行為の整理
　料金変更命令、業務改善命令等の行政処分の対象となる行為について、
行為類型を明確化。
（例）接続・コロケーションに関する約款や各種ルールを遵守しないこと
　　　合理的な理由のない第二種電気通信事業者への再販禁止　　等

電
気
通
信
事
業
法注） 市場支配的な

　 電気通信事業者
　 に対する禁止行為
　 は、 別途再掲。
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第２章 レイヤー縦断型のビジネスモデルと競争環境整備の在り方 
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２－１．レイヤー縦断型のビジネスモデルに対する評価 

 

①  第１章で見たように、ブロードバンド化が進展する中、各レイヤーごとの機能（要

素）のアンバンドル化が進展するとともに、各レイヤーを縦断するビジネスモデル

が登場してきており、具体的には、通信事業者が下位レイヤーから上位レイヤーに

進出する動きや、コンテンツプロバイダが上位レイヤーから下位レイヤーに進出す

る動き等が見られる。 

  

②  前者の例（下位レイヤーから上位レイヤーへの進出）として、ＮＴＴ持株は平成

１３年６月にＮＴＴ－ＢＢ（ブロードバンドイニシアティブ）を設立し、課金・決

済等のプラットフォーム事業、ＣＤＮ事業等を展開することを計画している。また、

同年９月、東ＮＴＴはＮＴＴ－ＭＥ及び日本テレビ放送網との共同出資によりビー

バットを設立し、著作権管理等のプラットフォーム事業を開始している。その他の

多数の一種事業者10についても、ブロードバンド事業のトライアル実験等を実施し

ている。これらは、従来のネットワーク事業において、事業者間の活発な競争を通

じて料金水準が低下し、ネットワークレイヤーのみでは今後高い収益性を期待する

ことが困難であることから、ブロードバンド化が進展する中、上位レイヤーにおい

て収益機会の拡大を図ることを企図したものである。 

 

③  他方、後者の例（上位レイヤーから下位レイヤーへの進出）として、ヤフーが平

成１３年９月からコンテンツ配信・課金事業を開始するとともに、同社関連会社で

あるＢＢテクノロジーがネットワークレイヤーにおいてＤＳＬサービスを提供し、

当該サービス利用者に限定して、ヤフーのコンテンツ配信サービスが受けられるよ

うになっている。これらは、上位レイヤーの事業者が最適なデリバリー             

チャネルを確保するとともに、ネットワークレイヤーにおける他事業者との差別化

を図ることを企図したものであると言える。 

 

                                                     
10  本報告書においては、以下、「第一種通信事業者」を「一種事業者」、「第二種電気通信事業者」
を「二種事業者」と略記している。 
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レイヤーを縦断する新たな事業展開例

コンテンツ・
アプリケーション

プラットフォーム

ネットワーク

●ｉモード

●ＥＺｗｅｂ

●Ｊ-ｽｶｲｳｪﾌﾞ

■　ＮＴＴドコモ

■　ＫＤＤＩ (ａｕ)

■　Ｊフォン

ＮＴＴ－ＭＥ

ＮＴＴ東日本

ＮＴＴコム

㈱ビーバット
【2000年9月
設立】

著作権の保護・
管理等も行う

オープンで中
立なコンテンツ
流通市場の形
成

㈱楽天ブックス

ブックショッププ
ラットフォーム
事業【2001年4
月事業開始】

複数ブランドの
インターネット書
籍販売を運営す
るＢtoＢtoＣ事業

㈱ＢＢテクノ
ロジー【2000
年5月設立】

ＡＤＳＬインフ
ラの提供・管
理

㈱ソフトバンク

㈱ヤフー

Ｙａｈｏｏ!BBサー
ビスの提供
【2001年9月
サービス開始】

コンテンツ配信
事業

課金プラット
フォーム事業　

等

ＮＴＴ持株

㈱ＮＴＴ－ＢＢ
（ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ
ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ）
【2001年6月
設立】

課金・決済等
のプラットフォー
ム事業

ＣＤＮｻｰﾋﾞｽ　

等

㈱レーベル
ゲート【2000
年4月設立】

音楽配信サー
ビスのための
プラットフォー
ム事業

・システム運用

・データ蓄積

・課金・決済

㈱ソニーコミュ
ニケーション
ネットワーク

レコード会社
17社

ＫＤＤＩ

ＦＴＴＨによる
ブロードバンド
事業のトライ
アル【2002年3
月～8月】

ＩＰ電話､ｲﾝﾀｰﾈｯ
ﾄ､ﾋﾞﾃﾞｵｽﾄﾘｰﾑ､
音楽配信ｻｰﾋﾞｽ､
ﾎｰﾑｾｷｭﾘﾃｨ等の
ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞｻｰ
ﾋﾞｽ・技術の検
証、確立

日本テレビ
放送網㈱

㈱ソニー・
コンピュー
タエンタテ
インメント

 

④ レイヤー縦断型のビジネスモデルの特徴としては、端末・ネットワーク・プラッ

トフォーム（認証・課金、ポータルサイトの運営等）を一体として展開している移

動通信事業者のような、一社単独で事業展開する単一型の垂直統合型ビジネスモデ

ルに加え、複数の事業者が連携して、それぞれが得意とするレイヤーの経営資源を

持ち寄り、各パーツを組み合わせてオープンなビジネスモデルを形成する協働型ビ

ジネスモデルが登場してきている点が挙げられる11（すなわち、「レイヤー縦断型

のビジネスモデル」は、単一事業者による「垂直統合型ビジネスモデル」と複数事

業者による「協働型ビジネスモデル」の２つのビジネスモデルで構成されている。）。 

 

⑤ こうした垂直統合型ビジネスモデルと協働型ビジネスモデルを比較した場合､ 
(1) 垂直統合型ビジネスモデルは、ユーザに対してワンストップサービスの提供が
可能であり、ユーザ利便の確保という観点からは望ましいとの指摘もあるが、協

働型ビジネスモデルについても、エンドユーザに対して窓口を一元化して、一体

的にサービスを提供するのが通例であり、ユーザ利便が損われることになるとは

考えられない。 
(2) むしろ、協働型ビジネスモデルが今後多数登場することにより、従来想定され
ていなかったような多種多様なビジネスモデルによるサービス提供が実現し､よ

                                                     
11 垂直統合(vertical integration)という用語は、一般には、資本面で同一又は強い結合関係にある
複数の企業により垂直的なビジネスモデルが構築されていることをいうものである。  
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り多くの事業主体（競争軸）による市場競争の活性化が実現することが期待され

る。 
したがって、垂直統合型ビジネスモデルに加え、各レイヤーの機能を組み合わせた

協働型ビジネスモデルの登場は、競争政策の観点から見ても望ましいものであると

考えられる。 

 

⑥ 他方､垂直統合型ビジネスモデルは、例えば以下のような問題を生じることが懸

念される。すなわち、 
(1) ネットワークレイヤーにおいて市場支配的な事業者が上位レイヤーにおいて
市場支配力を濫用することにより、上位レイヤーにおける公正競争環境を阻害す

るおそれがある。 
(2) また、あるレイヤーにおいて公正競争環境が十分整備されておらず、当該レイ
ヤーにおいて事業者間の競争が有効に機能しない場合、当該レイヤーが隘路とな

り、レイヤー縦断型のビジネスモデル全体について、十分なコスト低下等が実現

せず､結果としてユーザ利益が阻害される可能性もある。 

 

⑦ このため、レイヤー縦断型ビジネスモデル（特に、垂直統合型ビジネスモデルに

よる下位レイヤーから上位レイヤーへの進出）に関する公正競争環境整備の在り方

を検討するに際しては、以下のような観点から検討する必要がある。すなわち、 

(1) ボトルネック設備を保有している市場支配的な事業者（東西ＮＴＴ）とそれ以
外の一種事業者、またインフラを保有している一種事業者とそれ以外の事業者

（二種事業者、コンテンツプロバイダ等）とを区別して検証する必要がある。 

(2) また、同じネットワークレイヤーの一種事業者ではあるものの、移動通信事業
者は、固定通信事業者と異なり、周波数制約により事業者数が限定されていると

いう特性があることを踏まえ、追加的な措置の必要性について検証することが適

当であると考えられる12。 

 

⑧ 他方、上位レイヤーから下位レイヤーへと展開するレイヤー縦断型のビジネスモ

デルとして、例えばコンテンツレイヤーにおいてキラーコンテンツを保有するコン

テンツプロバイダ等が特定のデリバリーチャネルのみに排他的に配信するといっ

たケースが想定されるのではないか、また、こうした場合には、コンテンツレイヤ

ーに市場支配力が発生し、下位レイヤーにおいてこれを濫用することにより、公正

競争環境が阻害されるのではないかとの指摘もある。 
 
⑨ しかし、 
(1) コンテンツ市場は音楽、映像、ゲーム、出版等多岐にわたり、これら各種のコ
ンテンツがデジタル化されることにより、市場が統合化する方向に向かうものと

考えられる一方、事業戦略として他のコンテンツとの差別化を図る（例えば、専

                                                     
12  こうした考え方に立ち、本章では、次節以降において、①市場支配的な事業者（２－２）、②そ
れ以外の事業者（２－３）及び③移動系事業者（２－４）によるレイヤー縦断型のビジネスモデルに

ついて、それぞれ個別に検証している。 
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用端末によるコンテンツの囲い込み等）ことにより、市場の細分化が進展してい

く可能性もあることから、市場の画定という点では現時点で一定の方向性が見出

し難い状況にある。 
(2) また、コンテンツ側から見れば収益性の向上を図るため、可能な限り幅広いデ
リバリーチャネルを活用する誘引が働く場合や排他的なデリバリーチャネルの

活用によりコンテンツの市場価値の向上を図る事業戦略を採る場合もあり、上記

(1)と同様、様々な方向性が想定される。 
 
⑩ このため、コンテンツレイヤーにおける市場支配力が存在するのかどうか、また

仮にこうした市場支配力が存在するとして、下位レイヤーに対して公正競争の観点

から見てどのような問題を発生させ得るのかについて、現時点で一義的に結論付け

ることは困難な面がある。むしろ、一般にコンテンツ制作者側がコンテンツプロバ

イダやネットワーク事業者と比べて相対的に弱い立場にある場合も実態として相

当程度存在すると考えられることから、コンテンツレイヤーが競争的であったとし

ても、例えば認証・課金等を行うプラットフォームレイヤーにおいて、特定の市場

支配的な事業者が市場支配力を濫用している場合、コンテンツ配信のためのデリバ

リーチャネルが競争的に機能しない可能性がある点が重要であり、引き続き、その

動向を注視していく必要がある。    
 
 

２－２．市場支配的な事業者によるレイヤー縦断型のビジネスモデルの

展開 

 

 

2-2-1.  東西ＮＴＴの活用業務認可ガイドラインの整備 

 
① 東西ＮＴＴは、ＮＴＴ法第２条の規定により業務範囲を地域通信業務に限定され

ているが、昨年６月に成立した「改正法」により、「地域電気通信業務の円滑な遂

行に支障を及ぼすおそれがないと認められる場合」であって「電気通信事業の公正

な競争の確保に支障を及ぼすおそれがないと認められる場合」は、総務大臣の認可

を受けて、同社の保有する設備、技術又は職員を活用して行う電気通信業務（以下

「活用業務」という。）を営むことが可能となった13。 

                                                     
13 総務省は、この法改正を受け、平成１３年１２月、「東西ＮＴＴの活用業務の認可に係る『公

正な競争の確保に支障を及ぼすおそれ』のある場合等の考え方」（以下、本文中「活用業務認可ガイ

ドライン」という。）を策定・公表した。 
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東西ＮＴＴの業務範囲拡大の認可に係る公正競争ガイドライン

　認可の基準

１　地域電気通信業務の円滑な遂行に支障を及ぼすおそれ

　　⇒　新たな業務の収支計画等を審査の上、判断

２　電気通信事業の公正な競争の確保に支障を及ぼすおそれ

　　⇒　

公正な競争を確保するために必要な、以下に掲げる具体的措置の提出を求める。

これらの措置の十分性・有効性につき、地域通信市場における競争の進展状況等を踏まえ、新規業務ごとに判断。

公正競争を確保するための７つのパラメータ公正競争を確保するための７つのパラメータ

①ネットワークのオープン化　　　　　　　　　 （ex）ゲートウェイの開放等
②ネットワーク情報の開示　　　　　　　　　　 （ex）ハード・ソフトのインターフェースの開示等
③必要不可欠な情報へのアクセスの同等性確保　 （ex）ＯＳＳの開放等
④営業面でのファイアーウォール　　　　　　　 （ex）バンドルサービスの提供の禁止等
⑤不当な内部相互補助の防止　　　　　　　　　 （ex）会計の分離等
⑥関連事業者の公平な取扱い　　　　　　　　　 （ex）ｺﾝﾃﾝﾂ事業者、ISP等との提携条件の公表等
⑦実施状況等の報告及び公表　　　　　　　　　 （ex）①～⑥の措置の実施状況、収支状況等の報告

当分の間、個別の認可にあたり､ガイドラインを補足する観点から、必要に応じ競争事業者等からの意見聴取の機会を設ける。

１年後にガイドラインを見直し。その後も具体的事例の積み重ねや市場の状況を踏まえ、適宜見直し。

 
② これは、東西ＮＴＴが既存の経営資源を活用した新たな業務を営むことを可能と

することにより、高コスト構造の是正等の経営効率化に資することが期待されると

ともに、地域電気通信業務（県内通信）に限定されることなく、インターネット時

代に対応した新たなサービス提供が実現することにより、ユーザ利便の向上が期待

されるとの考え方に基づくものである。   
 
③ 上記の活用業務として、県を越えて上位レイヤー（例えばＩＳＰ、データセンタ、

コンテンツ配信等）に進出することが可能となるが、ボトルネック設備を保有する

市場支配的な事業者である東西ＮＴＴが上位レイヤーに進出する垂直統合型ビジ

ネスモデルについては、ボトルネック設備を保有することに起因する市場支配力の

濫用を防止し、東西ＮＴＴと他事業者との間の公正競争条件を確保することが求め

られる。これは、急速な発展が期待されるブロードバンド市場において、市場支配

的な事業者が反競争的な行為を行った結果について、単にこれを事後的に排除する

のみならず、事前に一定の公正競争条件を設定して当該行為を防止することが、当

該市場の健全な発展に不可欠であると考えられることによるものである。 
 
④  なお、東西ＮＴＴによる上位レイヤーにおける市場支配力の濫用の可能性につい
ては、ボトルネック設備との関連性の大小に応じて異なるものと考えられる。 

 
⑤  この点、「活用業務認可ガイドライン」においては、競争事業者が東西ＮＴＴの 
営む新たな業務と同様の業務を実施する上で、東西ＮＴＴの設置するボトルネック

設備への依存度が大きい場合には、当該ボトルネック設備及びこれと一体として構

築される新たなネットワーク要素のオープン化の要請が高まると考えられること
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から、新たな業務の提供形態におけるボトルネック設備との関連性等について考慮

する必要があるとしている。 
  
⑥ また、当該活用業務の認可に際しては、「活用業務認可ガイドライン」において、

公正競争を確保する観点から、ネットワークのオープン化等、公正競争を確保する

ための７つのパラメータ14が規定されている。したがって、当該ガイドラインに沿

って、個別案件ごとに東西ＮＴＴが上位レイヤーに進出する場合の公正競争条件の

確保について、デュープロセスを踏まえつつ慎重に対処していくことが求められる。 
⑦  なお、東西ＮＴＴがコンテンツ配信やコンテンツ制作といった上位レイヤーに進

出する場合、ボトルネック設備を保有していることに伴い、コンテンツのデリバリ

ーチャネルを独占し、その結果として、コンテンツ配信の分野において公正競争が

担保されないのではないかとの指摘もある。 
 
⑧  この点、東西ＮＴＴは、ＮＴＴ法第１条において「地域電気通信事業を経営する
ことを目的とする株式会社」と規定されており、放送分野へ進出することは当該規

定の趣旨に照らして適当ではないとの考え方に基づき、放送分野への本体参入は認

めておらず、また同分野への出資についても、経営に関与しない範囲として、少数

株主権の行使ができない３％未満にとどめることとされている。 
 
⑨  このため、一定の公正競争条件が担保されることを前提として、東西ＮＴＴがコ  
ンテンツ配信等の上位レイヤーに進出するとしても、放送業への進出ができない限

り、コンテンツのデリバリーチャネルを支配し、市場支配力を濫用するおそれは少

ないと考えられるため､こうした上位レイヤーへの進出は一概には否定されるもの

ではないと考えられる。 
 
⑩ しかし、多様なコンテンツが放送以外のブロードバンドネットワークを介して配

信される状況が一般的となった段階において、東西ＮＴＴのネットワークレイヤー

における市場支配力との連関性について検証する必要が生じてくるものと考えら

れる。 
また、円滑なコンテンツ配信を実現していく観点からは、認証・課金等を行うプ

ラットフォームレイヤーのオープン化が極めて重要な要素であり、東西ＮＴＴがプ

ラットフォームレイヤーに進出する場合、プラットフォーム事業に係る機能（他事

業者が同様の業務を実施するために必要不可欠な要素と認められるもの）のアンバ

ンドル化の必要性等についても併せて十分な検討が必要である。 
 

 

                                                     
14  「活用業務認可ガイドライン」における７つのパラメータとは、①ネットワークのオープン化（例：
ゲートウェイの開放）、②ネットワーク情報の開示（例：ハード・ソフトのインターフェースの開示）、

③必要不可欠な情報へのアクセスの同等性確保（例:ＯＳＳ(Operating Support System)の開放）、④
営業面でのファイアウォール（例：バンドルサービスの提供禁止）、⑤不当な内部相互補助の防止（例：

会計分離）、⑥関連事業者の公平な取扱い（例：コンテンツ事業者等との提携条件の公表）及び⑦実

施状況等の報告・公表（例：①～⑥の措置の実施状況、収支状況等の報告）を指す。 
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2-2-2.  東西ＮＴＴの子会社等による上位レイヤーへの進出 

 
① ＮＴＴは昭和６０年の民営化により、制度的に投資は原則自由とされたところで

あり、放送事業への出資については、先に述べたように一定の制約を課しているも

のの、それ以外の分野については特段制約は課されていない。この点、東西ＮＴＴ

が出資した子会社等が上位レイヤーに進出する場合、東西ＮＴＴと出資子会社等が

組織として分離されていることから、両者の取引条件が明確であり、一概に子会社

等の形態による上位レイヤーへの進出が公正競争を損うものであるとは言えない。 
 
② ところで、前項で述べた改正法においては、いわゆる「非対称規制」を整備し、

市場支配的な事業者による反競争的行為を、(a)接続により得られた情報の目的外

利用・提供、(b)不当に優先的又は不利な特定の事業者の取扱い、(c)製造・販売業

者等への不当な規律・干渉の３つの類型に整理し、当該行為を防止・除去するため

の措置として、総務大臣が当該行為について停止・変更命令を発出することを可能

とする制度を整備したところである。 

非対称規制の概要

電気通信設備 事業者の類型

第一種
指定電気通信設備
（固定系）

第一種
指定電気通信設備
（固定系）

第二種
指定電気通信設備
（移動系）

第二種
指定電気通信設備
（移動系）

その他の電気通
信設備

その他の電気通
信設備

第一種指定設備
を設置す る第一種
電気通信事業者

一 般行為規制
●行為禁止類型
　①接続により得られた情
　　報の目的外利用・提供
　②不当に優先的又は不利
　　な特定の事業者の取扱
　③製造・販売業者等への

　　不当な規律・干渉　
●会計公表義務
●ファイアウォール
　①特定関係事業者との役
　　員兼任禁止
　②接続に必要な建物・施
　　設の利用又は情報の提
　　供の同等性確保
　③各種業務の受託に当た
　　っての同等性確保

●規定遵守状況報告義務

　
●行為禁止類型（同上）
●会計公表義務（同上）

料金 ・サ ービス規制

＜料金＞
● プライスキ ャ ップ
　　事前届出
（基準料金指数 を超えれば
認可 ）

＜ 契約約款＞
●認可

×

●料金 ・契約約款
　　事前届出

接 続 規制

●接続約款
　認可 ､公表
　　　＋　 　
　会計分離、
　ＬＲＩＣ、
　 ｱﾝﾊﾞﾝﾄﾞﾙ

●接続約款
　届出 ､公表

●接続協定
　事前届出

ボトルネック設備（県
内固定通信網）

ボトルネック性はない
ものの、それに準じて
一定の接続規制が必要
な電気通信設備（携帯
電話の基地局等）

総務大臣が指定 する者

第二種指定設備 を
設置 する第一種電
気通信事業者
＋

市場 シェア （営業収
益 シェア ）の大 きさ等

 

 
③ したがって、例えば、市場支配的な事業者である東西ＮＴＴの子会社等が東西Ｎ   
ＴＴのボトルネック設備を優先的に利用して事業展開を行う場合等、当該子会社等

と競合事業者との間の公正競争が確保されていない場合において、 
(1) 当該子会社等（電気通信事業者）を不当に優先的に取り扱うような事業は禁止

行為類型に該当するものとして、総務大臣が停止・変更命令を発すること、 
(2) 当該子会社等を特定関係事業者として指定し、役員兼任の禁止、電気通信設備

や土地等の利用並びに業務受託について他事業者との同等性を求めることが可

能であり、 
当該制度を有効に機能させることにより、公正競争条件を担保することが制度的に

可能であると考えられる。 
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④ しかしながら、 
(1) 東西ＮＴＴが総務大臣の認可を受けて公正競争条件を担保しつつ上位レイヤ
ーに進出する「活用業務」のスキームではなく、例えばＮＴＴ持株又は東西ＮＴ

Ｔの１００％子会社として上位レイヤーに進出する場合、実態として、東西ＮＴ

Ｔが上位レイヤーに進出するのと同じ効果があるのではないか、 
(2) また、非対称規制（市場支配的な事業者に対する規制）による特定関係事業者
は電気通信事業者にその対象が限定されており、コンテンツプロバイダ等を特定

関係事業者として指定できないことについて、公正競争確保の観点から問題が生

じたとしても、必要な措置を講じ得ないのではないか、 
といった懸念も指摘されているところである。 

 
⑤ したがって、ＮＴＴ持株及び東西ＮＴＴの子会社等については、その実態を十分

検証した上で、構造的に公正競争上の問題が生じていることが判明した又はその懸

念が大きい場合には、特定関係事業者の対象たり得る者の適用範囲の拡大を含む新

たな是正措置を講じることや、例えばグループ・ドミナンス（市場支配的な事業者

が子会社等と共同又はこれを経由して関連市場において市場支配力を行使するこ

と等について一定の競争ルールを課すもの）の概念の導入の是非についても、諸外

国の状況等も勘案しつつ、必要に応じて検討していく必要がある。 
 

⑥ なお、東西ＮＴＴ本体やＮＴＴ持株・東西ＮＴＴの子会社等の上位レイヤーへの

進出については、ブロードバンド市場が急速に変化していることを踏まえ、第１章

で指摘した有効競争レビューの中で検証していく必要がある15。 

 

２－３．その他の固定系事業者によるレイヤー縦断型のビジネスモデル

の展開 

 

① ボトルネック設備を保有しない一種事業者が垂直統合型のビジネス展開を図る

場合、二種事業者側から見れば、インフラ事業者たる一種事業者が社内調達により

低廉な役務調達を行い、その結果、ＩＳＰ事業等の展開に際し、競合する二種事業

者と比べて相対的に有利な料金を設定し得るのではないかとの懸念が示されてい

る。 

 

                                                     
15  東西ＮＴＴについては、「活用業務認可ガイドライン」のパラメータの一つとして、不当な
内部相互補助の防止（例えば会計分離の実施）が求められる（脚注１４参照）。この際、電気

通信事業はその事業特性として、直課できる費用が限られており、コストドライバの設定方法

如何によっては内部相互補助について十分な検証が行えない可能性も否定できない。このため、

内部相互補助防止に係る検証方法についても、市場モニタリング機能の有効性を確保する観点

から検討していく必要がある。 
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② この点、市場支配的でない一種事業者についても、すべて卸部門と小売部門の会

計分離を求める意見があるが、 

(1) 改正法における非対称規制の整備により、市場支配的でない一種事業者につい

ては、契約約款の認可制を届出制に緩和する等、一連の規制緩和措置を講じてき

ているところであり、改めてこれら一種事業者全体に追加的な規制を課すことに

ついては慎重でなければならないとの考え方もある。 
(2) また、仮に公正競争を阻害する問題が発生している又は発生していることが懸

念される場合は、具体的な個別事案ごとに、不当な差別的取扱いに対する業務改

善命令等の措置を講じることにより、事後的に是正措置を講じることも法制上可

能である。このため、少なくとも当分の間は、こうした制度運用の中で、個別事

案ごとに料金設定等の適正性を確保していくことが適当であると考えられる。 
 
 

２－４．移動系通信事業者によるレイヤー縦断型のビジネスモデルの展

開 

 

 ① 既に第１節で述べたように、移動通信事業の場合、各社とも、端末・ネットワー

ク・プラットフォーム（認証・課金、ポータルサイト運営等）の各レイヤーを縦断

する垂直統合型ビジネスモデルを構築しており、具体的には、 

(1) 通信事業者が通信機器メーカの製造した通信端末機器を自らのブランドで販
売し、端末価格の水準を低位なものとするためにインセンティブ(販売手数料)を

販売代理店に対して支払うとともに、当該コストについては通信料金で回収する

仕組みを採用している。 

(2) また、通信事業者はモバイルインターネットサービスを提供するため、音声通
信サービスの提供とともに、インターネット接続事業及びポータルサイトの運営

も同時に展開し、当該ポータルサイト上のコンテンツの選択についても、各事業

者の判断により採否が決定されている。 
 

②  こうした垂直統合型ビジネスモデルは、ユーザ層や市場規模の拡大に貢献してき

たところであり、特にモバイルインターネットの分野における認証・課金事業は、

提供コンテンツについて直接ユーザに課金するという新たなビジネスモデルを確

立し、今日のモバイルインターネットの爆発的な普及をもたらしたという点は評価

される。 

 

③ しかし、各レイヤーごとのアンバンドル化が進展する中、移動通信サービスにつ

いても、こうした従来の垂直統合型ビジネスモデルとは異なる協働型ビジネスモデ

ルが登場し、移動通信市場の更なる活性化が実現することが期待される16。 

                                                     
16  移動通信市場におけるレイヤー縦断型のビジネスモデルについては、それぞれのレイヤーに密接
に関連していることから、①ネットワーク再販市場の活性化（3-1-3）、②モバイルインターネット
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分野における競争環境整備(3-2-4)及び③端末レイヤーにおける競争環境整備の在り方（３－３）の

各節で具体的な方向性について記述している。 
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第３章 各レイヤーにおける競争環境整備の在り方 
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３－１．ネットワークレイヤーにおける競争環境整備の在り方 

 

 

3-1-1.  加入者系ネットワークの多様化の推進 

 

① 既に第１章で述べたとおり、近年の急速な技術革新とブロードバンドサービスに

対するニーズの高まりを背景として、ＤＳＬ、ケーブルインターネット、ＦＷＡサ

ービス、光ファイバを活用したサービス等の多様な高速・超高速インターネットア

クセスサービスは普及拡大期にあり、その料金も国際的にみて例を見ない低廉化が

実現してきている。 
 
②  今後、アクセス網の更なる多様化が実現することにより、地域通信市場における

競争の活性化が実現していくことが期待されるが、特に以下のような事項に留意し

ていく必要があるものと考えられる。 
 
(1) 無線系アクセス網の多様化  

 
上記①の固定系アクセス網の多様化に加え、無線系アクセスシステムについて

も多様化が進展している。具体的には、次世代携帯電話（３Ｇ）サービスが既に

一部地域で開始されている他、近年トラヒック全体に占めるデータ通信のシェア

が高まっているＰＨＳの最高１Mbpsまでの高速化、２．４GHz帯の無線ＬＡＮの

高速化や準ミリ波帯の広帯域通信システムの実現（前者で２０Mbps、後者で１０

０Mbps 以上）に向けた環境整備17も進められている。 
特に無線ＬＡＮは、空港、駅、繁華街等のホットスポットにおいて、高速イン

ターネット接続環境を実現する新たな手段として期待されている。加えて、無線

ＬＡＮのプラットフォームを基盤としてローミングサービス（複数の無線ＬＡＮ

事業者の提供するサービスエリア間を移動しながら契約ＩＳＰに接続すること

を可能とするビジネスモデル）を提供する事業者も今後登場するものと考えられ、

高速インターネットサービスを実現する無線系アクセス網が急速に普及してい

くものと考えられる。 
 

                                                     
17  ＰＨＳ及び無線ＬＡＮの高速化及び準ミリ波帯の広帯域通信システムの実現については、関連の
技術基準について電波監理審議会において審議が行われ、本年１月に答申が総務大臣に提出された。

（参考資料３～５）。 
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無線ＬＡＮによるビジネスモデル

接続料金

：料金支払

：無線通信

：有線通信

広告主
クライアント

広告、
サービス料金

サービス形態
①ホットスポットでのＬＡＮ接続
　例）モバイルスター
②移動しながら利用できる（ハンドオー
　バー性能のある）サービス　
　例）モバイルインターネットサービス
③複数の無線ＬＡＮ事業者間のローミ
　ングサービス
　例）ヒアユーアー

ユーザー

無線ＬＡＮ
事業者によ
る認証等

■　２．４ＧＨｚ帯等の無線を使用し、近距離のユーザ群をカバーするＬＡＮ接続サービス。家庭やオフィ
　ス内における特定メンバーを対象としたイントラネット環境の構築が主要な形態。
■　このシステムを拡大してセキュリティ機能等を付与することにより、駅や空港などの公共性の高い場
　所、コーヒーショップやコンビニといった場所（ホットスポット）にアクセスポイントを設置して、イ
　ンターネットやイントラネット接続サービスを一般利用者向けに提供する事業が始まりつつある。

無線ＬＡＮとは

ＩＳＰ等
接続事業者 無線ＬＡＮ

アクセスポイント

駅、空港、ホテル、学校、
病院、役場、コンビニ、
カフェ、レストラン、etc…

イントラネット

インターネット

無線ＬＡＮ
アクセスポイント

接続料金

ハンドオーバー

通信経路

②の場合

電波強度の比較に
よるハンドオーバー
と位置情報の更新

ホットスポット

③の場合

ユーザ認証とアクセスポイント利
用情報の一括管理による無線ＬＡ
Ｎ事業者間のローミングの実現

 
(2) 固定系アクセス網の多様化 
 
また、我が国においては特に都市部において集合住宅比率が高いが18、これら

の集合住宅には新たに光ファイバを引き込むことが物理的に困難であったり、当

該住宅の所有者間の合意形成が行えない等の理由により、ブロードバンド環境が

円滑に実現しないといった問題点が指摘されている（参考資料７）。この点、平

成１３年１２月、法務省が「既存の分譲マンションのＩＴ化工事に関する区分所

有法の考え方」（参考資料８）を公表し、集合住宅におけるブロードバンド化対

応について区分所有者の過半数の決議をもって足りる場合の基準が明確化され

たが、引き続き関係省庁の連携により、所要の環境整備が進められることが必要

である19。 
また、既存のメタル回線の活用（例えば、ＶＤＳＬ(Very high-bit-rate Digital 

Subscriber Line)やHome ＰＮＡ (Phoneline Networking Alliance)）等を含め、多様
なアクセス回線による高速サービスの提供が可能となるよう環境整備に努めて

いく必要がある。 
なお、都市部においては、ビル所有者からの委託を受けてビル内に光ファイバ

                                                     
18  我が国の集合住宅比率は３７．７％（平成１０年住宅・土地統計調査）であり、韓国の４１．１％
（韓国統計庁）とほぼ同じ水準にある。これは、米国の２６．９％（American Housing Survey 1995）
や英国の１９．４％（English House Condition Survey 1991）に比べて高水準となっている。  
19  政府の「改革工程表」（平成１３年９月２１日経済財政諮問会議決定）においては、その他、集合
住宅の改修のための合意形成マニュアル並びに技術指針の作成､集合住宅におけるＩＴ化標準（新築

集合住宅については平成１３年度内、既存集合住宅については平成１４年度）を策定することとされ

ている。 
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網等を構築し､これをビル外の専用線等を経由してインターネット網へ接続する

事業者であるＢＬＥＣ(Building Local Exchange Carrier)も登場しており、今後の
動向が注目されている（参考資料９）。 

 
  (3) 公衆網再販の早期実現 
 
    地域通信市場において、依然として東西ＮＴＴが加入者回線部分を事実上独占
している現状に鑑みれば、当該加入者回線部分を含む公衆網再販を早期に実現し、

東西ＮＴＴ以外の事業者も、加入者回線部分を含むトータルとしての料金設定を

行い、多様な料金体系が実現することが期待される。このため、公衆網再販に対

する需要、必要なシステム開発費用や割引率の算定の対象となる費用範囲等につ

いての検討を行うことが適当であり、昨年１２月から、総務省において、東西Ｎ

ＴＴ、他事業者及び学識経験者で構成する協議・情報交換の場が設けられ、具体

的な検討が進められている20。 
 
(4) 線路敷設の円滑化の推進 
 
昨年４月に策定された「公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドライン」

の活用等により、電柱・管路等を他の事業者が利用する際のルールの明確化が図

られたところであり、当該制度や電気通信事業紛争処理委員会の機能を活用しつ

つ、事業者間紛争の円滑な処理を通じて、線路敷設の円滑化を図っていくことが

期待される。また、当該ガイドラインは平成１３年度中に見直しを行うこととさ

れており､施行後１年間の運用状況を踏まえ、その内容の充実を図ることが適当

である。 
 
(5) アクセス網のボトルネック性の検証          
  
また、上記の固定系及び無線系のアクセス網の多様化の進展が、現在の東西Ｎ

ＴＴのボトルネック独占にどのような影響を与えるかについて、競争の進展状況

を定期的にレビューする中で継続的に検証していくことが必要である。特に、既

存の他の事業分野においてボトルネック設備を保有している事業者が電気通信

事業分野に進出する際の公正競争条件確保の在り方について、今後、具体的な事

案を積み重ねつつ必要な検討を行うとともに、これらがアクセス網のボトルネッ

ク性に与える影響についても十分検証していくことが求められよう（参考資料１

０）。 

                                                     
20  情報通信審議会「ＩＴ時代の接続ルールの在り方について」第二次答申（平成１３年７月）にお
いて、基本的にすべての公衆網サービスについてキャリアーズレートを導入することが適当であり、

実現時期として、平成１３年後半から平成１４年にかけて順次施行していくことが適当である旨提言

された。また、同審議会ＩＴ特別部会第二次答申（案）（平成１４年１月）において提示された「競

争環境整備に向けた行動プログラム」においても、公衆網再販の実現に向け、システム開発等の協議・

情報交換を行う事業者間協議や専門的作業チームによるキャリアーズ・レートの設定方法の検討を行

い、本年６月を目途に結論を出すことが提言されている。 
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(6) 更なる料金・サービスの多様化・低廉化の実現  

 
更に、例えばケーブルインターネットは通信とＣＡＴＶの伝送路を共有するこ

とによりコストの低廉化を図るものであり、通信サービスとＣＡＴＶサービスの

双方を利用している場合は、その双方のサービスの料金を一定率割り引くことと

したり、 他業態のスポンサーとの提携により、当該スポンサーからの収入（広
告収入等）でコストをまかない、ユーザ料金を格段に引き下げるといった料金面

での工夫も、制度的には可能である。また、この際、単に料金の低廉化のみに着

目するのでなく､サービスの多様化・高付加価値化を含め、多様なサービス展開

によりユーザ利益の実現が図られることが期待される。 
このように、今後ともビジネスモデルの多様化が進展する中、従来見られなか

ったような料金・サービスの多様化・低廉化が実現していくことが期待される。 

 

 

3-1-2.  中継系ネットワークの多様化の推進 

 

① ブロードバンド化が進展する中、ＩＳＰ事業者等からは、中継系ネットワークの

多様化・低廉化の実現が重要であるとの指摘がなされている。具体的には、例えば

各ＩＳＰのアクセスポイントから東京のＩＸ（Internet Exchange）までの中継系ネ
ットワークのコストの低廉化、ひいてはユーザのインターネット接続料金の低廉化

を実現することが期待される。具体的には、以下の３点が重要である。 

 

 (1) 卸市場の育成と帯域幅仲介ビジネスの登場による市場環境の整備 
 

 今回の改正法により措置された卸電気通信役務制度の導入は、一種事業者が提

供する卸電気通信役務について、一種事業者・二種事業者の別を問わず、その提

供を受けることを可能とするものであり、事業者間の相対取引により提供条件の

設定ができる（提供条件については事前届出）ため、市場の実勢を反映した価格

形成が実現することが期待される。 

また、帯域幅仲介ビジネスは、プーリングポイントと呼ばれる接続点に参加し

ている複数事業者を対象として、Ａ事業者との取引により帯域幅を購入し、これ

をＢ事業者に転売するという形態を採るものであり、法制上、二種事業として事

業展開を行うことが可能である。 

こうした卸市場の育成と帯域幅仲介ビジネスの登場は、 

  (a) 一日２４時間の帯域幅を常時確保するのではなく、ピーク時以外は余剰帯域
を他の事業者に転売することが容易となり、多様な卸電気通信役務の提供形態

が実現することが期待され、 

  (b) また、卸電気通信市場において需給を反映した市場価格が形成され、かつ当
該価格が帯域幅仲介事業者によって公開されれば、他事業者にとっても、市場

価格を見ながら追加的に設備投資を行うか、又は卸電気通信役務を購入するこ

ととするかの判断が可能となり、将来を見通した効率的なネットワーク構築が
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可能になるものと考えられ、 
   その結果として、通信事業者のコスト削減を通じ、ユーザ料金の低廉化が実現す

ることが期待される。 

 

帯域幅仲介ビジネスモデル

■　個別の電気通信事業者の帯域容量に対する需要に合わせて、他の電気通信事業者の保有するネットワーク
　　の余剰帯域を活用して、即時的・動的な帯域取引や接続を可能とすることにより、事業者間の効率的な帯域　
　　の取引市場を実現するサービス。

■　取引に参加する事業者は、予めプーリングポイントと呼ばれる接続地点に接続しておき、これを通じて物理的
　　な帯域取引や接続を行うこととなる。

■　帯域幅仲介事業者は、事業者Ａから帯域容量を仕入れ、購入者Ｂにパッケージ化して即時に提供するという
　　ように、帯域容量を事実上の商品として売買契約を締結することにより、帯域容量の取引市場を形成する。

■　事業者は、当該取引により、取引費用の削減や、価格の上限・下限に関するリスクマネージメントが可能とな
　　る。

プーリング
ポイント　

帯域提供者のネットワーク

帯域利用者（Ｂ）のネットワーク

ネットワーク
帯域提供者（Ａ）のネットワーク

ネットワーク

ネットワーク ネットワーク

サービス管理システム

プーリング
ポイント　

ネットワーク

 

(2) バックボーン回線の更なる低廉化に向けた取組み 
 

     バックボーン回線の料金について、更なる低廉化に向けて市場環境整備を図る

必要がある。具体的には、以下のような動向に注目していく必要がある。 

(a) 卸電気通信役務制度の導入や帯域幅仲介取引の活性化により、バックボーン 
回線の料金水準が低下することが期待される。ただし、例えば二種事業者がネ  
ットワーク構築上必要とする区間（例えば県内中継網）又は時間帯の帯域幅に  

    ついて、一種事業者側から十分な供給が行われない可能性もあり、需給を的確  
     に反映した卸市場が形成されるのかどうか、その動向について注視していく必  
要がある。 
(b) 複数のＣＡＴＶ事業者が相互接続してギガビット級の高速大容量ネットワ
ークを構築しようという動きがある。これは、高速大容量の新たなバックボー

ンネットワークの実現につながるものであり、加入者系ネットワークの部分を

含め、東西ＮＴＴのネットワークに依存しないブロードバンドネットワークと

して、競争活性化の観点から今後の動向が注目される（参考資料１１）。 
(c) 卸電気通信役務の提供を専業とする事業者は、ユーザに直接サービスを提供
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することなく、専ら他事業者に通信サービスを提供するものであり、事業許可

申請書の添付書類を大幅に削減する等の事業許可手続の簡素化を図ることに

より、更に迅速な事業展開を可能とすることも検討する必要がある。 

(d) バックボーン回線として従来用いられてきた専用線の他にも、例えば ＩＰ

－ＶＰＮや広域イーサネットの活用も進んできているところであり、距離に依

存しない定額通信料金の実現、網構成の変更の容易性といったメリットを活用

しつつ、バックボーン構築が更に円滑に進展することが期待される。 
(e) 地域ＩＸの整備21や地域におけるコンテンツの集積が進展することにより、
地域内で交換されるトラヒックが拡大し、ＩＳＰの全国バックボーンの確保に

関するコスト負担の軽減につながることが期待される。 

 

(3) 通信事業者以外の者が保有する光ファイバ網の有効活用  
 

また、通信事業者以外の者が保有する光ファイバ網について通信事業者による

弾力的な活用が図られるよう、所要の環境整備を図っていく必要がある。具体的

には、電力事業者、鉄道事業者といった電気通信事業者以外の民間事業者や、国

や地方公共団体といった公的主体についても、道路、河川、下水道といった施設

管理用や行政連絡用に光ファイバ網を整備・保有してきているところであり、 

(a) 平成１３年１０月、ＩＲＵ制度22について、従来、使用契約期間を原則１０ 
年以上としていた運用方針を改め、通信事業者側の同意がなければ契約解除が  
なされない更新契約を締結していれば使用契約期間は１年以上とする弾力化

措置を講じたところであり、当該運用方針に沿って、従来以上に弾力的な形で

光ファイバ網の活用が進展することが期待される。 
(b) また、政府が平成１３年９月に決定した改革工程表に沿って、各公益事業に

                                                     
21 情報通信審議会「２１世紀のインターネット政策の在り方」中間答申(平成１３年７月)において、
地域ＩＸについては以下のとおり指摘されている。 
(a)   地域内で終始するトラヒックが東京のＩＸを経由することは非効率であるとの指摘がある。

今後、地方におけるコンテンツの集積やＰ２Ｐ型の情報流通の増大が予想されることから、地

域内におけるブロードバンド・コネクティビティの確保が一層重要な課題となる。特にコンテ

ンツが大容量化した時代においては、地域内で終始するトラヒックが東京経由で伝送されるこ

とにより、地域内におけるコネクティビティが悪化し、東京に比べ地方において不利益が生じ、

東京と地方におけるインターネット普及に関する格差が拡大する等の懸念がある。 
(b)   また、ＩＸが東京に一極集中していることにより、危機管理の問題や、少数のＩＸに依存し

ていることに起因して、ＩＸで過負荷状態となる可能性も指摘されているところであり、ＩＸ

の地方分散が求められている。 
(c)   このため、例えばＩＸ成立の誘引となるコンテンツの集積拠点となるデータセンタと地方に

おけるコネクティビティを向上させるＩＸを同時に実現することが重要であり、ＩＸとデータ

センタの一体的整備は、特に地方において効果的である。また、ＣＤＮ事業の普及により、コ

ンテンツがエンドユーザへ接近する動きが加速化するものと考えられるが、地方におけるＩＸ

とデータセンタの一体的な整備は、このような流れに沿うものと考えられる。      
22 第一種電気通信事業者は自ら電気通信回線設備を設置して電気通信役務を提供する電気通信事

業者であるが、①使用契約期間が原則１０年以上であって、②使用期間全体にわたる合理的な使

用料金が設定されており、かつ③所有者によって対象物件に第三者の担保権が設定されていない

という要件に合致すれば、当該設備は賃借したものであったとしても、実質的に自前で設備設置

しているのと同様とみなし得るとしている（参考資料１２）。  
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おける光ファイバ網の開放23等が通信事業者のニーズに合致した形で実施され

るものかどうか、引き続き注視していく必要がある。 
(c) 更に、地方公共団体が保有する光ファイバ網を通信事業者が活用する際の手

続きやダークファイバ等の空き情報について、通信事業者が各地方公共団体と

個別に折衝する際の事務手続きや情報開示方法等が共通化すれば、通信事業者

の負担軽減につながるものと期待される。このため、例えば、地方公共団体を

対象とした「光ファイバ網の通信事業者への提供に関する標準手続き（仮称）」

を策定し、地方公共団体が参照できるようにするといった施策も有効であると

考えられる。  
 

 

3-1-3.  ネットワーク再販市場の活性化 

 

① 固定通信分野においては、従来から、ネットワーク事業者である一種事業者間の

競争はもとより、一種事業者から役務提供を受けてサービスを提供する二種事業者

も含めた多様な競争が実現しているが、移動通信分野においては、周波数の制約か

ら事業者数が限定されており、これら一種事業者間の競争は活発に行われてはいる

ものの、大口割引制度を活用したリセール型の再販事業等を除き、再販市場が存在

していない状況にある。 

 

②  しかし、移動通信分野においても、料金の低廉化やサービスの多様化を促し、移

動通信市場の活性化を促す観点からは、既存の一種事業者（ＭＮＯ：Mobile Network 
Operator）のみならず、当該一種事業者から卸電気通信役務等の提供を受け、エン
ドユーザに対して付加価値の高いサービスを提供する二種事業者であるＭＶＮＯ

(Mobile Virtual Network Operator)が市場に参画することにより、事業者間の競争
の更なる活性化を通じ、通信サービスの多様化・低廉化が進展し、ユーザ利益の実

現に資することが期待される24。また、垂直統合型ビジネスモデルを採用している

ＭＮＯと異なり、ＭＶＮＯが協働型ビジネスモデルを構築することにより、各レイ

ヤにおける事業者間競争が活性化することも期待される。 

 

③  このように移動通信分野においてＭＶＮＯの登場が注目される背景には、以下の

                                                     
23  政府の「改革工程表」（脚注１９参照）においては、「電力会社、鉄道事業者が保有する光ファイ

バ（ダークファイバ）路線情報等を公開する。(９月末までに措置)」及び「道路、河川管理用の光フ

ァイバを民間が利用するに当たっての技術上・制度上等の諸課題を整理・検討し、その結果を踏まえ、

必要に応じ、道路法等の関係法令の改正又は解釈の提示等を行う。（平成１４年３月までに措置）」

といった施策が盛り込まれている。 
24  ＭＶＮＯについては特段明確な定義は存在していないが、例えば英国ＯＦＴＥＬは「移動電話サ
ービスを提供しているが、周波数の割当てを受けていない事業者」という概念整理を行っている

（OFTEL ”Statement on Mobile Virtual Network Operators”(１９９９年１０月）（参考資料１３）。
本報告書においては、上記②のとおり、便宜上「周波数の割当てを受けず、ＭＮＯの提供する卸電気

通信役務等を利用してエンドユーザに対して移動通信サービスを提供する第二種電気通信事業者」と

定義するが、この中には自らホームロケーションレジスター等の機器を保有する、いわゆる「フルス

ペック型」のＭＶＮＯを含む多様なビジネスモデルが存在している。 
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ような市場環境が存在している。 
 (1) 先ず、電気通信市場全体が加入数の増加という「成長期」から、より高い付
加価値サービスを提供する収益重視型の「成熟期」に入ってきており、また、ユ

ーザ側から見ても、移動通信サービスの普及に伴い、特定のユーザ層や事業ニー

ズに適応したアプリケーションを活用した、きめ細かいサービスに対する需要が

顕在化してきており、これらのカスタマイズされたニーズに対応する新たなビジ

ネスモデルを構築し、収益機会の拡大を実現することが重要な要素となってきて

いる。 
(2) また、改正法により卸電気通信役務制度が整備され、固定通信・移動通信の別
を問わず、一種事業者から二種事業者に対する卸電気通信役務の提供については

届出で足りることとされたところであり、より柔軟な提供条件でＭＮＯからＭＶ

ＮＯに対して役務提供が行い得る環境が整備されたことも背景として挙げられ

よう。 
 

④ こうしたＭＶＮＯのビジネスモデルは、具体的なサービス提供形態として多種多

様なものが登場することが予想され、これを網羅的に整理することは困難であるが、

例えば､ 

(a) ＭＮＯのサービス・端末に自社ブランドを付し、付加価値を付けてサービスを

提供する「リセール型」 
(b) ＭＮＯが業務区域を拡大するため、他エリアの事業者の業務エリアにおいてＭ       
ＶＮＯとしてサービス提供する「業務区域補完型」 
(c) 固定系事業者がサービスの付加価値を高め、固定サービスと移動サービスを統

合した形態のサービスを提供する「固定・移動複合型」 
(d) 流通、金融等の異業種と提携し、当該ＭＶＮＯのモバイルポータル上で、会員

制のサービス提供等の付加価値サービスを提供する「サービス補完型」 
といった多様なビジネスモデルが登場してくることが予想される。また、ＭＶＮＯ

が複数のＭＮＯのサービスを組み合わせ､デュアルモード端末で提供すること等も

考えられる。 
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ＭＶＮＯの仕組み

　　　無線

ＳＩＭカード

携帯電話等

ＳＩＭ 端末

移動無線局
無線基地局
装置

基地局コン
トローラ

無線基地局システム

移動通信
交換局

公衆交換電話網ゲートウェイ

ホーム・ロケーション・レジスタ
（加入者情報データベース）

認証センタ

ビジタ・ロケーション・レジスタ
（ローミング顧客情報データベース）

機器ＩＤレジスタ
（端末機器の有効性データベース）

運用保守センタ
（ネットワークの制御・監視）

サービス・コントロール・ポイント
（ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ・ﾈｯﾄﾜｰｸへのﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ）

インターネット網

移動通信
交換局

公衆交換電話網ゲートウェイ

ホーム・ロケーション・レジスタ
（加入者情報データベース）

認証センタ

サービス・コントロール・ポイント
（ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ・ﾈｯﾄﾜｰｸへのﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ）

インターネット網

ＭＶＮＯのサービス範囲の例

BSCBTS MSC

OMC

GSM Network

MSCPSTN PSTN

（出典）　OFTEL,“OFTEL Statement on Mobile Virtual Network Operators” (October 1999) より作成

 

⑤ 上記②のとおり、ＭＶＮＯの事業参入については、二種事業として参入すること

が制度的に可能であるが、具体的な事業展開に際して制度上どのような運用がなさ

れるのか25、公正競争確保の観点から留意すべき事項は何か等について包括的に整

理することにより、制度運営の透明性・予見可能性が高まることになるものと期待

される。このため、早急に「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン（仮称）」を策定・公表

することが求められる。 
 
⑥ なお、ＭＮＯからＭＶＮＯに対して一定の容量再販を義務づけるか否かについて

は、諸外国においても様々な議論がなされている。例えば、英国ＯＦＴＥＬは「Ｍ

ＶＮＯに関するステートメント」(１９９９年１０月)の中で、ＭＮＯからＭＶＮＯ
に対するサービス提供を確保するための規制導入は時期尚早と結論づけている。ま

た、香港電気通信管理局（ＯＦＴＡ）は、３Ｇ(次世代携帯電話)に係る免許方針( 
２００１年２月)として、ＭＮＯから当該ＭＮＯの非系列（non-affiliated）のＭＶＮ
Ｏ及びコンテンツプロバイダに対し、３０％以上のネットワーク容量(network 
capacity)を開放することを義務付けている26。 

                                                     
25  具体的には、例えば、端末の無線局免許については現在ＭＮＯが包括免許を取得する制度とな
っており、ＭＶＮＯが販売する端末についてもＭＮＯが免許人になるものと考えられる。また、

音声サービスを提供するＭＶＮＯ側で顧客管理を行う場合、番号管理については、ＭＮＯから

ＭＶＮＯに対して一定の容量の番号を事前に渡し、ＭＶＮＯ側においてこれを管理するといっ

た形態が考えられる。 
26  香港ＯＦＴＡ ”The Licencing Framework for Third Generation Mobile Services” (２００１年２月)
では、上記のオープン化条件について、３Ｇのプラットフォーム上において、競争的かつ活力あるコ

ンテンツ・電子商取引市場を創出することを目的とする旨述べている。ただし、事業者がネットワー

ク拡張のための投資意欲を損わないこと及び当該事業者に過度の負担が課されることのないよう配

慮する必要があるとしている。また、同文書では、ＭＮＯからＭＶＮＯに対する卸価格等の条件につ   

いては事業者間の交渉に委ねることとし、接続の不公平かつ差別的な取扱い及び反競争的行為である
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⑦  このように、ＭＮＯからＭＶＮＯへのサービス提供の在り方については、各国に
おいて様々なアプローチが採られているところであるが、 
(1) 固定通信分野においても、一種事業者から二種事業者に対して再販を義務づけ
るものではなく、移動通信分野についてのみ当該義務を課すことに合理的な根拠

は見出し難い面がある。特に、当該義務をＭＮＯに課すこととした場合、ＭＮＯ

が自らの投資リスクの下にネットワーク設備を設置してサービスを提供してい

るのに対し、ＭＶＮＯは当該ネットワークのうち採算性の高い部分のみクリーム

スキミング的に参入することが可能であることを勘案すれば、当該義務はＭＮＯ

の設備投資意欲を著しく削ぐおそれがあると考えられる。このため、こうした義

務をＭＮＯに課すことは、少なくとも現時点においては適当でないと考えられる。 
(2) なお、一種事業者たるＭＮＯは、電気通信事業法第３８条の規定により接続義
務が課されているところであり、また特定の電気通信事業者に対する不当な差別

的取扱い等により公共の利益が阻害されていると認められるときは、業務改善命

令の対象となるものである（同法第３６条）。その他、ＭＮＯからＭＶＮＯに対

して、上記(1)のように卸電気通信役務の提供を行うのではなく、約款ベースで

の役務提供が行われる場合も考えられる。この場合は、電気通信事業法上、一種

事業者たるＭＮＯに対して役務提供義務が課されていることから、正当な理由な

くＭＶＮＯに対する役務提供を拒んではならないものである。 
 

⑧ いずれにせよ、ＭＶＮＯの登場は、移動通信市場の活性化を実現するものとして

期待されるが、ＭＮＯとＭＶＮＯとの関係について行政が直接介入するのではなく、

基本的には事業者間の交渉に委ねることが当面適当であり、ＭＶＮＯによる市場規

模の拡大がＭＮＯとしてもトラヒックの増加を通じた収益基盤の強化につながる

という、いわば“win-win game”として認識されることが期待される。 
 

 

3-1-4. ＩＳＰ間の接続の円滑化 

 

① インターネットはＩＳＰ(Internet Service Provider)間の接続(トランジット、ピア
リング等)によって構成されており、ブロードバンドコネクティビティが確保され

た高品質のインターネット網の構築を図るためには、ＩＳＰ間の円滑な接続の実現

が重要である（参考資料１４～１５）。 
 
② このＩＳＰ間の接続については、仮に下位ＩＳＰ（例えば地域ＩＳＰ)が希望す

るピアリング等が合理的理由なく実現しない場合、経由するルータの数が増え、結

果として、品質の低下が生じることが懸念されることから、ＩＳＰ間の接続につい

て、当事者間の交渉を円滑に行うための環境整備を図ることには一定の合理性があ

る。他方、上位ＩＳＰとすれば、無償のピアリングは、これにより得られる相対的

利益が小さく、かつ下位ＩＳＰ側の技術力が不十分である場合、他のＩＳＰあての

                                                                                                                                                             
と認める場合のみ政府が介入するとしている。   
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トラヒックが破棄される等の不利益が生じることも懸念される。 
 

③ ＩＳＰ間の接続は、国際的に見ても、事業者間の個別交渉により実現してきてい

るものであり、基本的には事業者間の交渉に委ねることが適当と考えられるが、現

行の接続ルールにおいて一定の円滑化措置が講じられているところであり、技術革

新の著しいインターネット分野を一層発展させる観点から、引き続き競争環境整備

に努めることが重要である。 
 
④ 例えば、ＩＳＰ間の接続は電気通信事業者間の接続であるが、トランジット等を

行う場合の接続協定の締結について、当事者間で紛争が発生した場合、電気通信事

業紛争処理委員会による「あっせん」又は「仲裁」の手続きを利用することが可能

となったところであり、接続ルールの対象範囲に含まれていない一般二種事業者た

るＩＳＰ間の接続協定についても、当該手続きを活用することによる接続の円滑化

が進展することが期待される。 

 

３－２．プラットフォームレイヤー等における競争環境整備の在り方 

 

3-2-1.  基本的視点 

 

① プラットフォームレイヤー(コンテンツ配信、データセンタ事業、認証・課金、

著作権管理等)においてビジネス展開しているプレイヤーは広範多岐にわたるが、

レイヤー縦断型のビジネスモデルが広がりを見せる中、当該プラットフォームレイ

ヤーは、ネットワークレイヤーとコンテンツ・アプリケーションレイヤーの中間に

位置し、ネットワークサービスの高度化やコンテンツ配信の円滑化を実現する「触

媒」的機能を有するブロードバンドビジネスの中核レイヤーとして重要であること

から、適時適切に公正競争環境の整備を進めていくことが求められる。 

 

② この際、当該レイヤーにおいて各事業者が収益性の高いビジネスモデルの構築に

向け、投資リスクを負いつつ様々な取組みを進めていることに鑑みれば、競争ルー

ルの導入により、これらの事業者の事業活力を削ぐことのないよう留意する必要が

ある一方、例えば、ネットワークレイヤーにおける市場支配的な事業者がプラット

フォームレイヤーに進出する場合の公正競争条件の確保等については特に慎重な

対処が求められる（東西ＮＴＴの上位レイヤーへの進出については２－２参照）。 
 

 

3-2-2.  モバイルインターネット分野における競争環境整備 

 

① 移動通信事業においては、各レイヤーを縦断する垂直統合型のビジネスモデルが

展開されている。携帯電話事業者各社が展開しているモバイルインターネットサー

ビスについては、通常のインターネット環境とは異なり、各通信事業者が自ら設置
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しているゲートウェイを経由してコンテンツにアクセスする仕組みとなっており、

またコンテンツ課金についても当該通信事業者が保有するユーザＩＤを用いて認

証・課金を行い、通信料金とともにコンテンツ料金を徴収するということも行われ

ている。 

 

② 加入者数が 約６，７１０万（平成１３年１２月末現在）に達している携帯電話

端末を利用したモバイルインターネットについては、既に契約数が約４，８５０万

加入（同、携帯電話加入者の７２．３％）に達しており、社会経済的にも重要度が

高いことから、公正競争環境の整備を図ることが必要不可欠である。 

 

③ この点、平成１３年６月に公表された「次世代移動体システム上のビジネスモデル

に関する研究会」報告書において、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、Ｊフォンの各グループ（以下、単

に「各グループ」という。）は、モバイルインターネットのプラットフォーム上におけるオー

プン化に向けた取組み方針を表明し、一部は既に実施されている（参考資料１６）。具体

的には、以下のとおりである。 

 

(1) ＩＳＰに対するゲートウェイのオープン化  
 
各グループは自社のゲートウェイの開放に関する考え方を提示しており、そのうち

ＮＴＴドコモについては、平成１４年度末までに自社以外の他のＩＳＰのゲートウェイに

直接接続可能な環境を整備することとしている。また、ＫＤＤＩは他のＩＳＰからの依頼

があった段階で仕様等を固め、ネットワーク改修を行う旨表明している。更に、Ｊフォン

ついても、当該オープン化について検討していく方針である旨表明している。 
 しかし、他のＩＳＰによるゲートウェイ接続が技術的に可能になったとしても、当該シ
ステム改造に係る他事業者の費用負担がどの程度になるのか等、実効性のあるオー

プン化が実現するのかどうかについて、今後の状況を注視していく必要がある。  
 

(2) ポータルサイト上のコンテンツ採用手続きの透明性の確保 
   
  いわゆる「公式サイト」に対する料金回収代行サービスの提供や認証・課金に有用
なユーザＩＤの通知に関し、各グループとも第三者機関によるサイト評価等の導入

を通じた対象サイトの拡大等に具体的に取り組むとした。これを受け、総務省では関

係事業者との協議を踏まえ、平成１３年１２月、「モバイルコンテンツ評価システム」の

制度骨格等を策定・公表したところである。 
今後は、当該システムの稼動に向けた準備が関係者間で進められることとなって

おり、民間主導の当該システムの動向を引き続き注視し、その有効性を見極めていく

ことが適当である。 
 
(3) ポータル選択の同等性の確保 
  
  ポータル選択の同等性の確保については、ＫＤＤＩが先行実施する形で、平成  
１３年１０月末より選択画面において「ポータルサイト」項目を新設し、他社ポータルを
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一覧表示する措置を講じた。これにより、ユーザは複数のポータルサイトを通じ、より

多様なコンテンツを利用できるようになった。 

ただし、他の２つのグループについては、いわゆる「ブックマーク」機能によるＵＲＬ

登録により、オープン性は確保されているとしている。 

この点、ユーザ利便の観点や諸外国の動向等を踏まえながら、ポータル選択の同

等性の確保に向けた一層のオープン化措置について、引き続き検討していくことが適

当であると考えられる。 

 
④ 上記のとおり、移動通信分野におけるゲートウェイやポータルサイトのオープン

化について一定の前進が見られていることは評価されるものの、各グループ間の取

組みには依然としてバラツキが見られ、またオープン化措置の実効性が確保される

かどうかについては、なお今後の動向を注視していく必要があるものと考えられる。

また、必要に応じ、ゲートウェイの開放等に関するルールを整備していくことも検

討の視野に入れていくことが適当である。 
 

⑤  更に、当該分野においては、通信事業者がコンテンツプロバイダ等との比較にお
いて圧倒的に優位な立場にあるが、特に、市場支配的な事業者については、コンテ

ンツプロバイダ等の業務について不当に規律し又は干渉することは電気通信事業

法上の禁止行為に該当し、総務大臣の停止・変更命令の対象とされている。このた

め、必要に応じ「競争ガイドライン」を見直し、移動通信事業者とコンテンツプロ

バイダ等との間の取引に係る「電気通信事業法上問題となる禁止行為」の更なる具

体化を図ることが有効であると考えられる（平成１３年１１月に策定・公表された

当該ガイドラインは１年以内を目途に見直すこととされている）。また、この際、

パブリックコメントの実施等により、コンテンツプロバイダ等の意見等を十分踏ま

えることが必要である。 
また、通信事業者、コンテンツプロバイダ、行政当局が参加し、コンテンツ配信

の円滑化に向けた競争ルール上の課題等に関する協議・意見交換の場を設けること

なども検討していくことが適当であると考えられる。 
 
⑥ この他、パケット通信料金について完全定額制が実現すれば、モバイルコンテン

ツの利用に関し、通信料金を含めトータルとしてのユーザ料金が事前に認識できる

ようになり、ユーザの利便性の向上が見込まれるとの指摘がある。 
 
(1) この点、まず現状においてＰＨＳの分野では完全定額制が一部で実現27してい
るが、携帯電話の分野においては、次世代携帯電話（３Ｇ）では一定水準のパケ

ット利用までは定額制とし、一定基準を上回ると従量制料金をとる仕組みが導入

されている。しかし、各事業者とも、少なくとも現時点においては、完全定額制

                                                     
27 例えば、平成１３年８月からＤＤＩポケットはＰＨＳ定額データ通信サービス（下り最大速度３２

kbps で月額 5,800 円）を提供している。また、本年３月から、より高速のサービス（下り最大速度

１２８kbpsで月額9.300 円）の提供も予定されている。 
 



電気通信分野におけるブロードバンド時代の競争環境整備の在り方について 

                                      40

を導入する予定はないとしている。 
(2) これは、移動通信分野におけるパケット通信料について定額制を導入する場合、
取り扱うデータ量が飛躍的に増大すると推測されるが、こうしたデータ量の増大

によるスループットの低下をカバーするためには、マイクロセルの基地局の増設、

基地局の置局の再設計等が必要となり、その結果、投資額の増大によるコスト増

が生じる他、周波数制約の問題も存在することなどが、その背景にあるものと考

えられる。 
(3) なお、２．４GHz 帯無線ＬＡＮの高速化や準ミリ波帯の広帯域移動アクセスシ
ステム等を活用したホットスポット中心の高速ワイヤレスインターネット環境

の実現に向けた動きが各方面で具体化しつつあり、かつ、これらのサービスは定

額制料金で実現する方向にある。このため、こうした動きがモバイルインターネ

ット分野のコンテンツ配信の新たなデリバリーチャネルとして成長する可能性

もあるものと考えられる。 
 

 

3-2-3.  コンテンツ配信の円滑化のための環境整備 

 

① ＣＤＮ事業は、ブロードバンドコンテンツの配信について、キャッシュサーバの

効率的な設置等により、最適なコンテンツ配信ネットワークを設計する事業である

が、現状においては、アクセス回線の実効速度や品質がまちまちであるため、コン

テンツプロバイダの立場からすれば、コンテンツ単位の配信・課金方式の採用には

踏み切れない状況にあるとの指摘がある。 
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主データ・センター

ユーザ・コミュニティ

分散化されたデータ・センター

コンテント・デリバリー・ノード

ローカル DNS 
サーバ
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サーバ

CDM コンテントコンテント
ディストリビーションディストリビーション
マネージャマネージャ

コンテント・デリバリー・ノード

コンテント・エッジ
デリバリー

コンテント
ルータ

コンテント
スイッチング

ＣＤＮ（コンテンツ・デリバリー・ネットワーク）の概要
■　ＣＤＮ(Content Delivery Network：コンテンツ配信ネットワーク)とは、映像等の大容量コンテンツ
　を効率的に配信するために、配信サーバ（キャッシュサーバ）を分散配置したり独自網を中継用回線
　として使用するなど、バックボーンのボトルネックを解消するために構築されるネットワークのこと。

■　構築されるネットワークの形態は、データセンターと配信サーバの組み合わせや、インターネット
　網と独自網の組み合わせ等により様々であるが、その目的は、通信品質の安定化と運営コストの削減
　にある。

 

② このような現状に対し、例えば、ベストエフォート型のインターネットサービス

について、サービス品質に関する自己認証基準を設ける（ネットワークの標準モデ

ルを定め、客観的なベンチマーク値又は一定のレンジを設け、サービス品質のクラ

ス分類をユーザに対して提示するイメージ）ことによって、ブロードバンドコンテ

ンツの配信の円滑化やユーザ保護を確保することが可能になるであろう。ただし、

具体的なベンチマーク等の設定方法については技術的な検討が必要であり、例えば、

標準化機関等において、早期に結論を得る方向で検討に着手することが適当である

と考えられる。 
 
③  また、ネットワークのブロードバンド化が進展したとしても、当該ネットワー

ク上で流通するブロードバンドコンテンツの蓄積がなければ、いわば「水の出な

い水道」を作っている状況になりかねないものである。このため、例えば、 

(a) コンテンツのメタデータ化28（コード化された映像データ等の属性・内容を記

述したテキストデータをコンテンツに付加すること）の推進 

(b) デジタルコンテンツを蓄積するデジタルアーカイブの整備やコンテンツシン

ジケータの育成 

                                                     
28  総務省では、平成１３年７月に公表された「デジタルコンテンツのネットワーク流通市場形成に
向けた研究会報告書」において、デジタルコンテンツの円滑な流通市場の形成に向けた制度的・技術

的課題及び具体的対応策について検討が行われたのを受け、映像デジタルコンテンツに係るブロード

バンドネットワーク上での円滑な流通を促進する観点から、著作権等のクリアランスシステムの実証

実験に向けた取組み等が進められている。 
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(C) 多数のコンテンツ制作関連事業者間を高速デジタルネットワークで接続した

共働型のデジタルコンテンツ制作環境（デジタルコラボレーション環境）の整備 
等が必要であるとの指摘があることを踏まえつつ、産学官の連携による取組みを推

進していくことが適当である。 
 

 

3-2-4.   デジタルコンテンツの制作・流通の促進 

 
① デジタルコンテンツには、様々な権利が関係しているために、適正な権利処理が

施されない限り流通させることができない。このことが、複製が容易なデジタル情

報の特性と相まって、不正利用を頻発させている一因となっている。このため、ネ

ットワーク事業者、ＩＳＰ、コンテンツプロバイダ、コンテンツアグリゲータ、コ

ンテンツ制作者、権利者等の関係者がアライアンス等を組み、コンテンツ流通ビジ

ネスの活性化に向けた流通環境の整備を積極的に進めていく必要があろう。 
 
②  また、高速インターネットを活用した一般家庭へのブロードバンドコンテンツの
配信モデルの普及に伴い、プライバシーの保護や違法・有害情報対策といった社会

的規律の在り方等についても配意していく必要がある。 
 

 

3-2-5.  電子認証基盤の在り方 

 

①  プラットフォームレイヤーには幅広い要素が含まれているが、特に電子認証基
盤の動向も注目される。例えば、民間部門においては、「パスポート」（マイク

ロソフト社）（参考資料１８）や「リバティーアライアンス」（サン・マイクロ

システムズ）に代表される複数のシステムが存在している。また、政府において

は、平成１５年度を目標として電子政府の実現に向けて積極的に取り組んでいる

ところである。 
 
② こうした電子認証基盤は、ネットワーク上での本人確認を容易にし、ブロードバ

ンド化の中で、Ｂ２Ｃ、Ｂ２Ｂ等を含む幅広い分野における重要な社会インフラと

して機能するものであり、将来的には複数の電子認証基盤がブリッジ認証機関を介

して並立するような形態になるものと考えられる。 
 
③ このため、複数の電子認証基盤が並存する中で、ユーザによる電子認証基盤の選

択が自由に行われ、かつ公正競争条件が担保されているかどうかという点について

も、電気通信分野における競争政策の観点から、今後検証していく必要があると考

えられる。 
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３－３．端末レイヤーにおける競争環境整備の在り方 

 
① 移動通信分野における垂直統合型ビジネスモデルの特徴の一つは、端末レイヤー

とネットワークレイヤーが一体的に運営されているという点である。すなわち、端

末販売と通信サービス（通信事業者の選択）がバンドル化（一体化）され、端末機

器の価格を低位に設定し、その分を通信料金として回収するというビジネスモデル

が採用されている。 
 
② こうしたバンドル型のビジネスモデル自体は否定されるものではないが、次世代

携帯電話（３Ｇ）の登場に伴い、従来のような携帯電話に内蔵されたＩＣチップに

通信事業者がユーザＩＤ情報等を登録する形態から、ＵＩＭ(User Identify Module)
カードにこれらの情報を登録し、いわば端末本体とユーザＩＤ情報等の格納部分を

分離することが機能的に可能となってきている。 
  
③ ３Ｇについては、既にＮＴＴドコモが先行的に一部地域でサービスを開始し、順

次サービス提供地域を拡大する方針であり、その他の事業者についても早期のサー

ビス提供に向けた動きが具体化しつつあるが、各通信事業者としては、セキュリテ

ィ確保やユーザ囲い込みの観点から、ＵＩＭロック（通信端末本体と通信サービス

の一体性を維持するために、端末に書き込まれたユーザ情報をＵＩＭカードを用い

て書き換えることを不可能にしておくこと）を導入する動きにある。 
 
④  しかしながら、端末販売と通信サービスのバンドル化等については、以下の観
点から、改めて検討を行う必要があると考えられる。 

 
(1) ＵＩＭカードのロック解除に係る検討の必要性 

 
端末販売のインセンティブが通信料金に上乗せされることにより、端末の買い

替えに積極的（頻繁）なユーザと消極的なユーザとの間でコスト負担の不公平性

が生じている面があり、インセンティブの回収が完了した後も通信料金としてイ

ンセンティブの回収部分の料金を徴収し続けることは問題が多いと考えられる。

例えば英国ＯＦＴＥＬにおいても、インセンティブ回収期間を標準的に１２か月

と判断し、個別事案ごとに判断されてはいるものの、基本的にインセンティブ回

収後はＵＩＭロックの解除を進めているところ（参考資料２１）であり、我が国

においても、同様のＵＩＭロック解除の在り方について検討を開始する必要があ

るものと考えられる。 
 
 (2) 新たな電子認証基盤としてのＵＩＭカード活用に係る検討の必要性 

 
また、ＵＩＭカードの持つポテンシャルに着目することも重要である。すなわ

ち、ＵＩＭロックが解除されることにより、ＵＩＭカードの高いセキュリティ機

能を活かしながら、固定・移動の別を問わず、電話､ＰＣ、ＰＤＡを含む多様な
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端末において、ＵＩＭカードを個人認証基盤のツールとして位置付け、ネットワ

ークのユビキタス化が進展する中において、多様な端末にＵＩＭカードを差し込

むことにより、個人認証が行われ、電子商取引等をより柔軟な環境の中で実現し

ていくことも技術的には可能となりつつある。このため、こうしたＵＩＭカード

の認証基盤としてのプラットフォーム化を契機として、新たなビジネスモデルが

登場することも期待される。 
 
(3) 移動通信分野における番号ポータビリティの必要性    

 
更に、ＵＩＭロックを一定期間後に解除することとした場合、ユーザは所有し

ている端末を引き続き利用したまま、通信事業者を変更することが可能となるが、

現在、移動通信サービスの分野では番号ポータビリティが実現しておらず29、こ

のため、通信事業者の変更に際しては番号の変更を余儀なくされることとなり、

ユーザ利便の観点からは問題が残る（移動通信サービスにおける番号ポータビリ

ティについては、英国、豪州等で実現している他、米国でも導入に向けた取組み

が行われている）。 
  

　　　　　　1997         　1998　 1999 　 2000  　 2001   　 2002　　　　　　1997         　1998　 1999 　 2000  　 2001   　 2002

97年4月　シンガポール97年4月　シンガポール
99年1月　英国99年1月　英国

99年3月　香港99年3月　香港

99年4月　オランダ99年4月　オランダ

99年7月　スウェーデン99年7月　スウェーデン

01年9月　豪州01年9月　豪州

02年11月(予定)　米国02年11月(予定)　米国

諸外国の移動体分野における番号ポータビリティの導入状況

 
 (4) モバイルインターネット分野における規格標準化の必要性 

 
 加えて、モバイルインターネットの通信プロトコルやコンテンツ記述言語につ

いても、通信事業者間で統一されておらず、現行のままでは同一端末で通信事業

者を変更した場合、音声サービスは利用可能であるとしても、モバイルインター

ネットにアクセスできないものとなる。この点、ＷＡＰ(Wireless Application 
Protocol)２．０が標準化され、これを各事業者が採用する方向にあることから一
定の前進は見られるものの、ＷＡＰ２．０にはオプション部分が依然として存在

しており、各事業者のモバイルインターネットサービスに関する規格が完全に標

                                                     
29 固定電話の番号ポータビリティについては、平成１１年３月の「番号ポータビリティの費用負担に

関する研究会」報告書に基づき、既に第一段階（ＮＴＴ東西→ＮＣＣの片方向）が平成１３年３月に

実現し、第二段階(双方向)は第一段階から２年後に実施する方向で進められているが、携帯電話につ
いてはこうした取組みが進んでいない状況にある。 



電気通信分野におけるブロードバンド時代の競争環境整備の在り方について 

                                      45

準化される見通しは得られていない。 
 
⑤  このため、ＩＰｖ６ベースのネットワークのユビキタス化の中で電子認証基盤と
してＵＩＭカードを利用するための環境整備や、これと関連した移動通信サービス

における番号ポータビリティの導入方策等について、３Ｇの枠組みの中で多角的な

観点から検討していく必要がある。 
 
⑥  したがって、ゲートウェイのオープン化によるＩＳＰ接続の円滑化、ＷＡＰ２．
０の規格標準化、端末販売と通信サービスのアンバンドル化の可能性、番号ポータ

ビリティの導入方策（費用負担の在り方等を含む。）等について、一体的に、メー

カ、通信事業者、行政当局等の間の意見交換を通じた検討の場を設けることが適当

であると考えられる。  
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第４章 電気通信事業における競争の枠組みの在り方 



電気通信分野におけるブロードバンド時代の競争環境整備の在り方について 

                                      47

４－１．基本的考え方 

 

①  これまで見てきたように、ブロードバンド時代においては、デジタルコンテンツ
の円滑な流通を実現するため、端末、ネットワーク、プラットフォーム、コンテン

ツ・アプリケーションの各レイヤーをトータルとして視野に入れたビジネス展開が

重要となってきている。このため、複数の事業者が連携して、それぞれが得意とす

る各レイヤーの経営資源を持ち寄り、各パーツを組み合わせた協働型ビジネスモデ

ルが円滑に構築できるよう、各レイヤー間のインターフェースのオープン化を図る

とともに、単一型の垂直統合型ビジネスモデルについては、特定のレイヤーにおけ

る市場支配力が他のレイヤーにおいて濫用されることがないよう、所要の公正競争

環境整備を図っていくことが必要である。 
 
②  こうした中、電気通信事業における競争の枠組みの基礎をなす現行の一種・二

種の事業区分についても、旧来の電話網を前提としたビジネス展開の枠組みを超え、

ＩＰベースの新たなビジネスモデルの登場を促し、これに柔軟に対応できるよう、

近年の市場環境の著しい変化を踏まえつつ、改めてその在り方を見直していくこと

が求められていると言える。 
 
③ 一種・二種の事業区分については、例えば以下のような近年の市場環境の変化等

を念頭に置きながら、その在り方について検討していく必要がある。 
 

(1) 一種事業と二種事業の事業展開の多様化 
 
現行の事業区分は、自ら電気通信ネットワークを設置して電気通信サービスを

提供する一種事業者と、一種事業者から役務を調達して電気通信サービスを提供

する二種事業者という「設備の有無に着目した事業区分」を採用している。 
   これは、昭和６０年の制度導入時の考え方として、一種事業は重要な社会イン

フラである電気通信ネットワークを設置するという高い公共性を有しているこ

とに鑑み、当該事業に参入する際は許可制とし、例えば道路占用許可が義務的に

付与される（道路管理者は、道路法第３３条に規定する許可基準に適合するとき

は、１か月以内に許可を与えなければならないこととされている）等の公益事業

特権が付与される一方、役務提供義務等の各種の事業規制30を課しているもので

ある。 

                                                     
30 一種事業者については、①事業開始義務（許可を受けた事業開始予定日までに事業を開始する義務）、

②役務提供義務（許可を受けた業務区域内において、正当な理由なく電気通信役務の提供を拒んでは

ならない義務）、③接続義務（他の事業者の電気通信設備と自らの電気通信回線設備について、自ら

の電気通信役務の提供に支障があり、又は自らの利益を不当に害するおそれがある場合等を除き、接

続しなければならない義務）、④退出許可（事業参入時に公共性を根拠として認められた公益事業特

権を用いてネットワーク構築を行い得ることの反射的効果として、事業から退出する場合についても

許可を要する）等の規制を課している。  
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他方、二種事業者は一種事業者のネットワーク上で自由かつ多様な事業展開を

行うという趣旨に鑑み、例えば事業参入に際しても、登録（特別二種事業）又は

届出（一般二種事業）とし、一種事業に比べて相当程度緩やかな事業規制として

いる。 
      しかしながら、特に近年の事業参入の状況を見ると、一種事業に参入する事業
者としては、インターネット接続サービスを提供するＣＡＴＶ事業者のように、

地域限定的で比較的規模の小さい事業者が多数登場してきている。他方、二種事

業者の場合、ＶｏＩＰサービスを提供するＩＳＰ事業者やＭＶＮＯのように、全

国規模で音声系を含む多様なサービスを提供する事業者が引き続き多数登場し

てくるものと見込まれる。 
      このように、ＩＰ化が進展する中で最近の事業参入の状況を見ると、制度導入
当初に予定していた一種・二種の事業区分の趣旨が必ずしも実態にそぐわなくな

ってきている面があり、その結果、一種事業と二種事業との間で異なる規制水準

としていることについて、改めて実態を踏まえた整理を行う必要が生じてきてい

るものと考えられる。 
 
(2) 累次の規制緩和措置による実態的な事業区分の垣根の低下 

 
一種・二種の事業区分を含む競争の枠組みについては、現行の制度が導入され

た後も、より柔軟なネットワーク構築を可能にする等の観点から、継続的に当該

枠組みの見直しを行ってきている31（参考資料２２）。 

                                                     
31 電気通信事業者の柔軟なネットワーク構築を可能にする等の観点から、累次の規制緩和措置が講じ

られてきているところであり、例えば、 

① 一種事業に係る規制については、事業参入時の許可条件であった需給調整条項の廃止（平成９年

１１月）、料金及び接続約款の認可制から届出制への緩和（それぞれ平成１０年１１月、平成１３

年１１月）、卸電気通信役務（改正前の電気通信事業法では「約款外役務」）の提供条件並びに契

約約款・接続協定の認可制から届出制への緩和（平成１３年１１月）等の規制緩和措置を講じた。

なお、平成１３年１１月の非対称規制の導入により、第一種指定電気通信設備を設置する固定系の

市場支配的な事業者については、引き続き契約約款について認可制とするとともに、接続約款につ

いて認可・公表を義務づけている。また、新たに設けられた第二種指定電気通信設備を設置する移

動系の市場支配的な事業者の場合、契約約款については、他の一種事業者と同様に届出制に移行し

たが、接続約款については届出・公表を義務づけている。 

② また、一種事業の場合、原則として自ら電気通信回線設備を設置することを要件としているが、

すべて自前設置でなくとも、例えば地方公共団体、電力会社等の電気通信事業者以外の者が保有

する光ファイバ等を賃借して利用することができるよう、ＩＲＵ制度の導入（平成７年１２月）

及び当該制度に係る要件緩和(平成１３年１０月)を行った。  

 ③ 更に、一種事業と二種事業について、従来は両事業を兼業することを禁止し、別会社化すること

を要請していたのを改め、会計分離を前提として一種事業と二種事業の兼業を可能とする規制緩和

措置を講じた（平成１２年９月）。 
 ④ この他、二種事業について、すべての回線を一種事業者から調達するのでなくとも、一定の要件

の下で、端末系伝送路設備について自ら設置することを可能とし、法人需要等に対して柔軟に対応
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こうした累次の規制緩和措置は、ネットワーク構築の柔軟性の向上等を通じ、迅

速な事業展開を可能としてきている一方、例えば、自ら設備を設置しているものの、

大半は他事業者の設備を活用してサービスを提供する一種事業者のように、ネット

ワーク構成の面から見て、二種事業者と明確に区別することが困難な事例も登場し

てきており、実態として一種・二種の事業区分の垣根が低下してきてい るという
面も出てきている。 
 

④  こうした市場環境の変化を踏まえつつ、特に上位レイヤーにおける自由な事業展

開を確保し、今後とも新たなビジネスモデルの登場を促す観点からは、可能な限り

規制水準の全般的な低下を図るとともに、市場参加者から見て、明確で予見性の高

い制度運営を維持していくことが重要である。このため、通信・放送の融合や諸外

国の動向等も勘案しつつ、現行の事業区分についても必要な見直しを行う方向で検

討する必要がある。 

 

⑤  なお、現行の一種・二種の事業区分を廃止し、全面的に事後規制に移行すべきと 

の指摘もある。この点、例えば、米国ＤＳＬ事業者であるノースポイント社が平成

１３年３月に倒産・サービス停止し、約１０万人のユーザがインターネットの利用

ができなくなった事例（参考資料２３）に見られるように、すべてを事後規制に委

ねた場合、ユーザ保護が十分確保されなくなることが懸念される。また、既に第一

章で述べたように、電気通信市場は独占から競争への移行過程にあり、公正競争条

件を担保するための事前規制についても、競争ルールとして一定の合理性が存在す

るものと認められる（例えば、第３章で述べたように、既存の他の事業分野におい

てボトルネック設備を保有している事業者が電気通信事業に参入する際の公正競

争条件の確保は、当該参入時に十分な検証が行われるべきである）。 

 

 
 

                                                                                                                                                             
できるよう制度を整備した（平成１０年１１月）。 
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　　　　　ＮＴＴ持株及び東西ＮＴＴに
　　　　　対する特殊会社規制

　　■責　務　⇒・ユニバーサルサービスの提供
　　　　　　　　・研究開発の推進・成果普及　
　　　　　　　　
　　■特殊会　⇒・東西ＮＴＴの業務範囲規制　
　　　社規制　　・政府株式保有義務、外資規制
　　　　　　　　・事業計画、利益処分、新株発
　　　　　　　　　行の認可等

【設備非設置】

電気通信市場における競争の基本的枠組み
電気通信事業法

【設備設置】

設備設置の有無に着目

第一種電気通信事業
（許可）

第二種電気通信事業

一般二種
（届出）

特別二種
（登録）

■国際
■音声公専公

■　経済・社会の基本的インフラとして、その高い公
　共性を担うため「許可」事業として一定の規制。

■　一種事業者の回線を自由に利用し、多様なサービ
　ス展開ができるよう必要最小限の規制。

ＮＴＴ法■インフラ整備の円滑化　⇒・電波の優先的割当
　　　　　　　　　　　　　・土地使用等の公益事業
　　　　　　　　　　　　　　特権の付与
■ネットワーク所有の優　⇒・不当な差別、反競争的
　位性　　　　　　　　　　　行為を防止するための
　　　　　　　　　　　　　　業務改善命令等
　　　　　　　　　　　　　・接続義務
■ネットワークの安全・　⇒・技術基準適合義務　　
　信頼性の確保
■ユーザ利益の保護　　　⇒・退出規制（許可）
　　　　　　　　　　　　　・料金変更命令

(注) 平成１３年６月公布の
　電気通信事業法等の一部
　改正法により、
　・非対称規制の導入（市
　　場支配的でない事業者
　　に対する規制緩和）
　・ＮＴＴ法の規制緩和
　を実施。（同年11月30日
　施行）

現行制度の基本的考え方

 
 

規制区分 一　種 特別二種 一般二種

事業許可等 許可§9 登録§24 届出§22

許可§14 登録§27 届出§22

（軽微なものは届出） （軽微なものは不要） （軽微なものは不要）
事業開始義務 ○§12 － －

業務委託 認可§15 － －
提供義務 ○§34 － －

合併・分割・譲渡・相続 認可§16 届出§30 届出§23
退出規制 許可§18 届出§30 届出§23
料金 届出§31　　（注２） 届出§31-3 －

料金変更命令 ○§31 － －

契約約款 届出§31-4　（注３） 届出§31-4 －
契約約款変更命令 ○§31-4

業務改善命令 ○§36 ○§37 ○§37

接続義務 ○§38 － －
第一種指定電気通信設備の接続約款 認可§38-2

第二種指定電気通信設備の接続約款 届出§38-3 － －
第二種指定電気通信設備の接続約款変更命令 ○§38-3

接続協定 届出§38-4 届出§38-4 －

接続命令 ○§39 ○§39 －
共用協定 認可§39-3 認可§39-3 －

卸電気通信役務 届出§39-5 届出§39-5 －

外国との協定 認可§40 認可§40 －
技術適合確認 ○§12 － －

技術基準維持 ○§41 ○§41 －

管理規定 届出§43 届出§43 －
主任技術者 選任・届出§44 選任・届出§44 －

番号基準 ○§48-3 ○§48-3 ○§48-3
検閲禁止 ○§3 ○§3 ○§3
通信の秘密 ○§4 ○§4 ○§4

利用の公平 ○§7 ○§7 ○§7

重要通信確保 ○§8 ○§8 ○§8

注１：「§」は電気通信事業法における該当条項を指す。
注２：第一種指定電気通信設備を用いた特定電気通信役務については、認可が必要。（プライスキャップの範囲内は届出）

注３：第一種指定電気通信設備を用いた電気通信役務については、認可が必要。

事業変更許可等

　 　 　 　 　 　 電気通信事業における事業区分　 　 　 　 　 　 　
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４－２．具体的な検討の方向性 

 

  ① 一種・二種の事業区分の見直しの具体的検討に際しては、様々な選択肢があるも

のと考えられるが、例えば以下の２つのアプローチがあり得る。 

 

  ② その第一は、現行の事業区分を前提としつつ、その適用範囲を見直すというアプ

ローチである。第二は、前章まで述べてきたようなレイヤーごとのアンバンドル化

が進展しつつあることを踏まえ、設備面に着目した新たなメルクマールとしてネッ

トワーク部門（卸部門）とサービス部門（小売部門）という新たな区分を導入する

というアプローチである。  

 

 

4-2-1.  一種事業及び二種事業の適用範囲の見直し 
  
①  第一のアプローチは、一種事業及び二種事業の適用範囲を見直し、一種事業の適
用範囲を縮小するとともに、特別二種・一般二種の適用範囲についても併せて見直

すという方向である。 
 
② 先ず、一種事業の適用範囲については、一種事業がネットワーク基盤を構築する

事業であるという高い公共性に鑑み、これを許可制とし、同時に公益事業特権を付

与しているところであるが、ネットワークインフラの整備が相当程度進展している

中、公益事業特権をすべての一種事業者に付与するのではなく、公益事業特権を要

しない事業者については、一種事業から除外してもよいのではないかとの問題提起

が一部からなされている。 
 
③ 公益事業特権の付与を希望しないネットワーク事業者について、これを一種事業

の対象範囲から除き、二種事業として位置付けることとした場合、当該事業者につ

いては参入時は登録又は届出でもって足りることとなる等、規制水準の低下が図ら

れることとなる。他方、 
(1) 公益事業特権の付与を希望するかどうかという申請者の意向により一種事業

となるか二種事業となるかが異なるという制度が法制的に機能し得るものか否

か、慎重に検討する必要がある。 
(2) また、電力等の他の公益事業者等は、もともとの事業分野において公益事業特
権を有し、既に電柱・管路等を自ら保有していることから、電気通信事業へ参入

する際、公益事業特権の付与を求めず、むしろ二種事業者として事業展開を図る

ケースも想定される。 
これらの事業者が電気通信事業に参入する場合は、公正競争条件の設定が必要

となるものと考えられるが、当該事業者が二種事業者となると、電柱・管路等の

利用については「公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドライン」により

一定の公平性が確保されると考えられるものの、現在一種事業者に課されている、

他事業者との接続義務の対象外となり、事業者間の接続の円滑化の観点から見て、
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支障が生じるおそれがある等の懸念もある。 

(3) 更に、全国的な事業展開を行うネットワーク事業者であったとしても、一種事
業の対象外となることにより、役務提供義務や事業開始義務が免除され、かつ料

金変更命令等の対象外となる点、更には番号付与の在り方32等についても、ユー

ザ保護や他事業者との公正競争条件の確保等の観点から、更に多角的に検討して

いく必要があるものと考えられる。 

 

④ 次に、二種事業については、現在、特別二種事業と一般二種事業に区分され、従

来の回線規模による基準から提供役務の内容による基準へと移行し（平成１０年 

１１月）、現在は、国際サービス及び公専公接続による音声サービスを提供する事

業を特別二種事業、それ以外を一般二種事業としている。こうした見直しを行った

のは、回線規模という外形的な基準ではなく、提供する役務に着目した基準を採用

するとともに、一般二種事業の範囲を拡大することとしたものである。 
 
⑤ なお、国際通信を行う二種事業を特別二種事業と位置付けているのは、国際通話

における事業者間精算料金である「国際計算料金」の水準が我が国の国際通話料金  
の水準に与える影響が大きいこと等を勘案して、国際協定を認可に係らしめている

こと等によるものである。 
 

  ⑥ しかし、既に指摘したように、特別二種事業者として音声サービスを提供する公 
      専公事業者に限らず、ＶｏＩＰサービスを提供するＩＳＰ事業者やＭＶＮＯ等も同
等のサービスを提供していく中、これらの事業について、引き続き一般二種事業と

して位置付けるのが適当かどうか、改めて検討する必要が出てきている。この点、

我が国と同様に設備設置の有無に着目して一種・二種の事業区分を設けている韓国

においては、すべての二種事業について、市場退出の際は３０日前の届出を義務づ  
けている点は注目に値する。したがって、現在は一般二種事業と位置付けられてい  
るＶｏＩＰサービスを提供するＩＳＰ事業者やＭＶＮＯについても特別二種事業

と位置付け、退出時には一定期間前の届出を義務づけ、ユーザに対する周知徹底を

図ることにより、ユーザ保護を強化すること等について、今後更に検討する必要が

あると考えられる。 
 
⑦ なお、上記の考え方は、特別二種事業と一般二種事業の区分が、特に音声サービ

スという国民生活に密接不可分な通信サービスを提供しているかどうかというメ

ルクマールに基づくものであるが、音声・データ・映像の区別なくパケットとして

ネットワーク上で流通する形態が一般化すれば、音声・非音声といった区分自体が

あいまいになってくるものと考えられる。このため、現行の役務区分(音声、専用

及びデータ伝送)についても、サービスの利用実態等を見極めつつ、区分の簡素化

等を視野に入れつつ検討していくことが必要であると考えられる。 

                                                     
32  現在の音声伝送サービスを提供する場合の事業者識別番号たる番号付与は、一種事業者の場合は
００ＸＹ、二種事業者の場合は００９１－ＸＸとされており、公益事業特権を求めないネットワーク

事業者が二種事業者に改めて区分される場合、当該事業者に対する番号付与は００９１－ＸＸとなる。 
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⑧ なお、我が国と同様に「設備設置の有無に着目した区分」を基礎とした枠組みは、

韓国、シンガポール、カナダ等でも採用されている。他方、米国等では役務内容に

のみ着目した事業区分が採用されているところであり、主要国においても事業区分

の在り方は様々である。 
 

主要国における電気通信制度の概要

電気通信回線設
備を設置し、電気
通信サービスを
行う事業者（基幹
通信事業者）【免
許】

韓国

電気通信設
備を自ら運
用せずにサー
ビスを行う
事業者【個
別免許】

役
務
規
制

自ら設置した設
備を利用してサー
ビスを行う事業
者【個別免許】

国際通信設
備を所有又
は賃貸して
運用する事
業者【個別
免許】

役務提供をする
ためのネットワー
クの設置・運用
（自ら役務提供
を行わない場合
も含む）【免許】

役務提供のた
めの伝送路設
備の運営（自ら
役務提供を行
わない場合も
含む）【免許】

第１種電気
通信事業者
【許可】

設
備
規
制

シンガポールカナダ仏国独国英国米国

（国際・州際）

日本

（注）　英国における「個別免許」とは、申請に基づき当該事業者に対してのみ付与される免許で、種々の免許条件が付され、行政立法的性格をもつ。
　　　　　　　　　　　　　「クラス免許」とは、一定の条件に合致すれば、誰でも事業を営める免許で、個別の付与行為はない。

基
幹
通
信
事
業
者
の
回
線
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利
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し
て
、
音
声
サ
ー

ビ
ス
を
行
う
事
業
者
（
別
定
通
信
事
業
者
）【
登
録
】

基
幹
通
信
事
業
者
の
回
線
を
利
用
し
て
、
音
声
サ
ー

ビ
ス
を
行
う
事
業
者
（
別
定
通
信
事
業
者
）【
登
録
】

基
幹
通
信
事
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者
の
回
線
を
利
用
し
て
、
デ
ー
タ

通
信
サ
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ビ
ス
を
行
う
事
業
者
（
付
加
通
信
事
業

者
）【
申
告
】

基
幹
通
信
事
業
者
の
回
線
を
利
用
し
て
、
デ
ー
タ

通
信
サ
ー
ビ
ス
を
行
う
事
業
者
（付
加
通
信
事
業

者
）【
申
告
】

線
路
の
建
設
・運
用
に
よ
る
基
本
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
【
認
証
】

線
路
の
建
設
・運
用
に
よ
る
基
本
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
【認
証
】

高
度
サ
ー
ビ
ス
提
供
【
認
証
不
要
】　　
　

Ｖ
Ａ
Ｎ
事
業
者
（
国
際
単
純
再
販
を
除
く
）
、
衛
星
通
信
事
業
者
（
公
衆
網

接
続
を
除
く
）自
営
電
気
通
信
シ
ス
テ
ム
提
供
者
【
ク
ラ
ス
免
許
】

Ｖ
Ａ
Ｎ
事
業
者
（
国
際
単
純
再
販
を
除
く
）
、
衛
星
通
信
事
業
者
（
公
衆
網

接
続
を
除
く
）自
営
電
気
通
信
シ
ス
テ
ム
提
供
者
【
ク
ラ
ス
免
許
】

電
話
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
（
伝
送
路
設
備
の
運
営
権

は
含
ま
れ
な
い
。
）【
免
許
】

電
話
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
（
伝
送
路
設
備
の
運
営
権

は
含
ま
れ
な
い
。
）【
免
許
】

電
話
サ
ー
ビ
ス
以
外
の
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
【
自
由
】

電
話
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
（
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
設
置

を
伴
う
場
合
は
、
当
該
免
許
に
包
含
。
）【
免
許
】

電
話
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
（
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
設
置

を
伴
う
場
合
は
、
当
該
免
許
に
包
含
。
）【
免
許
】

電
話
サ
ー
ビ
ス
以
外
の
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
【
自
由
】

規定なし基幹通信事業
者【許可】

別定通信事業
者及び付加通信
事業者【３０日前
に事前届出及び
利用者へ通知】

国際通信設
備の免許を
受けた者の
申請により
免許の停止・
廃止可。

規定なし【実態
的に規制当局に
対して通知】

電気通信サー
ビスを提供する
者【１ヶ月以内
の事後届出】

基本音声サービ
ス、公衆電話ボッ
クスサービス等
に関し、個別免
許の条件に退出
規制を規定。

認証を受け
てサービス
を提供する
通信事業者
【認証】

一種【許可】

特二及び般
二【遅滞なく
事後届出】

退
出
規
制

特
別
第
２
種
電
気
通
信
事
業
者
【
登
録
】

特
別
第
２
種
電
気
通
信
事
業
者
【
登
録
】

右
記
以
外
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
事
業
者
【
個
別
免
許
】

右
記
以
外
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
事
業
者
【
個
別
免
許
】

一
般
第
２
種
電
気
通
信
事
業
者
【
届
出
】

一
般
第
２
種
電
気
通
信
事
業
者
【
届
出
】

他
か
ら
設
備
を
リ
ー
ス
し
て
サ
ー
ビ
ス
（
国
際
線
の

再
販
等
）を
行
う
事
業
者
【
個
別
免
許
】

他
か
ら
設
備
を
リ
ー
ス
し
て
サ
ー
ビ
ス
（
国
際
線
の

再
販
等
）を
行
う
事
業
者
【
個
別
免
許
】

他
か
ら
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備
を
リ
ー
ス
し
て
サ
ー
ビ
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（
公
衆
網
の

再
販
等
）を
行
う
事
業
者
【
ク
ラ
ス
免
許
】

他
か
ら
設
備
を
リ
ー
ス
し
て
サ
ー
ビ
ス
（
公
衆
網
の

再
販
等
）を
行
う
事
業
者
【
ク
ラ
ス
免
許
】

 
 
 

4-2-2.  ネットワーク部門とサービス部門による事業区分の見直し 

 
① 前項の一種事業・二種事業の適用範囲の見直しを図るというアプローチとは別に、 
ネットワーク部門（卸部門）とサービス部門（小売部門）で事業区分を分けるとい

うアプローチも考えられる。この場合、ネットワーク部門は、電気通信回線設備の

設置・運営並びに他事業者に対する卸電気通信役務の提供を行い、サービス部門は

ネットワーク部門から卸電気通信役務の提供を受けてエンドユーザに対してサー

ビスを提供する。 
 
② このアプローチを現行の一種・二種の事業区分と比較すると、現在の一種事業は、

いわばネットワーク部門とサービス部門を兼業している事業であり、他方、二種事

業はサービス部門に特化した事業であると言える。このため、現行の制度との継続

性を考えると、ネットワーク部門とサービス部門は兼業可能とすることが適当であ

ると考えられる。ただし、この際には、あくまで相異なる２つの事業部門を兼業す

るものであることから、現行の一種事業についてネットワーク部門とサービス部門
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の会計分離を行うことも検討の視野に入ってくるものと考えられる。 
  この点、既に第２章で指摘したように、現行の一種事業者全体について会計分離

を求めることは過度の負担になるという考え方がある一方、サービス部門における

公正競争条件の整備という観点からは、こうした会計分離が解決策となるという考

え方もあり得るところであり、その取扱いについては引き続き慎重に検討していく

必要がある。 
 
③ このネットワーク部門とサービス部門という事業区分を採用する場合、公益事業

特権の付与はネットワーク部門を対象とするものであり、当該部門に係る市場参入

については引き続き許可制とし、サービス部門については原則として登録制又は届

出制とすることにより、規制水準の全般的な低下を図ることが考えられる。なお、

現行の二種事業者については、累次の規制緩和措置により、一部自前回線設備等を

設置することが可能となっているところであり、サービス部門に限って事業展開を

行う事業者であっても、公益事業特権を要しない回線設備等の設置を認めるかどう

かについては、制度の趣旨を勘案しつつ検討することが適当である。 
 
④ ネットワーク部門とサービス部門という事業区分の在り方を検討する際には、多

角的な観点から検討が必要であり､現時点で一定の方向性を提示することは困難な

面がある。ただし、こうした見直しの方向性は、現行制度における設備に着目した

規制をより簡素かつ明確なものとする点で一定の評価ができるところであり、例え

ば以下のような点を含め、今後更に具体的な検討を進めていくことが適当であると

考えられる。 
(1) ネットワーク部門について、公益事業特権の付与を前提とすれば、上述のとお

り事業参入時の許可と公益事業特権の付与は一体として考えるのが一つの選択

肢であるが､既に前項で指摘したとおり、申請者が公益事業特権の付与を希望す

るか否かによって異なる参入規制を適用するか、若しくは公益事業特権を個別に

付与する仕組みを想定するのか等を含め、更に検討する必要があるものと考えら

れる。 

(2) サービス部門については、現行の二種事業と同様に登録制又は届出制を採用す

るとしても、現行の一種事業者に課されている事業開始義務､役務提供義務、退

出規制等の事業規制､更には業務改善命令や料金変更命令の適用対象範囲等との

関係についても、具体的に整理を図ることが必要である。 

仮に、これらの事業規制をサービス部門に属する全事業者に課すとすれば、現

行の二種事業者に対して追加的に規制を課すこととなり、規制水準の全般的な低

下を図るという観点から見て適当でないと考えられる。このため、サービス部門

の中で上記の事業規制の対象となる事業者とそれ以外の事業者を区分する場合、

何らかの新たなメルクマールが必要となる。 

     しかし、現行の特別二種事業と一般二種事業の区分のように役務内容に着目し
た区分を採用するとすれば、既に述べたように、役務区分自体が実質的にあいま

いになりつつある現状においても、引き続き有効な基準たり得るかどうか、また、

例えば事業規模の大小、公衆サービスか非公衆サービスかという役務提供形態等

に着目した区分を採用することは可能かどうか等、その具体的な基準の在り方に
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ついて更に検討を行う必要があるものと考えられる。 
(3) 加えて､例えば技術基準については、ネットワーク部門に着目した技術基準と

サービス部門に着目した技術基準とが存在しており、その整理・分類を行うこと

が必要になってくる他、今般の改正法において導入が決定されたユニバーサルサ

ービス基金について、ユニバーサルサービス提供事業者である適格電気通信事業

者やコスト負担事業者の在り方についても、改めて上記の検証と併せて検討して

いく必要がある。 

(4) 更に､資源制約性のある周波数の割当て（ネットワーク部門関連）や事業者識

別番号の付与（サービス部門関連）の在り方といった検討課題に加え､非対称規

制の在り方についても、ネットワーク部門とサービス部門の連関性に着目した市

場支配力の考え方から､両部門を個別に見て市場支配力を判断することの是非等

を含め、今後の在り方を検討していく必要がある。 

 
⑤ なお、諸外国においては、例えば、ＥＵにおいて、現在検討中の新たな規制の枠

組みに関する新指令案において、電気通信事業を「電子通信ネットワーク事業」と

「電子通信サービス事業」に分け、それぞれ登録(general authorization)制による事
業参入を可能とするとともに、公益事業特権、番号、周波数といった希少性のある

資源の利用については個別認可(indivisual licence)を付与する方向で検討が続けら
れているところであり、こうした動向も注視していく必要がある33。 
 

 

4-2-3.  今後の検討の在り方 

 
① 以上見てきたように、一種・二種の事業区分を含む電気通信事業の競争の枠組の

在り方については、多角的な観点から検討を進めていく必要がある。また、規制水

準の全般的な低下を実現するという観点からは、規制の簡素化（緩和）の可能性に

ついても、個別に検討を加えていく必要がある。更に、新たな制度に移行する際の

既存事業者の取扱い（経過措置等）についても、当該事業者に負担を課すことのな

いよう配慮が必要である。 
 
② いずれにせよ、電気通信事業の競争の枠組みの在り方については、前項で検討し

た２つのアプローチ以外にも様々な選択肢があり得るものと考えられるところで

あり、関係各方面の意見、法制的検討、主要先進国の動向等を踏まえつつ、更に検

討を深めていくことが適当である。 
 

                                                     
33  ＥＵにおけるハード・ソフト分離の検討について、その詳細は現時点では必ずしも明確ではなく、
例えば、事業参入に係る個別認可時の事前の情報提供（対行政当局）の在り方が個別の国内法制に委

ねられており、また、個別認可の対象となる公益事業特権、番号及び周波数利用の付与の基準等が明

確でないといった状況にある。このため、当該新指令の採択以降も、各加盟国における国内法制措置

の具体化作業の状況を含め、その動向を十分注視していく必要がある。 
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ＥＵにおける新しい規制枠組み案

事業参入資格により
付与される権利

事業参入資格により
付与される権利

◆公衆サービスの提供権及び
　相互接続交渉権

◆線路敷設権を付与される権利

◆ユニバーサルサービス提供
　事業者の指定を受ける権利

一般認可（general authorization)
【個別免許は廃止】

一般認可（general authorization)
【個別免許は廃止】

電子情報伝送サービス
(electronic communications service)

電子情報伝送ネットワークを通じて行われる
有償の伝送サービス
（コンテンツは規制の対象外）

電子情報伝送ネットワーク
(electronic communications network)

電気通信と放送に用いられる有線・無線の
伝送路及び設備

周波数
利用権

番号
利用権

線路
敷設権

個別申請に基づく権利付与

事業参入資格により
課される要件

事業参入資格により
課される要件

◆ユニバーサルサービスへの
　拠出金
　
◆サービスの相互運用性・
　ネットワークの相互接続

◆個人データ及びプライバシー
　保護

◆利用者保護　　　　　　　等

ＳＭＰ事業者に課される要件
(Significant Market Power)

◆他事業者に対する差別的取扱い
　の禁止
　
◆接続等に関する情報の透明性
　確保　　　　　　　　　　　等
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第５章 今後の検討の方向性 
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①  以上、電気通信分野におけるブロードバンド時代の競争環境整備の在り方につ

いて、本研究会においてこれまで行われた議論を踏まえ、多角的な観点から政策

の方向性（メニュー）を提示してきた。その内容は多岐にわたるが、これを時間

軸として「当面実施することが望ましい項目」と「更に検討を深めるべき項目」

に分け、改めて「主要政策メニュー」として整理すると以下のとおりになる。 

 

ブロードバンド時代の新たな競争政策メニュー

■　一種事業・二種事業の事業区分の
　在り方の見直し（検討）

■　「フルＩＰ」時代の新たな競争政
　策の枠組みの検討

(4) 電気通信事業における競
　　争の枠組みの在り方

■　電子認証基盤としてのＵＩＭカー
　ドの活用、ＵＩＭカードのロック解
　除、番号ポータビリティの実現等に
　係る検討（検討の場の設置）

　3) 端末レイヤー

■　コンテンツ配信の円滑化（メタデ
　ータ化等）のための環境整備（検討）

■　デジタルコンテンツの著作権処理
　の在り方等コンテンツ流通環境の整
　備（検討）

■　モバイルインターネット分野に
　おけるゲートウェイ及びポータル
　のオープン化に向けた各事業者の
　取組みの実効性の確保（動向を注
　視）

■　ベストエフォート型のインター
　ネットサービスの品質に係る自己
　認証基準の設定（標準化機関等に
　おける検討に着手）

■　「競争ガイドライン」における
　移動通信事業者とコンテンツプロ
　バイダ等との間の取引に係る「電
　気通信事業法上問題となる禁止行
　為」の具体化（１年以内を目途に
　見直し）

　2) プラットフォームレイヤ
　　ー等

■　アクセス網のボトルネック性の検
　証（上記(1)の有効競争レビューと
　関連）

■　集合住宅におけるブロードバン
　ド環境の実現の円滑化

■　公衆網再販の早期実現

■　他の公益事業分野からの事業参
　入の際の公正競争条件の確保（個
　別事案ごとに検証）

■　「公益事業者の電柱・管路等使
　用に関するガイドライン」の見直
　し（平成１３年度中）

■　卸電気通信役務の提供を専業と
　する一種事業の参入許可手続きの
　簡素化等（同上）

■　「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン
　(仮称)」の策定・公表（検討）

■　地方公共団体等を対象とした　
　「光ファイバ網の通信事業者への
　提供に関する標準手続き(仮称)」
　の策定（検討）

　1) ネットワークレイヤー

(3) 各レイヤーにおける競争
　　環境整備

■　東西ＮＴＴの子会社等による上位
　レイヤー進出に係る公正競争条件の
　確保(動向を注視)

■　非対称規制における特定関係事業
　者の対象範囲の見直し等（必要に応
　じて検討）

■　市場支配的な事業者に係る非対
　称規制の着実な実施（個別事案ご
　とに検証）

■　東西ＮＴＴの活用業務認可に係
　る公正競争条件の確保（同上）

(2) 垂直統合型ビジネスモデ
　　ルの展開への対応

更に検討を深めるべき項目

■　有効競争レビューに係る分析手
　法の検討

当面実施することが望ましい項目

(1) 有効競争レビューの定期
　　的実施

 

② 本研究会としては、そのすべてのメニューについて明確な方向性を提示している
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ものではなく、別の検討の場を設けて引き続き検討を続けるべき項目も多数含まれ

ている。また、こうした政策メニューを提示するに至った背景となる考え方につい

ても、様々な視点から更に検討すべき部分があるものと考える。 

 

③ 本研究会としては、今回取りまとめた中間報告を基礎として、更にブロードバン

ド時代の競争政策の在り方について検討していく必要があると考えている。具体的

には、引き続き急展開する新たなビジネスモデルの動向の検証と望ましい競争ルー

ルの在り方、有効競争レビューの具体的な手法等について検討を深めることはもと

より、主要国におけるブロードバンド時代の競争ルール整備に向けた取組みについ

てもフォローし、グローバルな観点から今後の競争政策のあるべき方向性について

検討していく必要がある。 

 

④ また、その中では、特に第１章で指摘したように、交換ネットワークからＩＰネ

ットワークへの移行段階にある現時点での、いわば「交換網・ＩＰ網並存時代」の

競争ルールの在り方はもとより、「フルＩＰ時代」の新たな競争政策の枠組みにつ

いても、直ちに検討を開始することが適当であると考えられる。 

 

⑤ このため、本研究会としては、今回提示した「ブロードバンド時代の新たな競争

政策メニュー」の実施状況を注視するとともに、上記③及び④で言及した方向で引

続き検討を行い、本年６月を目途に最終報告を取りまとめる予定である。 
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網別のサービス
　様々な通信網がそれぞれの網のサービ
スを個別に実現している。

個別の網に依存しないサービス
　　全てのアクセス網は多様なバックボーン網で相互
に接続され、サービスは全ての網から利用可能。

個々のサービスの
提供に特化した網
から、様々なサー
ビスの提供が可能
な統合網に統一す
る動きが加速

多様なユーザニー
ズへの対応と競争
導入のために、多
種多様なアクセス
網が出現

（注）２００５年以降も含めた変遷のイメージだが、例えば既存の放送網のすべてが統一バックボー
　　　ンに統合されると主張するわけではない。

（出典：「２００５年へ向けた次世代ネットワーク構想」次世代ネットワーク構想に関する懇談会）

将来のネットワークとその変遷のイメージ 資料１

IT基本法（H13.1.6施行）

　（高度情報通信ネットワークの一層の拡充等の一体的な推進）

第１６条　高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する施策の策定に

当たっては、高度情報通信ネットワークの一層の拡充、高度情報通

信ネットワークを通じて提供される文字、音声、映像その他の情報

の充実及び情報通信技術の活用のために必要な能力の習得が不可欠

であり、かつ、相互に密接な関連を有することにかんがみ、これら

が一体的に推進されなければならない。

　（世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成）

第１７条　高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する施策の策定に

当たっては、広く国民が低廉な料金で利用することができる世界最

高水準の高度情報通信ネットワークの形成を促進するため、事業者

間の公正な競争の促進その他の必要な措置が講じられなければなら

ない。

第３５条　本部（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）は、こ

の章の定めるところにより、重点計画を作成 しなければならない。

２　重点計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

　一　高度情報通信ネットワーク社会の形成のための政府が迅速かつ重

点的に実施すべき施策に関する基本的な方針

　二　世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成の促進に関し政

府が迅速かつ重点的講ずべき施策

　三　（以下略）

３　 重点計画を定める施策については、原則として、当該施策の具体的

な目標及びその達成の期間を定めるものとする。

IT戦略本部「e-Japan戦略」（H13.1.22決定）

Ⅰ．基本理念

　３．基本戦略

　（３）４つの重点政策分野

　　　　知識創発型社会を実現するために、我が国は新しいIT国家戦略

として、①超高速ネットワークインフラ整備及び競争政策、②

電子商取引と新たな環境整備、③電子政府の実現、④人材育成

の強化、の４つの重点政策分野に集中的に取り組む必要がある。

Ⅱ．重点政策分野

　１．超高速ネットワークインフラ整備及び競争政策

　（１）基本的考え方

　　　　ネットワークインフラの整備については、民間が主導的役割を

担うことを原則とし、政府は公正な競争の促進、基礎的な研究

開発等民間の活力が十分に発揮される環境を整備する。

　（２）目標

　　　①　競争及び市場原理のもと、５年以内に超高速アクセス（目安

として30～100Mbps）が可能な世界最高水準のインターネッ

ト網の整備を促進することにより、必要とするすべての国民が

これを低廉な料金で利用できるようにする。（少なくとも、

3000万世帯が高速インターネットアクセス網に、また1000

万世帯が超高速インターネットアクセス網に常時接続可能な環

境を整備することを目指す。）

　　　②　短期的には、１年以内に有線・無線の多様なアクセス網によ

り、すべての国民が極めて安価にインターネットに常時接続す

ることを可能とする。

　　　③　（以下略）

（「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法」）

我が国におけるブロードバンド戦略 資料２
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　サービスイメージ　サービスイメージ

データ
16kbps

受信環境(悪)

受信環境(良好)データ

64kbps

データ

32kbps

ＰＨＳの高度化に向けた取組み

■　PHSについては、モバイルインターネットや高速データ通信を中心にニーズの増大、トラヒックの増加が見込まれるため、
　　PHS高度化を検討。

■　適応変調方式（受信環境に応じてデータ通信が最大となるよう最適な変調方式を採用）により、受信環境が良好な場合、１
　　Mbps程度までの高速データ伝送が可能。

（注）昨年６月の情報通信審議会答申を踏まえ、省令改正手続き中。
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（参考）PHSにおけるデータ通信の占める比率（トラヒックベース）

・平成13年11月
　電波監理審議会
　諮問
・平成14年１月
　同答申

・平成13年11月
　電波監理審議会
　諮問
・平成14年１月
　同答申

　備　考　

資料３

高速データ

～1Mbpsデータ　

128kbps

音声

32kbps

新たな技術の実用化
・高速伝送を可能とする変調方式
・高い指向性を持つアンテナ｛

・オフィス等で利用される無線ＬＡＮシステム
・伝送速度は最大１０Mbps程度

小電力データ通信システム

現行のシステム

2.4GHz帯無線ＬＡＮ等の高度化

■　更なる高速通信（２０Mbps以上）が可能となる。

■　通信距離を伸ばすこと（3倍程度）が可能となる。

■　高速インターネット接続のための加入者アクセス回線として活用する動き

　　（例：MIS（モバイル・インターネット・サービス））

・平成１３年１１月
　電波監理審議会
　諮問
・平成１４年１月
　同答申

・平成１３年１１月
　電波監理審議会
　諮問
・平成１４年１月
　同答申

　備　考　

資料４



準ミリ波帯の広帯域移動アクセスシステムの概要
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③アクセスポイントへの中継用回線
（～500m程度）
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②住宅、マンションなど各家庭
のインターネットアクセス手段

（～100m程度）
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デジタルテレビとデジタルビデオの
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④家庭内ネットワーク
（～30m程度）

⑤オフィス・企業網（～100m程度）

ＰＣアクセスポイント

準ミリ波帯広帯域移動アクセスシステムの利用イメージ

■　準ミリ波帯広帯域移動アクセスシステムの利用イメージ■　準ミリ波帯広帯域移動アクセスシステムの利用イメージ

　　①　街角や公園など公共スペースに設置されたアクセスポイントを経由したインターネット接続

　　②　住宅やビル・マンションなど各家庭でのインターネットアクセスの手段

　　③　アクセスポイントへの中継用回線

　　④　家庭内の情報機器や情報家電の相互接続手段

　　⑤　オフィス内のネットワーク構築手段

■　概要■　概要

　　・　準ミリ波帯（本システムでは、24.75ＧHz～25.25ＧHz、27.0ＧHz～27.5ＧHzの帯域）の周波数を利用する広帯域移動アクセスシ
　　　ステムは、１００Ｍbit/s以上の高速伝送が可能であり、高速で高品質な無線ＬＡＮ、無線アクセス及び情報家電等を接続可能な
　　　無線ホームリンクを実現するシステムである。

　　・　準ミリ波帯周波数の電波伝搬の特性により、見通しの範囲内での利用となる。

■　準ミリ波帯広帯域移動アクセスシステムの利用イメージ■　準ミリ波帯広帯域移動アクセスシステムの利用イメージ

　　①　街角や公園など公共スペースに設置されたアクセスポイントを経由したインターネット接続

　　②　住宅やビル・マンションなど各家庭でのインターネットアクセスの手段

　　③　アクセスポイントへの中継用回線

　　④　家庭内の情報機器や情報家電の相互接続手段

　　⑤　オフィス内のネットワーク構築手段

■　概要■　概要

　　・　準ミリ波帯（本システムでは、24.75ＧHz～25.25ＧHz、27.0ＧHz～27.5ＧHzの帯域）の周波数を利用する広帯域移動アクセスシ
　　　ステムは、１００Ｍbit/s以上の高速伝送が可能であり、高速で高品質な無線ＬＡＮ、無線アクセス及び情報家電等を接続可能な
　　　無線ホームリンクを実現するシステムである。

　　・　準ミリ波帯周波数の電波伝搬の特性により、見通しの範囲内での利用となる。

・平成１３年１１月

　電波監理審議会
　諮問

・平成１４年１月

　同答申（予定）

・平成１３年１１月

　電波監理審議会
　諮問

・平成１４年１月

　同答申（予定）

　備　考　

資料５

デジタルテレビとデジタルビデオ
の無線接続等

デジタルＴＶ

ゲーム機

ＰＣ デジタルビデオ
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準ミリ波帯の広帯域移動アクセスシステムの概要

ﾙ ｰ ﾀ

光 フ ァ イ バ

③ ア ク セ ス ポ イ ン トへ の 中 継 用 回 線
（～ 5 0 0m 程 度 ）

ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾈ ｯ ﾄ

① ホ ッ トス ポ ッ トで の イ ン タ
ー ネ ッ ト利 用 （～ 1 0 0m 程 度 ）

ﾋ ﾞﾙ 内 ｱ ｸ ｾ ｽ と し て
各 階 、各 部 屋 へ の 分 配

② 住 宅 、 マ ン シ ョン な ど 各 家 庭
の イ ン タ ー ネ ッ トア ク セ ス 手 段

（～ 1 0 0m 程 度 ）

デ ジ タ ル T V

ｹ ﾞｰ ﾑ機

デ ジ タ ル ビ デ オ

デ ジ タ ル テ レ ビ と デ ジ タ ル ビ デ オ の
無 線 接 続 等

A P
A P

④ 家 庭 内 ネ ッ トワ ー ク
（～ 3 0m 程 度 ）

⑤ オ フ ィ ス ・企 業 網 （～ 1 0 0m 程 度 ）

Ｐ Ｃア ク セ ス ポ イ ン ト

ﾙ ｰ ﾀ

光 フ ァ イ バ

③ ア ク セ ス ポ イ ン トへ の 中 継 用 回 線
（～ 5 0 0m 程 度 ）

ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾈ ｯ ﾄｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾈ ｯ ﾄ

① ホ ッ トス ポ ッ トで の イ ン タ
ー ネ ッ ト利 用 （～ 1 0 0m 程 度 ）

ﾋ ﾞﾙ 内 ｱ ｸ ｾ ｽ と し て
各 階 、各 部 屋 へ の 分 配

② 住 宅 、 マ ン シ ョン な ど 各 家 庭
の イ ン タ ー ネ ッ トア ク セ ス 手 段

（～ 1 0 0m 程 度 ）

デ ジ タ ル T V

ｹ ﾞｰ ﾑ機

デ ジ タ ル ビ デ オデ ジ タ ル ビ デ オ

デ ジ タ ル テ レ ビ と デ ジ タ ル ビ デ オ の
無 線 接 続 等

A P
A P

A P
A P

④ 家 庭 内 ネ ッ トワ ー ク
（～ 3 0m 程 度 ）

⑤ オ フ ィ ス ・企 業 網 （～ 1 0 0m 程 度 ）

Ｐ Ｃア ク セ ス ポ イ ン ト

準ミリ波帯広帯域移動アクセスシステムの利用イメージ

■　準ミリ波帯広帯域移動アクセスシステムの利用イメージ■　準ミリ波帯広帯域移動アクセスシステムの利用イメージ

　　①　街角や公園など公共スペースに設置されたアクセスポイントを経由したインターネット接続

　　②　住宅やビル・マンションなど各家庭でのインターネットアクセスの手段

　　③　アクセスポイントへの中継用回線

　　④　家庭内の情報機器や情報家電の相互接続手段

　　⑤　オフィス内のネットワーク構築手段

■　概要■　概要

　　・　準ミリ波帯（本システムでは、24.75ＧHz～25.25ＧHz、27.0ＧHz～27.5ＧHzの帯域）の周波数を利用する広帯域移動アクセスシ
　　　ステムは、１００Ｍbit/s以上の高速伝送が可能であり、高速で高品質な無線ＬＡＮ、無線アクセス及び情報家電等を接続可能な
　　　無線ホームリンクを実現するシステムである。

　　・　準ミリ波帯周波数の電波伝搬の特性により、見通しの範囲内での利用となる。

・平成１３年１１月

　電波監理審議会
　諮問

・平成１４年１月

　同答申

・平成１３年１１月

　電波監理審議会
　諮問

・平成１４年１月

　同答申

　備　考　

資料５

デジタルテレビとデジタルビデオ
の無線接続等

デジタルＴＶ

ゲーム機

ＰＣ デジタルビデオ

　集合住宅における高速・超高速インターネットの導入～現状～

２．　都道府県別で見ると、首都圏・近畿圏を中心に、都市部ほど集合住宅居住世帯比率
　　が高くなっている。

 
都道府県 総世帯数 共同住宅

(集合住宅) 

比 率 都道府県 総世帯数 共同住宅

(集合住宅) 

比 率 都道府県 総世帯数 共同住宅 

(集合住宅) 

比 率 

北海道 2,162,200 807,700 37.4% 石川県 391,200 105,900 27.1% 岡山県 656,900 148,600 22.6%

青森県 474,100 86,600 18.3% 福井県 245,000 42,600 17.4% 広島県 1,040,200 361,100 34.7%

岩手県 449,500 86,800 19.3% 山梨県 298,900 69,000 23.1% 山口県 561,200 138,100 24.6%

宮城県 783,200 268,300 34.3% 長野県 716,100 130,300 18.2% 徳島県 275,600 60,300 21.9%

秋田県 375,400 56,400 15.0% 岐阜県 651,900 129,100 19.8% 香川県 349,200 81,800 23.4%

山形県 364,700 60,700 16.6% 静岡県 1,215,600 343,000 28.2% 愛媛県 546,100 122,600 22.5%

福島県 652,700 138,700 21.3% 愛知県 2,356,900 984,000 41.8% 高知県 300,900 62,300 20.7%

茨城県 930,700 200,400 21.5% 三重県 597,500 99,700 16.7% 福岡県 1,798,800 782,800 43.5%

栃木県 631,900 133,300 21.1% 滋賀県 406,100 97,300 24.0% 佐賀県 274,900 54,000 19.6%

群馬県 659,600 130,800 19.8% 京都府 968,500 358,000 37.0% 長崎県 520,900 129,000 24.8%

埼玉県 2,329,400 926,900 39.8% 大阪府 3,307,300 1,730,800 52.3% 熊本県 618,900 152,400 24.6%

千葉県 2,017,100 822,800 40.8% 兵庫県 1,902,300 825,600 43.4% 大分県 436,300 124,400 28.5%

東京都 4,994,400 3,305,000 66.2% 奈良県 459,100 120,100 26.2% 宮崎県 424,900 92,200 21.7%

神奈川県 3,052,300 1,623,000 53.2% 和歌山県 366,100 62,600 17.1% 鹿児島県 688,200 150,900 21.9%

新潟県 765,600 150,600 19.7% 鳥取県 190,600 32,900 17.3% 沖縄県 415,700 189,400 45.6%

富山県 338,400 54,100 16.0% 島根県 248,400 44,700 18.0% 全国 44,211,400 16,677,600 37.7%

都道府県別集合住宅居住世帯比率（平成10年住宅・土地統計調査）

１．我が国は、英米に比較して、集合住宅居住世帯比率が極めて高い状況。

日　本

米　国

英　国

韓　国

世帯数（千戸） 共同住宅（集合住宅）（千戸） 比　率 備　考

109,457 29,427 26.9%

19,725 3,832 19.4%

44,211 16,678

American Housing Survey 1995

English House Condition Survey 1991

37.7% 平成10年住宅・土地統計調査

統計庁調査9,205 3,791 41.2%

20%未満

20～30%未満

30～40%未満

40～50%未満

50%以上

資料６
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　既存の分譲マンションのＩＴ化工事に関する区分所有法の考え方

○　共用部分の変更の意義の明確化

共用部分の変更の意義

＝その形状又は効用を著しく変えるもの
その程度に至らないもの＝過半数の決議で実施可能
その程度に至らないもの＝過半数の決議で実施可能

明確化

＊　共用部分への加工行為が著しく多額の費用を要する場合には、
４分の３の特別多数決議を要する場合があるが、例えば、ＩＴ化工
事の費用が相当多額にのぼるものの、導入する設備の利用を予定す
る者のみで工事の費用を負担するとの取り決めがあれば過半数の決
議で工事を実施できるものと考えられる。

○　ＩＴ化工事の方式と必要な手続の考え方

ＩＴ化工事の実態（工事の方式・内容・設置
機器の大きさ等） 区分所有法の一般的な考え方を提示

○ＦＴＴＨ方式の場合 空き管路がある場合や建物の外周
にケーブルを敷設する場合

過半数の決議で工事可能

＊　空き管路がないため、建物の躯体内部に新たに管路（縦系、横系）を設置する場
合には、共用部分の形状を著しく変えるもの＝特別多数決を要する場合が多いと考え
られる。

＊　建物の外周にケーブルを敷設する工事は、建物の構造・外観に応じ、外観等の変
更を最小限にとどめ、美観を損ねないこと等について、十分な配慮が必要である。

○ＶＤＳＬ・ＨomePNA方式の場合

○構内ＬＡＮ方式の場合

○無線方式の場合

○ケーブルインターネット方式の場合

過半数の決議で工事可能

＊　建物の外周、廊下、階段当にケーブルを敷設する場合に
は、ＦＴＴＨ方式と同様の配慮が必要である。

ＦＴＴＨ方式と同様

資料８

集合住宅における高速・超高速インターネットの導入～政府の取組み～

区分所有者間の合意形成

課　題 現　状 取組み状況

高速・超高速インターネット対応
促進のインセンティブが不十分

「建物の区分所有等に関する法
律」（区分所有法）の規定により、

①共用部分の形状・効用に著し
い変更を加えない工事（共用部
分の管理）については、区分所
有者の単純多数決で実施可能

②共用部分の形状・効用に著し
い変更を加える工事（共用部分
の変更）については、区分所湯
者の3/4の特別多数決が必要

とされている。

「改革工程表」（平成13年9月21日経済
財政諮問会議決定）において、

①既存集合住宅に関するIT化工事の実
態を踏まえ、区分所有法の解釈を提示

②改修のための合意形成マニュアル、技
術指針を作成

することとされている。

①については、年内に単純多数決と特
別多数決を要する事例の具体化、②に
ついては、平成14年度に関係省庁で検
討を行うとしている（①は措置済）。

住宅金融公庫の実施する共用
部分リフォーム融資により、最
高240万円／戸の低利融資を
受けることが可能。

「改革工程表」において、IT化標準を策定
（新築集合住宅については13年度内、既
存集合住宅については14年度）することと
されており、関係省庁で検討中。
※なお、法的効果を有しない任意の認定については、一部公
益法人等がすでに開始。

新たな超高速インターネット
アクセス技術の必要性

現状では、30~100Mbpsの超高
速インターネットアクセスを実現
するメディアは光ファイバのみ。

総務省において、既存の電話回線を活用
して超高速インターネットアクセスを実現
する広帯域DSL（VDSL）を研究開発中。
（13～14年度の2ヶ年計画）

モデルとしての公団等が建設す
る集合住宅における高速・超高
速インターネット対応の推進

恵比寿ビュータワー、晴海トリトン
スクエア等一部物件において高速・
超高速インターネット対応を実施。

国土交通省において平成13年度から5
年間で、既存賃貸住宅ストックの過半数
にあたる約40万戸及び新規賃貸住宅約
3万戸について高速・超高速インターネッ
ト対応を実施予定。

資料７
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ＩＳＰ

インターネット

光ＮＷ使用料

光ＮＷの提供

東京電力

光ファイバ網

ユーザ

インターネット接続料・光ＮＷ使用料

インターネット接続サービス

サービスの流れ

お金の流れ

　　　　　(1) サービス内容　　　：最大１００Mbps（ベストエフォート）

　　　　　(2) サービス展開エリア：当面、東京２３区及び東京都武蔵野市、三鷹市

　　　　　(3) 投資額　　　　　　 ：約６５０億円（平成13～17年度の合計）

　　　　　(4) その他　　　　　　 ：平成17年度までに新たに約５万ｋｍ（亘長）の光ファイバを敷設　　
　　　　　　　　　　　〔現在､約5.3万ｋｍ（亘長、平成12年度末）を所有〕　　　

■　東京電力は､保有する光ファイバ網を活用し、ＦＴＴＨ事業に参入の方針。（事業開始は平成14年３月を
　予定）

（注）東京電力報道資料を基に作成。

電力事業者による通信事業への参入

ビジネスモデルのイメージ

資料10

ＢＬＥＣの概要

■　ビルオーナーからの委託を受けて、ビル内に通信網を構築し、ビル外の専用線等を経由してインターネット網と接続
　することにより、オフィスビルのテナントやマンションの住人などを顧客としてネットワークサービスを提供する通信
　事業者。

データセンタ

ビル内部

サーバ

　ビル内ネットワーク　
　　を構築。

　各顧客のニーズに　
　　応じた回線速度（帯
　　域）を提供。

　オンサイト・サポート
　　による技術支援

　他事業者の専用
　　線を利用

ＢＬＥＣ(Building Local Exchange Carrier)

インターネット網
例１：㈱アドバンスト・インテリ・スペース〔２０００年８月設立〕
　　　「米国内では４００棟を超す実績。日本では住友ビル（芝）と野村
　　　ビル（新橋）の２棟」

例２：㈱アイ・ピー・レボルーション〔２００１年４月設立〕
　　　「東京都中心部、横浜・川崎地区をサービスエリアとし、ホテル
　　　オークラ、アーク森ビルなどにサービスを提供。２００２年春に大
　　　阪、名古屋地区にサービスエリアを拡大予定」　　

資料９
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ＩＲＵの運用の柔軟化について

○　電力会社等の所有する未利用光ファイバの開放の促進と電気通信事業者の事業活動の機動　
　 的展開を図り、世界最高水準の高度情報通信ネットワークの早期形成を実現するため、 「原則
　１０年以上」 というIＲＵの要件を緩和。

一　般　ユ　ー　ザ　ー

設　　　備　　　保　　　有　　　者

電気通信サービスの提供

電力、鉄道等の公益事業者等が未利用光ファイバ
を所有

第一種電気通信事業者

① 事業者の同意なしに契約を破棄す
ることができないこと。

② 使用期間全体にわたる合理的な使
用料金の設定がされていること。

③ 所有者によって対象物件に第三者

担保権が設定されていないこと。

④ 使用契約期間が長期間（原
則１０年以上）であること。

短期使用契約の導入

④　使用契約期間について、使用契約が安定
的であると認められる以下のいずれかの要
件を満たしていること。

　ア　使用契約期間が１０年以上であること。

　イ　使用契約期間が１年以上であり、かつ、
　契約書等において、以下の点が確認され
　ていること。ただし、使用契約期間の累
　計が１０年を超える場合における当該超
　える部分に相当する契約については、こ
　の限りでない。

　　Ａ　 契約の自動更新の定めがあること

　　Ｂ　第一種電気通信事業者の同意がない
　　限り、更新を拒否することができないこと

　ウ　その他ア、イに類する特別の事情があ
　ると認められるものであること。

【
Ⅰ
Ｒ
Ｕ
契
約
】

資料12

東海道メガロポリス超高速ＣＡＴＶネットワーク

■　首都圏、東海圏、近畿圏をまたぐＣＡＴＶ事業者のアライアンスを組むことにより、他のネットワークに依存しない
　　サーキットを構築。

■　プラットフォームやコンテンツを共有化するとともに、サーキット内での最適な経路設定を行うことにより、ＩＰ電話
　　や高品質ＶＯＤサービスへ対応する。

　

インターネット
　

インターネット

近鉄・阪神
ひまわり・名古屋

ｉＴＳＣＯＭ

ＭＰＬＳネットワーク
ＪＤＳ

AII

サードパーティ

２．４G

海外へ 海外へ

IX IX

資料11
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（出典）情報通信審議会中間答申「２１世紀におけるインターネット政策の在り方」 （平成１３年７月）

ＩＳＰの階層構造

■ ＩＳＰは、世界規模のバックボーンを有する米国のＴｉｅｒ１ＩＳＰを頂点に階層化。

　　・ Ｔｉｅｒ１ＩＳＰは、他のＴｉｅｒ１ＩＳＰとピアリングすることにより、世界中のＩＳＰとのコネクティビティを確保。

　　・ 世界中のＩＳＰが直接又は間接にＴｉｅｒ１ＩＳＰとトランジットすることによりユニバーサル・コネクティビティが確保。

■ 我が国では、全国規模のバックボーンを有する全国規模ＩＳＰと各地域で接続サービスを提供している地域ＩＳＰとに大きく分かれる。

　　・ 地域ＩＳＰは、全国規模ＩＳＰとのトランジットにより、国内・世界とのコネクティビティを確保。

　　・ 全国規模ＩＳＰは、ＩＸ等で他の全国規模ＩＳＰとのピアリングを行うことにより国内のコネクティビティを確保するとともに、Ｔｉｅｒ１ＩＳＰや
　　　それにつながるＩＳＰとのトランジットにより、世界中のＩＳＰとのコネクティビティを確保。

ＩＳＰの階層構造とインターネットへのコネクティビティ

IX ピアリング

ピアリング

ピアリング

トランジット

ＩＳＰ

一般ユーザ

トランジット

トランジット

トランジット

トランジット

トランジット トランジット

トランジット

ピアリングとトランジットによるＩＳＰの階層構造

トランジット料金
約100万円/Mbps/月

トランジット

ピアリング

一般

ユーザ

ピアリング

Tier1

トランジット

約30万円
/Mbps/月

＋
専用線料金

全国規模
のISP

地域規模
のISP

ユーザ料金
64k:5000円/月

64k:2000円/月

8Mbps:1290円/月
100Mbps:4900円/月

ＩＳＰのコスト構造の例

資料14

ＭＶＮＯに関するOFTEL声明(99年10月)の概要

■　移動電話サービスを提供してい
　るが、周波数の割当てを受けてい
　ない事業者。

ＭＶＮＯの定義

■　ＭＶＮＯの必要とする設備（自社設置か他
　社利用か）については多様な選択肢が存在。

■　判断基準は、①ＭＮＯ（Mobile 　Network 
　Operator）の設備のアンバンドル化の程度、
　②ＭＮＯに比べて相対的に効率的な設備設
　置ができるか否かの判断に依存。

■　ＭＶＮＯに関する規制導入のコスト
　とＭＶＮＯのサービス提供による便益
　を比較検討。
■　具体的には相互接続指令（ＩＣＤ）
　に基づき、ＭＮＯからＭＶＮＯへのサー
　ビス提供確保（紛争解決）図る規制と
　するか否か。

検討の視点

設備の態様

■　固定・移動を組み合わせた音声・
　データ・コンテンツの統合型サー
　ビス（共通端末、一体的ビリング
　を含む）の実現。
■　複数の事業者のネットワークを
　活用することによる相対的に優位
　なサービスエリアの実現。

ＭＶＮＯの競争上の効果

■　統合型サービスはＭＶＮＯ以外
　の事業者も提供できる可能性。

■　ＭＶＮＯの登場によりＭＮＯの
　設備投資意欲（エリア拡大による
　顧客増）を減退させる可能性。

ＭＶＮＯの競争上の問題点

■　現時点では規制導入は時期尚早と判
　断。

■　ＭＮＯからＭＶＮＯに対するサービ
　ス提供を確保するための規制導入につ
　いては、ＭＶＮＯの存在が真に競争的
　な移動体市場の実現につながるかどう
　か不透明。

（注）　本資料はOFTEL声明の提示している論点の中から主要なものを抜粋したものであって、網羅的に整理したものではない。
（資料）ＯＦＴＥＬ “Statement on Mobile Virtual Network Operators” (October 1999)

資料13
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モバイルビジネスにおける通信事業者のオープン化に向けた対応

ＮＴＴドコモ ＫＤＤＩ Ｊ―フォン

他のISP
等へのオ
ープン性
の確保

「他インターネットアクセスサ
ービス事業者が参入の意向を示
してきた際にiモード端末から
、iモードセンタにアクセスす
ることなく、『他ISP 』へアク
セスできる環境を２年程度で整
備」
（ドコモ研究会提出資料より）

「弊社ゲートウェイを通さない形
での他ISP接続については、ISPか
らの依頼が来た段階で仕様等を決
め、ネットワークを改修、実現す
る。」
（KDDI研究会提出資料より）

「次世代携帯電話システムの構築に際
し、ISPとのオープンな接続の可能性
について双方の役割分担、責任分担、
設備費用分担、技術的実現方法等を具
体的に検討して行く。実現の可能性、
時期については現段階でコメントは出
来ない。」
（Ｊ－フォン提出メモより）

端末のオ
ープン性
の確保

　予定なし。
＊「ブックマーク」より予め登
録している他社ポータルへのア
クセスが可能であり、現状に問
題なしとの立場。

「現状でも、EZwebメニューに他
社ポータルが載っており選択可能
、またURLの登録によりワンクリ
ックでアクセス可能。200１年秋
迄に“ポータルサイト”項目を新設
し、他社ポータルを一覧表示する
事でより選びやすくする。」
（KDDI研究会提出資料より）

「現段階でも『マイリンク』（画面保
存機能）、『ブックマーク』（URL保
存機能）を電話機には搭載しておりオ
ープン性に配慮している。引き続き他
社ポータルへのアクセスがより容易に
出来るように、端末開発の検討をして
行きたい。」
（Ｊ－フォン提出メモより）

ユーザID
や料金回
収代行の
オープン
性の確保

「研究会に提案された、『第三
者機関』に具備させるべき、法
的・社会的責任、厳格な審査基
準の具体化を、『モバイルコン
テンツビジネスの環境整備の方
策に関する研究会』にて検討し
ていく。」
（ドコモ研究会提出資料より）

「現在『モバイルコンテンツビジ
ネスの環境整備の方策に関する研
究会』で検討されている第三者機
関の役割、責任等が固まり、審査
がスタートした後、その審査を通
ったＣＰに対しては回収代行を拡
大する。」
（KDDI研究会提出資料より）

「『モバイルコンテンツビジネスの環
境整備の方策に関する研究会』にて『
第三者機関』、キャリア、コンテンツ
プロバイダーの果たす役割、責任およ
び業務分担についてより具体的に検討
して行く。」
（Ｊ－フォン提出メモより）

注）本研究会では、IMT-2000のサービスを行うＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、Ｊ－フォンの３社を対象にオープン化に向けた今後
の対応を取りまとめた。

出典）「次世代移動体通信システム上のビジネスモデルに関する研究会」報告書（平成１３年６月）

資料16

（出典）情報通信審議会中間答申「２１世紀におけるインターネット政策の在り方」 （平成１３年７月）

ピアリングとトランジット

　一般的には、相当規模以上のＩＳＰは、低コストで良好なコネクティビティを確保するため、ほぼ対等ないくつかのＩＳＰとピアリングを
行い、無償でコネクティビティを確保するとともに、残りのＩＳＰとはトランジットにより有償でコネクティビティを確保している。

■　ピアリング■　ピアリング

　　・　ＩＳＰ間で、相手方ＩＳＰ宛のトラフィックのみを無償で互いに交換するもの。

■　トランジット■　トランジット

　　・　あるＩＳＰが、自らのトラフィックをインターネット全体（世界中の全てのＩＳＰ）に中継することを相手方ＩＳＰに有償で委ねるもの。

A

B

C

下位のＩＳＰ一般
ユーザ

IXにおけるピアリング

プライベート・ピアリング トランジット

・ピアリング
　自ネットワーク（自分とその顧客）宛
てのデータのみ、お互いに送受信する。
第３者ネットワーク宛てのデータは中継
しない。

・トランジット
　全経路情報を交換する。第３者宛ての
データも中継する。

・ピアリング
　自ネットワーク（自分とその顧客）宛
てのデータのみ、お互いに送受信する。
第３者ネットワーク宛てのデータは中継
しない。

・トランジット
　全経路情報を交換する。第３者宛ての
データも中継する。

自分と
顧客のみ

下位のＩＳＰ
一般
ユーザ

一般ユーザ

A

B

C

下位のＩＳＰ一般
ユーザ

自分と
顧客のみ

下位のＩＳＰ
一般
ユーザ

一般ユーザ

※ピアリングするかしないかは、

プロバイダ同士で決める

IX

A

B

C

下位のＩＳＰ一般
ユーザ

下位のＩＳＰ
一般
ユーザ

一般ユーザ

インター
ネット全
体

ＩＳＰ間の接続の種類　　

一般的なＩＳＰ間の接続の現状　　

ピアリングとトランジット

資料15
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「パスポート」の仕組み

データベース
ＩＤ・パスワード・個人情報

マイクロソフトマイクロソフト

ユーザーユーザー

③ 「パスポート」の

ＩＤ・パスワードを入力

①　予め個人情報を登録
（氏名、住所、クレジット

　　カードなど）

② 「パスポート」の

ＩＤ・パスワードを
入手

④ ＩＤ・パスワード

の照会

⑤ ＩＤ・パスワードを確認

個人情報を送付

パスポート対応のサイトパスポート対応のサイト
（ショッピングサイトなど）

USER-
ID

PASSWOR
D

ABC e-storeABC e-store
本日の特売！

商品説明

お知らせ

アウトレット

Passport S ign-In

① ②

③

④ ⑤

資料18

全体 16,735 パッケージ系 11,999
ネットワーク系 4,736 ＣＳデジタル放送向け 514

モバイルインターネット向け 47
PCインターネット等向け 4,175 映像系 2

音楽系 269
ソフトウェア系 11
出版系 3,893

（単位：億円）

1. デジタルコンテンツ市場では、パッケージ系コンテンツがネットワーク系コンテンツよりも大きな比率を占めている。

2. ＰＣインターネット等向けのコンテンツ市場では、映像系コンテンツが占める割合はわずか。

3. 放送番組そのものがブロードバンド上で二次利用されるケースよりも番組とは異なる短時間視聴のコンテンツへの
ニーズがまず立ち上がると想定される。放送用コンテンツを全く新しいビジネスモデルとしてブロードバンドコンテン
ツに活用することでデジタル時代の新市場が拓ける可能性。

デジタルコンテンツの市場規模　

ＣＳデジタル放送向け
3.1%

パッケージ系

71.7%

PCインターネット等向け
24.9%

モバイルインターネット向
け
0.3%

ネットワーク系

28.3%

デジタルコンテンツ市場のメディア別内訳 PCインターネット等向けコンテンツ市場の種類別内訳

（出典：マルチメディア白書2000（財団法人マルチメディアコンテンツ振興協会）を基に総務省作成）

デジタルコンテンツの市場規模（ １９９９年）

ソフトウェア系
0.26%

出版系
93.25%

映像系
0.05%

音楽系
6.44%

・ＣＳデジタル放送向け：デジタルＣＳ放送サービスの加入者が支払う視聴料のうち、顧客管理代行会社を通じてコンテンツ提供者である委託放送事業者に支払われる番組料の売上。
・モバイルインターネット向け：携帯電話によるインターネット接続サービス向けに配信される有料コンテンツの市場。
・ＰＣインターネット等向け：インターネット等を通じ、ダウンロードまたはストリーミングの形態で流通するコンテンツの市場。
・映像系：映画、テレビ番組等の映像ソフト（音楽ライブやプロモーションビデオは除く）と、写真・イラスト等の静止画データ（素材を除く）の市場。
・音楽系：ノンパッケージ形態で流通する音楽系コンテンツの市場であり、楽曲配信、MIDIデータを含む家庭用カラオケコンテンツ、および業務用カラオケコンテンツから構成される。
・ソフトウェア系：ノンパッケージ形態で流通するソフトウェア系コンテンツの市場であり、ゲームを含むオンラインソフトウェアがその中心。
・出版系：ノンパッケージ形態で流通する出版系コンテンツの市場であり、オンラインリファレンスやデータベース、電子書籍や占いなどが含まれる。

資料17
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課金・徴収サーバー 著作権管理サーバー

コンテンツＩＤセンタ A

ＩＤ発行サーバー

デジタル署名
電子すかし
ハッシュ値

ＤＣＤ及び
各ＩＤ発行

著作権
使用者 購入者

著作物ID

コンテンツ制作

登録依頼

使用許諾

ID発行依頼

著作物属性登録

コンテンツ
属性情報
とのリンク

引き渡し

販売
著作権者

オラクルＭＡＭシステム

ＸＭＬ

コンテンツ

コンテンツ属性
フルセット

コンテンツＩＤ

DCD

IDセンタ
管理番号

DCD

IDセンタ
管理番号

ＭＡＭ
データベース

ＩＰＲ－ＤＢ

著作権保護～Contents ID (コンテンツIDフォーラム )～

■　著作権を保護しながらコンテンツの流通を促進するためのユニークＩＤ等の属性情報をセットする。

■　デジタルコンテンツに体系化されたＩＤを付番することにより、その流通をデータベースにて管理する。

コンテンツＩＤフォーラムの活動

資料20

ストリーミングのビジネスモデル

■　映像のデジタル化からマルチメディア制作までの「映像ソリューション」と、あらゆるデバイスを対象にした大容
　　量の回線と多数のサーバという「ネットワークソリューション」とを組み合わせて提供することにより、コンテンツと
　　ユーザをワンストップで結ぶ「配信環境の整備」。

Ｊストリームによるビジネスモデル

資料19
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英国におけるＳＩＭロック政策の動向（２／２） 

 
■ 実態としてインセンティブが減少してきていることにより、当該インセンティブの回収期間が短期化。 
■ (端末供給をせず)SIMカードのみ提供する事業者が登場(例：MINT、Virgin Mobile等)。 
■ 端末多様化によりユーザの主要ニーズに概ね合致するようになったこと及びインセンティブの減少に伴い、ユーザの端末

保有期間が長期化。 

現  状 

 
■ ユーザが事業者を変更したり、サービスごとに事業者を選択(複数枚の SIMカードを所有)する形態が実現し、料金水準に
競争圧力が働く。 

■ SIMカードのみ供給する事業者にとって新規参入の障壁が減少。 

SIM ロック解除のメリット 

 
■ 実態としてのインセンティブの減少等、SIM ロックを減少させる方向に進み、ユーザによる事業者のスイッチが容易化
するものと確信。 

■ OFTEL としては、上記の基本的考え方に事業者全体が賛同し、SIM ロックの解除の更なる推進に向けて対応することを
期待。 

OFTEL の見解 

（出典） OFTEL, “Effective Competition Review : Mobile” (September 2001) 

OFTELは、1997年 9月、オレンジから問題提起のあった One 2 Oneのプリペイド端末 ”Up 2 You” のインセンティブ及び SIMロックの適正性について検証し、当

該事案はガイドラインに照らして問題ない旨の判断を示している。このように、OFTELはガイドラインを提示し、これに違反する可能性がある事案について、個

別に調査し、適正性を判断するというアプローチを採用している。 

参 考 

英国におけるＳＩＭロック政策の動向（2/2） 資料21-2

英国におけるＳＩＭロック政策の動向（1/2）

■　エンドユーザは端末がロックされているかどうかにつ
　　いて、端末購入時に十分認識できなければならない。

■　ネットワーク事業者及びサービス事業者は、アンロッ
　　クが可能であることをユーザに伝えるか、アンロック
　　に必要な情報についてユーザの求めに応じて提供しな
　　ければならない。

■　端末に係るインセンティブ（販売促進費）の存在及び
　　額等について、端末購入時に顧客に明らかにしなけれ
　　ばならない。

■　端末は、インセンティブが回収されるまではアンロッ
　　クの必要は無い。

■　エンドユーザは端末がロックされているかどうかにつ
　　いて、端末購入時に十分認識できなければならない。

■　ネットワーク事業者及びサービス事業者は、アンロッ
　　クが可能であることをユーザに伝えるか、アンロック
　　に必要な情報についてユーザの求めに応じて提供しな
　　ければならない。

■　端末に係るインセンティブ（販売促進費）の存在及び
　　額等について、端末購入時に顧客に明らかにしなけれ
　　ばならない。

■　端末は、インセンティブが回収されるまではアンロッ
　　クの必要は無い。

ＥＵガイドライン（1996）

■　ＳＩＭロックは、端末へのインセンティブの付与を含め、
　　客観的な理由の存在により正当化されることが必要であ
　　る。

■　端末のインセンティブが回収された段階で、顧客はアン
　　ロックができなければならない。当該回収にかかる期間
　　は一般に１２か月まででなければならない。

■　アンロックのための手数料は、アンロックに伴うコスト
　　に見合ったものでなければならない。

■　ＳＩＭロックは、端末へのインセンティブの付与を含め、
　　客観的な理由の存在により正当化されることが必要であ
　　る。

■　端末のインセンティブが回収された段階で、顧客はアン
　　ロックができなければならない。当該回収にかかる期間
　　は一般に１２か月まででなければならない。

■　アンロックのための手数料は、アンロックに伴うコスト
　　に見合ったものでなければならない。

ＯＦＴＥＬガイドライン（1998）

英国における各事業者のＳＩＭロックに関する取組み

プリペイド端末及び通常端末

プリペイド端末及び通常端末

プリペイド端末及びＷＡＰ対
応通常端末の一部

プロペイド端末

ロック対象端末

£３５．２５

£３５．２５

£１５

£３５

ロック解除の手数料

いつでもロック解除可能

プリペイド ：３か月

通常端末 ：１か月

１２か月

いつでもロック解除可能

ロック期間

オレンジ

One 2 One

ＢＴセルネット

ボーダフォン

（出典）　　OFTEL, ” Effective Competition Review : Mobile ” （September 2001)

資料21-1
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2001.1.162001.1.16

ＤＳＬ事業者であるノースポイント・コミュニケーションズ社（以下「ノ社」）が、連邦破産法（我が国
の会社更生法に相当）第11条の適用を申請。

2001.3.292001.3.29

ノ社、倒産によりサービス停止。ＡＴ＆Ｔがノ社の資産を買い取ったが、顧客の引継ぎを拒否したため、
10万人余のユーザがインターネットを利用不能。

2001.4. 52001.4. 5

ＣＰＵＣがノ社に対して30日間のサービス継続を命令したが、回線を提供している通信事業者数社は、ノ
社に債務支払能力がなくなったと判断して回線提供を中止。

■　CPUCは、２００１年５月１４日、AT&T社によるノ社の設備の買収を最終的に承認し、その条件として、AT&T社が
買収したDSLサービス用のすべての設備を利用している（自社のDSLサービス又は他DSL事業者に対する卸サービスとし
て利用）ことを証明する文書を２００２年１月１５日までに策定・公表することを義務付けた。

■ カリフォルニア州公益事業委員会（CPUC）は、州公益事業法（Public Utility Code）第451条に基づく州政府命令
(Government Order)96-A による以下の規定に基づき、認証を受けて事業開始した通信事業者はサービス停止の前に委
員会の認証を得ることが必要であるとしている。
§GO(Government Order)96-A
「いかなる公益事業体も、委員会の認証を得なければ、サービス提供地域のいかなる部分であっても公共サービスの提供
を中止してはならない。」
■ CPUCは、ISP事業者であるXOカリフォルニアの申し立てを受け、ノ社のサービス停止の是非について検討を行い、本年
４月３日、ノ社のサービス停止に際しては30日前の届出、CPUCの承認がなければサービス停止は違反行為である旨の
結論（結果的にCPUCが右結論を決定する前の段階において、ノ社はサービス提供を停止していた）。
■ なお、30日前とした理由は明記されていないが、申立者等がユーザ移管に少なくとも30日間は必要としていたことが
背景にあるものと考えられる。

米国ノースポイント･コミュニケーションズの事業撤退の経緯 資料23

●業務委託要件の明確化　（Ｈ６．９審査基準制定） ●約款外役務制度の導入　（Ｓ６２．６法改正） 

●ＩＲＵの導入　（Ｈ７．１２） 

●業務委託の弾力化　（Ｈ８．３審査基準改正） ●特別第二種と一般第二種の区分の緩和　（Ｈ８．１１政令改正） 

●需給調整条項の撤廃　（Ｈ９．６法改正） 
●特別第二種と一般第二種の区分の見直し　（Ｈ１０．５法改正） 

●役務の種類の簡素化　（Ｈ１０．３省令改正） 
●第二種事業者の自前回線設備の設置　（Ｈ１０．５法改正） 

●第一種事業者と第二種事業者の別会社要件の撤廃　（Ｈ１２．９） 

●キャリアズ・レートの導入（Ｈ１２．１１省令改正） 

●利用者契約約款ベースの回線再販売の可能化　（Ｈ１２．１１省令改正） 

●卸電気通信役務制度の導入（Ｈ１３．６法改正）

第一種電気通信事業者 第二種電気通信事業者

電気通信事業の柔軟性向上のための措置

ＩＲＵ（破棄し得ない使用権）により、他者所有設備の自己設置設備としての調達を可能化
　・契約を破棄する際は使用権を取得する第一種事業者の同意が必要
　・使用期間全体にわたる合理的な使用料金の設定
　・回線設備所有者による対象物件への第三者担保権の設定の禁止
　・使用契約期間が長期間（原則１０年以上）

設備の回線収用能力が、500回線
（1200bps換算）を超えるもの

設備の回線収用能力が、2000回線
（64ｋbps換算）を超えるもの

・不特定かつ多数の者の通信　かつ
　設備規模が一定基準を超えるもの
・本邦外の場所との間の通信

・不特定かつ多数の者の通信　かつ
　公専公接続をする音声サービス
・本邦外の場所との間の通信

第一種事業と第二種事業をそれぞれ独立した事業として営む場合の別会社要件を撤廃

第一種電気通信事業の許可基準から、次の２項目を削除
　・事業の提供に係る電気通信役務が業務区域における需要に照らし適切であること
　・事業を行う区域等において、電気通信回線設備が著しく過剰とならないこと

第一種事業者が、自己のネットワークの一部に他の電気通信事業者から利用者契約
約款ベースで調達した電気通信回線設備を利用し、全体を一体的に第一種電気通信
事業として運用することを可能化

専用線について、事業者向け割引料金（ユーザ料金から営業費等を控除）を導入

第二種事業者が一定の要件の下で、一の利用者の電気通信設備との間の端末系伝
送路設備を自ら設置して電気通信役務を提供することを可能化

業務委託の認可案件を類型化し、明確化

業務を委託する際の受託者要件を緩和し、ＣＡＴＶ事業者、地方自治体、電力会社等の
第一種事業者以外の者の受託を可能化

　専ら電気通信事業者の電気通信事業の用に供する卸電気通信役務について、従来の利用者向け役務と比べ緩やかな規制を適用
　（第一種事業者及び特別第二種事業者は、個別の卸契約を事前に届け出ることで、卸電気通信役務の提供が可能）

電気通信役務の種類を７区分から３区分（音声、ﾃﾞｰﾀ、専用）に簡素化

第一種事業者が第二種事業者に対し、総務大臣の認可を受けて、利用者契約約款に
定める条件と異なる条件の電気通信役務（約款外役務）の提供を可能化

電気通信事業の柔軟性向上のための措置 資料22



－　資料編　－

　■　研究会中間報告要旨

　■　研究会構成員及びオブザーバ

　■　研究会開催要綱

　■　研究会開催状況

　■　中間報告（草案）に対する意見招請結果

　　　及び研究会の考え方

　　　・　意見提出者一覧

　　　・　意見招請結果（概要）

　　　・　意見招請結果及び研究会の考え方　　



  

 
 
 
 
 
 
 

 
 
ブロードバンド化に対応した競争政策の必要性 
 
(1)  電気通信分野における今後の競争政策の在り方を検討する際は、ブロードバンド
化の流れを加速化し、活発な競争を通じた多様な事業展開が可能となるよう公正競

争環境を整備していくことが必要であり、特にブロードバンド化によってもたらさ

れるネットワーク構造や市場構造の変化を踏まえた検討が求められている。 
 
レイヤーに着目した競争政策の基本的視点 
 
(2)  ブロードバンド化の進展に伴う各レイヤー（下図参照）の機能分離(アンバンドル
化)の進展により、各レイヤーごとに必要な部分を自由に組み合わせてサービスを提
供する「オープン型」のビジネスモデルや、上位レイヤーにおける新たなビジネス

モデル（ｉＤＣ(internet data center)事業等）が登場してきており、「各レイヤーを
縦断する」公正競争環境整備の在り方及び「各レイヤーごとの」公正競争環境整備

の在り方の双方について、多角的な観点から検証していくことが求められている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１章 今後の競争政策の在り方に関する基本的視点 

情報通信新時代のビジネスモデルと競争環境整備の在り方に関する研究会 
中間報告 

－ 電気通信事業分野におけるブロードバンド時代の競争環境整備の在り方 － 
（要  旨） 

レイヤーに着目した競争政策の基本的視点

通信サービス
の

高付加価値化

コンテンツ配信
に最適なネット
ワークの確保

認証・課金、コンテ
ンツ配信、著作権管
理等

コンテンツ制作等

第二種電気通信事業

第一種電気通信事業

端　末　販　売
端末レイヤー

ネットワーク

レイヤー

プラットフォーム

レイヤー

コンテンツ＆

アプリケーション

レイヤー
多様かつ豊富な
デジタルコンテンツ
の円滑な供給

多様かつ豊富な
デジタルコンテンツ
の円滑な供給

デジタルコンテンツの
配信の円滑化

デジタルコンテンツの
配信の円滑化

配信チャネルの
多様化

配信チャネルの
多様化

多様な端末の提供
多様な端末の提供

各レイヤにおける
公正競争環境の整備

一種・二種の事業区分の
見直し

（規制水準の全般的低下）

垂直統合型の
ビジネスモデルに係る
公正競争環境の整備

一社単独による
統合型のサービス

電話時代 ＩＰ時代

ブロードバンド化
（高速大容量）

コンテンツのデジタル化
（音声＋データ＋映像）

垂直統合型の
ビジネスモデル
の多様化

各レイヤーでの
多様なビジネス
モデルの登場

研究会の主要論点

多様なビジネスモデル
の登場

機能分離

１ 



  

競争ルール整備における基本的考え方 
 
(3)  競争ルールの整備を図る際には、「制度の透明性・予見可能性の確保」、「競争促進
的なルールの確立」及び「デュープロセスの確保」を基本としつつ、 
① 有効競争レビューの定期的実施 
② 事業者間の紛争処理と競争ルールの有機的連携 
③ 競争ガイドライン等の策定 
④ 電気通信事業法と独占禁止法の有機的連携 
⑤ ユーザ保護の重視 
等の多様な観点から取り組んでいくことが必要である。 

 
 
 
 
 
レイヤー縦断型のビジネスモデルに対する評価 
 
(1)  最近のレイヤー縦断型のビジネスモデルの特徴としては、移動通信事業者のよう
に一社単独で事業展開する単一型の垂直統合型ビジネスモデルに加え、複数の事業

者が連携して、それぞれが得意とするレイヤーの経営資源を持ち寄り、各パーツを

組み合わせてオープンなビジネスモデルを形成する協働型ビジネスモデルが登場し

てきており、これにより、従来と比べて多数の事業主体（競争軸）による市場競争

の活性化が実現することが期待される。 
 
市場支配的な事業者によるレイヤー縦断型のビジネスモデルの展開 
 
(2)  市場支配的な事業者によるレイヤー縦断型のビジネスモデルのうち、 
①  東西ＮＴＴの活用業務（地域通信業務に業務範囲を限定されている東西ＮＴ

Ｔについて、一定の要件の下、総務大臣の認可を受けて、県を越えて上位レイ

ヤーへの業務範囲の拡大が可能）については、昨年１２月に策定・公表された

「東西ＮＴＴの活用業務の認可に係る『公正な競争の確保に支障を及ぼすおそ

れ』がある場合等の考え方」（活用業務認可ガイドライン）に沿って、個別案件

ごとに公正競争条件の確保について、デュープロセスを踏まえつつ慎重に対処

していくことが求められる。 
   また、円滑なコンテンツ配信を実現していく観点からは、認証・課金等を行

うプラットフォームレイヤーのオープン化が極めて重要な要素であり、東西Ｎ

ＴＴがプラットフォームレイヤーに進出する場合、プラットフォーム事業に係

る機能（他事業者が同様の業務を実施するために必要不可欠な要素と認められ

るもの）のアンバンドル化の必要性等についても併せて十分な検討が必要であ

る。 

第２章 レイヤー縦断型のビジネスモデルと競争環境整備の在り方 

２ 



  

②  東西ＮＴＴの子会社等による上位レイヤーへの進出については、一概に公正

競争を損なうものであるとは言えないが、実態として、東西ＮＴＴが上位レイ

ヤーに進出するのと同じ効果がある等の懸念も指摘されているところであり、

その実態を十分検証した上で、構造的に公正競争上の問題が生じていることが

判明した又はその懸念が大きい場合には、非対称規制（市場支配的な事業者に

対する規制）における特定関係事業者の適用範囲（現在は電気通信事業者に限

定）の拡大を含め、新たな是正措置を講じることや、例えばグループ・ドミナ

ンスの概念の導入の是非についても、諸外国の状況等を勘案しつつ、必要に応

じて検討していく必要がある。 
 
 

 
 
 
ネットワークレイヤーにおける競争環境整備の在り方 
 
(1)  加入者系ネットワークの多様化を通じた地域通信市場の競争活性化を図るため、 
① 無線系アクセス網の多様化(空港、駅等のホットスポットでの活用が期待される
無線ＬＡＮによる高速インターネットアクセス環境の整備等) 
② 固定系アクセス網の多様化（集合住宅におけるブロードバンド環境の実現の円

滑化、既存のメタル回線の活用（例えばＶＤＳＬ（Very high-bit-rate Digital 
Subscriber Line））等による高速サービスの実現等） 
③ 公衆網再販の早期実現 

④ 線路敷設の円滑化の推進（「公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドライ

ン」（昨年４月に策定）の平成１３年度中の見直し） 

⑤ アクセス網のボトルネック性の継続的な検証（第１章「有効競争レビューの定

期的実施」に関連） 

⑥ 更なる料金・サービスの多様化・低廉化の実現 

等を推進していくことが適当である。 

 

(2)  中継系ネットワークの多様化については、例えば以下のような市場環境整備を図

る必要がある。 

① 帯域幅仲介ビジネスの登場等を踏まえた卸市場の育成 

② バックボーン回線の更なる低廉化の推進(卸電気通信役務の提供を専業とする

事業者の事業許可手続きの簡素化、データセンタと一体となった地域ＩＸの整

備等) 

③ 通信事業者以外の者が保有する光ファイバ網の有効活用（地方公共団体を対象

とした「光ファイバ網の通信事業者への提供に関する標準手続き（仮称）」の策

定等） 

 

第３章 各レイヤーにおける競争環境整備の在り方 

３ 



  

(3)  ネットワーク再販市場については、例えば、周波数の制約から事業者数が限定さ

れている移動通信市場において、多様な形態によるＭＶＮＯ(Mobile Virtual Network 
Operator)の登場等による市場活性化を促す観点から、ＭＶＮＯに係る制度運営の透
明性・予見可能性を高めるため、早急に「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン（仮称）」を

策定・公表することが求められる。なお、既存の移動通信事業者であるＭＮＯ(Mobile 
Network Operator)からＭＶＮＯへの役務再販の義務付けについては、ＭＮＯの設備投
資意欲を削ぐおそれがあることを勘案すれば、少なくとも現時点においては適当で

ないと考えられる。 

 

(4)  高品質のインターネット網の構築を図るためには、ＩＳＰ(Internet Service Provider)
間（特に一般二種事業者間）の円滑な接続の実現が重要であり、例えば、昨年１１

月に設置された電気通信事業紛争処理委員会による「あっせん」又は「仲裁」手続

きの活用が期待される。 

 

プラットフォームレイヤー等における競争環境整備の在り方 

 

(5)  モバイルインターネット分野においては、「ＩＳＰに対するゲートウェイのオープ

ン化」、「ポータルサイト上のコンテンツ採用手続きの透明性の確保」及び「ポータ

ル選択の同等性の確保」といったオープン化措置に各グループが取り組んでいると

ころであり、引き続き今後の取組みを注視していく必要がある。 

 

(6)  移動通信分野においては、通信事業者がコンテンツプロバイダ等との比較におい

て圧倒的に優位な立場にあることに鑑み、必要に応じ、昨年１１月に策定・公表し

た「電気通信分野における競争の促進に関する指針」（競争ガイドライン）の見直し

（１年以内を目途）の際、移動通信事業者とコンテンツプロバイダ等との間の取引

に係る「電気通信事業法上問題となる禁止行為」の更なる具体化を図ることが有効

である。 

 

(7)  コンテンツ配信の円滑化のための環境整備として、ベストエフォート型のインタ

ーネットサービスの品質に係る自己認証基準（ネットワークの標準モデルを定め、

客観的なベンチマーク値又は一定のレンジ値を設け、サービス品質のクラス分類を

ユーザに対して提示するイメージ）の在り方について、標準化機関等において、早

期に結論を得る方向で検討に着手することが適当である。 

 

端末レイヤーにおける競争環境整備の在り方 

 

(8)  移動通信分野においては、垂直統合型ビジネスモデルとして、端末販売と通信サ

ービス（通信事業者の選択）がバンドル化（一体化）され、端末機器の価格を低位

に設定し、その分を通信料金として回収するというビジネスモデルが採用されてい

る。 

４ 



  

(9)  しかし、次世代携帯電話（３Ｇ）の登場に伴い、端末販売と通信サービスのアン

バンドル化を実現するＵＩＭ(User Identity Module)カードのロック解除並びに新た
な電子認証基盤としての同カードの活用、移動通信分野における番号ポータビリテ

ィの実現等を視野に入れつつ、これらを一体的に検討するため、メーカ、通信事業

者、行政当局等の意見交換を通じた検討の場を設けることが適当である。 

 

 

 

 

 
基本的考え方 
 
(1)  ＩＰベースの新たなビジネスモデルの登場を促し、これに柔軟に対応できるよう
にする観点からは、可能な限り規制水準の全般的な低下を図るとともに、市場参加

者から見て、明確で予見性の高い制度運営を維持していく必要がある。このため、

電気通信事業における競争の枠組みの基礎をなす一種・二種の事業区分の在り方に

ついても、通信・放送の融合や諸外国の動向等も勘案しつつ、必要な見直しを行う

方向で検討する必要がある。 
 
具体的な検討の方向性 
 
(2)  近年の市場構造の変化(一種事業と二種事業の事業展開の多様化、累次の規制緩和
措置による実態的な事業区分の垣根の低下等)を踏まえ、事業区分を見直す際の具体
的な検討の方向性として、例えば、 
① 一種事業及び二種事業の適用範囲の見直し 
② ネットワーク部門（卸部門）とサービス部門（小売部門）の分離 
という２つのアプローチが考えられる。 
 

(3)  このうち、一種事業及び二種事業の適用範囲の見直しについては、公益事業特権
を要しない一種事業者を二種事業者とする他、特別二種事業・一般二種事業の適用

範囲を見直し、ＶｏＩＰサービスを提供するＩＳＰ事業者やＭＶＮＯといった社会

経済的に重要なサービスを提供する事業を特別二種事業とするとともに、当該特別

二種事業については、ユーザ保護の観点から、市場退出の際の一定期間前の届出を

義務付ける等の措置についても、今後更に検討する必要がある。 
 
(4)  また、現行の一種・二種の事業区分のメルクマールを見直し、電気通信回線設備
の設置・運営及び卸電気通信役務を提供するネットワーク部門（卸部門）と、ネッ

トワーク部門から役務提供を受けてエンドユーザに対してサービスを提供するサー

ビス部門（小売部門）とに事業区分を分ける方法（ただし、両部門は兼業可能）も

考えられる。 
 

第４章 電気通信事業における競争の枠組みの在り方 

５ 



  

(5)  いずれにせよ、一種・二種の事業区分という電気通信市場における競争の基本的
枠組みの在り方について、その見直しを検討する際には多角的な視点から検討を進

めていく必要がある。その際には、上記の２つのアプローチ以外にも様々な考え方

があり得ると考えられるところであり、関係各方面の意見、法制的検討、主要先進

国の動向等を踏まえつつ、更に検討を進めていく必要がある。 
 
 
 

 
(1)  本研究会としては、今回取りまとめた中間報告を基礎として、更にブロードバン
ド時代の競争政策の在り方について検討を行い、本年６月を目途に最終報告を取り

まとめる予定である。 
 
(2)  具体的には、引き続き急展開する新たなビジネスモデルの動向の検証と望ましい
競争ルールの在り方、有効競争レビューの具体的な手法、主要国におけるブロード

バンド時代の競争ルール整備に向けた取組みの把握に加え、「フルＩＰ時代」の新た

な競争政策の枠組みについても検討を行う。 
 

情報通信新時代のビジネスモデルと競争環境整備の在り方に関する研究会

　（１）レイヤー縦断型のビジネスモデルに対する評価

（２）市場支配的な事業者によるレイヤー縦断型の
ビジネスモデルの展開

■　東西ＮＴＴの業務範囲の拡大の認可に係る公正競争ガイドライン、
　非対称規制（市場支配的な事業者に対する行為規制等）を厳正に運用。

■　東西ＮＴＴの子会社等による上位レイヤーへの進出について実態を
　注視し、必要に応じて新たな是正措置を講じることについて検討。

１．レイヤー縦断型のビジネスモデルと
競争競争環境の在り方

■　複数の事業者による協働型ビジネスモデルの登場により、多様な
　競争軸による市場競争の活性化を期待。

■　ブロードバンド時代の新たなビジネスモデルの登場を促す観点から、
　可能な限り規制水準の低下を図るとともに、明確で予見性の高い競争
　の枠組みが必要。

■　一種・二種の事業区分の在り方については、一種・二種の事業区分
　の適用範囲の見直し、ネットワーク部門（卸部門）とサービス部門　
（小売部門）の分離等、様々な選択肢を基に、更に検討。

　　

２．各レイヤにおける競争環境整備の在り方
（具体的施策例）

　　　　　　（１）ネットワークレイヤー

■　卸電気通信役務の提供を専業とする事業の参入許可手続きの簡
　素化（平成１３年度中）

■　｢ＭＶＮＯ(Mobile Virtual Network Operator)事業化ガイドラ
　イン（仮称）｣　の早期策定

■　地方公共団体を対象とした「光ファイバ網の通信事業者への提
　供に関する標準手続（仮称）」の早期策定　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　 （２）プラットフォームレイヤー等

■　ベストエフォート型のインターネットサービスの品質に係る自
　己認証基準の設定（標準化機関等における検討の着手）

■　「競争ガイドライン」(昨年１１月、公取委と共同で策定)にお
　ける移動通信事業者とコンテンツプロバイダ等との間の取引に係
　る「禁止行為」の具体化（１年後の見直し時）　　　　　　　　
　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
　　　　　　（３）端末レイヤー

■　電子認証基盤としてのＵＩＭ(User Identity Module)カードの
　活用、ＵＩＭカードのロック解除、番号ポータビリティの実現等
　に係る検討(検討の場の設置)　　　　

競争ルールの整備に向けた基本的考え方

■　制度の透明性・予見可能性の確保

■　競争促進的なルールの確立

■　デュープロセスの確保

電気通信事業分野におけるブロードバンド時代の競争環境整備の在り方

競争促進に向けた多様な観点からの取組み

■　有効競争レビューの定期的実施　　　　　■　競争ガイドライン等の策定

■　事業者間の紛争処理と競争ルールの有機的連携　

■　電気通信事業法と独占禁止法の連携　　　■　ユーザ保護の重視　

本年６月を目途に最終報告を取りまとめ。

３．電気通信事業における競争の枠組みの在り方

第５章 今後の検討の方向性 

６
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「情報通信新時代のビジネスモデルと競争環境整備の在り方に関する研究会」 
開 催 要 綱 

 
 
１ 名称 
  本研究会は、「情報通信新時代のビジネスモデルと競争環境整備の在り方に

関する研究会」（以下「研究会」という。）と称する。 
 
２ 目的 
 電気通信事業分野においては、急速な技術革新と利用者ニーズの高度化・

多様化に対応して、ネットワークの高度化やビジネスモデルの多様化が進展

している。 
  本研究会は、今後のネットワークの構造やネットワーク活用形態の変化、

競争の進展状況等を踏まえつつ、情報通信新時代における新たなビジネスモ

デルに対応した電気通信事業分野の競争環境整備の在り方について検討を行

うことを目的として開催する。 
 
３ 調査・検討項目 
(1) 電気通信市場における主な環境変化 
電話網からＩＰ網への移行、高速・大容量アクセス網の多様化等のネッ

トワーク構造の変化について展望するとともに、電気通信事業者の提供す

る料金・サービスの多様化、通信サービスニーズの高度化等の現状と今後

の方向性について検討する。 
(2) 電気通信事業におけるビジネスモデルの今後の方向性 
自社回線と他社回線を組み合わせた柔軟なネットワーク構築の進展、Ｃ

ＤＮ（Content Delivery Network）事業やＭＶＮＯ(Mobile Virtual Network 

Operator)を含む新たなビジネスモデルの台頭等を踏まえつつ、電気通信事

業におけるビジネスモデルの今後の方向性について展望する。  
(3) 新たな競争環境整備の在り方 
電気通信市場における環境変化や電気通信事業におけるビジネスモデル

の方向性に対応し、競争促進的な枠組みの確立及びユーザ保護の観点から、

新たな競争環境整備の在り方について検討する。 
 
４ スケジュール 
 研究会の開催期間は、平成１３年８月から平成１４年６月までとし、平成

１３年１２月を目途に中間取りまとめを行う。 



５ 運営 
(1) 研究会に座長１名、座長代理１名を置く。 

(2) 座長は、研究会構成員の互選によりこれを定める。座長代理は座長の指

名によりこれを定める。 

 (3) 研究会は座長が招集し、主宰する。 

 (4) その他研究会の運営方法は、座長の定めるところによる。 

 

６ 庶務 
  研究会の庶務は、総務省総合通信基盤局電気通信事業部事業政策課が行う。 



 
「情報通信新時代のビジネスモデルと競争環境整備の在り方に関する研究会」 

開催状況 
 
 

会 合 開催日 内    容 
第１回会合 １３年 ８月１０日 ・研究会の進め方 

・現状説明 
第２回会合 １３年 ８月２９日 ・ヒアリング第１回（ＮＴＴ、ＫＤＤＩ、

経団連、日本テレコム） 
第３回会合 １３年 ９月 ４日 ・ヒアリング第２回（日本インターネッ

トプロバイダー協会、シスコシステム

ズ、テレコムサービス協会、ソニー） 
第４回会合 １３年 ９月１２日 ・ヒアリング第３回（ＴＴＮｅｔ、日本

通信､日本オラクル、マイクロソフト） 
第５回会合 １３年 ９月２５日 ・ヒアリング第４回（Ｊストリーム、エ

ンロン・ジャパン、バンダイネットワ

ークス、インフォシティ、イッツ・コ

ミュニケーションズ、ＮＨＫエンター

プライズ２１） 
第６回会合 １３年１０月 ４日 ・論点整理① 
第７回会合 １３年１０月１０日 ・論点整理②（オブザーバを含む意見交

換） 
第８回会合 １３年１１月 １日 ・中間報告の方向性について① 
第９回会合 １３年１１月１５日 ・中間報告の方向性について② 
第 10回会合 １３年１１月２９日 ・中間報告（草案）について① 
第 11回会合 １３年１２月１３日 ・中間報告（草案）について② 
第 12回会合 １４年 １月２９日 ・中間報告（案）について 

 
（注）平成 13 年 12 月 13 日～本年１月 17 日まで、中間報告（草案）について

パブリックコメントを実施した。 

 
 



　 中間報告（草案）に対する意見招請結果
　　　 　　　及び研究会の考え方

■　意見提出者一覧

■　意見招請結果（概要）

■　意見招請結果及び研究会の考え方



 

 

「情報通信新時代のビジネスモデルと競争環境整備の在り方に関する研究会」中間報告書草案 

に対する意見提出者一覧 

（五十音順、敬称略） 

意見提出者（計６３者）   

企業（計２０者）   

イー・アクセス株式会社 代表取締役社長 千本 倖生 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 代表取締役社長 鈴木 正誠 

エムシーアイ・ワールドコム・ジャパン株式会社 代表取締役社長 ヴィノード・クマール

エレクトロデザイン株式会社 代表取締役 木下 重博 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 代表取締役社長 立川 敬二 

株式会社ハイテクノロジー推進研究所 代表取締役社長 秋山 憲治 

株式会社パワードコム 取締役社長 種市  健 

ケーディーディーアイ株式会社 代表取締役社長 小野寺 正 

ケーブル・アンド・ワイヤレス・アイディーシー株

式会社 

代表取締役社長 ｻｲﾓﾝ･ｶﾆﾝｶﾞﾑ 

ジェイフォン株式会社 代表取締役社長 ﾀﾞﾘﾙ･ｲｰ･ｸﾞﾘｰﾝ 

全国朝日放送株式会社 常務取締役  神村 謙二 

中部テレコミュニケーション株式会社 取締役社長 木村 洋一 

ディーディーアイポケット株式会社 代表取締役社長 岡田  健 

東京通信ネットワーク株式会社 代表取締役社長 白石 智 

東京電力株式会社 常務取締役 築山 宗之 

西日本電信電話株式会社 代表取締役社長 浅田 和男 

日本テレコム株式会社 代表取締役社長 ｳｨﾘｱﾑ･ﾃｨｰ･ﾓﾛｰ

日本電信電話株式会社 代表取締役社長 宮津 純一郎 

東日本電信電話株式会社 代表取締役社長 井上 秀一 

ボーダフォングループｐｌｃ ｸﾞﾙｰﾌﾟ･ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ﾎﾟﾘｼｰ･ﾃﾞｨﾚｸ

ﾀｰ 

ｽﾁｭｱｰﾄ･ﾎﾜｲﾄ 

○その他団体（計６者）   

社団法人経済団体連合会 常務理事 立花 宏 

社団法人デジタルメディア協会 理事長 山科 誠 

社団法人テレコムサービス協会   

社団法人テレコムサービス協会 VOIP 推進協

議会 

  

社団法人日本インターネットプロバイダ協会 副会長 福田 晃 

米国政府   

   

○個人（計３７者）   



 

中間報告（草案）に係る意見招請結果（概要） 

■ 有効競争レビュー関連 

■ レイヤー縦断型ビジネスモデル関連 

■ 端末レイヤー関連 

■ 一種・二種の事業区分の見直し関連 

（注）各欄意見等の下線部分は事務局において付したものである。



有効競争レビューに係る意見招請結果（概要） 
 
ＫＤＤＩ ■ 原案に賛成。当該レビューや競争ルールの見直しを実施するにあたっては、行政判断の透明

化等の観点から、パブリックコメントにより、広く一般より意見を聴取することが必要。 

日本テレコム ■ 厳密な「レビューする手法」を確立することに時間を費やすべきでなく、パブリックコメン

ト等を通じた意見聴取の中でレビューの手法も随時見直しを行うことでよい。また、定期的な

期間としては、１年が適当。 
ＴＴＮｅｔ ■ 市場支配的な事業者が存在する市場においては、速やかにレビューが実施されることを希

望。また、市場支配的な事業者が生じる恐れがある市場（例えば、他の市場での支配的事業者

が新規に参入する市場）は、レビューの対象とすべき。レビューの実施にあたっては、特に市

場支配的な事業者による反競争的行為の有無について、重点的に行なうことが必要。また、市

場支配的な事業者による、子会社等を通じた反競争的行為の有無を検証するため、レビューの

具体的項目に以下が必要。 

・ 子会社・関連会社の会計情報 

・ 子会社・関連会社との取り引き状況 
ＭＣＩワールドコム ■ 有効競争レビューに当たっての具体的な方法について検討及び明示されることを希望。また

未然に問題発生を防ぐ競争ルールの見直しの方法が検討されることを希望。 
ボーダフォン ■ 競争上の問題点を分析し、競争の展開をレビューするために、他国の規制当局が用いてい 

るような手法が日本においても必要。 

規制当局は次のような手段を有することが不可欠。 

・ 規制の対象となる市場を定義する手段 

・ マーケットパワーを評価する手段 

・ 特定の行為が競争プロセスに対し及ぼす影響或いは及ぼす可能性のある影響を決定する

ための手段 

・ 特定の市場における競争の程度を分析する手段 

・ 検討されている規制に伴う介入のコスト及び便益を評価する手段 
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レイヤー縦断型ビジネスモデルに係る意見招請結果（概要） 
 

 当該ビジネスモデルに対する評価 市場支配的な事業者に係る事項 左記以外の事業者に係る事項 

ＮＴＴ 
 
 

○ブロードバンド市場は、事業規制を設けず、自

由な競争の枠組みの中で創意工夫を最大限に発

揮させることが市場の活性化に資する。 
○日本だけが垂直統合型のビジネスモデルに規制

を導入すれば、国際競争力を著しく損なう。 

○東西ＮＴＴの上位レイヤー進出は、徹底した

オープン化によりボトルネック性は解消され

ており、新たな規制を設ける必要はない。 
○東西ＮＴＴの子会社等による上位レイヤーへ

の事業展開については、今後とも公正競争上

の問題が生じることはない。 

 

ＮＴＴ東西 ○競争の枠組みを事前に定めるのではなく､必要

最低限のルールを除き、ビジネスモデルの構築

を事業者の自由な創意工夫に任せ、「非規制宣

言」を行うことが、競争進展上望ましい。 

○ブロードバンド等の新たな事業領域において、

ボトルネック設備の有無により、ＮＴＴ東西と

その他の事業者との間で非対称的に規制するこ

とは、合理的理由がなく、全く不適当。 

○競合事業者は垂直統合型ビジネスによりサービ

スを実施している一方で、ＮＴＴ東西のみボト

ルネック設備の所有を理由に重く規制されるの

はＮＴＴ東西のユーザに対する不当な差別。 

○活用業務認可ガイドライン運用にあたって

は、可能な限り弾力的な取扱がなされ速やか

に認可されるよう強く要望する。 
○子会社による上位レイヤーへの進出について

は、自主的経営判断に委ねられるべき。子会

社の業務範囲に関する規制強化は民営化の国

会議論に悖り、極めて問題。 

○ＮＴＴ東西本体とその出資子会社による事業

展開については、組織や会計が分離されて行

われており、構造上､公正競争上の問題が生

じ得ない。 
○子会社運営に関して更なる規制を設けること

は、経営効率化やブロードバンドの事業発展

に対する阻害要因となりかねず不適当。 

 

ＮＴＴコム ○垂直統合型ビジネスモデルの長所を評価するこ

となく、まず規制ありきの議論となっている。

成功するビジネスモデルを構築するための環境

整備､事業促進策の観点から国のとるべき施策

を検討すべき。 

○電気通信事業規制がかけられるとともに、コン

ピュータＯＳによる市場支配力を有する事業者

が他のレイヤにも進出する現状においては、回

線設備の所有による競争優位性は存在しない。

  

ＮＴＴドコモ ○「単一型」のビジネスモデルは、「ユーザ利便
の確保」というメリットだけでなく、市場の統

合による経済効率の達成、料金低廉化といった

プラス要因も認められており、上位レイヤーの

市場活性化の役割も果たしてきた。 

○「単一型」と同一条件での提供を可能とする公
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正競争環境を実現することで、「協働型」のビ

ジネスモデルの登場を期することには異存はな

い。 

○創業者リスクや一定の創業者利益を考慮する

と、「協働型」への移行にタイムラグがあるこ

とは容認されるべき。 

○創成期にある市場と従来のネットワークレイヤ

ーとは別個の市場として扱った上で、「市場支

配性」について判断すべき。 

ＫＤＤＩ ○ 垂直統合型ビジネスモデルに関する公正競争

環境整備の在り方を検討するに際しては、ボト

ルネック設備を保有している市場支配的な事業

者（東西 NTT）とそれ以外の一種事業者とを区

別して検証する必要がある。 

○ 他方、インフラを保有している一種事業者と

それ以外の事業者とを区別し、インフラの有無

に着目した非対称規制の導入を前提として議論

を行うことは、現時点では適当でない。 
 

○市場支配的な事業者である東西 NTT による垂

直統合型のビジネス展開については、活用業

務や子会社によるもののみならず、あらゆる

形態において、認められるべきではない。 

○「協働型」のビジネスモデルの円滑な構築を

促進するためには、ボトルネックを資本分離

により独立した法人とした上で、ネットワー

ク部門とサービス部門の兼業を禁止すること

により、差別的取扱いのインセンティブを排

除することが必要。 

○東西 NTT が通信市場における市場支配力を放

送を含む情報通信市場において濫用すること

を防止する施策を検討する必要がある。 

○東西 NTT と出資子会社等とは、実質的な支配

要件により同一とみなすべきで、組織的な分

離は公正競争を損なわない論拠とならない。

○出資子会社に対する東西 NTT の実質的な支配

は、資本関係が存在する限り払拭されない

が、少なくとも東西 NTT と出資子会社等との

間の取引条件を例外なく開示する等の措置が

必要。 

○長期的には、東西 NTT（加入者回線卸部門）

の資本分離も視野に入れた制度設計の検討が

必要。 

○100%子会社に限らず、NTT 持株及び東西 NTT

が実質的に支配する子会社については、全て

検証の対象とすることが適当。 

○非支配的事業者については、相互接

続、ＩＲＵ、業務委託､卸電気通信役

務等､多岐に渡る制度を統合し､自由

な回線調達を可能とすることにより､

効率的なネットワーク構築を可能と

すべき。 

日本テレコム ○課金・認証等の技術をもつプラットフォームレ
イヤーにおける市場支配的事業者が他のレイヤ

ーに及ぼす影響も大きいため、動向を注視する

○東西ＮＴＴは、現段階においてインターネッ

トにおける不特定多数へのコンテンツ配信が

非規制のため、コンテンツのデリバリーチャ

○ボトルネック設備を保有しない一種

事業者が垂直統合型ビジネスを図る

ことが直ちに、二種事業者との間で

 ３ 



とともに、必要に応じて措置すべき 
○プラットフォームレイヤーとネットワークレイ

ヤーの境界は不明確なものであり、プラットフ

ォーム事業が現行制度下において電気通信事業

と位置付けられることも考えられる。 

ネルを支配する可能性があり、一定の公正競

争条件が満足されない限り東西ＮＴＴの上位

レイヤーへの進出を認めるべきではない。 

○コンテンツ配信事業は、高速なアクセス回線

の利用が必要であり、光ファイバ回線におい

てもドミナント性を有する東西ＮＴＴの市場

支配力の影響は大きい。 

○ＮＴＴ持株及びＮＴＴ東西の子会社を通じた

上位レイヤーの進出について、１００％出資

の子会社に加え、実質的な支配及び連結決算

対象会社についても、実態を十分調査の上、

必要があれば是正措置が必要。 

○構造的な公正競争上の問題が生じた場合に

は、新たな是正措置を講じることが必要であ

り、そのための常時監視も必要。 

不当な取扱いが行なわれる事態を招

くものではなく、不当な差別的取扱

いの判断は限定的になされるべき。 

東京通信ネッ

トワーク株式

会社 

 ○ブロードバンドコンテンツについては、主た

るデリバリーチャネルである「高速アクセス

回線」のボトルネック設備を有する東西ＮＴ

Ｔが上位レイヤーに進出した場合、市場支配

力行使の可能性について十分な検討が必要。

○ＮＴＴ持株会社及び東西ＮＴＴの子会社等に

ついて、１００％出資の子会社に限定せず、

市場の実態やボトルネック設備との関連性、

構造的な問題について、継続的な検証が必

要。 
○特定関係事業者の適用範囲の拡大を検討すべ

き。 

 

中部テレコミ

ュニケーショ

ン株式会社 

 ○東西ＮＴＴについては、業務範囲の拡大によ

り､垂直統合的な市場支配がなされるおそれ

があるため、同社による垂直統合的な、ある

いは子会社等関係会社を通じたビジネスモデ

ルに関しては、十分実効性ある規制下に置く

必要がある。 
○東西ＮＴＴ及び持株会社の子会社等関係会社

の事業活動に関しては、１００％子会社の場

合は本体と同様の規制下に置き、事実上支配

力を有する関係会社については公正競争上の

問題の防止措置を講じる必要がある。 
○特定関係事業者については電気通信事業者に

○支配的でない一種事業者に追加的な

規制をなすことは非対称規制の考え

方に逆行するものであり、会計分離

等の規制を新たに追加する必要はな

い。 
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限定することなく、公正競争実現のため、そ

の対象範囲を拡大する必要がある。 
株式会社パワ

ードコム 
 ○早急に電気通信事業者以外の子会社について

も、特定関係事業者の対象となり得るような

措置を講ずべき。 

○新たな是正措置の適用範囲（具体的には出資

比率等）を検討する際は、市場支配的事業者

の１００％出資と限定することなく、検討す

べき。 

○ボトルネック設備を保有しない一種

事業者のインフラ提供については、

競争市場であるため、会計分離等の

規制を新たに追加する必要は無い。 

イー・アクセ

ス株式会社 
 ○独占的業務から競争的業務への内部相互補助

はガイドラインでも禁止されているが、証明

は大変困難で、明確に判断できないため、そ

の手段の確立が必要。 

 

ボーダフォン

グループＰｌ

ｃ 

 ○東西ＮＴＴが垂直的に再統合を果たすことを

認めることは、進出するすべての市場におい

て独占的な立場を築くことになるため、適切

な規制措置が必要。 

○ガイドラインでは垂直統合の問題に効果的に

対処できない。 

○東西ＮＴＴに対しては、新たな市場に参入す

ることを許す前に、その地域市場を開放して

競争を促すよう要求すべき。 

○東西ＮＴＴの地域ネットワーク及びビジネス

を、機構的にもその他のビジネスから切り離

すべき。 

○市場支配的でない固定系事業者及び

移動系通信事業者が保有する設備に

対する規制には反対。 
 

ケーブル・ア

ンド・ワイヤ

レス アイデ

ィーシー株式

会社 

 ○子会社を設立しても、公正競争が確保される

わけでないため、子会社を内包したグループ

ドミナンスや隣接市場に対する独占事業者の

影響力など、公正競争を維持するための監視

が必要。 
○１００％子会社や出資比率の多少にかかわら

ずドミナントの影響力の検証が必要。 
○ドミナント事業者の行動を監視する仕組みの

構築について、早急に検討すべき。 

○ドミナントでない事業者には、基本

的にはどのような規制も必要ない。 
○「ドミナント」は、設備ベースでは

なく、サービスに着目した市場支配

力とすべき。 
○移動体事業は電波の有限性のもとに

その事業者が限られてきたが、協働

型のビジネスを可能とすることによ

る市場活性化に賛同。 
エ ム シ ー ア

イ・ワールド

コム・ジャパ

ン株式会社 

 ○コンテンツの主要なデリバリーチャネルが通

信分野に構築された場合、東西ＮＴＴが圧倒

的な市場支配力を行使する結果となるおそれ

も十分あるため、上位レイヤーへの進出につ

いて、慎重な対応が必要。 
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○ボトルネック設備に限らず､東西ＮＴＴの上

位レイヤー進出を許容すれば、他の上位レイ

ヤー事業者との利用条件が差別的となり、公

正競争が促進されない可能性が高い。 
○東西ＮＴＴの上位レイヤーへの進出を許容す

る場合､公正競争条件確保の観点から、東西

ＮＴＴの既存設備について、完全なオープン

化が大前提。 
社団法人経済

団体連合会 
 ○市場支配力を有する事業者に対する競争ルー

ルとして、①他事業者への提供部門と利用者

への提供部門の機能的分離､②機能分離を行

わない場合は、完全分離子会社による隣接市

場への進出を要件とすること、③情報コンテ

ンツ等の市場における公正な競争の確保のた

め独禁法による厳正な事後規制、が必要。 

 

社団法人テレ

コムサービス

協会 

○安易に既存の一種事業者に垂直統合型サービス

を推奨するよりは、むしろ、徹底的に既存のネ

ットワークサービスを充実させるための努力を

最優先で推奨し、そのための支援策を我が国と

して企画することが重要であると考える。 

 ○既存一種事業者のネットワークサー

ビスの発展を目指す観点からは、再

販制度の導入は重要。 

○再販制度を機能させ、透明かつ公平

な競争を促進させるためには、全て

の一種事業者の卸部門と小売部門の

会計分離が必要。 
社団法人デジ

タルメディア

協会 

○垂直非統合（アンバンドル化の推進）の原則を

明確にし、反競争的な構造に関するルール整備

を行い、その上で迅速に是正措置を講ずること

が重要。 

○特にボトルネック性を有する第一種電気通信事

業者による垂直統合構造は、自由で公正な競争

環境の整備にあたって大きな阻害要因。 

○ボトルネック概念も、「ボトルネック設備」と

呼ばれるネットワーク設備ばかりでなく、上位

レイヤのプレイヤーがビジネス展開をする上で

必要不可欠な資源、機能も合わせた「ボトルネ

ック性」の概念に変更すべき。 

○通信と放送が融合しつつある現状において

は、通信市場と放送市場を分離して議論する

ことは適当ではない。 

○東西 NTT が通信市場における市場支配力を放

送を含む情報通信市場において濫用すること

を防止する施策を検討する必要がある。 

○移動体通信分野は、固定通信分野と

は違った特殊性を持っており、固定

通信分野とは区別した検討、対応を

行う必要があり、これを踏まえた競

争環境整備に対する議論、及び制度

改正に向けた議論を行うべきである 
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端末レイヤーに係る意見招請結果（概要） 
 

 ＮＴＴ持株 ＮＴＴドコモ ＫＤＤＩ Ｊフォン ボーダフォン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＵＩＭロック解除 

○ ＵＩＭロック解除に
ついては、 
①日本においては、キ
ャリアが多様なネッ
トワークサービスを
開発・提供すること
で競争を展開してお
り、オプション部分
を含め端末機器を完
全に標準化すること
には、莫大なコスト
が必要となること 
②キャリアの創意工夫
の取り組みを制限す
ることになり、端末
機器の多様化、国際
競争力はもちろんユ
ーザのサービス選択
の幅を狭めることに
なること 
等から、問題があると
考えます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 通信事業者のインセ
ンティブ戦略について
は、外部チャネルによ
る市場競争の活性化の
実現つながっていると
とらえるべきであり、
また、諸外国において
もインセンティブ戦略
は一部の国を除き一般
的に行われていること
をふまえると、一概に
否定されるものではな
いと考える。 
また、「不公平性が生
じる」という点について
は、端末買い替えの機会
は等しく与えられている
わけで、「不公平」とい
う指摘は当たらない。そ
もそも、端末販売の分野
は経営の自主的判断で決
定すべき分野であり、規
制はなじまないものと考
える。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 現状の顧客利便性を
損なうことなく UIM ロ
ック解除を導入するた
めには、複数の無線通
信技術に対応した端末
の実現という課題に加
え、後段の④(4)に指摘
されている技術的な問
題があり、各種アプリ
ケーションのみならず
OS レベルでの仕様の統
一を図る必要があると
考えます。3G において
現時点では UIM ロック
を検討している事情と
して、こうした技術的
課題、標準化の問題に
起因するユーザーの混
乱を避けるため、とい
う理由についても追記
すべきと考えます。
尚、仕様の統一はこう
した問題の解決になる
一方、多種多様な技術
による独自性を発揮し
にくくなるのではない
かといった懸念とのバ
ランスを考慮すべき点
についても追記すべき
と考えます。 

 

 

 

○ ＵＩＭカードのロッ
ク解除の在り方に関し
ては事業者の経営に与
えるインパクトが非常
に大きくなる恐れもあ
ることから、ユーザの
利便性の観点からの検
討だけでなく、新規サ
ービス・新規端末開発
のインセンティブ等事
業者側の観点も含め総
合的に検討した上で慎
重に判断すべきと考え
ます。また、次世代携
帯電話（３Ｇ）におい
て、Ｗ－ＣＤＭＡ方式
に関してはＵＩＭカー
ドの導入が必須である
のに対し、ｃｄｍａ－
２０００方式において
は必須とはなっていな
い（導入はオプショ
ン）ことから、事業者
間の平等性についても
検討頂きたいと考えま
す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

○ UIM カードは 3Ｇサー
ビスのＷ－ＣＤＭＡ標
準の不可分の一体であ
ります。 
ＣＤＭＡ2000 標準を
用いる事業者は UIM カ
ードを使用することを
義務付けられるべきで
あると考えます。 
 
○ 消費者の利便性を最
大化するためには、モ
バイル・ネットワーク
事業者による UIM ロッ
キングに関するルール
を定める必要がありま
す。 
ロッキングは一定の
水準までであれば、競
争促進的であると考え
ます。それによって、
端末購入に際して事業
者が負担するインセン
ティブを回収すること
が可能となり、こうし
たインセンティブは、
消費者にとってもモバ
イル・サービスをより
利用しやすくするもの
であるからです。 
 

 

 

７ 



 

ＮＴＴ持株 
 

ＮＴＴドコモ 

 

ＫＤＤＩ 

 

Ｊフォン 
 

ボーダフォン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号ポータビリティ

○ 番号ポータビリティ
については、実現のた
めの莫大な費用がかか
り、最終的にはこれら
のコストはユーザに転
嫁されることをふまえ
ると、 
  「ユーザ利便」と「コ
スト転嫁」の両者の比
較において、ユーザの
意向を反映すべきであ
り、慎重な対応が必要
と考えます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 移動体通信における
番号ポータビリティ
は、固定通信とはそも
そもユーザニーズが異
なるものと考えられ、
実現のために必要なコ
ストと、それに見合う
効用が果たせるのか、
慎重に検証することが
必要である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「端末販売と通信サ
ービスのアンバンドル
化の可能性」という表
現は、アンバンドル化
そのものが目的になっ
ているとの誤解を与え
ます。欧州における
UIM カードのロック政
策に関して、我が国も
検討を開始する必要が
あるということであれ
ば、検討項目としては
「端末販売と通信サー
ビスのアンバンドル化
の可能性」ではなく、
「UIM ロックの在り
方」とすべきと考えま
す。番号ポータビリテ
ィに関しては、導入の
ための費用が現時点で
不明な状況では、導入
を前提とした検討では
なく、実現性に係る更
なる検討を行う必要が
あり、「番号ポータビ
リティの導入の可能
性」と変更すべきと考
えます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ユーザの利便性の向
上及び公正競争条件の
確保のために、移動通
信分野においても番号
ポータビリティを導入
することは原則として
賛同致します。但し、
コストを意識した実現
方法及びコスト負担方
法等を十分検討し、ユ
ーザの利便性が総合的
に向上することを確認
した上で導入すべきと
考えます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 日本の市場の特色を
鑑みれば、モバイル番
号ポータビリティを導
入することにより、競
争に対するバリアを、
相当程度除去すること
ができると考えます。 
 
○ １つの事業者が圧倒
的な力を持つモバイル
市場においては、モバ
イル番号ポータビリテ
ィを実現することは、
次の結果を生み出すこ
とにつながり得ると考
えます。 
・卸及び小売の両レベ
ルにおいて競争を促進
する 
・消費者に対して、ネ
ットワーク・プロバイ
ダの選択肢を広げる 
・番号ポーティングの
コストを大幅に下げる 
・消費者を勧誘し、引
き止めるため、革新的
なサービスを提供しよ
うとするインセンティ
ブを増し、ひいてはネ
ットワーク設備への効
率的な投資を促す 
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ＮＴＴ持株 ＮＴＴドコモ ＫＤＤＩ Ｊフォン ボーダフォン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モバイルインター

ネット分野におけ

る規格標準化 

 ○ ＵＩＭカードのロッ
ク解除の効果を上げる
ためには、モバイルイ
ンターネット分野にお
ける規格標準化が必要
であるとの認識は本報
告書（草案）で指摘さ
れている通りと考え
る。但し、報告書（草
案）にある、「ＷＡＰ
２．０にはオプション
部分が依然として存在
しており、各事業者の
モバイルインターネッ
トサービスに関する規
格が完全に標準化され
る見通しは得られてい
ない。」との問題提起
については、日本にお
いては、キャリアが多
様なネットワークサー
ビスを開発・提供する
ことで競争を展開して
おり、また、有効に機
能してきたと事実認識
の中で、オプション部
分を含め完全に標準化
することは、莫大なコ
ストが必要となる一方
で、キャリアの創意工
夫の取り組みを制限す
ることとなり、公正競
争の実現や、端末機器
の多様化、国際競争力
はもちろんユーザのサ
ービス選択権において
大きな支障となるもの
と考える。 
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一種・二種の事業区分の見直しに係る意見招請結果（概要） 
 

事業者等 一種・二種の適用範囲の見直し ネットワーク・サービスによる区分見直し その他 

ＮＴＴ持株  ○ 一種・二種の事業区分にかえて、ネットワ

ーク部門（卸部門）とサービス部門（小売部

門）による事業区分の導入を検討するに際し

ては、両部門の兼業を認めるべき。 

 

東西ＮＴＴ  ○ ネットワーク部門（卸部門）とサービス部

門（小売部門）による事業区分の導入を検討

するに際しては、両部門の兼業を認めるべ

き。 

○ 「IT 競争政策特別部会第二次答申(草案)」

にあるように、ＮＴＴ東西に対して卸／小売

構造分離を強いることについては、極めて問

題であると考えており、到底受け入れること

はできない。 

 

ＮＴＴコム ○ ＶｏＩＰサービスを提供するＩＳＰ事業

者やＭＶＮＯを全て特別二種事業にするこ

とは、自由なビジネスの発展を阻害する恐れ

があると思われる。これまで一般二種であっ

た ISP 等を一律に特別二種事業とするなど、

既存の規制にそのまま服させることは規制

強化であり、行うべきではない。 

既存の規制内容にとらわれず、まずは、社

会経済的に重要度の高い事業とは何か、ま

た、ユーザ保護のために満たすべき条件は何

かを明確にした上で、退出規制、ユーザへの

周知義務等の方法を検討すべき。 

○ 消費者保護の観点からは、事業者の退出規

制だけでなく、約款、料金に関する規制も「設

備の有無に着目した事業区分」である一種事

業者、二種事業者で区別する理由はないと考

えられ、一種事業者に対する規制を二種事業

者並みの規制に緩和すべき。 

○ ネットワーク部門とサービス部門の区分

案は、既存一種事業者に対しては、会計分

離・設備区分等の負担を確実に課す一方で、

一部事業者には結局現在と変わらない規制

が残ることになり、一方的な規制強化でしか

ないため反対。競争の枠組みの在り方として

は、むしろ、一種二種の事業区分を廃止する

方向で検討すべき。 

○ なお、ボトルネック設備に対する公正競争

条件は確保する必要はあるが、それは、既存

の接続制度により担保されている。 

○ 一種・二種の事業区分を廃止すべき。一

種事業への事前規制の根拠としての市場

退出規制と公益事業特権については、前者

が倒産による退出には機能しないもので

あり、後者の公益事業特権の付与は規制の

存続とセットで論じる必要はない。 

○ 役務相互の区分が明確でなくなってき

ていることから、今後のビジネス展開を促

進するため、役務区分の見直しについて

も、規制を緩和する方向で検討するよう要

望。 
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ＫＤＤＩ ○ 他の公益事業（電力、鉄道等）に係る公益

事業特権を有する事業者及びその関連会社

が、相対的に簡易な規制の下に参入し事業を

展開することが可能となる等の事態も想定

されるが、これらについては、当該事業者及

びその関連会社を支配的事業者とみなし、非

対称規制の対象とする等の措置が必要。 

 

○ 東西ＮＴＴの市場支配力の源泉である加

入者回線については、ネットワーク部門（卸

部門）を資本分離によりあらゆる事業者から

独立した法人とした上で、ネットワーク部門

とサービス部門の兼業を禁止することによ

り、差別的な取り扱い等を行うインセンティ

ブそのものを排除することが適当。 

  他方、その他の事業者については、ボトル

ネック設備に由来する市場支配力を持たな

いことから、ネットワーク部門とサービス部

門の兼業を可能とすることが適当。 

 

日本テレコム ○ 一種事業者においても公益事業特権を要

しない場合があることから、公益事業特権の

付与と事業区分を一致させる必要性は薄れ

てきており、その意味では一種・二種事業の

区分は不要。 

○ 公益事業特権の付与を希望しないネット

ワーク事業者について、一種事業の対象範囲

から除き、二種事業として位置付けることも

必要ない。公益事業特権の付与については、

申請した事業者について審査を行い、一定の

条件を満たした場合に特定事業者として指

定すれば足りるものと考える。 

○ 相互接続等の観点からは、現行の電気通信

回線設備を設置する事業者に対し相互接続

の義務を課すことの意味があるものと考え

られることから、事業区分の見直しについて

は今後さらに検討を行う必要がある。 

 ○ ＩＰベースのネットワークにおいては

同一の設備により様々な態様のサービス

提供が可能となる。現状においても、Ｖｏ

ＩＰはＩＰネットワークの利用形態の一

つであるにも関わらず、「音声」として区

分され、「音声」としての技術規準を満た

すことが必要になる等、役務を設備面から

捉えるのか、サービス面から捉えるのか不

明確な状況が発生している。役務区分の見

直しについては、早期に着手すべき。なお、

役務別会計のあり方については、利用者料

金と接続料との関係チェックの制度等と

の整合性を含め、役務区分の見直しの際に

十分な議論が必要。 

中部テレコミュニケー

ション 

 ○ 卸小売の区分は、ボトルネック設備を保有

する支配的事業者についてのみの適用を検

討すべき。東西ＮＴＴをネットワーク部門と

サービス部門に分割することにより、より効

率的なインフラ形成が実現するとともに、他

事業者とＮＴＴサービス部門との対等な競

争環境、新時代にふさわしいビジネスモデル

のベースが整備できると考える。 

○ 支配的事業者を除いては現状よりも規

制を緩和すべき。 
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ＭＣＩワールドコム   ○ 一種事業者の業務範囲拡大、相互接続点

の追加等を行う場合、事業計画（収支等を

含む）の提出、設備の変更に関する手続き

等が過多。 

○ ＩＲＵは提供期間の短縮が実現したも

のの、実質的に許認可制となっており、時

間、労力を要する。 

○ 業務委託については、適用条件が限定さ

れ、国際専業事業者に比して国内・国際兼

業事業者に対して差別的な条件が課せら

れる。契約約款に基づく回線調達及び卸役

務の利用の整備についても、前者はガイド

ライン等がなく、個別事例による判断に基

づく、後者は卸役務の提供側に約款作成の

義務が発生する等問題がある。一種二種兼

業には設備共用についての規制が存在す

る等、ネットワークの柔軟性を欠く。 

○ 支配的事業者以外の一種事業者につい

ては二種事業者相当の規制に緩和すべき。 

Ｃ＆ＷＩＤＣ   ○ 一種二種、卸小売り等の区分はサービス

の定義に類似したものであるが、何が何で

も２種類の事業区分を設けなければなら

ないわけではない。重要な点はドミナント

規制を導入し、ドミナント事業者の不公正

さを抑制しながら競争事業者の事業を活

性化させること。 

 

ボーダフォン   ○ 新しいビジネス・モデルやサービスを促

進するために最も効果的な方法は、個々に

第一種・第二種の許可を与えるという現在

の認可システムを捨て、最近ＥＵで採用さ

れたような、技術的に中立な、一般的な承

認システムに移行することである。 

・ 周波数管理、公的資源へのアクセス、
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消費者保護、相互接続と競争といった問

題にたいしては、一般的な承認の枠組み

とは異なった規制手段で対処すること

により、許可の問題をそれらの問題とは

切り離して処理することになる。 

 

イー・アクセス ○ 一種・二種の区分を残すとしても規模で分

ける、公益事業特権の付与・非付与で分ける、

などなるべく規制を撤廃するのが望ましい。

 ○ 一種指定設備事業者と二種指定設備事

業者のみ事前規制を行い、その他の事業者

には一種、二種の区分を撤廃し、事前規制

を撤廃して第二種電気通信事業者と同様

にすべきと考える。 

経団連   ○ 利用者利益の最大化に向けて競争が機

能する環境を整備し、利用者が自らのニー

ズに応じて、多様で低廉なサービスを選択

できるようにするためには、現行の事業区

分を早急に撤廃することが必要。既に支配

的事業者規制が導入されている状況下に

おいて、現行の事業区分を存続させるこ

と、または新たな事業区分を設けること

は、結局、競争促進的な法体系への転換を

妨げ、事前規制が維持されることとなる。 

テレコムサ―ビス協会 ○ 新たな市場の展開を前提に、一種・二種（特

二、般二）の定義、境界線を明確に再定義す

ることが最も重要。 

特二、般二の区分は撤廃して問題がないと

考えるが、当該区分を維持するのであれば、

より明確な定義が提示されることが必要。 

○ 特二事業者の定義を維持するとしても、

特二事業者に退出規制を課すことは受け入

れることはできない。 

  過去、二種事業者で、特定のサービスを停

止した例はいくつか存在するが、いずれも各

事業者の努力により、相当期間前から利用者

に周知し、同時に新たな引き受け先を利用者

に紹介するなどの対応をとり、大きな社会問

題にならずに収束している。このように、退

 ○ 回線設備保有の有無で分離していた一

種・二種の定義は根本的に見直すことが必

要。回線設備の保有は事業者の経営判断に

委ねるとすべきであり、新しい事業区分の

定義に基づく二種事業者すべてに、ＩＲＵ

の適用等、従来の一種事業者と同等の回線

設備調達の選択肢が与えられるべき。 
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出に関しては、行政当局の大きな介入がなく

とも、事業者各社の自助努力に加え、事業者

間での民間の力によるガイドラインの提示

などで十分対応が可能。 

テレコムサ―ビス協会

ＶｏＩＰ推進協議会 

○ ＶｏＩＰサービスを行う事業者を特別二

種事業者とすることについては、一般二種事

業者がＶｏＩＰのサービスメニューを加え

るためには特別二種の登録が必要となる等

規制の強化となることから不適当。 

 

 ○ ＶｏＩＰサービスの形態については、Ｐ

Ｃ対ＰＣによるものやＩＰネット網を活

用するものなどがあり、ＰＣ対ＰＣのよう

に音声のＩＰパケット化等がエンドユー

ザの端末で行われるものについて、音声サ

ービスとしてとらえることに不適当。 

ＩＳＰ協会   ○ １種事業者・２種事業者を統合し新たに

０（ゼロ）種事業者を作る必要性を検討す

べき。 

（理由） 

・通信の自由化の中で第１種事業者と第２

種事業者の区別が無くなってきている。 

・このため大手第１種事業者はＩＳＰ部門

と回線を卸売りするインフラ部門を別

会社化するべきと考える。 

・第１種・第２種事業者ともに０種業者か

ら同条件の高速バックボーンを購入す

る事により、０種業者同士の自由競争が

始まりこの価格が下がる可能性がある。 

 

ハイテクノロジー推進

研究所 

  ○ 現行の第一種、第二種区分規制のような

設備保有に着目した規制である限り、帯域

取引マーケットは完全には成立しないと

考えられ、帯域取引マーケットを活性化す

るには、キャリアズキャリアが市場に参加

出来る為に、第一種・第二種区分の見直

し・撤廃を示される事を強く要望。 
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中間報告（草案）に係る意見招請結果及び研究会の考え方 



 1

１ 今後の競争政策の在り方に関する基本的視点 
 
 
○総論等 
頁 段落 主な意見 研究会の考え方 

  ○ 事業者がどのようなビジネスモデルを考え、選択するかは事業者が自由に判断するこ

と。問題が発生すれば、事後規制で対処すれば足るものであり、現段階で様々なビジネス

モデルをパターン化し、予め行政の価値判断を下した上で、いずれのモデルを育成し、い

ずれのモデルを規制するかといった人為的な規制を加え市場の自由な生成、発展の芽を摘

むことのないよう要望する。（NTTCom） 

 

 

 

 

 

 

○ 「協働型」のビジネスモデルの円滑な構築を促進するためには、特定のレイヤーにおけ

るボトルネックを資本分離によりあらゆる事業者から独立した法人とした上で、ネットワ

ーク部門とサービス部門の兼業を禁止することにより、差別的な取り扱い等を行うインセ

ンティブそのものを排除することが必要。（KDDI） 

 

○ 研究会は、昨年３月の規制改革推進３か年計画で、「電気通信事業における事業区分に

ついて、（中略） 制度の簡素化等の観点等を含め、見直しに向けた検討に着手する」と

されたことを受けて設置されたものと認識しており、６月の最終報告書では、現行の事業

区分とそれに基づく事前規制の撤廃という方向が打ち出されることを期待する。その際、

いかなる事業区分も新たに設けられるべきでない。（経団連） 

 

 

○ 電力線搬送通信については、実験段階にあるものであって、実用化時期は未定であり、

これをもってボトルネック設備を保有しているとみなすことは適当でない。 
また、この他のエッセンシャルファシリティを保有していることにより、当該事業者が

電気通信事業に新たに参入する場合、前述のガイドラインを遵守することに加え、予め特

定の事業者に対し、法もしくはガイドラインに定める水準を超える規制を課す場合は、当

該事業者が明らかに公正競争を阻害しているとみなしうる事実が存在する場合に限定すべ

き。それ以上に新たな規制等を課したり、当初から通信市場で支配的な力を持つ事業者と

同様な規制を課すことは適当ではない。（東京電力） 

○ 本中間報告においては現実に登場してきている

ビジネスモデルの動向についてレビューした上で

レイヤーを一つの基準として公正競争環境整備の

在り方について検討しているものであり、意見に

あるように「ビジネスモデルをパターン化し、予

め価値判断を下し」た上で「人為的な規制を加

え」ることを企図しているものではない。換言す

れば、あくまで多様なビジネスモデルの登場を促

す観点から公正競争ルールとして確保すべき事項

について提言しているものである。 

 

○ 特定の事業者の資本分離の是非等は本研究会の

検討の対象外である。 

 

 

 

○ 本中間報告においては、一種・二種の事業区分

について検討を行い、複数の選択肢について検討

すべき課題を整理したが、より法制的な検討を深

める必要があることから、例えば情報通信審議会

等の場において更に検討を深めていただくことも

必要であると考える。 

 

○ 意見のように、電力線搬送通信は実験段階であ

ることを踏まえ、表現を修正した（3-1-1(5)）。
ただし、電力会社は電力分野においてボトルネッ

ク設備を保有していることは厳然たる事実であ

り、当該設備を活用して電気通信市場に事業参入

する場合、公正競争条件の確保を図ることは必要

であり、当該部分については草案の表現を維持し

ている。 
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○ わが国における行政機関の在り方に関し、現状における複雑な課題の存在、さらに、今

後の市場変化の加速化を考えると、適切な専門家の量と質を確保・維持してゆく必要があ

る。 

行政機関の充実は、新たな競争ルールを実効あるものにするために最も重要な点であ

り、現在の行政当局の能力規模を十分評価した上で、相当の追加予算措置も含む対応策の

提示が必要。（テレサ協） 

 

○ 「自由競争促進」と「消費者保護」の相反する立場を中立的に推進することは困難であ

り、総務省以外の独立した規制機関を設立し運営することが有効。（MCI） 

 

 

 

 

 

 

○ 非対称規制は、市場支配力を有する事業者に対し規制を厳格に行うとともに、それ以
外の事業者に対する規制を緩和することにより、競争を促進することを目的とするものと

理解。しかし、現状は東西ＮＴＴの業務範囲拡大が認められたにもかかわらず、反競争的

行為は排除しきれておらず、地域通信事業における公正競争が創出できていない。また指

定電気通信事業者以外の事業者に対しては認可事項を届出事項に緩和する措置がとられた

ものの届出時に認可申請時と同様の説明を要するケース、ＩＲＵ契約締結時の事実上の審

査が行われるケース、業務区域拡大における事業収支計画の提出、設備変更における資金

調達方法・返済計画その他の各種書類の提出等、新規参入・事業運営を小回りの利く経営

のもと実現することが困難な状況。今以上に多様な形態によるビジネスモデルの構築が可

能となってくる中で、公正競争環境を整備し、競争を促進させるため、市場支配力を利用

した反競争的行為を防止するだけでなく、新規事業者の参入障壁を低くすることが重要で

あり、非対称規制の効果的な実施を希望。（MCI） 

 

○ 支配的事業者の交渉力等の競争の阻害要因を排除しないまま、支配的事業者の新規又は

未発達市場参入を容認すべきではない。支配的事業者が子会社を設立し、インターネット

やコンテンツ分野等へ参入をする場合であっても、資本関係、人事交流、情報交換、支配

的事業者との一体営業、顧客情報の利用、セットサービス提供、ブランド利用、事業効率

の良い事務所や設備設置場所の差別的提供等に関して実効性のある規制が施され、他事業

者と当該子会社との公平性が十分に担保される確証が得られない限り、参入は認められる

べきではない。（MCI） 

 

 

○ 本研究会は行政組織の在り方については検討の

対象としていない。 

 

 

 

 

 

○ 「競争促進」と「消費者保護」が「相反する」

ものであるが故に「独立した規制機関が有効」と

する意見の趣旨は必ずしも論旨として明確ではな

い。なお、「競争促進」と「消費者保護」は必ず

しも相反するものではないものではなく、両者の

バランスをどのように確保していくかという視点

こそが競争政策として求められるものと考える。 

 

○ 東西ＮＴＴの活用業務については、今後、個別

に申請に基づいて公正競争条件の確保方策につい

て検討していく必要がある。また、非対称規制の

効果的実施という点については、引き続き行政に

おいて十分念頭に置いて諸施策を展開していくこ

とが必要であると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 市場支配的な事業者である東西ＮＴＴの上位レ

イヤーへの進出については、「東西ＮＴＴの業務

範囲拡大の認可に係る公正競争ガイドライン」に

より公正競争条件の確保に努めていく必要がある

(2-2-1)。また、ＮＴＴ持株や東西ＮＴＴの子会
社等の上位レイヤーへの進出については、必要に

応じて特定関係事業者の範囲の拡大やグループ・

ドミナンスの概念の導入の是非等について検討を
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○ 日本において規制当局の主要な関心事の一つは市場の一つの分野において力を持つ事業

者が市場の他の分野でその力を行使するかもしれないことである。米国は情報通信分野に

おいて包括的な管轄権を持つ独立した規制当局の存在が非常に重要であるとみており、そ

れにより持ち上がりつつある競争上の懸念に効率よく対処できるものと考える。新しい技

術の台頭は幾つかの新しい規制問題を引き起こす一方で、特に支配的事業者の規制などの

特定の、持続性のある規制上の挑戦の重要性を強調する。  
米国では連邦情報通信委員会（ＦＣＣ）が「有線及び無線報通信における州際及び外資

商務」に権威を担っている。 
いかに集中化された情報通信サービスの世界において規制を機能させるかは国内及び国

際政策議論の主要な課題である。米国政府は、新しい技術を発揮していくことを不必要

に妨害しているものを取り除くことにより、包括化された情報通信サービスを規制する

目的がそれらの新しい技術の配備をよりやりやすくすることでなければならないことを

提言する。（米国政府） 
 

○ 中間報告書で提案される枠組みについて、２つの大きな懸念を有する。 

・ 中間報告書は、規制による介入の根拠として市場メカニズムの失敗を用いていな

い。規制当局は、市場の失敗が明らかになり、一般的な競争法をもってしてはそ

れを是正できず、介入によって得られる便益がそのコストを上回る場合でない限

り、介入することを差し控えるべき。 

・ 中間報告書の中には、一連のやや強権的な規制措置が含まれているが、それらは

市場を歪め、投資及び技術革新を抑圧する危険性がある。提案された枠組みの下

では規制当局は、事業の継続及び技術面での意思決定に相当程度巻き込まれるこ

ととなる。同時に本来市場に任されるべきビジネス上或いは技術上の決定につ

き、規制当局がこれを「先読み」し或いは「推測」することにより、市場を歪め

てしまう危険性がある。 

 

 

 

○ 中間報告書として次のような課題に焦点を当てるべき。 

(1) 既存の固定ネットワーク事業者による市場支配。全ての電気通信市場における効果的

な競争を阻害している主な要因は、既存事業者による地域網のコントロールから生ずる

顕著な市場支配力である。これにつき、以下のように対応する必要がある。 

・ 地域網の機構的分離。機構的分離が市場支配力を乱用しようとするインセンティ

ブと能力を既存事業者から奪う唯一の効果的な途である。 

行っていく必要がある旨を追加的に記載している

(2-2-2⑤)。 
 

○ 市場支配力を有する事業者を対象とした非対称

規制については先般の法改正により所要の環境整

備が図られたところであり、今後ともその実効性

を確保していく必要がある。また、ブロードバン

ド化の急速な進展の背景には新しい技術を用いた

新規性のあるビジネスモデルが多数登場している

ことがあり、競争政策の在り方を考える際には常

にこうした新たな技術の実用化の動向等を踏ま

え、技術中立的な観点からの検討も必要である。 
 

○ なお、本研究会では行政組織の在り方について

は検討の対象としていない。 

 

 

○ 競争政策の在り方としては、基本的に市場原理

に委ねることが適当であるが、電気通信市場が独

占から競争への過渡期にあり、ネットワークレイ

ヤーにはボトルネック設備を有する市場支配的な

事業者が存在していることから、市場メカニズム

が必ずしも有効に機能しない部分が存在してい

る。このため、非対称規制の導入等、競争促進的

ルールの整備が必要となっているものであり、市

場メカニズムの失敗による独占的利潤の発生をい

かに除去していくかという視点が重要である。本

中間報告においても、こうした基本的な考え方に

基づき、競争環境整備の在り方を検討しているも

のである。 

 

 

○ 意見(1)については、市場支配的な事業者の経
営形態の在り方に関する検討は本研究会の検討の

対象外である。また、ＯＳＳの開放等について

は、情報通信審議会第二次答申（案）に基づき、

別途研究会を開催し、検討を深める予定である。
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・ 効果的卸サービスの体制。「小売価格以下」を旨とする価格設定原理及び既存事

業者のＯＳＳに対する保証されたアクセスを含む効果的な卸サービス提供のシス

テムは、地域マーケットに有効な競争をもたらすため必要。 

・ 競争ガイドラインにおける行動コントロールの強化。競争を促進するための構造

的な措置を補完するものとして、既存事業者による反競争的行為を防止するため

の強力な行動コントロールが必要。 

 

(2) 市場支配的でない事業者に対する規制の排除。規制の枠組みにより強い「非対称性」

を導入し、市場支配的でない事業者に対する規制コントロールを最低限にまで減じるこ

とが適切。 

・ 料金の届出や価格制限等、具体的・形式的コントロールを市場支配的でない事業

者からはずす。 

・ モバイル分野における市場支配の基準を引き上げ、競争プロセスに害を与える能

力のないモバイル事業者を、市場支配的事業者であると規定することを避けるべ

き。 

・ 現行の許可制度を、技術面で中立的な一般的なカテゴリー承認の制度に置き換え

ることにより、市場参入を容易にし、事業拡張への制約を和らげるべき。 

 

(3) ボトルネックないし市場の失敗がない場合の規制の回避。 

・ 新規参入者の設備については、規制を加えるべきではない。なぜなら新規参入者

は価格や供給をコントロールするマーケットパワーを有しておらず、逆に他の事

業者と相互接続をしたいインセンティブがあるため。 

・ 主眼を、既存の固定系ネットワーク事業者の設備中心のサービスを提供する競争

相手との取引におくべき。それにより、従来型の電話市場で見られた競争面での

問題点が、新しいマーケットに継承されることを防止することができる。 

・ ＭＶＮＯ型のビジネスに規制を加えるべきではない。競争的な市場が実現すれ

ば、ＭＶＮＯ型の関係を含め様々な卸サービスへのアクセスの関係が、競争ベー

スで実現できる。 

・ ＩＳＰ相互接続については、固定系の既存事業者がバックボーン部分で市場支配

力を乱用することを防ぐためにのみ、規制が加えられるべき。 

・ モバイル･インターネットについては規制を加えるべきではない。これは、モバイ

ル事業者にはコンテンツ・プロバイダに対して競争ベースでアクセスを提供し、

開放された標準やプラットフォームを展開しようというビジネス上のインセンテ

ィブを有しており、規制による介入を必要としないからである。 

・ コンテンツ配信についての規制は、固定系・移動系事業者が排他的な配信関係を

結んで、その市場支配を強化しようとする場合にのみなされるべき。 

・ モバイル市場におけるマーケットパワーの問題は、下に掲げる措置による対処す

更に、競争ガイドラインの運用については、例え

ば「電気通信事業分野における競争の促進に関す

る指針（競争ガイドライン）」について、１年後

を目途に見直しを図ることとしており、こうした

見直しの中で適宜対応していく必要がある。 
 

 

○ 意見(2)については、本中間報告では個別具体
的に論じていないが、一種・二種の事業区分の見

直しに伴い、電気通信事業における競争の枠組み

を全般的に点検する必要があり、その中で適宜検

討していくことが適当であると考える。 
 

 

 

 

 

 

○ 意見(3)については、次章以降、個別にその考
え方を整理している。 
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べき。 

ⅰ ＵＳＩＭカード―ＵＳＩＭカードの使用を全ての３Ｇ事業者に義務付ける。 

ⅱ ＵＳＩＭロッキング―携帯端末購入に際して負担したインセンティブを回収した後

は、ＵＳＩＭロッキングを禁ずるルールを施行する。 

ⅲ ＭＮＰ―モバイル番号ポータビリティを導入する。ただし、便益がコストを上回る

こと、適切な技術ソリューションにつき業界自身が決定する、導入が競争面で中立的

でありかつコスト面で効果的な方法により達成されることを条件とする。 

ⅳ 携帯端末―既存事業者及び製造業者の間で存在する暗黙の排他的取引関係を打破す

る。（Vodafone） 

 

○ インターネットなど技術の革新により、電気通信事業の領域も広がりつつある。競争政

策を検討していく上で、放送事業に関係する議論が展開される場合は、別途放送事業者お

よび関係者を含めた十分な検討が重ねられるよう要望。（テレビ朝日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 本研究会においては、電気通信事業分野におけ

る新たな競争環境整備の在り方について検討して

いるものであり、放送事業そのものの在り方につ

いて検討の対象とはしていないものである。 
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１－１ ブロードバンド化に対応した競争政策の必要性 
頁 段落 主な意見 研究会の考え方 

１

～

８ 

 ○ 日本のブロードバンド化という目標を達成するため最も有効な方法は、市場原理に基づ

く競争である。 
○ 本報告書は、適切な「基本的」規制の枠組みを構築することの必要性に主眼を置くべ

き。活力ある競争的な市場の構築を促進することが、新規競争者の参入を促し、新しい設

備及びビジネスモデルを構築するために最も有効な方法である。 
○ 本報告書の作成に当たって、明白な市場の欠陥がある場合、或いは規制を行うことの不

利益が規制によって得られる利益を超えない場合においてのみ、規制による介入が許され

るべきという基本的な原則を忘れてはならない。特に、規制当局として特定の技術やビジ

ネスモデルを促進することによって市場の動向を「推測」しようと試みてはならない。 
 

 

○ 次世代市場における競争の主な阻害要因は、現在同様、地域網における固定系の既存事

業者による市場支配である。このため、「次世代」問題は、現在の固定市場における市場

支配的事業者に対する効果的なコントロールを導入することの必要性、従来型の電気通信

市場において効果的な競争を実現することの必要性を見過ごすことにつながってはならな

い。（ボーダフォングループｐｌｃ．） 

○ 意見のとおり、市場原理を活用した事業者間競

争を通じて、料金・サービスの多様化・低廉化を

実現し、国民利用者にその利益を還元していくこ

とが競争政策の基本的視点であり、ブロードバン

ド時代においても、この基本的考え方は何ら変更

されるものではない。このため、意見にあるよう

に、規制がむしろ競争阻害的に機能している場合

にはこれを見直すことが必要であり、その意味で

も有効競争レビュー等を通じた市場のモニタリン

グが必要であると考える。 
 

○ また、市場支配的な事業者に対する規制の在り

方についても、ブロードバンド化が進展する中で

必要に応じて見直しを図っていく必要があるもの

と考える。 

 
１－２ レイヤーに着目した競争政策の基本的視点 
頁 段落 主な意見 研究会の考え方 

８  ○ 通信事業を様々なレイヤーに分類し、分析することは有益だが、レイヤー間の境界領域

の存在、ビジネスの多様性からその境界を明快にすることは困難で、分析にあたりレイヤ

ーごとの切り分けを目的とすべきではない。 
競争政策は、レイヤーをまたがって存在するであろう事業についても競争性を担保する

必要があり、ドミナント性の把握について現状のような単純な確定的基準を見直す必要が

ある。欧州で導入されている市場支配力の考え方が参考になる。（ケーブルアンドワイヤ

レス・アイディーシー株式会社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 本中間報告では、従来ネットワークレイヤーに

着目して公正競争環境整備の在り方について検討

してきたが、技術革新等を背景としたブロードバ

ンド化の進展に伴い、各レイヤーごとの機能分離

が生じており、その結果として、各レイヤーを縦

断する多様なビジネスモデルの登場が可能となっ

てきているとの認識を提示しているものであっ

て、各レイヤーごとの明確な切り分けをその目的

としているものではない。あくまでレイヤーとい

う概念を公正競争環境の整備を検討する際の切り

口として用いているものである。なお、市場支配

的な事業者に対する規制の在り方についても、ブ

ロードバンド化が進展する中で必要に応じて見直

しを図っていく必要があるものと考える。 
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○ 中間報告書草案では、１種・２種事業の範囲をネットワークレイヤーに限定しておりま

す（Ｐ１０図１－２）が、プラットフォームレイヤーとネットワークレイヤーの境界は不

明確なものであり、プラットフォーム事業が現行制度下において電気通信事業と位置付け

られることも考えられます。（日本テレコム株式会社株式会社） 

○ 意見のとおり、プラットフォームレイヤーとネ

ットワークレイヤーの境界に不明確な部分がある

ことは事実である。プラットフォーム事業を電気

通信事業として位置付けるかどうかという点につ

いては、プラットフォーム事業として具体的にど

のような機能が含まれるのか、また電気通信事業

の定義との関連性をどう考えるかといった点を含

め、特に事業区分の見直しに伴う法制度全体の見

直しを検討するのに併せて検討することが適当で

あると考える。 
 

 
１－３ 競争ルール整備における基本的考え方 
頁 段落 主な意見 研究会の考え方 

10 

 
 
 
 
 
 

① 

 

 

 

 

 

 

 

（１）制度の透明性・予見可能性の確保 

○ 予見可能性については、例えば相互接続や事業許可等において、暫時規制緩和を行って

きた経緯から複雑化しており、新規参入事業者にとっては判断が困難な面がでてくるな

ど、十分に担保されているとは言いがたい面もある。特に相互接続に関しては今一度その

必要性も含め、抜本的に整理する必要がある。（イー･アクセス） 

 

○ 電気通信事業の市場構造が複雑化するのに伴

い、競争ルール自体が精緻化している部分が存在

しているのは意見のとおりであり、予見可能性と

いう点では、今後とも行政において、その確保に

十分留意していく必要がある。なお、新規参入の

際には「電気通信事業参入マニュアル」、ノーア

クションレター制度等の活用等が期待される。ま

た、そもそも規制制度の在り方として「規制水準

の全般的な低下を実現する観点からは、規制の簡

素化（緩和）の可能性について個別に検討を加え

ていく必要がある。」(4-2-3①)との記述も本中
間報告の中で追加的に示したところである。 

 

11  （２）競争促進的なルールの確立 
○ 競争促進を行う機関と、ルールを運用する機関は分けるべき。競争促進を行うためには

ルールの策定/運用だけではなく、投資環境の整備や雇用流動性の確保等様々な措置が必

要であり、またルール策定/運用の現場では消費者保護と競争促進とが相反する可能性も

あると考える。従って、競争促進＝産業新興を行う機関とルールを運用する機関とは分

け、それぞれのミッションを明確にするべき。（イー･アクセス） 

 

○ 欧米では独占的事業者に対する事前規制は有効であるが、競争事業者に対しては一切規

制を加えないことが共通認識。（ケーブルアンドワイヤレス・アイディーシー株式会社）

 

 

○ 電気通信事業分野における行政組織の在り方に

ついては、本研究会の検討の対象外である。 
 

 

 

 

○ 規制制度の在り方としては、現在の電気通信市

場が独占から競争への過渡的状況にあることに鑑

み、公正競争確保の観点からは必要な事前規制を
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○ 電気通信は、網の外部性が働くことによる自然独占性が強い性格を有している上に、我

が国においては制度的に独占の形で運営されてきた経緯がある。したがって、事前に競争

ルールを整備することが、複数の事業者による活発な競争を促すために必須。また、規制

の予見可能性を高めるため、個々の事例に対応する短期レンジのルール策定にとどまら

ず、長期レンジで規制の変化の方向を明示することが必要。（日本テレコム株式会社） 
 

○ 本報告書におけるルールは市場支配的な事業者が市場を歪めることができる能力を有す

る点に対処しておらず、現在の枠組みの中で効果的な競争を阻害している次の２つの要素

を排除することにつながらないためである。 

・ 市場支配的でない事業者に対する「過度の規制」 

・ ミクロの市場管理―事業者は、まず規制当局に相談しその承認を得ることなくして

は新しいビジネスイニシアティブをとることができない。これは市場メカニズムが

効果的に働くことを阻害する大きな要因である。（ボーダフォングループｐｌ

ｃ．） 

 

○ 通信分野のルール整備にあたって、利用者利益の最大化を最も重要な基本的考え方の一

つとして盛り込むべき。利用者利益の最大化に向けて、公正な競争が機能する環境を整備

し、利用者が自らのニーズに応じて多様で低廉なサービスを選択できるようにすることが

重要。そのため、競争の促進を妨げている規制を撤廃し、原則自由な市場を確立するとと

もに、市場支配力に着目した必要最小限のルールを設けることが不可欠。（経団連） 
 

整備しておくことが必要であり、すべて事後規制

に移行することは必ずしも適当ではない。ただ

し、市場支配的でない事業者については規制水準

を可能な限り低下させていくことが必要であり、

例えば、先般の法改正により非対称規制の整備を

行った際、市場支配的でない事業者については所

要の規制緩和措置を講じたところである。 

11 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）デュープロセスの確保 

○ 原案に賛成。具体的には、説明責任の明確化、パブリックコメントの実施、定期的な見

直し、紛争処理手段の確保等を明確化することが必要。（ＫＤＤＩ株式会社） 

 

○ デュープロセスの必要性は、競争ルールの変更にのみ係るのではなく、日本における全

てのパブリックコメント手続きに当てはまる。（ボーダフォングループｐｌｃ．） 

 

○ パブリックコメント手続きの公開性、公正さ及び透明性は日本において常に懸念を呼ぶ

点である。（ボーダフォングループｐｌｃ．） 

 

○ 日本における政策プロセスを公開し、その透明性を確保するためには、規制当局として

以下のことを行う必要がある。 

・ 年次の管理計画を公表し、その中で規制当局として答申を行う予定である主な問題

点につき指摘することにより、消費者グループ及び業界に影響を及ぼすであろう問

題についての答申に関する事前の告知を与える。 

・ 答申の対象となる文書においては、業界及び一般の意見を求める具体的な問題につ

 

○ 本中間報告で指摘したように、デュープロセス

の確保は重要な課題であり、今後ともその充実に

努めていく必要があるものと考える。 
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き、規制当局として当初案を示す。答申においては第 1 回目の意見募集期間に続い

てそこで表明された意見に対するコメントを述べる第 2 ステージが必要である。ビ

ジネス上秘密扱いをする者を除き、全ての回答はインターネット上で公開されなけ

ればならない。 

・ 答申のプロセスの結果を示す発表文を作成し、その中で答申のプロセスで指摘され

た諸点に回答し、決定事項に関してそれに至った理由を十分かつ詳細に開示する。

（ボーダフォングループｐｌｃ．） 

 

11 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）有効競争レビューの定期的実施 

○ 原案に賛成。当該レビューや競争ルールの見直しを実施するにあたっては、行政判断の

透明化等の観点から、パブリックコメントにより、広く一般より意見を聴取することが必

要。（ＫＤＤＩ株式会社） 

 

○ 有効競争レビューに当たっての具体的な方法について検討及び明示されることを希望。

また未然に問題発生を防ぐ競争ルールの見直しの方法が検討されることを希望（エムシー

アイ・ワールドコム・ジャパン株式会社） 

 

○ 厳密な「レビューする手法」を確立することに時間を費やすべきでなく、パブリックコ

メント等を通じた意見聴取の中でレビューの手法も随時見直しを行うことでよい。また、

定期的な期間としては、１年が適当。（日本テレコム株式会社） 

 

○ 競争上の問題点を分析し、競争の展開をレビューするために、他国の規制当局が用いて

いるような手法が日本においても必要。 

 

○ 規制当局は次のような手段を有することが不可欠。 

・ 規制の対象となる市場を定義する手段 

・ マーケットパワーを評価する手段 

・ 特定の行為が競争プロセスに対し及ぼす影響或いは及ぼす可能性のある影響を決定

するための手段 

・ 特定の市場における競争の程度を分析する手段 

・ 検討されている規制に伴う介入のコスト及び便益を評価する手段（ボーダフォング

ループｐｌｃ．） 

 

○ 市場支配的な事業者が存在する市場においては、速やかにレビューが実施されることを

希望。また、市場支配的な事業者が生じる恐れがある市場（例えば、他の市場での支配的

事業者が新規に参入する市場）は、レビューの対象とすべき。レビューの実施にあたって

は、特に市場支配的な事業者による反競争的行為の有無について、重点的に行なうことが

 

○ 有効競争レビューについては、その目的等を明

確にする必要があるとの指摘を踏まえ、本中間報

告では、「行政当局が講じた競争促進策（公正競

争条件の設定を含む競争ルールの整備等）に係る

政策効果（例えば、発生した消費者利益）の評価

及び当該措置の方向性の検証」や「市場支配的な

事業者による上位レイヤーへの進出について、ネ

ットワークレイヤーにおける市場支配力を進出先

において濫用することにより公正競争条件が損な

われていないかどうかの検証や、市場支配力の行

使を認定する際の市場の範囲等の検証を行い、激

変するブロードバンド市場における新たな競争ル

ールや諸規制の見直しに係る検討をより効果的に

行う」ことを、例示として追加的に記述した(1-3
②(1))。 
 

○ また、有効競争レビューの具体的手法について

は、「更に検討を深める必要があり、諸外国の事

例等も参考にしつつ、早期に確立すべく引き続き

検討を進めることが望ましい」(同上)とした上

で、本研究会として、最終報告に向けて「検討を

深める」(第 5章③)旨を明記している。 
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必要。また、市場支配的な事業者による、子会社等を通じた反競争的行為の有無を検証す

るため、レビューの具体的項目に以下が必要。 

・ 子会社・関連会社の会計情報 

・ 子会社・関連会社との取り引き状況（ＴＴｎｅｔ） 

 

（２）事業者間の紛争処理と競争ルールの有機的連携 

○ 競争ルールの見直しについては、具体的な紛争事案に限定する必要はなく、ペティショ

ン（請願）制度の導入等により広く関係者の意見を反映させることが適切。（日本テレコ

ム株式会社） 

 

○ 「競争ルールを確立するための手法」としては、技術革新や市場の変化に柔軟に対応し

て競争ルールを見直していくことはもちろんのこと、申立（ペティション）制度やパブリ

ックコメント制度等によって利用者の意見を吸い上げ、公正・透明な手続の下でルールを

構築していくことが重要で。また、技術、サービス、市場の変化が激しいこの分野におい

ては、「競争ガイドライン等の策定」もさることながら、それらの変化に柔軟に対応でき

るよう、簡素な制度とすることが重要である。さらに、「ユーザの保護」については、事

業者の自己責任を前提に考えるべき。（経団連） 

 

 

○ 競争ルールの見直しの在り方については、意見

のとおり、多様な手段が選択可能であり、今後と

もその充実に向けた検討を行っていくことが適当

と考える。また、こうした新たな手段の導入に際

しては関係事業者の意見等を広く招請する等、デ

ュープロセスの確保に努めることが重要である。 
○ 利用者保護については、社会経済活動に不可欠

な電気通信サービスの提供が急遽停止されるよう

な事態が発生すると、少なくとも利用者が他事業

者と新たに契約するまでの間に蒙る経済的・時間

的損失は大きいものがある。これをすべて事業者

の自己責任を前提とすることが適当かどうかにつ

いては十分な議論が必要であると考える。なお、

当該分野における消費者行政の充実の在り方につ

いては、本年１月から、総務省において「電気通

信分野における消費者支援策に関する研究会」を

開催しているところである。 
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○ 紛争処理委員会は通信事業に対し公正かつ中立的な立場であることが必須。具体的には

総務省及び電気通信事業者との関係を排除すべき。委員会は総務省外に設置されるべき。

加えて、総務省が中心となって作成された競争ルールについて総務省又はその任命による

紛争処理委が改善策策定等を施すことは疑問視せざるを得ず、総務省以外の独立した規制

機関の設立等も含め、競争ルールの有効運用及び改善が可能となるスキームが検討される

ことを希望。（エムシーアイ・ワールドコム・ジャパン株式会社） 

 

○ 電気通信事業紛争処理委員会は、許認可部門か

ら独立した形で公正かつ中立に事業者間の紛争処

理を行う機関であり、意見にあるような問題は生

じていないものと考える。 

12 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

（３）競争ガイドライン等の策定 

○ 競争ガイドラインの策定により、新規参入者にとり何をしてはいけないか明示されるこ

とは有益。ガイドラインの内容を全事業者に適用することは事業者の自由度を奪うもので

あり、適用対象を特定すべき。（ケーブルアンドワイヤレス・アイディーシー株式会社）

 

○ 競争ガイドラインが、規制当局等による監視及び運用に関する現実の経験を反映させる

 

○ 競争ガイドライン等については、あくまで事業

者の任意の採用を前提とするものであり、これを

強制的に適用しようとする場合は電気通信事業法 
に基づく行政権限を根拠とするものでなければな

らない。したがって、ガイドラインの性格はあく
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べく、時間をかけて確立されていくべきことについては賛同する。しかし、このプロセス

が意味のあるものとなるため、次の諸点を実現するための措置をとる必要がある。 

 

・ 市場支配的でない事業者に課せられた規制上の義務を除去する。現時点ではガイド

ラインは明示的に市場支配的事業者を規制の対象とする旨表明していない。このた

め、市場支配的でない事業者に対して、かなり不適切な過度の規制が押し付けられ

ている状態となっている。 

・ 他の重要な競争上の問題点に対応するようガイドラインを拡大していく。そうする

ことにより現在のルールは、デジタルデータサービス、ネットワークの変更、付随

的サービス、情報開示等、幾つかの重要な問題に触れていない。 

・ 紛争処理委員会の役割の効果を向上させる。現在の委員会の手続きに内在する弱点

は、将来ガイドラインを改善するために有用なフィードバックにつながるような決

定を委員会が行なうものとは考えにくいこと。 

・ 規制当局及び委員会において「強制的な実施（enforcement）」の慣習を醸成する

こと。そうすることにより、もし反競争的な行動をとった場合にはそれから生ずる

結果を甘受しなければならないことを、市場支配的な既存事業者に認識せしめる必

要がある。（ボーダフォングループｐｌｃ．） 

 

○ 本報告書においては、業界で合意されたガイドラインの実施については、具体的措置の

一部を業界自身がとることを想定しているが、業界による「自己規制」のみでは機能しな

い可能性がある。特に市場支配的な事業者がそのようなプロセスを遅延或いは阻止しよう

とする場合にはその可能性が強い。（ボーダフォングループｐｌｃ．） 

 

○ したがって、各国規制当局は「協同規制」アプローチを好むようになってきている。こ

れは、規制当局は業界における交渉を促し、業界において合意された結論が得られること

を促進するために、明確な政策の枠組みを提供し、業界はその枠組みの中で活動すること

になる。この枠組みを創り出すため、政府は次のような措置を執る必要がある。 

・ 電気通信業界の現状を的確に反映し、自己規制プロセスを運営できる業界団体を創

り出す。 

・ そのような業界団体に対し、業界の基準及び行為規範を策定するよう要請する。か

かる業界基準及び行為規範は、規制当局の指示に従い、複数事業者間の問題（例え

ば事業者間の課金手続き等）について、全ての業界関係者を縛る。 

・ 規制当局に対し、業界内での協議の枠組みを提供し、結論に達する可能性を増進す

るための、政府方針・命令等を発する権限を付与すること。 

・ 業界内で基準や行為規範が形成されなかった場合には、規制当局がこれを決定でき

る権限を付与すること。（ボーダフォングループｐｌｃ．） 

 

まで事業者の任意の協力を前提とするものであ

り、こうしたガイドラインでは有効に機能しない

が公正競争確保の観点から必要と認められる競争

ルールについては、必要に応じて所要の法改正を

行い、制度整備を図ることが基本であり、行政の

恣意性による事業者負担の増大がもたらされるも

のではない。 

 

○ また、事業化ガイドラインのように、現行の制

度の透明性を確保する観点から、電気通信事業法

や電波法の枠組みの中で、新たなビジネスモデル

の発展を促すべく法的枠組みの解釈を提示するこ

とも有効であると考える。こうしたガイドライン

は法的根拠に基づかない新たな規制を導入するも

のではない。 
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13  

 

（４）電気通信事業法と独占禁止法の有機的連携 

○ 現在の競争ガイドラインは、電気通信事業法と独占禁止法の現状の解釈を述べるにとど

まっており、総務省、公正取引委員会の連携内容や今後の協調に踏み込んでいない。ドミ

ナント事業者の定義の違いや、競争政策といいながら非対称性を欠く独禁法の違反行為な

ど十分議論されるべき。両法の棲み分けの問題についても再度議論し、両法の連携の中で

運用方法を確立すべき。（ケーブルアンドワイヤレス・アイディーシー株式会社） 

 

○ 電気通信事業法と独占禁止法の連携にあたっては、政策面での連携や補完のみならず、

例えば窓口や手続のワンストップサービス化等の法的な担保の検討も必要。（ＫＤＤＩ株

式会社） 

 

○ 競争ガイドラインの適用にあたって、電気通信事業法と独占禁止法の一貫性を確保する

ことが必要。両法は異なる規制当局によって運用されている。そのことは規制を受ける当

事者が「フォーラムショッピング（都合のよい規制の枠組みを恣意的に選ぶこと）」を行

う余地を残すとともに、異なる規制当局による一貫性を欠いた規制の原則の適用がなされ

る余地が生じることを意味する。従って、総務省及び公正取引委員会が、情報の共有、政

策の構築及び管轄権について両者間でルールを構築し協議を行うことが必要である。（ボ

ーダフォングループｐｌｃ．） 
 

 

○ 総務省と公正取引委員会が共同で平成 13 年 11

月に策定・公表した「電気通信事業分野における

競争の促進に関する指針」については、概ね１年

後を目途に見直しを行う予定であり、その中で、

指針の運用方法等を含め、必要な見直しを進めて

いくことが適当であると考える。 

13  

 

 

 

 

（５）ユーザ保護 

○ 規制よりも市場原理に基づく競争こそが、サービスの質、多様性及び消費者にとっての

価値を高める上で最も良い方法であると考えている。 

 

○ 消費者保護のための規制措置は軽微なものであるべき。長期的にみて市場が充分に消費

者の福祉を保護するものではない場合においてのみこれを適用すべき。また、明白に市場

原理が失敗したことが示されない限り、規制当局としては、具体的な消費者保護のための

措置を発動する方向で干渉すべきではない。（ボーダフォングループｐｌｃ．） 

○ 電気通信事業者及び他のいかなるビジネスについても、それが破産に陥り、市場から姿

を消すことを防止する形で規制を行うことはできないと考える。このような事態に対する

最も効果的な対抗手段は、極めて競争的な市場を実現することにより、仮に一つの事業者

が市場から姿を消しても、他の事業者が競争的な条件でその顧客を獲得すべく競争を展開

することとなる。（ボーダフォングループｐｌｃ．） 

 

○ ブロードバンド時代においては、活発な新規参入や新たな料金・サービスが多数登場

し、社会経済生活に不可欠なものとなっていく一方、ユーザーに十分な情報提供がなされ

ないまま事業者が市場から撤退したり、ユーザーがサービス内容について十分な情報を獲

得することなくサービス選択を迫られるといった状況が生じ、社会経済活動に深刻な影響

 
○ 電気通信事業分野における消費者行政の充実の

在り方については、本年１月から、総務省におい

て「電気通信分野における消費者支援策に関する

研究会」を開催しているところであり、具体的な

消費者支援の方策については、当該研究会におい

て行われるものと認識している。 
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を及ぼすことも懸念される。このため、急速な技術革新に対応して、ユーザー保護策の充

実を機動的に図っていくことが一層重要になるものと考えられる。（個人） 
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２ 垂直統合型のビジネスモデルと競争環境整備の在り方 
２－１ 垂直統合型のビジネスモデルに対する評価 
頁 段落 主な意見 研究会の考え方 

16 

～ 

19 

① 
～ 
⑩ 

○ 垂直統合型ビジネスモデルが増えつつある現状は、「単一型」も含め、複数

レイヤにまたがるサービスをワンストップで享受したいという利用者のニーズ

及び投資・オペレーションの効率化・規模の経済性の観点からの事業者のニー

ズの双方を反映したものであるにも拘らず、これらのモデルの長所を評価する

ことなく、いきなり問題が生じることの懸念から説き起こしていることは、ま

ず規制ありきの論述であり、むしろ、成功するビジネスモデルを構築するため

の環境整備、事業促進策の観点から国のとるべき施策を検討して頂けるよう要

望します。（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「単一型」のビジネスモデルは、本報告書（草案）にある、「ユーザに対し

てワンストップサービスの提供が可能であり、ユーザ利便の確保（Ｐ.１６）」

というメリットだけでなく、「川上市場」と「川下市場」の統合による経済効

率の達成、それによる料金低廉化といった市場へのプラス要因も認められてい

るところである。一種事業者によるネットワークレイヤーから上位レイヤーへ

のビジネス展開もこのような面で一定の成果を果たすとともに、上位レイヤー

の市場活性化に向けた「牽引車」の役割も果たしてきたものと考える。 

本報告書（草案）の考え方が、今後もこのようなプラス要因の芽を摘むこと

なく、一方で「単一型」と同一条件での提供可能とすることを前提とする公正

競争環境を実現することで、「協働型」のビジネスモデルの登場を期するとい

う趣旨であれば異存のあるものではない。（株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコ

モ） 

 

 

○ インフラベースでの競争の進展が困難であるものについてはボトルネック設

○ 本研究会では、ブロードバンド化に対応した新たなビジ

ネスモデルの動向等について関係事業者等からのプレゼン

テーションをいただきながら、新たな競争環境整備の在り

方について幅広い観点から議論してきたものである。こう

した議論の中で、垂直統合型ビジネスモデルの長所とし

て、「ユーザに対してワンストップサービスの提供が可能

であり、ユーザ利益の確保という観点からは望ましいとい

う指摘がある」(2-1⑤(1))及び「（移動体分野において）垂
直統合型ビジネスモデルは、ユーザ層や市場規模の拡大に

貢献してきたところであり、特にモバイルインターネット

の分野における認証・課金事業は、提供コンテンツについ

て直接ユーザに課金するという新たなビジネスモデルを確

立し、今日のモバイルインターネットの爆発的な普及をも

たらしたという点は評価される。」（2-4②）旨記述してい
るところであり、「これらのモデルの長所を評価すること

なく、いきなり問題が生じることの懸念から説き起こして

いる」との指摘は当たらない。 
 

○ 情報通信市場はネットワークインフラに立脚する市場で

あり、一面では利用者利便という長所を有する垂直統合型

ビジネスモデルであっても、そこに市場支配力が介在した

り、閉鎖的なモデルとなった場合には、公正競争が阻害さ

れ、利用者利益が損なわれ、市場全体の発展という観点か

らは望ましくない結果がもたらされる可能性がある。ただ

し、垂直統合型ビジネスモデルが一概に否定されるという

スタンスを本中間報告が採っているものではない。すなわ

ち、垂直統合型ビジネスモデルにおいて各レイヤーのオー

プン化が実現すれば、協働型ビジネスモデルの登場が促さ

れ、多様な競争軸によるレイヤー縦断型のビジネスモデル

が市場活性化をもたらすものであるとの基本認識に立って

いる。 
 

○ 技術革新とサービスの高度化・多様化の進展が著しい情
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備となり競争を阻害する恐れがあることから、垂直統合型ビジネスモデルに関

する公正競争環境整備の在り方を検討するに際しては、ボトルネック設備を保

有している市場支配的な事業者（東西 NTT）とそれ以外の一種事業者とを区別し

て検証する必要があると考えます。（ケイディーディーアイ株式会社） 

 

○ グローバルな競争の中で、我が国の情報通信産業を競争力あるものにするた

めには、ビジネスモデルをめぐる事業者間の競争の枠組みを事前に定めるので

はなく、必要最低限の技術的な基準や利用者保護上のルールを除き、垂直型／

水平型、単一型／協働型を問わず、どのようなモデルを構築するのかは事業者

の自由な創意工夫に任せ、その評価は市場・ユーザに委ねる旨､「非規制宣言」

を行うことが、新しいビジネス分野における競争を進展させる上で何よりも望

ましいと考えます。（西日本電信電話株式会社、東日本電信電話株式会社） 

 

○ ネットワークレイヤーにおけるボトルネック設備については、既に指定電気

通信設備規制等で開放ルールが整備されており、他事業者がこれらを利用して

サービスが提供できる環境ができていることから、ボトルネック設備保有の有

無で規制を区分する合理的理由はないと考えます。ブロードバンドビジネス等

の新たな事業領域において、ボトルネック設備を有しているからといって、Ｎ

ＴＴ東西とそれ以外の事業者との間で非対称的に規制を加えることは、全く不

適当であります。 

   また、ＮＴＴ東西の競合事業者は垂直統合型ビジネスによりワンストップ

でのサービスを実施している一方で、ＮＴＴ東西のみボトルネック設備の所有

を理由に重い規制に置かれるのはＮＴＴ東西のユーザを不当に差別することと

なります。 

  したがって、この論点については不適当であり、削除すべきであります。

（西日本電信電話株式会社、東日本電信電話株式会社） 
 
○ グローバル市場においてはＡＯＬタイムワーナーやマイクロソフト等が垂直

統合型のビジネスモデルを展開しており、日本だけがこの種の規制を導入すれ

ば、国際競争力を著しく損なうことになると考えます。（日本電信電話株式会

社） 
 

 

 

 
 
○ 情報通信新時代における競争環境整備の在り方は、多様なプレイヤーの市場

参加、競争の促進によって、産業の活性化・発展を図ることがその目的とな

報通信分野においては、事業者の創意工夫を最大限に活か

す公正競争環境の整備が望ましく、市場支配力に着目した

競争ルールの整備は必要不可欠であり、相応のルールを維

持することが前提となる。この際、ブロードバンド化の進

展がこうした競争ルールの必要性を減じるものではなく、

ネットワークレイヤーから上位レイヤーまで含むレイヤー

縦断型のビジネスモデルが主流となっていくことを勘案す

れば、ネットワークレイヤーにおける市場支配力が上位レ

イヤーにおいて濫用されることにより、当該上位レイヤー

における公正競争が阻害されることは適当ではない。な

お、こうしたレイヤー縦断型のビジネスモデルを前提とし

た競争環境整備の在り方については、当該市場が著しい構

造変化が継続的に進展している市場であることに鑑み、本

中間報告第１章で指摘しているように、定期的に有効競争

レビューを実施していくことが必要になってくるものと考

える。 
 

○ また、ネットワークレイヤーにおいてボトルネック設備

を保有する東西ＮＴＴが上位レイヤーに進出する場合は

「活用業務認可ガイドライン」に沿って公正競争条件の確

保を図る必要があり、例えば、今後コンテンツ配信の円滑

化を図る観点からは、プラットフォームレイヤー事業に係

る機能のアンバンドル化の必要性等についても併せて十分

な検討が必要であると考える。(2-2-1⑩) 
 

 
 
○ 例えばＡＯＬタイムワーナーのケースにおいては、ＦＴ

Ｃ及びＦＣＣにより公正競争確保のための条件が課されて

いるところであり、一定の市場支配力を有する垂直統合型

ビジネスモデルの展開にあたっては、競争環境整備の観点

からの検討が必要であることは国際的に見ても整合的であ

る。したがって、「日本だけがこの種の規制を導入すれ

ば、国際競争力を著しく損なう」との指摘は必ずしも当た

らないものと考える。 
 
○ 多様なプレイヤーの登場によるブロードバンド市場の発

展のためには、市場支配的な事業者による反競争的な行為
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る。 

そのためには、まず第一点として、垂直非統合（アンバンドル化の推進）の

原則を明確にし、反競争的な構造に関するルール整備を行い、その上で迅速に

是正措置を講ずることが重要である。 

特にボトルネック性を有する第一種電気通信事業者による垂直統合構造は、

自由で公正な競争環境の整備にあたって大きな阻害要因である。（社団法人デ

ジタルメディア協会） 

 

○ 垂直統合型のビジネスを展開する一種事業者のほとんどは、現状のネットワ

ークサービスが事業的に厳しくなっているため、新たな付加価値サービスを付

け加えることで、企業全体の収益増加を確保しようと考えている状況がある。 

新たな付加価値サービスメニューを品揃えしたとしても、核になるネットワ

ークレイヤの事業基盤を充実しない限り成功はありえないと考えるべきであ

る。 

上記観点からは、安易に既存の一種事業者に垂直統合型サービスを推奨する

よりは、むしろ、徹底的に既存のネットワークサービスを充実させるための努

力を最優先で推奨し、そのための支援策を我が国として企画することが重要で

あると考える。（社団法人テレコムサービス協会） 
 

を是正することが必要であるのは指摘のとおりである。こ

のため、市場支配的な事業者が排他的な垂直統合型ビジネ

スモデルを展開することについては、その是正を図る必要

があると考えられるが、他方、垂直統合型ビジネスモデル

であったとしても各レイヤーのオープン化が確保され、十

分な公正競争条件が確保されていると判断される場合に

は、市場支配的な事業者による垂直統合型ビジネスモデル

が存在しているとしても直ちにこれを是正すべきとする合

理的根拠は見出し難い。すなわち、市場支配的な事業者が

垂直統合型ビジネスモデルを展開する際には、いかにオー

プンで公正な競争条件を各レイヤーにおいて確保していく

かが重要である。 
 

18 ⑥ 
～ 
⑦ 

○ 従来の「電話」の世界における市場支配的という定義が、このような（上位

レイヤーのような）創成期にある市場において必ずしも適用されるものではな

く、ネットワークレイヤーとは別個の市場として判断すべきである。（株式会

社エヌ・ティ・ティ・ドコモ） 

 

○ 原案の「（略）困難な面がある。ただし、一般にコンテンツ制作者側がコン

テンツプロバイダやネットワーク事業者と比べて相対的に弱い立場にある場合

も実態として相当程度存在すると考えられることから、引き続きその動向を注

視していく必要がある。」という記述を、「困難な面があるため引き続きその

動向を注視していく必要がある。」と修正すべき。 

（理由）電気通信事業における提供義務や接続義務が細かく規制され、またコ

ンピュータＯＳによる市場支配力を有する事業者が他のレイヤにも進出

する現状においては、回線設備を所有していることによる競争優位性は

存在しないにも拘らず、あたかも優位性があるかのような認識に基づい

て規制を検討することを避けて頂きたいと考えます。 

（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社） 
 
○ 「協働型」という、アンバンドルした機能を組み合わせた新たなビジネスモ

デルは、競争事業者だけではなく、ドミナント事業者にも同様な新サービスの

○ 現行法における指定電気通信設備（第一種）制度は、ネ

ットワークレイヤー内における競争環境整備というフレー

ムワークに着目した概念であるが、今後ブロードバンド市

場の健全な発展を促す観点からは、ネットワークレイヤー

が上位レイヤー等において市場支配力を濫用する可能性を

踏まえ、市場支配力の概念の再定義を含め検討していくこ

とが必要であると考える。この際、グループ・ドミナンス

等の概念の導入の是非についても、併せて検討していく必

要がある。 
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提供を可能にするものです。したがって、設備のあるなしにかかわらず、この

新たなサービスに着目して、事業者が、その市場において支配力を持つか否か

を検証することが重要になると考えます。（ケーブル・アンド・ワイヤレス・

アイディーシー株式会社） 
 
○ 今後重要性が高まる課金・認証等の技術をもつプラットフォームレイヤーに

おける市場支配的事業者が他のレイヤーに及ぼす影響も大きいものと理解して

おります。したがって、プラットフォームレイヤーにおける市場支配力の問題

について、動向を注視するとともに、必要に応じて措置すべきと考えます。

（日本テレコム株式会社）  
 

○ ボトルネック概念の変更 

いわゆる「ボトルネック設備」と呼ばれるネットワーク設備ばかりでなく、

上位レイヤのプレイヤーがビジネス展開をする上で必要不可欠な資源、機能も

合わせた「ボトルネック性」の概念に変更すべきである。（社団法人デジタル

メディア協会） 
 

17 ④ ○ 「垂直統合」という言葉の使用について 
本報告書第二章で使用される「単一型垂直統合モデル」と「協働型垂直統合モデ

ル」という用語法は、通常の「垂直統合」という言葉の使われ方からして非常にわかり

づらく、無用の誤解などを招く恐れがあることを指摘したい。明確に「垂直統合構造の

アンバンドル化推進」という表現で目的を掲げるべきであり、そうであるとすれば本報

告書の表現の変更をお願いしたい。 

本意見書では、「単一型垂直統合モデル」→「反競争的垂直統合型モデル」、「協働

型垂直統合モデル」→「オープン型統合ビジネスモデル」などの表現を使用する。 

また、これらを同列に並べて議論することも疑問である。各レイヤのモジュールを再

統合した多様な「オープン型統合ビジネスモデルの登場」のためにこそ「垂直統合構

造のアンバンドル化推進」や「階層化された各レイヤにおける競争促進」が不可欠で

あり、それなくしてダイナミックな再統合モデルの発生などありえないのではないか。

（社団法人デジタルメディア協会） 
 

○ 意見のとおり、「垂直統合」という用語については趣旨

が必ずしも明確でないことから、「レイヤー縦断型のビジ

ネスモデル」の中で、一社単独で事業展開する単一型の

「垂直統合型ビジネスモデル」と、複数の事業者が連携し

て、それぞれが得意とする経営資源を持ち寄り、各パーツ

を組み合わせてオープンなビジネスモデルを形成する「協

働型ビジネスモデル」の２つの類型で構成される旨の用語

の統一を行った(2-1④)。 
また、各レイヤーがアンバンドル化・オープン化される

ことにより「協働型ビジネスモデル」の登場が促進され、

多様な競争軸の登場により市場の活性化と利用者利益の向

上が図られることは指摘の通りと考える。 
 

 
２－２ 市場支配的な事業者による垂直統合型のビジネス展開 
頁 段落 主な意見 研究会の考え方 

２－２－１ 東西ＮＴＴの活用業務認可ガイドラインの整備 
19  ○ 料金支配力等に着目した規制が施されていない状況下においては、東・西Ｎ ○ 東西ＮＴＴの業務範囲拡大の認可については、行政判断
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～

21 

ＴＴが下位レイヤーにおいて支配的立場になることは容易に想像できます。ボ

トルネック設備に限らず､東・西ＮＴＴの上位レイヤー進出を許容すれば、自ら

の利用条件と他上位レイヤー事業者との条件が差別的となり、公正競争が促進

されない可能性が高いと思われます。 
 なお、上位レイヤーへの進出を許容する場合においては､公正競争条件確保の

観点から、東・西ＮＴＴの既存設備について、事前の情報開示等、完全なオー

プン化が大前提になるものと考えます。（エムシーアイ・ワールドコム・ジャ

パン株式会社） 
 
○ 本来であれば、ボトルネック設備を有する市場支配的な事業者である東西 NTT

による垂直統合型のビジネス展開については、活用業務や子会社によるものの

みならず、あらゆる形態において、認められるべきではないものと考えます。 

「協働型」のビジネスモデルの円滑な構築を促進するためには、特定のレイ

ヤーにおけるボトルネックを資本分離によりあらゆる事業者から独立した法人

とした上で、ネットワーク部門とサービス部門の兼業を禁止することにより、

差別的な取り扱い等を行うインセンティブそのものを排除することが必要と考

えます。（ケイディーディーアイ株式会社） 

 

○ 東西ＮＴＴについては、電気通信事業法改正により業務範囲が拡大し､そのボ

トルネック設備をはじめ資金力、ブランド等により垂直統合的な市場支配がな

されるおそれがあります。 
したがって、同社による垂直統合的なビジネスモデル、あるいは子会社等関

係会社を通じたビジネスモデルに関しては、十分実効性ある規制下に置く必要

があると考えます。（中部テレコミュニケーション株式会社） 
 
○ 東西ＮＴＴが上位のレイヤーへ進出する際についても、既に徹底したオープ

ン化（ダークファイバ､ドライカッパー、コロケーション等）によりボトルネッ

ク性は解消されており、現にブロードバンドアクセス市場は激しい競争状態に

あることから、上位レイヤーへの進出について新たな規制を設ける必要はない

と考えます。（日本電信電話株式会社） 
 

○ 本報告書においては、既存事業者による事業の拡大は、その参入した市場に

おいて競争面での問題を必ずしも生ずるものではないと想定しているが、弊社

の見解では、これは誤っているといわざるを得ません。 

 国際的な基準から見れば、東西ＮＴＴがその地域を越えて拡大し、垂直的に

再統合を果たすことを認めることは、それらが参入していった市場において、

きわめて大きな競争上の問題を引き起こす可能性が強いといえます。既存事業

者は、次のような行動に出る可能性が強いと認識されています。 

の客観性・透明性の向上を図るとともに、関係事業者等の

予見可能性を高める観点から、ＮＴＴ法の運用方針がガイ

ドラインとして整備されたところであるが、この中におい

て、東・西ＮＴＴが独占的な地域通信市場における市場支

配力を濫用することにより「電気通信事業の公正な競争の

確保等に支障を及ぼす」ことのないよう、東・西ＮＴＴが

自ら講ずべき公正競争条件として７つのパラメータが明記

されている。行政においては、個別の事案毎に当該ガイド

ラインに沿って同法を厳正に運用していくことが求められ

る。 
 
○ このように、東西ＮＴＴの市場支配力が他のレイヤーに

おいて濫用され、競争阻害事案が発生した後に改善措置を

講じるまでの間の損失を防止するためには、東西ＮＴＴの

上位レイヤーへの進出について事前に一定の公正競争条件

の確保を図ることが必要である。 
 
○ ただし、市場支配的な事業者が垂直統合型ビジネスモデ

ルを展開すること自体は否定されるものではなく、上記の

問題を回避する観点から、市場支配的な事業者が上位レイ

ヤーに進出することを構造的に禁止したり、別会社要件を

課すことは過大な規制であり、一定の公正競争条件を事前

に担保するとともに、当該条件を設けた時点で企図した目

的がその後においても実効的に担保されているかどうかに

ついて、有効競争レビューを定期的に行う中で検証すると

いう市場のモニタリングが重要な政策ツールになるものと

考える。 
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・不合理な直接インプットコストを押し付けることにより、ライバルのコスト

を不公正に吊り上げること。 

・自らの小売ビジネスを利するように競争事業者を差別すること 

・地域網における市場支配力を梃子に、新しいビジネス領域に進出すること 

こうした垂直統合に伴う問題点に対する適切な規制措置がとられない限り、

既存事業者は、進出するすべての市場において独占的な立場を築くことになる

と懸念されます。日本は、かつて既存事業者を地域会社に機構分割した際に防

止しようとした問題点を、再び市場に持ち込まないようにしなければなりませ

ん。一度弊害がもたらされると、それを「もとにもどす」ことは不可能であり

ます。したがって、弊害がもたらされる前に予防することに着眼しなければな

りません。 

（ボーダフォングループＰｌｃ） 

 

○ ガイドラインは垂直統合がもたらしうる問題点を認識しているが、それに対

して、国際的なベスト・プラクティスに沿った形で最も効果的に対処している

とはいえません。特に、次の諸点が指摘されると考えます。 

・ガイドラインは、既存事業者の事業拡張の過程で生じるであろう競争面での

問題点のいくつかは扱っているものの、全てを扱っているではない。 

・ガイドラインは、既存事業者に対する制約として機能するに足るほどのレベ

ルで、詳細な規定を設けているわけではない。 

・ガイドラインは、既存事業者が、現在の市場での支配的な地位を梃子にして

あたらしい市場での競争を阻害すべく、こうした「ギャップ」を活用する余

地を残している。 

 弊社は、こうした問題点については、次のように対処すべきものと考えま

す。 

・既存事業者に対しては、新たな市場に参入することを許す前に、その地域市

場を開放して競争を促すよう要求すべきである。そのため、ＦＣＣの「14 

Point Competitive Checklist」に似た、地域サービス市場における有効な競

争を決めるためのルールを、はっきりと定める必要があろう。地域市場が真

に開放され、差別や関係企業への支援に対する競争面での制約が確立されな

い限り、既存事業者が地域市場での独占を維持したまま、新しいビジネス領

域に参入することを許すことは、その独占的支配力を利用するインセンティ

ブを増す結果になるものと考える。 

・既存事業者の地域ネットワーク及びビジネスを、機構的にもその他のビジネ

スから切り離すべきである。国際的な経験に照らせば、機構的に分離するこ

とが、垂直統合を行う既存事業者から、反競争的に行動するインセンティブ

と能力を奪う唯一の効果的な途である。機構的な分離は、現在、他の公益事
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業（たとえば電気・ガス）の分野において最も好まれる対応策となってい

る。そしてこのような公益事業は、経済的に見れば、電気通信市場と似かよ

った性格を有している。 

（ボーダフォングループＰｌｃ） 

 

○ 仮に機構的措置が採用されない場合には、弊社の考えでは、既存事業者に対

して、より重い「リングフェンシング」の義務を負わせるべきであります。既

存事業者が現在負う卸事業と小売事業の間の「ファイアウォール」ないし「リ

ングフェンシング」の義務は、不十分であり、国際的なベスト・プラクティス

が要求する水準をかなり下回ります。他国についてみれば、垂直統合を行った

既存事業者に対する規制における現実の経験、及び、最近発展してきたネット

ワーク経済の知識の充実に伴い、各国の規制当局が有するリングフェンシング

に関するルールは、より進歩してきています。日本としても、こうした国際的

な経験を利用すべきであり、そのため、Attachment VI に示された国際的ベス

ト・プラクティスを全面的に実施すべきものと考えます。（ボーダフォングル

ープＰｌｃ） 
 
○ 草案では、「東西ＮＴＴが上位レイヤーに進出する場合の公正競争条件の確

保」について、現行制度に基づいて考え方を整理しているが、これに対し、経

団連の第二次提言では、現行制度を前提とせずに、「通信市場において市場支

配力を有する事業者がその支配力を梃子に隣接・関連市場に進出する場合､当該

市場における公正な競争を歪めるとともに、通信市場における支配力を強める

ことになる惧れがあり、この観点からも市場支配力を有する事業者に対する競

争ルールの策定が求められている」として、改革の方向性を示している。その

上で、支配的事業者が不可欠な機能を他事業者に提供する部門と利用者に通信

サービスを提供する部門を併せ持つ場合には、①両部門を機能的に分離するこ

と､②機能分離を行わない場合は、支配的事業者の支配力が進出先市場に及ばな

いよう、完全分離子会社による進出を要件とすること、さらには、③情報コン

テンツ等の市場における公正な競争の確保にあたっては、独禁法による事後規

制を厳正に執行すること、を求めているところである。（社団法人経済団体連

合会） 
 

19

～

21 

① 
～ 
⑥ 

○ サービス開発インセンティブを確保でき、競争に対応し多様なユーザニーズ

に積極的に応えるとともに、機動的な事業活動により収益基盤を拡充できるよ

う、ガイドライン運用にあたっては、可能な限り弾力的な取扱がなされ速やか

に認可されるよう強く要望します。（西日本電信電話株式会社、東日本電信電

話株式会社） 
 

○ 当該ガイドラインの運用にあたっては、法の趣旨に則

り、公正競争環境の確保の観点から、厳正かつ中立的な運

用がなされることが必要であると考える。 
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21 ⑦ 
～ 
⑨ 

○ ブロードバンドコンテンツのうち、動画については、「放送」が主たるデリ

バリーチャネルになり得ますが、データ、音声データ、対戦型ゲームなどにつ

いては、「高速アクセス回線」が主たるデリバリーチャネルになり得ると考え

ます。 
よって、「高速アクセス回線」のボトルネック設備を有する東西ＮＴＴ殿が

上位レイヤーに進出した場合、デリバリーチャネルを支配するおそれは少ない

とは言えず､東西ＮＴＴ殿が上位レイヤーに進出することについては、特に市場

支配力の行使の可能性について、十分な検討が必要と考えます。（東京通信ネ

ットワーク株式会社） 
 
○ 東・西ＮＴＴがコンテンツ配信等の上位レイヤーに進出した場合で、放送業

への進出ができない場合でも、コンテンツのデリバリーチャネル自体が放送分

野から他の分野へ移行することも考えられるため、必ずしも市場支配力を濫用

するおそれは少なくないと考えております。仮に､主要なデリバリーチャネルが

通信分野に構築された場合、東西ＮＴＴが圧倒的な市場支配力を行使する結果

となるおそれも十分あるため、上位レイヤーへの進出について、慎重な対応が

必要と考えます。 
（エムシーアイ・ワールドコム・ジャパン株式会社） 

 

○ 「このため、一定の公正競争条件が担保されることを前提として、東西ＮＴ

Ｔがコンテンツ配信等の上位レイヤーに進出するとしても、放送業への進出が

できない限り、コンテンツのデリバリーチャネルを支配し、市場支配力を濫用

するおそれは少ないと考えられるため、こうした上位レイヤーへの進出は一概

に否定されるものではないと考えられる。」との記述に対し、 
東西ＮＴＴが進出できないとされる「放送業」は、放送法に基づく放送事業

であると理解しており、現段階において「放送」と位置付けられていないイン

ターネットにおける不特定多数へのコンテンツ配信が規制されているものでは

ないと考えます。この状況のもとでは、中間報告草案のように、「放送業への

進出ができない限り、コンテンツのデリバリーチャネルを支配し、市場支配力

を濫用するおそれは少ない」とは言えず、一定の公正競争条件が満足されない

限り東西ＮＴＴの上位レイヤーへの進出を認めるべきではないと考えます。 

また、コンテンツ配信事業は、高速なアクセス回線の利用が必要であり、光

ファイバ回線においてもドミナント性を有する東西ＮＴＴの市場支配力の影響

は大きいものと考えます。（日本テレコム株式会社） 

 

○ 通信と放送が融合しつつある現状においては、通信市場と放送市場を分離し

て議論することは適当ではないと考えます。 

 例えば、 

○ 現時点において、コンテンツのデリバリーチャネルとし

て通信系のブロードバンドネットワークと放送系のネット

ワークの２つが主たるチャネルとなっている。この点、東

西ＮＴＴは放送分野に進出することは法制上不可能である

という事は事実であり、デリバリーチャネルをすべて支配

するという事態が発生しているものとは考えられない。し

かし、多数の事業者の提示した意見にあるように、ブロー

ドバンドコンテンツのデリバリーチャネルとして放送系以

外、すなわち通信系のブロードバンドネットワークについ

てはボトルネック設備を有している東西ＮＴＴに依存すべ

き部分があるのも事実であり、本中間報告では、「多様な

コンテンツが放送以外のブロードバンドネットワークを介

して配信される状況が一般的となった段階では、改めて東

西ＮＴＴのネットワークレイヤーにおける市場支配力との

連関性について検証する必要が生じてくるものと考えられ

る」(2-2-1⑩)旨の記述を追加した。 
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(1)東西 NTT が保有するボトルネック設備を活用した、現在の放送を代替できる

「通信」サービスの提供の技術的可能性 

(2)現在の放送のような動画像の単純な配信だけでなく、通信の双方向性等を利

用した新たなコンテンツ配信サービス等が出現、普及する可能性 

等を勘案し、東西 NTT が通信市場における市場支配力を放送を含む情報通信市

場において濫用することを防止する施策を検討する必要があると考えます。

（ケイディーディーアイ株式会社） 
 
○ 東西ＮＴＴに関する記述では、ＮＴＴ法の考えに基づき、「このため、一定

の公正競争条件が担保されることを前提として、東西 NTT がコンテンツ配信等

の上位レイヤに進出するとしても、放送業への進出ができない限り、コンテン

ツのデリバリーチャネルを支配し、市場支配力を濫用するおそれは少ないと考

えられるため、こうした上位レイヤへの進出は一概に否定されるものではない

と考えられる。」とあるが、あまりに短絡的な議論ではないか。 

上位レイヤからの視点で見ると、ブロードバンド時代においては、ポータル

サイトの独占的なメニュー運営の実行だけで相当な支配力があり、現に、L モ

ードの件に関しては反競争的垂直統合モデルが形成されている可能性が高く、

ISP、ポータルレイヤの公正競争環境、コンテンツレイヤの公正競争環境に問題

が発生しているのではないか。（社団法人デジタルメディア協会） 
２－２－２ 東西ＮＴＴの子会社等による上位レイヤーへの進出 

22

～

23 

 ○ 東・西ＮＴＴが子会社によりコンテンツ配信等の上位レイヤーに進出した場

合で、公正競争上の問題が生じていることが判明した場合､特定関係事業者の適

用範囲拡大を含む是正措置の検討が必要となる旨が記述されておりますが､事後

の検討では対応が間に合わないことは明白です。現時点で通信事業において圧

倒的な市場支配力を有する事業者が、上位レイヤー等での反競争的事象発覚、

対策検討及び対策実施の過程に要する時間内で、上位レイヤーで市場支配力を

有するまでに影響度を拡大することは、全く困難なことではないと考えます。 
  想定される問題を未然に防ぐことが、公正競争条件の確保及び市場育成に大

きく寄与するものと考えます。子会社による利用予定の有無に関わらず、子会

社が使用可能となる東・西ＮＴＴの全設備について事前に条件を開示する等、

使用可能設備の完全オープン化を東・西ＮＴＴに義務付けることを希望しま

す。（エムシーアイ・ワールドコム・ジャパン株式会社） 
 

○ 市場支配的な事業者の子会社が上位レイヤーに進出する場合、市場支配的な

電気通信事業とのセット割引き等、公正競争を阻害する恐れがあると考えま

す。 

 報告書草案に述べられているとおり、当該子会社が、電気通信事業者でない

○ 東西ＮＴＴの子会社等による上位レイヤーへの進出につ

いては、昭和６０年のＮＴＴ民営化により制度的に投資は

原則自由とされたところであり、一部意見にあるように、

子会社等の設立を一概に禁止することは適当ではない。ま

た、子会社等の形態は、東西ＮＴＴと構造的に分離されて

いることからも、競争政策上、子会社等の形態が直ちに問

題であると結論づけることはできないものと考える。しか

し、多数の意見が指摘しているように、東西ＮＴＴとその

子会社等が一体的行動をとることにより、結果として東西

ＮＴＴの市場支配力が上位レイヤーにおいて濫用される可

能性も否定できないところであり、既に草案で提示した特

定関係事業者の適用範囲の拡大に加え、本中間報告ではグ

ループ・ドミナンスの概念の導入の是非についても必要に

応じて検討していく必要がある旨記述を追加した。すなわ

ち、「ＮＴＴ持株及び東西ＮＴＴの子会社等については、

その実態を十分検証した上で、構造的に公正競争上の問題

が生じていることが判明した又はその懸念が大きい場合に
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場合においては、非対称規制による特定関係事業者として指定できないことか

ら、早急に電気通信事業者以外の子会社についても、特定関係事業者の対象と

なり得るような措置を講じていただきたいと考えます。 

 なお、新たな是正措置の適用範囲（具体的には出資比率等）を検討する際

は、市場支配的事業者の１００％出資と限定することなく、ご検討いただきた

いと考えます。（株式会社パワードコム） 
 

○ 東西 NTT が出資子会社等を、出資比率、取引関係、役員等の兼任・出向等に

より実質的に支配している場合、当該出資子会社は実質的に東西 NTT と同一に

みなされるべきであり、東西 NTT と出資子会社等が組織として分離されている

ことをもって、子会社等の形態による上位レイヤーへの進出が公正競争を損な

わない論拠とすることは適当でないと考えます。 

当該子会社に対する東西 NTT の実質的な支配は、資本関係が存在する限り払

拭されるものではないと考えておりますが、仮に、東西 NTT が子会社等により

他のレイヤーに進出するにあたっては、少なくとも東西 NTT と出資子会社等と

の間の取引条件を例外なく開示する等の措置が必要と考えます。（ケイディー

ディーアイ株式会社） 
 
○「・・・当該制度を有効に機能させることにより、公正競争条件を担保するこ

とが制度的に可能であると考えられる。」との記述に対し､ 

東西 NTT と出資子会社等との間で資本関係が存在する限り、「改正事業法」

における「非対称規制」によっても、東西 NTT が当該子会社を優先的に扱うイ

ンセンティブが 100％払拭されるとは考えられません。 

したがって、長期的には、東西 NTT（加入者回線卸部門）の資本分離も視野

に入れた制度設計を検討する必要があると考えます。（ケイディーディーアイ

株式会社） 
 

○ 子会社を設立したからといって、全ての両者の関係が透明になり、公正競争

が確保されるというわけではありません。子会社を内包したグループドミナン

スという考え方や、隣接市場に対する独占事業者の影響力などは、既に欧州に

おいても議論されているところであり､独占事業者の行動は、子会社を通してい

ても公正競争を維持するため、監視が必要です。 
「協働型」という、アンバンドルした機能を組み合わせた新たなビジネスモ

デルは、競争事業者だけではなく、ドミナント事業者にも同様な新サービスの

提供を可能にするものです。したがって、設備のあるなしにかかわらず、この

新たなサービスに着目して、事業者が、その市場において支配力を持つか否か

を検証することが重要になると考えます。【注：この段落再掲】 
 また、この考え方によれば､出資比率の多少にかかわらずドミナントの影響力

は、特定関係事業者の対象たり得る者の適用範囲の拡大を

含む新たな是正措置を講じることや、例えばグループ・ド

ミナンスの概念の導入の是非についても、諸外国の状況等

を勘案しつつ、必要に応じて検討していく必要がある。」

(2-2-2⑤)とした。 
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が検証されねばなりません。したがって、子会社による進出は１００％出資で

なくとも公正競争の検証が必要です。（ケーブル・アンド・ワイヤレス アイ

ディーシー株式会社） 
 
○ 東西ＮＴＴについては、電気通信事業法改正により業務範囲が拡大し､そのボ

トルネック設備をはじめ資金力、ブランド等により垂直統合的な市場支配がな

されるおそれがあります。 
したがって、同社による垂直統合的なビジネスモデル、あるいは子会社等関

係会社を通じたビジネスモデルに関しては、十分実効性ある規制下に置く必要

があると考えます。【注：ここまで再掲】 
特に東西ＮＴＴ及び持株会社の子会社等関係会社の事業活動に関しては、１

００％子会社によるビジネスモデルではその実態を検証するまでもなく東西Ｎ

ＴＴ本体と同様の規制下に置くべきであり､また、１００％子会社でなくともグ

ループ企業による間接出資等によって、事実上東西ＮＴＴ及び持株会社が支配

力を有する関係会社を通じて上位レイヤーに進出する場合についても、公正競

争上の問題が生じることのないよう防止措置を講じる必要があると考えます。

さらに、特定関係事業者については電気通信事業者に限定することなくその対

象範囲を拡大しなければ、公正な競争実現のための実効性のある規制とはなり

得ないと考えます。（中部テレコミュニケーション株式会社） 
 
○ ＮＴＴ持株会社殿及び東西ＮＴＴ殿の子会社等（以下「子会社等」）につい

て実態を検証することに賛成いたします。なお、その対象とする子会社等の範

囲については、１００％出資の子会社に限定すべきではなく､市場の実態やボト

ルネック設備との関連性も含めて判断すべきと考えます。 
  また、特定関係事業者の適用範囲の拡大を検討することについて賛同いたし

ます。（東京通信ネットワーク株式会社） 
 

○「したがって、少なくともＮＴＴ持株及び東西ＮＴＴの１００％出資の子会社

等については、その実態を十分検証した上で、構造的に公正競争上の問題が生

じていることが判明した場合には、特定関係事業者の対象たり得る者の適用範

囲の拡大を含む新たな是正措置を講じることについて検討する必要が出てくる

ものと考えられる。」との記述に対し､ 
 ＮＴＴ持株及びＮＴＴ東西の子会社を通じた上位レイヤーの進出について、

「１００％出資の子会社」についてのみ構造的な問題が発生するものではな

く、中間報告草案のように「１００％出資の子会社」に限定して考えることは

不適切であると考えます。したがって、ＮＴＴ持株及び東西ＮＴＴの実質的な

支配及び連結決算対象会社についても、実態を十分調査の上、必要があれば是

正措置が必要であると考えます。 
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また、ＩＴ市場は市場の変化が急速であり、問題が判明した際に「是正措置

の検討」に長い時間を費やした場合には措置が時期を失することが十分想定さ

れます。したがって、「構造的に公正競争上の問題が生じていることが判明し

た場合には、新たな是正措置を講じる」と明確に位置付けていただきたいと考

えます。 

  さらに、「公正競争上の問題が生じている」ような事象が発生しないよう常

時監視し、必要に応じて是正措置を実施すべきと考えます。（日本テレコム株

式会社） 
 
○ 東西ＮＴＴの子会社等による上位レイヤーへの事業展開については、草案に

おいて、一概に公正競争を損なうものでないとされていますが、今後とも公正

競争上の問題が生じることはないと考えます。（日本電信電話株式会社） 
 
○ 出資活動は経営の裁量とする民営化国会議論を踏まえ、経営効率化等の観点

から自主的にグループ事業化を推進してきたところでありますが、ＮＴＴ東西

本体とその出資子会社による事業展開については、そもそも組織や会計が分離

されて行われているものであり、さらに、競争促進に関するガイドライン等に

おいて、自己の関係事業者以外の不当な取引拒絶等が実質上禁止されているよ

うに、構造上､公正競争上の問題が生じ得ない状況にあります。 
   そのような状況の中で、各社の自主的な経営判断に委ねられるべき子会社

運営に関して更なる規制を設けることは、子会社等を通じた経営効率化やブロ

ードバンドビジネスの事業発展に対する阻害要因となりかねず不適当であると

考えます。（西日本電信電話株式会社、東日本電信電話株式会社） 
 
○ 子会社によるインターネット分野等上位レイヤーの新規分野への進出につい

ては、今後も各社の自主的経営判断に委ねられるべきであり、子会社の業務範

囲に関する規制強化は民営化の国会議論に悖り、極めて問題であると考えま

す。（東日本電信電話株式会社） 
 
○ 草案では､「東西ＮＴＴの子会社等による上位レイヤーへの進出」について、

現行制度に基づいて考え方を整理するとともに、「少なくともＮＴＴ持株及び

東西ＮＴＴの１００％出資の子会社等については、（中略）特定関係事業者の

対象たり得る者の適用範囲の拡大を含む新たな是正措置を講じることについて

検討する必要が出てくるものと考えられる」とされている。 
  これに対し、経団連の第二次提言では、現行制度を前提とせずに、「通信市

場において市場支配力を有する事業者がその支配力を梃子に隣接・関連市場に

進出する場合､当該市場における公正な競争を歪めるとともに、通信市場におけ

る支配力を強めることになる惧れがあり、この観点からも市場支配力を有する
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事業者に対する競争ルールの策定が求められている」として、改革の方向性を

示している。その上で、支配的事業者が不可欠な機能を他事業者に提供する部

門と利用者に通信サービスを提供する部門を併せ持つ場合には、①両部門を機

能的に分離すること､②機能分離を行わない場合は、支配的事業者の支配力が進

出先市場に及ばないよう、完全分離子会社による進出を要件とすること、さら

には、③情報コンテンツ等の市場における公正な競争の確保にあたっては、独

禁法による事後規制を厳正に執行すること、を求めているところである。（社

団法人経済団体連合会）【「これに対し、～」以下は、2-2-1 ③に対する意見の
再掲】 
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⑤ ○ 確かに、制度上は禁止行為が規定され、是正措置を執ることができるように
なりましたが、これらの禁止行為に該当する行為をどのように発見するかが問

題となります。ドミナント事業者の行動を監視する仕組みの構築について、早

急に検討すべきと考えます。（ケーブル・アンド・ワイヤレス アイディーシ

ー株式会社） 
 

○ 構造的な公正競争上の問題の発生を防止することも重要と思われ、子会社等

の実態の検証を、継続的に行うべきと考えます。１項に述べている「市場の競

争状態の定期的レビュー」を実施し、そのレビューに子会社等の関連項目を含

めることで、継続的な検証が可能になると考えます。（東京通信ネットワーク

株式会社） 
 

○ 100%子会社に限らず、NTT 持株及び東西 NTT が実質的に支配する子会社につい

ては、全て検証の対象とすることが適当と考えます。（ケイディーディーアイ

株式会社） 

 

○ 内部相互補助の是非について 

・ 独占的業務から競争的業務への内部相互補助はガイドラインでも禁止され

ていますが、その証拠を明確に証明することは大変難しいと思われます。例

えばセット割引の対象に独占的業務が含まれていなかったとしても、電気通

信事業の会計のように直課できる費用がほとんどない場合は分計して便宜上

各サービスの収支を計算しているため、内部相互補助を明確に判断すること

ができません。 

・ 内部相互補助を禁止するのであれば、その手段の確立が必要と考えます。

（イー・アクセス株式会社） 

○ 市場のモニタリングの手法については、本中間報告で提

示している有効競争レビューを活用していくことが基本と

考えるが、現行法の枠組みにおける報告義務や意見申出制

度等を活用した是正措置の発動も考えられる。この点、関

係事業者の側においても積極的に意見申出制度の活用等を

図ることが期待される。この際、当該申出者の側にどの程

度の立証責任が課されるべきかという問題があるが、当該

制度が濫用される場合には申立てを受けた側に過大な負担

を課すことになることも懸念される。したがって、諸外国

の事例等も参考にしつつ、意見申出制度の運用方法につい

ても更に検討を深めていくことが適当であると考える。 
 

 

 

 

 

○ 意見で提示された内部相互補助の問題を踏まえ、「東西

ＮＴＴについては、「活用業務認可ガイドライン」のパラ

メータの一つとして、不当な内部相互補助の防止（例えば

会計分離の実施）が求められる。この際、電気通信事業は

その事業特性として、直課できる費用が限られており、コ

ストドライバの設定方法如何によっては十分な検証が行え

ない可能性も否定できない。このため、内部相互補助防止

に係る検証方法についても、市場モニタリング機能の有効

性を確保する観点から検討していく必要がある。」(2-2-2
⑥脚注 15)とした。 
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２－３ その他の固定系事業者による垂直統合型のビジネス展開 
頁 段落 主な意見 研究会の考え方 

23 

～ 

24 

① 
～ 
② 

○ インフラを保有している一種事業者とそれ以外の事業者（二種事業者、コン

テンツプロバイダ等）とを区別して検証することについては、 

(1)事業者による設備投資意欲の減退を招く恐れがあること 

(2)回線調達の方法の多様化が進展しつつあること 

(3)一種・二種の事業区分の境界が曖昧になりつつあり、本研究会でも見直しを

検討していること 

等から、現時点において、インフラの有無に着目した非対称規制の導入を前提

として議論を行うことは、適当でないと考えます。（ケイディーディーアイ株

式会社） 
 
○ ドミナントでない事業者には、基本的にはどのような規制も必要ないと考え

ます。ただし、この「ドミナント」は、設備ベースではなく、サービスに着目

し､市場支配力が認められた場合のドミナント事業者のことを意味します。（ケ

ーブル・アンド・ワイヤレス アイディーシー株式会社）  
 
○ 支配的でない一種事業者については、本報告書にも記載されているとおり、

これに追加的な規制をなすことは非対称規制の考え方に逆行するものであり、

会計分離等の規制を新たに追加する必要はないと考えます。（中部テレコミュ

ニケーション株式会社） 
 

○ 現状、ボトルネック設備を保有しない一種事業者は競争状態にあるため、二

種事業者がこれら一種事業者からインフラ調達する場合は、多様な選択を取り

得ることが可能であると考えます。 

  したがって、ボトルネック設備を保有しない一種事業者のインフラ提供につ

いては、競合インフラ事業者に対抗するために、より低廉な役務提供を行うと

いう競争市場となっており、会計分離等の規制を新たに追加する必要は無いと

考えます。（株式会社パワードコム） 
 
○ 弊社としては、市場支配的でない固定系事業者及び移動系通信事業者が保有

する設備に対する規制には、反対致します。 
 国際的には、新規参入者の設備については、次のような明白なコンセンサス

があります。 

・新規参入者が相当のマーケットパワーを有し、価格または供給をコントロー

ルできる場合（こうしたケースは考えにくいが）を除いては、そうした規制

は許されない。 

○ ネットワークインフラを保有している事業者とそれ以外

の事業者については、特にネットワーク事業者が垂直統合

型ビジネスモデルを展開する場合、上位レイヤーにおいて

インフラを保有しない二種事業者との間の競争条件の同等

性の観点からの議論が存在する。他方、ネットワーク事業

者のレイヤー縦断型のビジネスモデルが複数存在し、競争

市場の中で相互に代替的であるならば、ネットワークを保

有していることをもって直ちに二種事業者との間で公正競

争条件が損なわれる可能性があると結論づけることは困難

であると考える。このため、市場支配的でないネットワー

ク事業者のレイヤー縦断型のビジネスモデルについては、

競争政策上の問題が発生した場合には個別にこれに対処し

ていくという基本的考え方を本中間報告においても維持し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 



 28

・新規参入者には、他の事業者と相互接続し、自己のネットワークの顧客が他

のネットワークの顧客とコンタクトできるようにするとともに、受信収入を

あげたいという強いビジネス上のインセンティブがあるため、そのような規

制は不要である。 
・そのような規制は、更なる投資のインセンティブを無くし、新規参入者にと

ってのリスクを高めるため、競争を阻害する。 
・そのような規制は、他国においても常に拒否されてきた。 
（ボーダフォングループＰｌｃ）  
 

23 

～ 

24 

①

～ 
② 

○ 既存一種事業者のネットワークサービスの発展を目指す観点からは、再販制

度の導入は、海外の例を見るまでもなく重要なポイントである。 

再販制度を機能させることが市場原理による企業活動を活性化させる原動力

の一助であると考えられる。再販制度を機能させるためには、まさに卸部門と

小売部門の会計分離が必要であり、多くの二種事業者が、自己判断により、全

ての一種事業者の卸部門からサービスを選択し、仕入れることが容易となる。 

競争ルール上も、全ての一種事業者の会計分離は、再販制度における透明性

や公平性の観点からも重要であることは言うまでもない。（社団法人テレコム

サービス協会） 
 

○ すべての一種事業者の卸部門と小売部門の会計分離を義

務づけるということは、いわば非対称規制において指定電

気通信設備を保有している市場支配的な事業者である東西

ＮＴＴに適用されている接続会計類似の制度を全一種事業

者に義務づけることを意味する。しかし、ネットワーク事

業者のレイヤー縦断型のビジネスモデルが複数存在し、競

争市場の中で相互に代替的であるならば、ネットワークを

保有していることをもって直ちに二種事業者との間で公正

競争条件が損なわれる可能性があると結論づけることは困

難であると考える。このため、市場支配的でないネットワ

ーク事業者のレイヤー縦断型のビジネスモデルについて

は、競争政策上の問題が発生した場合には個別にこれに対

処していくという基本的考え方を本中間報告においても維

持している。 

 

○ なお、第４章において事業区分見直しの一つの選択肢と

して提示している卸部門と小売部門に事業区分を整理する

方法について、現行の一種事業者は両部門を兼業している

ことから会計分離の是非が改めて問題となるが、この点、

「現行の一種事業者全体について会計分離を求めることは

過度の負担となる考え方がある一方、サービス部門におけ

る公正競争条件の整備という観点からは、こうした会計分

離が解決策になるという考え方もあり得るところであり、

その取扱いについては引続き慎重に検討していく必要があ

る。」(4-2-2③)旨記述している。 
 

24 ② 
 

○ ボトルネック設備を保有しない一種事業者が二種事業者に対し提供する料金

については、複数の事業者による競争によって低廉化が図られていくものと考

えております。したがって、ボトルネック設備を保有しない一種事業者が垂直

○ 意見のとおり、ボトルネック設備を保有しないネットワ

ーク事業者がレイヤー縦断型のビジネスモデルを展開する

ことが直ちに二種事業者との間で不当な差別的取扱いに該
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統合型ビジネスを図ることが直ちに、二種事業者との間で不当な取扱いが行な

われる事態を招くものではなく、上記中間報告草案にて述べられる「不当な差

別的取扱い」については、限定的に解釈されるべき（安易に拡大されるべきで

ない）と考えます。(日本テレコム株式会社) 

 

当するものではない。また、市場支配的な事業者の場合、

他事業者に対する厳正な同等性の確保が求められるという

点もまた事実であるが、市場支配的でない事業者による不

当な差別的取扱いの判定は個々の事例に基づいてなされる

べきものであり、一概に「限定的に解釈する」とすること

もまた必ずしも適当ではないと考える。 
 

 
２－４ 移動系通信事業者による垂直統合型のビジネス展開 
頁 段落 主な意見 研究会の考え方 

24 ③ ○  通常は、上位レイヤー市場は創成期にあり、創業者リスクを負いつつ事業展
開することから、最初から「協働型」で実施できるものとは限らない。加え

て、事業が成功した場合には、一定の創業者利益を認めることが、このような

分野の市場の発展・活性化や取り組み意欲の向上につながることをふまえる

と、「協働型」への移行にタイムラグがあることは容認されるべきものと考え

る。このような観点から移動体通信事業者についても、ｉモード等のプラット

フォームのオープン化を自主施策として実施予定としており、今後「協働型」

へ移行する予定である。（株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ） 
 
○ 移動体事業は電波の有限性のもとにその事業者が限られてきました。しかし

ながら、技術の進展により、さまざまな形態の事業が可能となり、単一型でな

ければならない意味合いは薄れてきました。したがって、ここで述べられてい

るように、協働型のビジネスを可能とすることにより、移動体事業の活性化を

促すことについて賛同します。（ケーブル・アンド・ワイヤレス アイディー

シー株式会社）  
 
○ 弊社としては、市場支配的でない固定系事業者及び移動系通信事業者が保有

する設備に対する規制には、反対致します。 
 国際的には、新規参入者の設備については、次のような明白なコンセンサス

があります。 

・新規参入者が相当のマーケットパワーを有し、価格または供給をコントロー

ルできる場合（こうしたケースは考えにくいが）を除いては、そうした規制

は許されない。 
・新規参入者には、他の事業者と相互接続し、自己のネットワークの顧客が他

のネットワークの顧客とコンタクトできるようにするとともに、受信収入を

あげたいという強いビジネス上のインセンティブがあるため、そのような規

制は不要である。 

○ 本中間報告では、移動系通信事業者による垂直統合型ビ

ジネスモデルについて一定の評価をした上で、当該ビジネ

スモデル自体を否定するのではなく、当該モデルとは別の

形態である協働型ビジネスモデルの登場を促すことによ

り、周波数の制約から事業者数が限定されている市場にお

いて更なる競争促進を図ることが必要であるとの認識を示

しているものである。 
 
○ この際、垂直統合型ビジネスモデルについては、各レイ

ヤー間のインターフェースのオープン化が必要であり、現

在、各事業者が実施しているオープン化措置について期待

するとともに、その実効性を注視していく必要がある点を

指摘している。なお、上記のオープン化措置については単

に当該措置を講じたということにとどまらず、当該措置が

真に実効性があるものかどうか（例えば、他事業者の接続

申請から実際の接続までに要する期間、コスト負担の在り

方等）について具体的な検証を行う必要があるものと考え

る。 
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・そのような規制は、更なる投資のインセンティブを無くし、新規参入者にと

ってのリスクを高めるため、競争を阻害する。 
・そのような規制は、他国においても常に拒否されてきた。 
（ボーダフォングループＰｌｃ）  
 

○ 移動体通信事業分野においては、固定通信事業の分野とは違った特殊性を持

っており、現時点での利用者への普及、将来の発展性などを考慮すると、非常

に重要な分野であると考えられることから、以下のような意見を述べる。 

・周波数が有限であること 

・ネットワークレイヤと端末レイヤがバンドルされていること 

・他のレイヤも含めて移動体通信事業者による垂直統合構造であること 

・高機能ネットワークの先例 

以上のように、移動体通信分野は、固定通信分野とは違った特殊性を持ってい

ることを指摘する。このことを考慮して固定通信分野とは区別した検討、対応

を行う必要がある。 

また、移動体通信は、加入者数において既に固定通信を上回っており、音声

通話サービスにおいても、固定通信に代わって主力となるのではないかとの予

想もある。今後の発展、わが国の競争力といった観点からも非常に重要な分野

であることを指摘する。 

しかし、このような重要性を持っているにもかかわらず、本報告書では移動

体通信分野に対する考察が少ないのではないか。現在の電気通信事業法におい

ても、ほぼ固定通信分野を中心として記述されているが、これは将来のみなら

ず、現時点の電気通信分野の実情にも合致していないのではないか。 

移動体通信分野の特殊性と重要性を充分考慮した上で、競争環境整備に対す

る議論、及び制度改正に向けた議論を行うべきである。（社団法人デジタルメ

ディア協会） 
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３ 各レイヤーにおける競争環境整備の在り方 

３－１ ネットワークレイヤーにおける競争環境整備の在り方 
頁 段落 主な意見 研究会の考え方 

３－１－１ 加入者系ネットワークの多様化の推進 

27 ② (1) 無線系アクセス網の多様化 

○ 無線ＬＡＮについては、現在、法的な位置付けを含めた事業規制の内容が不明確である

と認識しております。したがって、無線ＬＡＮの事業化についての規制及び考え方を明

示して、事業化の推進及び事後的な規制が課された場合の市場の混乱防止を図るべきと

考えます。（日本テレコム株式会社） 
 
○ 弊社の考えでは、無線系アクセス網のサービスの多様化を促進するために、規制による

介入が許される、あるいは必要であることを示す事情はありません。 

無線アクセス網に関する規制による介入は、市場支配的なモバイル事業者による支配

力の濫用（例えば、顧客を「囲い込み（lock in）」、排他的な行為を助長するような基

準やプラットフォームを自ら作るなどの行為）を防止するためのものに限るべきです。

それ以上の介入は、決定的な時点で、投資の抑圧、技術革新の停滞、市場の歪みを招来

する危険性をはらむと考えます。（ボーダフォングループ Plc） 
 

 

○ 2.4ＧHz 帯を使用する移動体識別用の特定小電

力無線局（いわゆる無線ＬＡＮ）については、電

波法においては免許を要しない無線局とされてい

る一方、電気通信事業法においては、これを利用

して電気通信役務を提供する場合には電気通信事

業に該当するものである。 

 

○ なお、本中間報告においては、無線系アクセス

システムについて、特に競争促進の観点から規制

を設けることは想定しておらず、各事業者の創意

工夫により多様なビジネスモデルが展開されるこ

とを期待する立場である。 

 

28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 固定系アクセス網の多様化 

○ 電力線搬送通信に関する２～３０MHｚ帯の使用および欧米並みの電界強度の規制緩和に

ついては、HomePlug の規格を想定した公開実験の結果、既存の通信に影響するおそれが

強いことが明確であるため電力線搬送通信の規制緩和およびわが国での利用には強く反

対します。 

(エレクトロデザイン株式会社、個人３４名) 

 

○ 電力線搬送通信については、実験段階にあるものであって、実用化時期は未定であり、

これをもってボトルネック設備を保有しているとみなすことは適当でないと考えます。

（東京電力株式会社） 

  

 

 

 

 

○ ＢＬＥＣは、ビル内の電気通信設備を独占している結果、当該ビルのテナントが利用す

る通信事業者を自由に選択することを制限する事となります。この点において、東西ＮＴ

 

○ 電力線搬送通信設備に使用する周波数帯域の拡

大については、「放送その他の無線業務への影響

について調査を行い、その帯域の利用の可能性に

ついて検討し、2002 年度までに結論を得る」こ

ととされている。（「規制改革推進３ヵ年計画」

（平成 13 年 3 月 30 日閣議決定））その際には、

既存の無線通信に妨害を与えないことがあくまで

も前提である。 

また、電力線搬送通信が電気通信市場における

公正競争条件に与える影響については、実用化の

段階で競争状況を見つつ判断すべき検討課題であ

り、当該趣旨に鑑み、本中間報告では電力線搬送

通信に関する記述をひとまず削除した。 

 

○ ＢＬＥＣについての評価については、構内無線

系システムとの競合の可能性等も含め、今後の動



 32

Ｔの加入者回線と同様、ボトルネック性は極めて高く、ビルテナントが自由に通信事業者

を選択できるような措置を講ずることが必要であると考えます。（日本テレコム株式会

社） 
 
○ 固定系の新しいアクセス技術の開発についても、不介入の一般原則は当てはまるべきも

のと考えます。しかしながら、市場支配の問題は、固定アクセス市場において、より深刻

な意味を有します。それは、既存事業者の地域メタル回線の一部にアクセスすることが、

必ず必要となるからです。既存事業者の地域網での支配力を維持せしめることは、既存事

業者をして、競争と新サービスの展開を制約する能力を持たしめることに他なりません。

従って、地域網へのアクセスは、新しい固定アクセス・ネットワーク及びサービスの展開

に関する喫緊の競争上の問題となっています。（ボーダフォングループ Plc） 

 

向を注視していく必要があるものと考える。 

 

 

 

○ 地域通信市場、とりわけラストワンマイル市場

の競争政策上の問題は、今後とも競争政策の主要

な検討課題の一つとして注視していく必要がある

ものと考える。 

29  (3) 公衆網の再販の早期実現 
○ 加入者回線を含めた公衆網の再販を実現するにあたり、東西 NTT と競争事業者との間で

のサービス提供に関する公平性を担保し、お客様の利便性を向上させる観点から、①請求

書及び申込み窓口の一元化、②お客様情報の非差別的な取扱い等のような項目についても

議論し、全体として措置を講じる必要があると考えます。（ケーディーディーアイ株式会

社） 

 

○ 日本の固定電話市場は、現在でも諸外国以上に競争が進展しており、再販売を導入する

必然性はない。固定電話市場は縮小しており、再販を導入しても市場の拡大は望めず、結

果的に投資回収の可能性が低い。また加入電話料金やサービスレベルも良好であり、独占

の利益を享受しているわけではない。公衆網の再販はについては、、①クリームスキミン

グによる問題が生じ、ユニバーサルサービスの提供維持が困難となり、②ＮＴＴ東西の新

サービス開発インセンティブ等の設備ベースの競争を阻害し、③ＮＴＴ東西が投資リスク

や設備維持リスクを一方的に負担するアンフェアな競争政策であり、④新たな市場への経

営資源集中が困難になり、中長期的にユーザ利便の向上を阻害しするとともに、⑤世界的

の流れはブロードバンド市場に向けた設備ベースの競争を促進させるため、投資インセン

ティブを阻害するような既存の体系を見直す方向であり、⑥制度面の課題が山積し、シス

テム開発にも最低２～３年の期間を要するため導入時期を逸するなどの問題があることか

ら、受け入れられない。（西日本電信電話株式会社・東日本電信電話株式会社） 

 

○ 今後縮小することが避けられない固定電話分野における単純再販・ＯＳＳの開放につい

ては、①基本料の事住別格差、級局格差を残したままではクリームスキミングを防止する

ことが困難であり、また、②ＯＳＳ開放に伴って多大なシステム開発投資が必要であるな

どの問題があることから、現状の東西ＮＴＴの厳しい財務状況の下では、これを実施する

ことは困難であります。また、公衆網再販・ＯＳＳ開放は、再販事業者が投資リスクを全

 

○ 公衆網再販とＯＳＳの開放については、情報通

信審議会ＩＴ特別部会第二次答申（案）を踏ま

え、別の検討の場で議論が進められることとされ

ており、本研究会としてもその動向を注視してい

くことが必要であると考えている。 
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く負担しない形で参入することを許容するものであり、一種事業者との競争の中立性を著

しく損なうものであります。（日本電信電話株式会社） 

 

○ 市場支配的な固定系既存事業者に対して卸サービスの提供を義務付けるべきであるとい

う点については、弊社も賛同致します。市場支配的な固定系既存事業者に対して卸サービ

スの提供を義務付けるのは、他のほとんどの規制システムにおいても通常のことであり、

適切になされれば、競争を促すという面で大きな利益を生み出しうると考えられていま

す。（ボーダフォングループ Plc） 

 

○ 再販義務については、①市場支配的な固定系既存事業者にのみ課せられるべきであり

（モバイル市場においては規制による介入は必要ではない）、②再販義務の下で、既存事

業者は新規参入者に対して、小売価格より廉価ですべての小売サービスを提供すべきであ

り、③再販義務には、小売サービスのバンドリングに関するルールも含むべきであり、④

既存事業者は、そのオペレーショナル・サポート・システム（ＯＳＳ）に対して、「保証

されたアクセス」を許さなければならず、⑤顧客の移転のため、効率的なプロセスを用意

する必要があると考える。（ボーダフォングループ Plc） 

 

29  (4)線路敷設円滑化の推進 
○ 弊社としては、とう道、電柱、管路、通行権へのアクセスを律する価格原則をガイドラ

インに含めることが、喫緊の重要性を有すると考える。既存事業者の現在の課金原則は、

競争相手が独自の設備を構築するとした場合にかかるコストを支払うとするものである

が、これは、ガイドラインの目的を損ね、競争に対するバリアを築くものです。弊社は、

国際的ベスト・プラクティスに基づく価格原則は次のようなものであると考えます。 
①設備へのアクセスの条件を定める原則的なメカニズムは、商業ベースの交渉である。 

②紛争がある場合には、設備へのアクセスの料金は、アクセス・プロバイダが有効な競

争のもとにある場合に成立するであろう価格とすべきである。 

③規制当局としては、次の２つのアプローチのうちのひとつを適用すべきである。 

アプローチ１ ― 市場価格評価が信頼に足るものであると考えられるだけの競争

が、類似の設備について存在する場合には、価格ベンチマークを用いるべきであ

る。 

アプローチ２ ― (a)上流（アップストリーム）あるいは下流（ダウンストリーム）

の市場でサービスを提供するための競争にあたって、当該設備へのアクセスが必要

であり、(b)そうしたアクセスの料金を抑えるために競争が有効でない場合には、コ

ストに基づいた価格が用いられるべきである。そうした場合には、効率的な企業が

設備へのアクセスを許す場合に負うであろうコストに基づいた価格を用いるべきで

ある。（ボーダフォングループ Plc） 

 

 
○ 「公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイ

ドライン」においては、電柱・管路等の貸与の対

価について一定の基準が定められている。今後は

貸与の状況等を踏まえて、平成１３年度内に予定

されている当該ガイドラインの見直しの際に必要

に応じて検討していくべきであると考える。 
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29  (5) アクセス網のボトルネック性の検証 
○ アクセス網における競争の進展について、競争の進展状況を定期的にレビューする中で

継続的に検証していくことは、望ましいものと考えます。また、現状においては、無線

LAN、CATV、FTTH 等は、技術的には東西 NTT の電話網を代替することが可能ですが、実態

としては、線路敷設権等の問題により新規参入が困難であり、ラストワンマイルの競争が

進展しているとは言い難い状況にあるため、併せて、線路敷設権の開放等、ラストワンマ

イルにおける競争促進のための施策を検討する必要があると考えます。（ケーディーディ

ーアイ株式会社） 

 

○ 既存の他の事業分野においてボトルネック設備を保有している事業者が電気通信事業分

野に進出するにあたっては、電力線搬送通信における電力線のような電気通信設備そのも

のに該当する設備のみならず、管路、電柱等についても、公正競争条件確保の在り方につ

いて十分な検討が必要と考えます。（ケーディーディーアイ株式会社） 

 

 

○ 意見のとおり、有効競争レビューを定期的に実

施していく中で、指摘の問題についても十分検証

していく必要があるものと考える。 

 

 

 

 

 

○ 他分野においてボトルネック設備を保有する事

業者が電気通信市場に事業参入する場合の公正競

争条件の確保については個別に検証していくこと

が適当であると考える。 

30 

 
 
 

 

 

 

 

 

(6) 更なる料金・サービスの多様化・低廉化の実現 

○ 通信事業と広告事業との異業種間の補填のような最近登場したビジネスモデルが制度的

に可能ならば、既に形骸化した音声・データ・専用という役務区分間の補填を禁ずる現在

の規制も当然に解除し、さらにはこれら役務区分そのものを廃止すべきと考えるので、 

「更に、（略）、通信サービスと CATV サービスの双方を利用している場合は、その双方

のサービスの料金を一定率割り引くこととしたり、他業態のスポンサーとの提携により、

当該スポンサーからの収入（広告収入等）でコストをまかない、ユーザ料金を格段に引き

下げるといった料金面での工夫も、制度的には可能である。（略）」 

の部分を 

「更に、（略）、通信サービスと CATV サービスの双方を利用している場合は、その双方

のサービスの料金を一定率割り引くこととしたり、電気通信役務相互間でコストをまかな

うこととしたり、他業態のスポンサーとの提携により、当該スポンサーからの収入（広告

収入等）でコストをまかない、ユーザ料金を格段に引き下げるといった料金面での工夫

も、制度的には可能である。（略）」と変更することを要望します。（エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケーションズ株式会社） 

 

○ 業態やレイヤーを超えた複合型サービス・割引サービス等は、ユーザ利益の向上につな

がるものと考えます。更なるユーザ利益実現のために、移動通信事業者も加入者系ネット

ワークとして、このようなビジネスモデルの創出を期待されているものと考えます。（ケ

ーディーディーアイ株式会社） 

 

○ 電気通信役務の区分については、各役務ごとに

遵守すべき技術基準等を定めるとともに、会計整

理を義務付け、利用者が必要以上のコスト負担を

強いられることのないようにしているものであ

り、現時点では依然として有効なものと考える

が、ＩＰネットワークへの移行という構造変化が

急速に進展していることを考えると、第４章で指

摘しているように、「現行の役務区分について

も、サービスの利用実態等を見極めつつ、区分の

簡素化等を視野に入れつつ検討していくことが必

要である。」(4-2-1⑧)と考える。 
 

３－１－２ 中継系ネットワークの多様化の推進 

30  (1) 卸市場の育成と帯域幅仲介ビジネスの登場による市場環境の整備 

○ 帯域仲介ビジネスを実現する二種事業者の回線調達元は一種事業者又は特別二種事業者

 

○ 本研究会にオブザーバ参加した帯域幅仲介ビジ
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である場合がほとんどであると考えられ、一種又は特別二種事業者の料金がフレキシブ

ルに対応する必要がありますが、現行の卸電気通信役務における契約書の事前届出制で

は、時々刻々変化可能な料金設定が不可能であるため、卸電気通信役務に関する契約に

関する契約書事前届出を廃止すべきと考えますので、 

「また、帯域幅仲介ビジネスは、プーリングポイントと呼ばれる接続点に参加している

複数事業者を対象として、A 事業者との取引により帯域幅を購入し、これを B 事業者に

転売するという形態を採るものであり、法制上、二種事業として事業展開を行うことが

可能である。（略）」 

の部分を 

「また、帯域幅仲介ビジネスは、プーリングポイントと呼ばれる接続点に参加している

複数事業者を対象として、A 事業者との取引により帯域幅を購入し、これを B 事業者に

転売するという形態を採るものであり、法制上、二種事業として事業展開を行うことが

可能である。更に、卸電気通信役務に関する契約書事前届出を廃止することにより、一

種事業者もこうした市場の育成・ビジネスの登場を促進することが可能となる。

（略）」と変更することを要望します。 

（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社） 

 

○ 現状、第一種事業者でない電力会社などのキャリアズキャリアは、IRU 契約であれば光

ファイバ芯線を貸し出す事が可能であります。しかし、帯域幅や波長を貸し出す事は認

められてはおらず、また、第二種事業者に対しては芯線であっても貸出しは不可能とな

っています。 

 欧米では、キャリアズキャリアにより IRU ベースでの芯線や波長、帯域幅の卸売がマー

ケットで可能ですが、我が国の場合、もしマーケット運営者が第二種事業者であるなら

ば、キャリアズキャリアは市場に参加できない可能性が出てきてしまいます。帯域取引マ

ーケットを活性化するには、キャリアズキャリアの存在が不可欠であると考えられ、現行

の第一種、第二種区分規制のような設備保有に着目した規制である限り、帯域取引マーケ

ットは完全には成立しないと考えられ、キャリアズキャリアが市場に参加出来る為に、第

一種・第二種区分の見直し・撤廃を示される事を強く要望致します。（株式会社ハイテク

ノロジー推進研究所） 
 

 

 

 

○ 中間報告書には帯域幅のみを取引の対象にしておられますが、なぜ欧米のように波長や

ダークファイバー・芯線、コローケーションスペース等も取引の対象とならないのでし

ょうか。総務省様が述べられておられるように、通信事業者のコスト削減を通じ、ユー

ザー料金の低廉化の実現を期待されておられるのならば、欧米のように取引対象を拡大

ネス事業者によると、十分に成熟した取引市場が

形成された場合には、価格が時々刻々と変化する

可能性はあるが、通常は取引単位は数ヶ月単位で

あるとのことであり、かかる状況下においては、

現行の事前届出制を維持するとしても問題は生じ

ないものと考えられる。なお、卸電気通信役務制

度は平成１３年１１月に導入されたばかりであ

り、本制度の活用状況を検証しつつ、今後の制度

の見直しの必要性の是非について判断すべきであ

ると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 第一種電気通信事業は公共性の高い事業である

ことから、その事業の用に供する電気通信回線設

備については、安全性・信頼性等を確保する観点

から一定の技術基準を維持すべき義務が課されて

いる。ＩＲＵ契約では、芯線の保有者に代わっ

て、契約により芯線を使用する者が技術基準の遵

守を担保する事により、当該芯線が電気通信回線

設備として扱われることとなる。しかし、波長や

帯域幅の使用契約の場合には、芯線を保有する者

が第一種電気通信事業者でなければ、技術基準の

遵守が担保されないこととなる。 

 

○ したがって、電気通信事業として求められる安

全性・信頼性の確保という要請に応える観点から

は現行制度を維持することが適当と考える。 

 

○ 本研究会では、帯域幅仲介ビジネスモデルを、

卸電気通信役務制度を利用して新たに登場するビ

ジネスモデル（コモディティとして帯域を仲介取

引する事業であって、当該事業は二種事業に該
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した方が、バックボーン価格が市場で決定される事となり、中継系ネットワークコスト

の低廉化も実現し、ひいてはユーザーメリットも増大すると考えられます。また、弊社

と致しましては、第二種事業者等に対するコンサルテーション業務も行っており、その

第二種事業者が将来的に市場運営者になる可能性も否定できず、第二種事業者の利益の

観点からも取引対象の拡大を要望致します。（株式会社ハイテクノロジー推進研究所） 
 

当）の一例として取り上げたものであり、その他

の物理的な施設・設備については、基本的に通常

の商取引の対象となるものと考えられる。 

 

31  (2) バックボーン回線の更なる低廉化に向けた取組み 

○ あたかも、卸電気通信役務の提供を専業とする事業者のみが、事業許可手続きの簡素化

により迅速な事業展開を可能とする必要があるかのように記述されておりますが、卸電気

通信役務を他役務と兼業する事業者についても、他役務の市場影響度等を考慮したうえ

で、事業許可手続き簡略化等により迅速かつ柔軟な事業展開を可能にする必要があるもの

と考えます。兼業事業者についても、専業事業者と同様に、手続き簡略化の検討がされる

ことを希望します。（エムシーアイ・ワールドコム・ジャパン株式会社） 

 

 

○ バックボーンの料金（地域のプロバイダーが上位のプロバイダーに支払う接続料金と専

用線代および運営拠点からアクセスポイントまでの専用線料金）はここ数年ほとんど下が

っていない。このためバックボーンの高速化とその低価格化の実現なくしてはブロードバ

ンド社会は実現しないと考える。現状では大都市部と地方の地域格差はますます広がって

おり e-Japan の達成（ブロードバンド化への対応）には高速回線問題は避けて通れない課

題と考える。（社団法人日本インターネットプロバイダ協会） 

 

○ 現在、東京・大阪・名古屋にしかないＩＸ（NSPIX2,3）を全国に広げインターネットの

供給拠点とする。そのために電子地方自治体（電子政府）や全国の小中学校に良質のイン

ターネットを供給する各都道府県単位での情報拠点が必要である。そこで、まず各地域毎

（北海道・東北・・・・九州）に地域ＩＸを作る。地域ＩＸに対して０種業者が 2.4Ｇ

bps から 100Ｇbps クラスのインターネット回線を供給する。これを遂行するには国家レ

ベルのリーダーシップが必要で、現在のＪＧＮ（Japan Gigabit Network）を発展的に移

行するとか、全国網の高速回線を持っている大手１種業者など（NTT=OCN、KDDI=ODN、日

本テレコム＝DION、電力系通信会社＝TTNET、その他、国土交通省の情報 box）の協力を

必要とする。（社団法人日本インターネットプロバイダ協会） 

 

 

○ 卸電気通信役務を専業とする事業者についての

許可手続簡素化の可能性について触れているの

は、当該専業事業者はエンドユーザに直接役務を

提供することがないことから、必要でない書類の

提出等を省略することにより事業者負担の軽減を

図るともに、卸電気通信役務を提供する事業者の

市場への参入を促すことを企図したものである。 

 

○ 競争圧力により専用線料金の低廉化が実現する

ことは当然に期待されるが、加えて、技術進展に

より、例えばＩＰ－ＶＰＮや広域イーサネット等

の活用も含め、多様な形態のバックボーン回線の

調達が今後普及していくことが期待される。 

 

 

○ 上記のとおり、競争圧力によるバックボーン回

線の低廉化・多様化が進展することが期待される

とともに、意見にあるように、地域ＩＸの整備は

重要な政策課題であり、ＩＸにデータセンタ機能

やＣＤＮに関連する機能を複合的に集積すること

により、その有効性が高まるものと期待される。 

32 

 

 

 

 

① 

 

 

 

 

(3) 通信事業者以外の者が保有する光ファイバ網の有効活用 

○ ＩＲＵ制度について、使用契約期間の短縮を可能とする条件として、契約の自動更新が

定められていること及び設備所有者は第一種事業者（借り側）の同意なくして契約更新を

拒否できないこととなっておりますが、借り側の意思により契約更新を拒否できることは

明確になっておりません。借り側の意思が尊重されない場合、借り側の柔軟なネットワー

 

○ 電気通信事業法の観点からは、安定的な電気通

信回線設備の供給が確保されることが重要であ

り、借り手である一種事業者側の意思による契約

破棄については、当事者間の契約（民事契約）に



 37

 

 

 

 

クの構築の阻害要因になることが懸念されます。 

借り側の意思による契約更新拒否が可能であることが、明確にされることを希望しま

す。（エムシーアイ・ワールドコム・ジャパン株式会社） 

 

より設定することは可能であり、電気通信事業法

上の制約は存在しない。 

３－１－３ ネットワーク再販市場の活性化 

33 ③ ○ 改正法により卸電気通信役務制度が整備されたところですが、一種事業者が卸役務の提
供を受けるためには、卸事業者が存在すること及び卸事業者が約款作成等の制度的制約条

件を満たさなければならないこと等が必須条件となっております。加えて、多くの場合、

買い手側においても、業務範囲拡大等の許可事項が発生します。上述のように、実際の役

務提供を受けるにあたっての障壁は依然として存在していることから、買い手にとって、

柔軟な環境が整備されたとは言い難いものと考えております。ＭＶＮＯのみならず、固定

事業につきましても、早期かつ柔軟な再販スキームが引き続き検討されることを希望しま

す。（エムシーアイ・ワールドコム・ジャパン株式会社） 
 

○ 卸電気通信役務を提供する電気通信事業者に約

款作成や事前届出の義務を課しているのは不当な

差別的取扱いを防止することを目的とするもので

あり、公正競争条件を確保するために必要な措置

と考える。また、買い手側の業務範囲拡大に係る

許可等については、利用者利益を保護するための

制度であり、当該制度には合理的根拠が存在する

ものである。なお、卸電気通信役務制度は導入後

間もない制度であり、今後は、その利用状況等を

勘案し、必要に応じて適時適切な見直しを行って

いくことが適当であると考える。 

 

35 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン（仮称）」の内容が明確になっていないものの、「行政

が直接介入するのではなく、基本的には事業者間の交渉に委ねることが当面適当」として

いる趣旨から、事業者間の合意形成に係る内容については、基本的に外し、行政への手続

等に限るべきと考える。（株式会社エヌ･ティ･ティ･ドコモ） 

 

○ MVNO の事業化にあたっては、基本的には各事業者のビジネスベースでの展開に委ねる

ことが適当であり、具体的な事業展開に際しての制度運用等、必要最小限の事項を除

き、「MVNO 事業化ガイドライン（仮称）」は、必ずしも策定する必要はないものと考え

ます。尚、草案 3-1-3.⑧（P.34）にて「MNO と MVNO との関係について行政が直接介入す

るのではなく、基本的には事業者間の交渉に委ねることが当面適当」とされておりま

す。（ＫＤＤＩ株式会社） 

 

○ 「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン（仮称）」を策定する場合には、ＭＮＯとＭＶＮＯの公

正競争確保の観点に十分配慮して頂きたいと考えます。（ジェイフォン株式会社） 
 

○ ｢MVNO 事業化ガイドライン（仮称）｣を現時点で早急に策定する必要性は、少ないもの

と考えます。むしろ、当面は、MVNO 事業化を目指す二種事業者及び関係する一種事業者

が、予断にとらわれない自由な発想に基づきその実現に取り組むことにより、MVNO の多

様なビジネスモデルが創造され、事業の進展につながるものであると考えます。 

 （ディーディーアイポケット株式会社） 

○ 「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン（仮称）」にお

いては、ＭＶＮＯとして事業を行う場合の電気通

信事業法及び電波法上の適用関係を明確にするこ

とを予定するとともに、制度運営の透明性を確保

することを通じて事業参入の具体化を促すことを

企図したものであり、本中間報告においても新た

な規制の導入を提言しているものではない。 

 

○ ＭＮＯとＭＶＮＯの「望ましい契約関係」等に

ついてはガイドラインに盛り込むことは想定して

おらず、本中間報告でも記述しているとおり、あ

くまで事業者間の交渉に委ねることが適当である

と考える。 
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35 ○ ユーザから見た場合、ＭＶＮＯとＭＮＯは移動通信事業を実施している事業者として差

異はなく、また、両者互いに競争関係にあることもふまえると、ユーザ保護あるいは公正

競争の観点から、退出規制のみならず、現行特別二種に課されている契約約款・料金表の

届出義務に加え、少なくともそれらにかかわる変更命令のスキームを追加導入すること

で、一種の規制レベルと整合をとる必要があると考える。（株式会社エヌ･ティ･ティ･ド

コモ） 

 

○ ＭＶＮＯに限らず、第二種電気通信事業であっ

ても、利用者側から見て既存の音声役務提供事業

者と同等に認知されると考えられるビジネスモデ

ルが登場しつつあるところであり、意見も踏ま

え、今後の競争の枠組みを検討していく必要があ

るものと認識している。 

36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 
⑧ 

○ ＭＶＮＯが約款に基づきＭＮＯより役務提供を受けた場合、価格競争等でＭＮＯがＭＶ

ＮＯに比して有利であることは明白です。また、ＭＮＯの提供条件がＭＮＯ～ＭＶＮＯ間

の事業者協議に完全に委ねられた場合も、ＭＮＯ～ＭＶＮＯ間での競争において、常にＭ

ＮＯが有利に展開することは容易に予想できます。このような条件下では、既存ＭＮＯ～

ＭＶＮＯ間の公正競争は成立しえず、市場の活性化は望めないと考えます。卸価格設定方

法によっては、ＭＮＯの設備投資意欲を削ぐことなく、ＭＮＯの再販を実現することも可

能と考えられることから、ＭＮＯに対して再販を義務づけることを前提に、卸価格設定方

法等も含めた詳細について、検討されることを希望します。（エムシーアイ・ワールドコ

ム・ジャパン株式会社） 

 

○ ①移動体通信各社の電波の空き状況が区々であり、②欧州においても“win-win”の関

係によるビジネス展開が一般的であること、③更にはご指摘の通り、ＭＮＯの投資インセ

ンティブに悪影響を及ぼしかねないことを踏まえると、一律の規則によるのではなく、各

事業者の経営判断に委ねるべき分野と考えられることから、内容としては妥当なものと考

える。（株式会社エヌ・ティ・ティ。ドコモ） 

 

○ 原案に賛成します。（ケーディーディーアイ株式会社） 

 

○ 全 MNO に対する再販の義務化は、時期尚早かもしれませんが、少なくともドミナント事

業者に対しては義務づけすべきと考えます。（ケーブル・アンド・ワイヤレスアイディー

シー株式会社） 

 

○ ＭＶＮＯの実現については報告書（案）のとおり、ＭＶＮＯの明確な定義が存在してい

ないことから現行の二種事業者の枠組みで実現すること、また、ＭＮＯの設備投資回収リ

スク等の観点からＭＮＯからＭＶＮＯに対して一定の容量再販を義務づけないことに関し

賛同致します。なお、ＭＶＮＯは卸し売りの１つの手段であり、公正競争が実現すれば自

然に市場からニーズが発生することから、特段新たな規制は必要ないと考えます。（ジェ

イフォン株式会社） 
 

○ ＭＶＮＯの事業内容は必ずしも明確でないが、 

○ 意見を踏まえ、ＭＮＯからＭＶＮＯに対して再

販を義務付けることはしないとの方向性を本中間

報告においても維持している。ただし、ＭＮＯが

特定のＭＶＮＯに対して不当な差別的取扱いを行

う場合は、業務改善命令の対象となるものであ

る。また、ＭＮＯとＭＶＮＯが接続形態を採る場

合、一種事業者たるＭＮＯには接続義務が課せら

れているところであり、これらの現行制度の運用

により今後の状況をモニタリングしていくことが

適当であると考える。 
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36 
 

①キャリアにより、周波数を含めた設備キャパシティの余裕状況が区々であること 

②キャリアにより、ＭＶＮＯを用いる営業上のメリットが区々であること 

③網使用料の設定によっては、キャリアの設備投資インセンティブを削ぐこと 

等から、草案のとおり、キャリアに対してＭＶＮＯへの設備・サービスの提供を義務付け

ることは不適切であり、各キャリアへの自主的な判断に委ねるべきであると考えます。な

お、ＭＶＮＯが事業展開をしている主要先進国においても、一律に提供義務を課している

国はありません。（日本電信電話株式会社） 
 
○ ＭＶＮＯのアクセスを義務付けることが不必要かつ不適切であることについては、①Ｍ

ＶＮＯの形態は卸サービスへのアクセスの一類型に過ぎず、②卸ビジネスの一類型を特定

することにより、規制当局が市場の動向を「推測」すべきではないこと、③ＭＶＮＯ型の

ものを含め、市場は既に、競争ベースで各種の卸サービスへのアクセスを許しているこ

と、④世界の大勢は、アクセス義務を要求しないことが一般的であり、ＭＶＮＯを特定し

てそれを要求することは、この趨勢から外れることになること、⑤アクセス義務が存在す

る国よりも存在しない国の方が、ＭＶＮＯ型のビジネス関係が多く構築されている等の理

由から賛同します。（ボーダフォングループ Plc） 
 

３－１－４ ISP 間の接続の円滑化 

36  ○ 弊社としては、ＩＳＰ相互接続について、能動的に規制の手を伸ばすことは、支持でき

ません。こうした相互接続関係は、もともと動学的（ダイナミック）、革新的かつ複雑な

ものであります。規制による介入は、マーケットパワーの基本的な問題を解決するために

必要である場合を除き、回避されるべきものであります。 
弊社の考えでは、主眼は上流、すなわち市場のバックボーンにあたる部分、に置くべき

であります。これは、上流が経済的な意味で大きなボトルネックになり、そのボトルネッ

クを利用して市場全体にわたって競争を抑圧することができるからです。特に、固定系既

存事業者は、この部分での競争を抑圧するインセンティブと能力を有します。 
ＦＣＣは、最近発表した文書の中で、市場支配的なバックボーン・プロバイダがいない

場合には、ＩＳＰ相互接続に関する規制の介入は不必要であるとの結論を出しているが、

弊社はこれと賛同致します。規制当局は、インターネット接続について「ミクロの市場管

理」をしようと試みてはなりません。むしろ、固定系既存事業者の価格設定その他の行動

を厳重に監視し、バックボーン・サービスにおいて支配を確立せしめないようにすべきで

あります。（ボーダフォングループ Plc） 

 

 

○ インターネット市場におけるＩＳＰ間の接続に

ついては、本中間報告でも提示しているように、

基本的に事業者間の交渉に委ねられるべきものと

考える。 
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３－２ プラットフォームレイヤーにおける競争環境整備の在り方 
頁 段落 主な意見 研究会の考え方 

３－２－１ 基本的視点 

37 ① 

② 

○ 当該分野は、本報告書（草案）でも明記されている通り、「ブロードバンド化が進展す

る中での新たなビジネスモデル」と位置づけられ、市場としては創成期に位置づけられる

と考える。また、これらの市場においては、各プレイヤーが自らのリスクのもと創意工夫

を凝らして取り組んでいる最中であり、「ブロードバンド化の流れを加速化し、活発な競

争を通じた多様な事業展開を可能」とするには、一定の創業者利益を許容するなど、各プ

レイヤーの最大限の力を発揮しうる環境が求められ、新たに規制を加えることはふさわし

くない。（株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ） 

 

○ ブロードバンドの世界において、ネットワークの高度化に伴い、コンテンツ配信や認

証・課金等プラットフォームレイヤーの機能がネットワークに具備されることとなります

が、市場支配的な事業者について、こうしたプラットフォームレイヤーにおける公正競争

条件の確保等には特に慎重な対処を要するとした場合、サービス開発インセンティブを損

ねるとともに、ブロードバンドに向けたサービスの高度化やネットワークの高度化に支障

をきたすこととなり、問題であります。ＮＴＴ東西を含めたすべての事業者が、自由な創

意工夫によりレイヤーをまたがったサービスの高度化に取り組めるようにすべきでありま

す。（西日本電信電話株式会社、東日本電信電話株式会社） 

 

○ ブロードバンドを支えるインフラの中心となる光ファイバーは既に競争下において構

築されてきており、その敷設距離はＮＴＴ東西よりも他事業者の方が大きい状況にある

ことから、ＮＴＴ東西だけでなく各事業者の投資インセンティブを高め、光ファイバー

建設の促進を図る観点から、指定電気通信設備規制の対象外とすべきであります。（西

日本電信電話株式会社、東日本電信電話株式会社） 

 

○ プラットフォームレイヤーは今後のブロードバ

ンド市場の健全な発展の鍵を握る部分であり、公

正競争環境の整備が重要である。このため、本中

間報告においては、「東西ＮＴＴがプラットフォ

ームレイヤーに進出する場合、プラットフォーム

事業にかかる機能（他事業者が同様の業務を実施

するために必要不可欠な要素と認められるもの）

のアンバンドル化の必要性等についても併せて十

分な検討が必要である。」(2-2-1⑩)他、モバイ
ルインターネットの分野においても、オープン化

措置の実効性の確保について今後の動向を注視す

るとともに、「必要に応じ、ゲートウェイの開放

等に関するルールを整備していくことも検討の視

野に入れていくことが適当である。」(3-2-1④)
旨指摘している。 

 

○ なお、創業者利益を巡る議論が一部提示されて

いるが、市場原理に基づく事業者間競争を前提と

した場合、創業者利益を根拠として規制の差し控

えを行うことには合理的根拠が見出しえないもの

と考える。あくまで各時点において客観的基準に

基づき、公正競争環境が確保されているかどうか

が検討を行う際の基本的な判断基準になるもので

ある。 

 

３－２－２ モバイルインターネット分野における競争環境整備 

37

～

40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ この市場において、当社をはじめ各移動体通信事業者においては、iモード、ｅｚｗｅ

ｂ、等モバイルインターネットサービスを提供しているところであるが、その先駆けとし

ての当社の iモードについても当初から順調な伸びを示した訳ではなく、創業者リスクを

負いつつ、各種の創意工夫や企業努力を凝らした結果であると認識している。 ただし、

当サービスの成長・普及に伴い、一方でオープン化要望が強まったことから、当社として

オープン化を自主的に行い、「協働型」への移行を図ることとした。（株式会社エヌ・テ

ィ・ティ・ドコモ） 

○ 各移動体通信事業者が自主的にプラットフォー

ムへのオープン化の措置を行っていることは一定

の評価ができるが、問題はこうした措置が真に実

効性のあるものかどうかという点であり、今後と

もその動向を注視していく必要があるものと考え

る。 
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37

～

40 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 弊社は、モバイル・インターネット市場における規制の介入に反対します。多くの規制

当局は、モバイル市場における規制の介入は、不当かつ不必要であるとの見解を有してい

るが、弊社は、これを支持します。 

規制の介入が無い場合に、モバイル事業者の側に、コンテンツ・プロバイダに対して最

大限のアクセスを許容すべき明白なビジネス上のインセンティブがあることは、国際的な

経験から証明されています。現時点において、規制の介入を行うことは、市場の構成をプ

レジャッジし、市場原理に基づいた結果の代わりに規制による意思決定をもたらし、質の

高いサービスの展開を助長するのではなく逆に阻害することにつながります。 

従って弊社は、モバイル・インターネット・サービスを規制することは不適切であり、

発展の牽引は市場原理に委ねられるべきであると考えます。（ボーダフォングループ

Plc） 

 

○ 弊社の考えでは、ＮＴＴドコモの i モード・サービス（あるいはその他の 2.5Ｇや３Ｇ

「次世代」サービス）の関連で、日本のコンテンツ・プロバイダが問題を経験している

が、それだからといってことなった扱いが正当化されるというものではありません。以下

の点を明記しておくことが重要であります。 

・こうした問題の多くは、「最初の市場参加者」であることに伴う問題であるらしいと考

えられ、従って、他の事業者が市場に参入して競争が進むにつれて、「解決されてい

く」性質のものである。 

・競争的な市場というものは、いきなり登場するものではない。すべての事業者が同時に

市場に参入するわけではなく、市場が直ちに完成するわけでもない。市場とは、まさに

その性格として、「過渡的」かつ「進化する」ものである。 

・従って、規制当局としては、３Ｇ等の新しい市場に介入する前に、「ウェイト・アン

ド・シー（wait and see）」というアプローチを採るべきである。（ボーダフォングル

ープ Plc） 

 

 

 

 

 

 

 

38 ② 

 

○ 現時点で市場支配的事業者に特化した規制の検討を前提とした記述は適切でない。（株

式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ） 

 

○ ここでいう「市場支配的」という概念は、ネットワークレイヤーと別個の市場として判

断すべきであり、本報告書（草案）にもある通り、「コンテンツレイヤーにおいてキラー

コンテンツを保有するコンテンツプロバイダ等が特定のデリバリーチャネルのみに排他的

に配信するといったケースが想定され、こうした場合には、コンテンツレイヤーに市場支

配力が発生し、下位レイヤーにおいてこれを濫用する」可能性や、欧州の例にみられるよ

うな端末メーカがネットワークレイヤーに対して市場支配力を濫用する可能性も否定でき

ない以上、ネットワークレイヤーにおける市場支配性の定義をそのまま適用するのはふさ

○ 本中間報告では、固定市場と移動体市場を同一

の市場として認識するのではなく、あくまで移動

体市場が周波数の制約から事業者の数が限定され

ている一種の寡占的市場であるという認識に立っ

て検討している。この点において、例えば移動体

分野において指定設備を保有する事業者に特化し

た議論を展開しているものではなく、あくまで既

存の移動体事業者とコンテンツ事業者やＭＶＮＯ

等との関係について検討しているものである。な

お、今後の市場動向を見ながら、移動体分野にお
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わしくない。（株式会社エヌ･ティ･ティ･ドコモ） ける市場支配力の概念についても引続き検証して

いく必要があるものと考える。 

 

38 ③ ○ モバイルインターネットのプラットフォーム上におけるオープン化には賛同しますが、

事業者により導入技術及び設備構成が異なること等から具体的なオープン化の方法、時

期等に関しては事業者個別の事情を十分ご配慮頂きたいと考えます。（ジェイフォン株

式会社） 

 

○ 各事業者が自主的にプラットフォームのオープ

ン化措置を講ずることについては一定の評価がで

きるものであり、各事業者ごとの事情が当該措置

の実施時期の違いに反映されることはあり得る

が、特定の事業者について殊更にオープン化が遅

延することは競争政策の観点からは望ましいもの

ではないと考える。 

 

39 ④ ○ 自主的なオープン化の結果を見るまでもなく、新たな公的規制をかけるというのは時期

尚早であり、不適切と考えるが、その観点から本報告書（草案）の基本的スタンスとして

は妥当なものと考える。（株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ） 

 

○ 現在でも競争場裡の企業判断として各事業者によるオープン化の取組が行なわれつつあ

ることから、基本的には市場に委ねることが適当と考えます。（ケーディーディーアイ株

式会社） 

 

○ 各移動体通信事業者が自主的にプラットフォー

ムのオープン化措置を行っていることは一定の評

価ができるが、問題はこうした措置が真に実効性

のあるものかどうかという点であり、今後ともそ

の動向を注視していく必要があるものと考える。 

39 ⑤ ○ 今回の事業法改正により、「特に、市場支配的な事業者については、コンテンツプロバ

イダ等の業務について不当に規律し又は干渉することは電気通信事業法上の禁止行為に該

当し、総務大臣の停止・変更命令の対象とされている。」ことに加え、接続約款の作成・

届出・公表義務が課されているところであり、更にはこれらの透明性や予見可能性を高め

る観点から、総務省・公取委共同策定の「公正競争ガイドライン」が公表されているとこ

ろである。これらは「必要最小限」の規制として認識しているが、当該市場が創成期にあ

り、市場支配的か否かによらず、自由に事業展開しえる状況が基本であることもふまえる

と更なる規制を加えることは不適切と考える。したがって、現時点で市場支配的事業者に

特化した規制の検討を前提とした記述は適切でない。（株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコ

モ） 
 
○ 「アンバンドル化推進」に対して、電気通信事業法及び関連する法律によって、その目

的達成が促進されるようにする検討は必須であるが、「反競争的な行為・構造に対する監

視体制の強化と厳正な法執行の推進」なども含めて、独占禁止法、公正取引委員会との連

携の具体化、強化を検討していただきたい。 

その際、技術的、専門的な知識・情報を必要とすることや技術革新による多様な事例の

発生に対応するために、総務省が中心となり積極的に牽引するべきである。（社団法人デ

ジタルメディア協会） 

○ 本中間報告において新たな法規制を導入するこ

とは提示していないが、「競争ガイドライン」の

充実、移動体分野における通信事業者とコンテン

ツ事業者等との協議・意見交換の場の設置等は有

効であると考える。こうした措置は、先ずはあく

まで事業者間の自主的な競争環境の整備を指向す

るものである。ただし、移動体分野は、事業者数

が限定されているという点で固定通信とは異なる

市場特性を有しており、また典型的な垂直統合型

ビジネスモデルが展開されているという点に鑑

み、特に市場の動向についてモニタリングを強化

していく必要がある分野であると認識している。 
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３－２－３ コンテンツ配信の円滑化のための競争環境 

40

～

42 

 ○ 統合されつつある環境においては、市場支配的な固定網ないしモバイル網の事業者とコ

ンテンツ・プロバイダの間で構築される排他的なコンテンツ配信関係に対して、規制当局

は、防護措置を施す必要があるものと、弊社は考えます。これは、コンテンツ・プロバイ

ダも市場支配力を有している場合には特に当てはまることで、排他的配信関係は、両方の

当事者を競争から隔離し、両方がそれぞれの市場支配力を維持すべく行動するためです。

競争的な市場では、ネットワーク事業者とコンテンツ・プロバイダには、それぞれのネッ

トワーク及びコンテンツの利用可能性を最大化するように行動するコマーシャルな動機が

存在するのであり、市場支配的なネットワーク事業者とコンテンツ・プロバイダの排他的

関係は非競争的とみなされるべきです。（ボーダフォングループ Plc） 

 

○ 東西ＮＴＴ本体やＮＴＴ持株・東西ＮＴＴの子

会社による上位レイヤーへの進出については、第

２章で指摘した事項に沿って適切な措置が講じら

れることが期待される。また、移動体分野に限っ

てみれば、各事業者の自主的なオープン化措置の

実施が真に実効性のあるものかどうか、十分注視

していくことが必要であると考える。 

３－２－４ デジタルコンテンツの制作・流通の促進 

42 ① ○ 従来の 2プレイヤーモデルから 3プレイヤーモデルへの概念変更を行い、コンテンツ・

サービスの位置づけを明解にするとともに、コンテンツ・サービスレイヤからの視点を重

要視すべきである。これは情報通信新時代におけるあらゆる産業からの視点であり、利用

者からの視点である。（社団法人デジタルメディア協会） 

 

○ ブロードバンド時代にあっては、意見のとお

り、コンテンツレイヤーの側から見た競争政策の

在り方も重要な視点である。 

３－２－５ 電子認証基盤の在り方 

42 

 

 

③ ○ 電子認証基盤における市場支配力濫用を防止するためには、エンドユーザにおける選択

の自由だけでなく、ショッピングサイト等が自由に電子認証基盤を選択できるかどうか

という観点からの検証も必要であると考えます。（日本テレコム株式会社） 

 

○ ネットワークを介して利用者と相対しているサ

ービスプロバイダも情報通信市場における主要な

プレイヤーであり、意見のとおり、ユーザ側に加

えてサービスプロバイダ（ショッピングサイト

等）側からも電子認証基盤を選択できるようにす

ることは重要であり、このような観点も含め競争

政策の在り方について検証を行う必要がある。 

 

 

３－３ 端末レイヤーにおける競争環境整備の在り方 
頁 段落 主な意見 研究会の考え方 

43

～

45 

 

 

 

 

 

 

○ 弊社は、次の諸点を達成するための規制措置がとられない限り、２Ｇ端末市場における

競争の不在が、３Ｇ市場においても繰り返されることとなると懸念します。 

・市場支配的な既存事業者と、機器の製造業者との間の排他的取引関係の打破。 

・事業者による UIM カードのロックの防止。 
・移動通信における番号ポータビリティの導入。 

○ 本中間報告では、ユーザ利便の向上に特に力点

を置いて、あるべき姿として、端末販売と通信サ

ービスのアンバンドル化、ＵＩＭロック解除、番

号ポータビリティの実現等が必要であるとの認識

の下、「ゲートウェイのオープン化によるＩＳＰ
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（ボーダフォングループＰlc） 

○ 現状の顧客利便性を損なうことなく UIM ロック解除を導入するためには、複数の無線通

信技術（周波数、無線通信方式）に対応した端末の実現という課題に加え、後段の④

（４）に指摘されている技術的な問題があり、各種アプリケーションのみならず OS レベ

ルでの仕様の統一を図る必要があると考えます。3G において現時点では UIM ロックを検

討している事情として、こうした技術的課題、標準化の問題に起因するユーザーの混乱を

避けるため、という理由についても追記すべきと考えます。尚、仕様の統一はこうした問

題の解決になる一方、多種多様な技術による独自性を発揮しにくくなるのではないかとい

った懸念とのバランスを考慮すべき点についても追記すべきと考えます。（ケーディーデ

ィーアイ株式会社） 

 

接続の円滑化、ＷＡＰ２．０の規格標準化、端末

販売と通信サービスのアンバンドル化の可能性、

番号ポータビリティの導入方策（費用負担の在り

方を含む。）等について、一体的に、メーカ、通

信事業者、行政当局等との意見交換を通じた検討

の場を設けることが適当である。」(3-3⑥)旨提
言している。 

 

○ 今回の意見招請結果においては、例えば、番号

ポータビリティの実現に係るコスト負担、ＷＡＰ

２．０の規格の統一がサービス開発意欲に与える

影響、端末販売と通信サービスのアンバンドル化

が各事業者に与える影響等について問題提起がな

されている。 

 

○ こうした提起された問題については、改めて別

途の検討の場を設け、個別具体的に検討を行って

いくことが適当であると考える。特に本中間報告

で提案している措置はいずれも主要国においても

一部実施又は検討されている事項であり、我が国

の移動体市場のみが特異な市場構造として維持さ

れることのないよう、基本的には利用者利便の立

場に立った検討が真摯に行われることを期待した

い。 

 

○ なお、端末販売と通信サービスのアンバンドル

化について、一部意見として、ユーザ側から見て

「端末買い替えの機会は等しく与えられているわ

けで「不公平」という指摘は当たらない。」とし

ているが、本中間報告で指摘しているのは、販売

インセンティブが通信料金に上乗せされているこ

とにより、端末を頻繁に買い換えるユーザとそれ

以外のユーザとの間にコスト負担の不公平が生じ

ていることを指摘しているものであり、当該主張

は趣旨は必ずしも明確でない。いずれにせよ、本

中間報告が指摘しているのは、バンドルモデルを

否定するものではなく、アンバンドルモデルを併
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せて利用者に選択可能とすることにより、ユーザ

間のコスト負担の公平性が維持されるという点で

ある。 

 

43 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 

 

 

 

(1) UIM カードのロック解除に係る検討の必要性 

○ 通信事業者のインセンティブ戦略については、外部チャネルによる市場競争の活性化の

実現つながっているととらえるべきであり、また、諸外国においてもインセンティブ戦略

は一部の国を除き一般的に行われていることをふまえると、一概に否定されるものではな

いと考える。また、「不公平性が生じる」という点については、端末買い替えの機会は等

しく与えられているわけで、「不公平」という指摘は当たらない。そもそも、端末販売の

分野は経営の自主的判断で決定すべき分野であり、規制はなじまないものと考える。（株

式会社エヌ･ティ･ティ･ドコモ） 

 

○ ＵＩＭロック解除については、 

①日本においては、キャリアが多様なネットワークサービスを開発・提供することで競争

を展開しており、オプション部分を含め端末機器を完全に標準化することには、莫大な

コストが必要となること 

②キャリアの創意工夫の取り組みを制限することになり、端末機器の多様化、国際競争力

はもちろんユーザのサービス選択の幅を狭めることになること 

等から、問題があると考えます。（日本電信電話株式会社） 

○ ＵＩＭカードのロック解除の在り方に関しては事業者の経営に与えるインパクトが非常

に大きくなる恐れもあることから、ユーザの利便性の観点からの検討だけでなく、新規サ

ービス・新規端末開発のインセンティブ等事業者側の観点も含め総合的に検討した上で慎

重に判断すべきと考えます。また、次世代携帯電話（３Ｇ）において、Ｗ－ＣＤＭＡ方式

に関してはＵＩＭカードの導入が必須であるのに対し、ｃｄｍａ－２０００方式において

は必須とはなっていない（導入はオプション）ことから、事業者間の平等性についても検

討頂きたいと考えます。（ジェイフォン株式会社） 
 

○ UIMカードを、３Ｇサービス提供のための必須条件とすることについては、弊社も賛同

致します。 

弊社の見解では、UIM（Universal Subscriber Identity Module）カードも、それを利

用することが義務付けられれば、日本における３Ｇ市場の発展を自由化するという意味

で、同様な効果をもつと考えられています。UIM カードは 3ＧサービスのＷ－ＣＤＭＡ標

準の不可分の一体であります。しかしながら、３ＧサービスのＣＤＭＡ2000 標準におい

ては、UIM カードはオプショナルであるに過ぎず、日本の事業者のいくつかは、UIM カー

ドを使用しないとの選択をするらしい旨が、報じられています。アプローチの一貫性を確

保し、２Ｇ市場での問題を繰り返さないためには、ＣＤＭＡ2000 標準を用いる事業者は

 

○ 上記の考え方のとおり。 
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UIM カードを使用することを義務付けられるべきであると考えます。（ボーダフォングル

ープ Plc） 

 

○ 弊社の見解では、２ＧのＧＳＭ市場での経験から言えば、消費者の利便性を最大化する

ためには、モバイル・ネットワーク事業者による UIM ロッキングに関するルールを定め

る必要があります。 

ロッキングは一定の水準までであれば、競争促進的であると考える。それによって、端

末購入に際して事業者が負担するインセンティブを回収することが可能となるからであ

り、こうしたインセンティブは、消費者にとってもモバイル・サービスをより利用しやす

くするものであるからです。しかしながら、その一定の水準を超えると、ロッキングは、

顧客を特定のネットワークに縛り付けることとなり、競争事業者に移転することを阻害す

るので、反競争的となります。 
ロッキングの反競争的効果は、３Ｇマーケットへの過渡期において特に深刻となりま

す。それは、既存事業者が、２Ｇの顧客ベースを３Ｇネットワークに「持ち込」んだ上

で、UIM ロックをかけられた端末を通じて顧客を封じ込めることによって、その市場支配

的な地位を維持しうる場合です。 

欧州委員会では、ロッキングに競争促進的な側面と反競争的な側面があることを認識し

ており、ロッキングが許されるのは、端末購入の際のインセンティブを回収するために必

要な最短期間においてのみであって、それ以上のロッキングは反競争的であると結論付け

ています。 
弊社は、３Ｇマーケットにおいて、このルールを採用することを支持します。（ボーダ

フォングループ Plc） 

44 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ （３） 動通信分野における番号ポータビリティの必要性 

○ 移動体通信における番号ポータビリティは、固定通信とはそもそもユーザニーズが異な

るものと考えられ、実現のために必要なコストと、それに見合う効用が果たせるのか、慎

重に検証することが必要である。（株式会社エヌ･ティ･ティ･ドコモ） 

 

○ ユーザの利便性の向上及び公正競争条件の確保のために、移動通信分野においても番号

ポータビリティを導入することは原則として賛同致します。但し、コストを意識した実現

方法及びコスト負担方法等を十分検討し、ユーザの利便性が総合的に向上することを確認

した上で導入すべきと考えます。（ジェイフォン株式会社） 
 

○ 番号ポータビリティについては、実現のための莫大な費用がかかり、最終的にはこれら

のコストはユーザに転嫁されることをふまえると、 

 「ユーザ利便」と「コスト転嫁」の両者の比較において、ユーザの意向を反映すべきであ

り、慎重な対応が必要と考えます。（日本電信電話株式会社） 

 

 
○ 上記の考え方のとおり。 
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○ 日本の市場の特色、特にマーケットシェア約 60％の極めて大きな市場支配的事業者の

存在を鑑みれば、モバイル番号ポータビリティを導入することにより、既存事業者の顧客

ベースの｢ロックを解除｣し、競合するネットワーク間の顧客の動きを自由化することを通

じて、競争に対するバリアを、相当程度除去することができると考えます。 

従って、弊社は、次の条件が満たされれば、日本において、モバイル番号ポータビリテ

ィを導入することに、原則として賛成です。 

・導入のコストを明白に上回る便益が示されること。 

・採用されるソリューションを、（規制当局でなく）業界が決定すること（このような解

決方法を見出していくプロセスは技術的にもビジネス上複雑であるため、規制当局のみ

によって推測されてはならない）。 

・導入は、国際的なベスト・プラクティス（後述）に沿ったものであること。 

（ボーダフォングループ Plc） 

 

○ 国際的経験に照らせば、１つの事業者が圧倒的な力を持つモバイル市場においては、モ

バイル番号ポータビリティを実現することは、（それがどのように導入されるのかにも

よるが）次の結果を生み出すことにつながり得ると考えます。 

・卸及び小売の両レベルにおいて競争を促進する。 

・消費者に対して、ネットワーク・プロバイダの選択肢を広げる。 

・番号ポーティングのコストを大幅に下げる。 

・消費者を勧誘し、引き止めるため、革新的なサービスを提供しようとするインセンティ

ブを増し、ひいてはネットワーク設備への効率的な投資を促す。 

（ボーダフォングループ Plc） 
 

○ モバイル番号ポータビリティは、顧客がネットワーク間をより自由に行き来できる（た

とえ当面、新しい携帯端末を購入する必要があるにしても、番号を持ち歩くことはでき

る）ようにすることにより、携帯端末が特定のネットワークにしか使えないという制約

を、いくらか和らげることにも資します。（ボーダフォングループ Plc） 

 

○ 弊社は、日本においても国際的なベスト・プラクティスに沿った形 でモバイル番号ポ

ータビリティを導入すべきであると考えます。そうすることによって、モバイル番号ポー

タビリティが、競争面で中立的であり、コスト面で効率的であり、長期的なソリューショ

ンを提供することを確保できます。これを達成するためには、次のことが必要。 

・業界のコンセンサスに基づく技術的なソリューション 

・サービスの同等性 

・価格設定の原則 

（ボーダフォングループ Plc） 
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44 

44 

④ (4)モバイルインターネット分野における規格標準化の必要性 

○ ＵＩＭカードのロック解除の効果を上げるためには、モバイルインターネット分野にお

ける規格標準化が必要であるとの認識は本報告書（草案）で指摘されている通りと考え

る。但し、報告書（草案）にある、「ＷＡＰ２．０にはオプション部分が依然として存

在しており、各事業者のモバイルインターネットサービスに関する規格が完全に標準化

される見通しは得られていない。」との問題提起については、日本においては、キャリ
アが多様なネットワークサービスを開発・提供することで競争を展開しており、また、

有効に機能してきたと事実認識の中で、オプション部分を含め完全に標準化すること

は、莫大なコストが必要となる一方で、キャリアの創意工夫の取り組みを制限すること

となり、公正競争の実現や、端末機器の多様化、国際競争力はもちろんユーザのサービ

ス選択権において大きな支障となるものと考える。（株式会社エヌ･ティ･ティ･ドコモ）

 

 

○ 上記の考え方のとおり。  

45 ⑥ ○ 「端末販売と通信サービスのアンバンドル化の可能性」という表現は、アンバンドル化

そのものが目的になっているとの誤解を与えます。欧州における UIM カードのロック政策

に関して、我が国も検討を開始する必要があるということであれば、検討項目としては

「端末販売と通信サービスのアンバンドル化の可能性」ではなく、「UIM ロックの在り

方」とすべきと考えます。番号ポータビリティに関しては、導入のための費用が現時点で

不明な状況では、導入を前提とした検討ではなく、実現性に係る更なる検討を行う必要が

あり、「番号ポータビリティの導入の可能性」と変更すべきと考えます。（KDDI 株式会

社） 

 

○ 上記の考え方のとおり。 
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４ 電気通信事業における競争の枠組みの在り方 
４－１ 基本的考え方 
頁 段落 主な意見 研究会の考え方 
47

～

49 

③ ○ 帯域取引マーケットを活性化するには、キャリアズキャリアの存在が不可欠であると考
えられ、現行の第一種、第二種区分規制のような設備保有に着目した規制である限り、帯

域取引マーケットは完全には成立しないと考えられ、キャリアズキャリアが市場に参加出

来る為に、第一種・第二種区分の見直し・撤廃を示される事を強く要望致します。 

（株式会社ハイテクノロジー推進研究所）【再掲】 

 

○ 現状、一種と二種の事業区分における垣根が低下しているとの認識に立ち、かつ、今回

の意見書のように、公益特権を付与されない一種事業者が二種事業者に再定義されると考

えるならば、今までのように基本的に回線設備保有の有無で分離していた一種・二種の定

義は根本的に見直す必要がある。 

 すなわち、回線設備を保有するか否かはあくまでも事業者の経営判断に委ねるとすべき

であり、新しい事業区分の定義に基づく二種事業者すべてに、従来の一種事業者と同等の

回線設備調達の選択肢が与えられるべきである。 

 その結果、既存の二種も IRU の適用など、回線設備調達の選択肢が拡大すると考えるの

が自然である。（社団法人テレコムサービス協会） 

○ 現行の制度において、帯域幅仲介ビジネスは二

種事業としてこれを行うことが可能である。ま

た、帯域幅仲介マーケットへの参加については、

一種事業者が余剰帯域を市場に供給し、一種事業

者・二種事業者の如何を問わず、これを調達する

ことが可能である。したがって、一種・二種の事

業区分が存在することをもって帯域取引マーケッ

トが成立しないものではない。 
 
○ 本中間報告で提示した事業区分の見直しに係る

選択肢のうち、一種事業と二種事業の適用範囲の

見直しを行う場合、公益事業特権を要しない一種

事業を二種事業の範囲に含めるという意味で、意

見のとおり、回線設備の有無で事業区分を厳格に

分類するものではない。ただし、現行制度におい

ても、累次の規制緩和により二種事業者について

一定の条件の下で自前回線設備等の設置を認めて

いるところである。また、卸部門と小売部門で事

業区分を整理する場合、現行の二種事業者が自前

回線設備を設置し得るかどうかについては、意見

を踏まえ、「現行の二種事業については、累次の

規制緩和措置により、一部自前回線設備等を設置

することが可能となっているところであり、サー

ビス部門に限って事業展開を行う事業者であって

も、公益事業特権を要しない回線設備等の設置を

認めるかどうかについては、制度の趣旨を勘案し

つつ検討することが適当である。」(4-2-2③)旨追
加し、今後の検討課題として記述した。 

 
47 

～ 

49 

③ 
～ 
⑤ 

○ 一種・二種の事業区分の廃止は、現在の第一種電気通信事業者の硬直的な事業運営を弾

力化させ、市場活性化に寄与するところが大きいことから、早急な実施を要望します。一

種事業への事前規制を存続させる論拠として、市場退出規制と公益事業特権が挙げられて

いますが、前者はユニバーサルサービスを確保することによって不要となるものであり、

また報告書に言及のあるノースポイント社の例のように倒産するケースでは退出規制は機

○ 本中間報告でも指摘しているように、一種事業

の参入許可は、当該許可により公益事業特権が自

動的に付与されるという制度であり、また公益事

業特権付与によりネットワークインフラが構築さ

れたものであることに鑑み、当該市場からの退出
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能しないことが明らかであると考えられます。後者は、如何なる事業者に公益事業特権を

付与するのかを別次元で検討すべきものであり、契約約款や料金の届出義務のような現行

の第一種電気通信事業者への規制の存続とセットで論じる必然性のない問題であると考え

られます。（⇒p49 4-2-1⑥、p50 4-2-2） 

（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 中間報告草案にあるとおり、一種事業者においても公益事業特権を要しない場合がある

ことから、公益事業特権の付与と事業区分を一致させる必要性は薄れてきており、その意

味では一種・二種事業の区分は不要であると考えます。また、中間報告草案のように「公

益事業特権の付与を希望しないネットワーク事業者について、これを一種事業の対象範囲

から除き、二種事業として位置付けること」も必要ないものと考えます。公益事業特権の

付与については、申請した事業者について審査を行い、一定の条件を満たした場合に特定

事業者として指定すれば足りるものと考えます。 

  なお、相互接続等の観点からは、現行の電気通信回線設備を設置する事業者に対し相互

接続の義務を課すことの意味があるものと考えられることから、事業区分の見直しについ

ては今後さらに検討を行う必要があると考えます。（⇒p48 4-2-1③）（日本テレコム株

式会社） 

に際しても許可に係らしめているものである。し

たがって、意見にあるように、退出規制とユニバ

ーサルサービスが関連づけられているものではな

い。このため、本中間報告では公益事業特権を要

しない事業者については許可制から切り離し、登

録制又は届出制への移行を選択肢の一つとして提

案しているものである。 
○ ただし、意見にあるように、倒産のケースでは

退出規制が有効に機能しない場合があり得ること

は事実であり、市場からの退出が利用者に与える

影響を最小限のものとするため、退出時には事前

に利用者に対して十分な周知を行う枠組みが必要

との考え方に立ち、例えば特別二種事業について

一定期間前の届出を義務づけることを一案として

提示しているものである。 
 
○ 一種事業者は、現行の仕組みにおいて公共性の

高いネットワークインフラを構築する事業である

ことから事業許可により自動的に公益事業特権を

付与する仕組みとしているものである。ただし、

現段階においては、公益事業特権を要しないイン

フラ事業者が多数存在しているとの認識に立ち、

公益事業特権の要・不要をもって異なる規制の適

用を受けるという考え方を選択肢の一つとして提

示しているものである。 
 
○ しかし、公益事業特権を要しない事業者が存在

していることをもって直ちに事業区分が不要とす

る根拠は必ずしも明確ではない。また、公益事業

特権を参入許可とは切り離して付与するという考

え方は確かに存在し得るが、この際、現行の参入

許可と異なる審査基準を必要とするのであれば、

かえって公益事業特権の付与について規制強化と

なる可能性も存在する。この点、今後の法制的な

検討を深めていく中で取り上げることが適当な項

目の一つであると考える。 
 

49 ⑤ ○ 「ノースポイント社倒産の事例」及び「事前規制の競争ルールとしての合理性（他事業 ○ ノースポイントの事例や、他分野において既に
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分野におけるボトルネック設備を保有している事業者の新規参入時の規制条件となり得

る。）」は、全一種事業者に当てはまる内容ではなく、むしろ、他事業分野も含めた、支

配的事業者が主に当てはまる内容であると理解しております。したがって、当該事例等を

理由に一種・二種の事業区分廃止の議論が妨げられるべきではありません。 
事業規模、市場・社会影響度等を考慮したうえで、与影響度の比較的小さい事業者に対

しては、全面的事後規制移行を実施すること等の積極的な規制緩和により、公平競争を促

進するべきであると考えます。 
（エムシーアイ・ワールドコム・ジャパン株式会社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 草案では、現行の事業区分を廃止した場合、事業撤退にあたって、「ユーザ保護が十分

に確保されなくなること」への懸念が示されているが、現在は、通信事業が独占もしくは

事業者の数が極めて限られていた場合と異なり、数多くの事業者が参入しており、そのよ

うな状況下において、ある事業者が事業を休止・廃止したとしても、他の事業者が代替で

きるものと考える。（社団法人経済団体連合会） 

ボトルネック設備を保有している事業者の電気通

信市場への新規参入時の公正競争条件に係る事例

は、利用者保護や公正競争条件の確保の必要性を

指摘する上で言及したものであり、これにより、

現行の一種・二種の事業区分を維持する必要性の

論拠として挙げているものではない。なお、支配

的事業者とそれ以外の事業者について異なる規制

水準を適用するという考え方は合理的であり、先

般の法改正により市場支配的な事業者に対する行

為規制等を導入（非対称規制の充実）したのはま

さに意見として提示されているのと同趣旨であ

る。 
 
○ ただし、市場支配的な事業者に対する規制のみ

事前規制を残し、その他の事業者については全面

的に事後規制に移行するという考え方について

は、利用者保護や公正競争条件の確保の観点から

は慎重に考えるべきであるが、いずれにせよ、事

業区分の見直しに際しては、意見を踏まえ、「規

制の全般的な低下を実現するという観点からは、

規制の簡素化（緩和）の可能性についても、個別

に検討を加えていく必要がある。」(4-2-3①)旨の
記述を追加した。 

 
○ 意見のとおり、利用者にとってみれば、役務提

供の代替性が確保されている限り、ある事業者が

市場から撤退したとしても、他事業者の提供する

役務を利用すれば問題は生じないという考え方は

あり得る。しかし、ある事業者が市場から退出

し、それ以降、新たな事業者と改めて契約し、実

際の役務提供を受けるまでの経済的・時間的コス

トが著しく小さいと考えるのか、一定の利用者保

護等が必要であると考えるのかについては、実際

の制度設計に際し、広く国民利用者の考え方を踏

まえつつ決定していくべき事項であると考える。 
 

47 

～ 
 ○ 現行の一種・二種の事業区分については、一種、二種ともに同じ市場で競合しているこ

とや、第一種電気通信事業への参入障壁（規制）は実質的に存在しなくなっていること等

○ 一種・二種の事業区分の見直しにあたっては、

規制水準の全般的な低下を図るとともに、予見性
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49 

他 

 

を勘案し、見直しを行うことが適当と考える。 

 また、非支配的事業者については、相互接続、IRU、業務委託、卸電気通信役務等、多

岐に渡る制度を統合し自由な回線調達を可能とすることにより、効率的なネットワーク構

築を可能とすべきと考える。（ＫＤＤＩ株式会社） 

 

 

○ 現状の１種２種規制が転換点にあることは、異論はありません。従って、新たに登場す

るであろうビジネスモデルを想定して規制の枠組みを見直すことについては賛成いたしま

す。(4-1②) 

競争政策上重要な点は、ドミナント規制を導入し、ドミナント事業者の不公正さを抑制

しながら競争事業者の事業を活性化させることです。１種２種事業による事業者の規制

は、ドミナント規制ではなく、設備の有無による規制内容の違いを設けただけのもので

す。ドミナント規制は、全事業者はどのような事業を展開することも自由であるが、問題

が起こった時点で対処することを前提に、しかしその市場においてドミナント事業者に対

して事前規制を課すというものです。 

したがって、１種２種事業規制を廃止したからといって、全面的に事後規制に移行する

ことになるというものではありません。(4-1 ⑤) 

 重要な点は、ネットワークの有無にかかわらず、まず事業者の提供しているサービス範

囲を定義し、その範囲の中でドミナント事業者は誰かという点を明確にする制度が必要で

あるということです。（このサービスの範囲には卸サービスも含まれます：4-2-2 など）

 また、ネットワーク部門の事業を行いたい事業者であっても、全てが公益事業特権を必

要としているわけではありません。また、サービス部門の事業者でも、サービスによって

は市民生活全般に影響を及ぼす可能性のある事業者がいるかもしれません。（4-2-1③、

4-2-2④(1)など） 

 この意味において、この報告書で述べられている事業者の２種類の区分（１種２種、あ

るいは卸部門小売部門など）は、サービスの定義に類似したものとも見ることができま

す。もし、そのような分類を導入するとすれば、電気通信事業は２種類ではとうていカバ

ーできない範囲に成長していると思います。 

 従って、何が何でも２種類の事業者区分を設けなければならないということではありま

せん。もし２種類の事業者分類を設けるとすれば、それは、ドミナント事業者かノンドミ

ナント事業者です。 

 繰り返しになりますが、競争政策上のフレームワークで重要な点は、明確に対象マーケ

ットを定義した上で、SMP の測定を行うことであり、そのとき、グループドミナンス、ジ

ョイントドミナンスといった考え方を導入することにより、ドミナント事業者が他のレイ

ヤーへの進出する場合についても、その事業者あるいは子会社（協働型）とのドミナンス

の測定を行うことができます。これらの分析により、最終的にドミナントの存在が確認さ

れた場合には、その事業者に対して必要な規制を課すことによって、公正な競争を確保す

ることができます。（ケーブル・アンド・ワイヤレス アイディーシー 株式会社） 

の高い簡素かつ明確な仕組みとする方向で検討を

進めていくことが適当であり、当該検討に際して

は、意見にあるように、より効率的なネットワー

ク構築を可能とするという視点も重要であると考

える。   
 
○ 本中間報告は、市場支配的な事業者に対する規

制は合理的な範囲内で維持しつつ、その他の事業

者については可能な限り全般的な規制水準の低下

を図ることが必要であるとの基本認識に立ってい

る。ただし、事業区分の見直しにより市場支配的

な事業者の定義についても改めて検討する必要が

生じてくるものと考えられるが、こうした点につ

いて今後法制的な検討を進めていく上で十分念頭

に置いておく必要があるというのは、意見のとお

りであると考える。 
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47 

～ 

49 

 ○ 第一種指定電気通信設備事業者と第二種指定電気通信事業者のみ事前規制を行い、その

他の事業者には第一種電気通信事業と第二種電気通信事業の区分を撤廃し、事前規制を撤

廃して第二種電気通信事業者と同様にすべきと考えます。 

一種・二種の区分を残すとしても規模で分ける、公益事業特権の付与・非付与で分け

る、などなるべく規制を撤廃するのが望ましいと考えます。（イー・アクセス株式会社）

 

○ 指定電気通信設備を設置する事業者以外につい

て事前規制を完全に撤廃することについては、利

用者保護や公正競争条件の確保等の観点から慎重

に検討する必要があるが、事業区分の見直しにあ

たっては、規制水準の全般的な低下を図るととも

に、予見性の高い簡素かつ明確な仕組みとする方

向で検討を進めていくことが適当である。 

 

47 

～ 

49 

 ○ 第１種事業者・第２種事業者を統合し新たに０（ゼロ）種事業者を作る必要性の検討 
・通信の自由化の中で第１種事業者と第２種事業者の区別が無くなってきている。 
・このため大手第１種事業者はＩＳＰ部門と回線を卸売りするインフラ部門を別会社化す

るべきと考える。 
・第１種・第２種事業者ともに０種業者から同条件の高速バックボーンを購入する事によ

り、０種業者同士の自由競争が始まりこの価格が下がる可能性がある。 
・または国が政策的にこの価格を劇的に下げる施策をとる必要がある。 
（社団法人日本インターネットプロバイダ協会） 

○ 意見で提示されている「ゼロ種事業者」の概念

が必ずしも明確ではないが、先般の法改正により

卸電気通信役務制度を導入したところであり、新

たな事業区分を設けることなく、一種事業者・二

種事業者とも卸電気通信役務の提供を受けること

が可能であり、また卸電気通信役務を提供する事

業者間の競争も可能である。なお、バックボーン

回線の低廉化については、基本的にはこの卸電気

通信役務制度の活用、帯域幅仲介取引の活性化、

ＩＰ－ＶＰＮや広域イーサネットの活用促進等に

向けた競争環境整備により進めていくことが適当

であると考える。 
 

47 

～ 

55 

他 

 ○ 報告書に対する提言 

(1) 電気通信事業法の改正に向けて 

①コンテンツ・サービスの位置づけ 

従来の 2プレイヤーモデルから 3プレイヤーモデルへの概念変更を行い、コンテン

ツ・サービスの位置づけを明解にするとともに、コンテンツ・サービスレイヤからの視

点を重要視すべきである。これは情報通信新時代におけるあらゆる産業からの視点であ

り、利用者からの視点である。 

②ボトルネック概念の変更 

いわゆる「ボトルネック設備」と呼ばれるネットワーク設備ばかりでなく、上位レイ

ヤのプレイヤーがビジネス展開をする上で必要不可欠な資源、機能も合わせた「ボトル

ネック性」の概念に変更すべきである。 

③競争法的体系への変更 

電気通信事業法は、今後わが国が IT を活用して、より競争力のある産業経済、より

利便性の高い社会生活などを構築する上で極めて重要なものであるので、早急に競争法

的用件を備えた体系に改正されるとともに、関連する法律も含めて、その目的を整理、

 

 

○ 意見のとおり、ブロードバンド時代における競

争環境整備に際しては、従来のネットワークレイ

ヤーのみに着目するのでなく、プラットフォーム

レイヤーやコンテンツレイヤーの視点を総合的に

視野に入れた検討が必要であると考える。 

 

○ また、ブロードバンドコンテンツの配信に際し

ては、ボトルネック的状況がネットワークレイヤ

ーに限らずプラットフォームレイヤーにおいても

発生する可能性があることから、例えば東西ＮＴ

Ｔの上位レイヤーへの進出について「認証・課金

等を行うプラットフォームレイヤーのオープン化

が極めて重要な要素であり、（中略）プラットフ
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明確化し、情報通信新時代に相応しいものになるよう改革する必要がある。 

従来の枠組みにとらわれて有効な改正が行えない場合には、電気通信事業法を含む通

信関連法を発展的に再構築し、上位レイヤの概念も含んだ IT 新法の制定も検討すべき

である。 

(2) 具体的な対応について 

①電気通信事業法の競争法的体系への改正に向けての独占禁止法との連携 

「アンバンドル化推進」に対して、電気通信事業法及び関連する法律によって、その

目的達成が促進されるようにする検討は必須であるが、「反競争的な行為・構造に対す

る監視体制の強化と厳正な法執行の推進」なども含めて、独占禁止法、公正取引委員会

との連携の具体化、強化を検討していただきたい。 

その際、技術的、専門的な知識・情報を必要とすることや技術革新による多様な事例

の発生に対応するために、総務省が中心となり積極的に牽引するべきである。 

②「事前のルール整備」を行うための「ルールメイキングのための場の設置」 

「事前のルール整備」を行うために、総務省は「ルールメイキングのための場の設

置」を検討していただきたい。その場合、上位レイヤである「コンテンツ・サービス」

事業者を含む多様なプレイヤーの参加が必要である。 

③「事後の監視･執行体制」の一環としての「事例研究、情報収集の場の設置」 

総務省は「事後の監視･執行体制」の一環として「事例研究、情報収集の場の設置」

を検討していただきたい。その際、専門的、技術的、実践的な視点が必要となるため、

コンテンツ・サービス事業者を含む多様な関係者の参加が必要である。 

（社団法人デジタルメディア協会） 

 

ォーム事業に係る機能のアンバンドル化の必要性

等についても併せて十分な検討が必要である」旨

記述を追加した（2-2-1⑩）。 
 

○ 意見として提示された「具体的対応」のうち、

電気通信事業法と独占禁止法の連携強化について

は、1-3②(4)に記述している。また、「ルールメ
イキングのための場の設置」についてはその重要

性に鑑み、「通信事業者、コンテンツプロバイ

ダ、行政当局が参加し、コンテンツ配信の円滑化

に向けた競争ルール上の課題等に関する協議・意

見交換の場を設けることなども検討していくこと

が適当である」旨の記述を追加した(3-2-2⑤)。 
   

 

 
４－２ 具体的な検討の方向性 
頁 段落 主な意見 研究会の考え方 

51  ○ 通信分野において、何よりも重要なことは、事業区分を設けて事前規制を課すことによ

り事業運営の適正化・合理化を図るのではなく、利用者利益の最大化に向けて競争が機能

する環境を整備し、利用者が自らのニーズに応じて、多様で低廉なサービスを選択できる

ようにすることである。そのためには、現行の事業区分を早急に撤廃する必要がある。 

 草案では、この事業区分の見直しに関して、「現行の事業区分を前提としつつ、その適

用範囲を見直す」場合と、「ネットワーク部門とサービス部門という新たな事業区分を導

入する」という２つのアプローチが示されているが、既に支配的事業者規制が導入されて

いる状況下において、現行の事業区分を存続させること、または新たな事業区分を設ける

ことは、結局、競争促進的な法体系への転換を妨げ、事前規制が維持されることとなる。

 なお、草案は、EU の新たな規制の枠組みに言及しているが、同枠組みにおいて、事業

者が、”electronic communications networks”と“electronic communications services”に制
度上区分されていることはない。また、“general authorization”において事業者に必要とさ

○ 「事業区分の撤廃」の具体的内容が現行の一種

事業の規制水準を二種事業と同等程度にすること

を意味するのか、一種事業の参入規制の緩和を目

指すべきとしているのか必ずしも明確ではない

が、いずれにせよ、規制制度全般にわたり随時レ

ビューを行い、必要とされない規制については速

やかに見直しを図るべきである。ただし、事前規

制から完全な事後規制に移行するという考え方に

ついては、ユーザ保護や公正競争条件の確保の観

点からは適当ではないと考える。特に我が国の電

気通信市場が独占から競争への移行期にあり、事

前の公正競争条件の整備や競争促進的ルールの設
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れるのは、事業開始を宣言するための“notification”と最小限の基本的な情報のみである
（事業者を証明するもの、連絡先、住所、事業の簡単な説明など）。 

（社団法人経済団体連合会） 

定は当然に求められるものである。 
 
○ なお、意見にある EU の新たな規制の枠組みに
ついてであるが、指摘の 2つの類型が「制度上区
分されていることはない」との指摘は必ずしも趣

旨が明確ではない。ただし、当該 EU 指令につい
ては今後加盟各国において国内法制化が進められ

る予定であり、当該制度の具体化の動向を注視し

ていく必要があるものと考える。 
４－２－１ 一種事業及び二種事業の適用範囲の見直し 
51 ② ○ 他の公益事業（電力、鉄道等）に係る公益事業特権を有する事業者及びその関連会社

が、相対的に簡易な規制の下に参入し事業を展開することが可能となる等の事態も想定さ

れますが、これらについては、当該事業者及びその関連会社を支配的事業者とみなし、非

対称規制の対象とする等の措置が必要と考えます。（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ 意見のとおり、他の事業分野において公益事業

特権に基づき設置したボトルネック設備を保有す

る事業者が電気通信市場に新規参入するに際し

て、公正競争条件を確保することが必要になるも

のと考えられ、今後具体的な事案を積み重ねつ

つ、適時適切に必要な検討を行っていくことが重

要であると考える。 
52 

 

⑥ 
 
○ 「（略）。したがって、現在は一般二種事業と位置付けられている VoIP サービスを提

供する ISP 事業者や MVNO についても特別第二種事業と位置付け、退出時には一定期間前

の届出を義務づけ、ユーザに対する周知徹底を図ることにより、ユーザ保護を強化するこ

と等について、今後更に検討する必要があると考えられる。」を削除、もしくは、「退出

時の一定期間前の届出を含め、既存の特別二種事業との整合性を踏まえ、社会経済的に重

要度の高い事業のユーザ保護を強化すること等について、今後更に検討する必要があると

考えられる。」に変更。 

（理由）VoIP サービスを提供する ISP 事業者や MVNO を全て特別二種事業にすることは、自

由なビジネスの発展を阻害する恐れがあると思われます。一種・二種の事業区分を規制緩

和の方向で見直すことは必要ですが、これまで一般二種であった ISP 等を一律に特別二種

事業とするなど、既存の規制にそのまま服させることは規制強化であり、行うべきでない

と考えます。 

既存の規制内容にとらわれず、まずは、社会経済的に重要度の高い事業とは何か、ま

た、ユーザ保護のために満たすべき条件は何かを明確にした上で、退出規制、ユーザへの

周知義務等の方法を検討すべきと考えます。（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ

株式会社） 

 

○ 「インターネット接続の普及が電話と同様に進展し、二種事業のＩＳＰの加入者シェア

の方が一種事業者のＩＳＰのシェアより上回っている現在において、消費者保護の観点か

らは、契約約款、料金に関する規制等は一種事業者と二種事業者は同等にすべきである。

規制緩和の流れから一種事業者の規制緩和を促進しつつ、消費者保護のあり方を、一種事

○ 事業区分の見直しの検討にあたっては、基本的

には規制水準の全般的な低下を図っていく方向で

検討を進めていく方針ではあるものの、ユーザ保

護の確保や公正競争条件の担保が必要である。な

お、本中間報告で提示した選択肢はあくまで議論

の基礎になるものであり、今後、制度の具体化を

図る中では、広く国民利用者の意見等を踏まえな

がら検討を進めていく必要があるものと考えてい

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 現行制度において、二種事業者は、一種事業者

が設置・運営するネットワークインフラを利用し

てサービスを提供する事業であるという特性に鑑

み、両者の規制水準に差異を設けているものであ
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規制緩和の流れから一種事業者の規制緩和を促進しつつ、消費者保護のあり方を、一種事

業と二種事業を区別せずに検討すべきである。」という記述を追加。 

（理由）消費者保護の観点からは、事業者の退出規制だけでなく、約款、料金に関する規制

も「設備の有無に着目した事業区分」である一種事業者、二種事業者で区別する理由はな

いと考えられ、一種事業者に対する規制を二種事業者並みの規制に緩和すべきと考えま

す。（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社） 
 
○ 社会全体の流れから、規制緩和が進むべき方向であると考えると、新たな規制を加え

るべきではない。その観点からは、特二事業者の定義を維持するとしても、特二事業者に

退出規制を課すことは受け入れることはできない。 

 退出に関して、利用者に対する不利益を懸念することは理解できるが、過去、二種事業者

で、特定のサービスを停止した例はいくつか存在するが、いずれも各事業者の努力により、

相当期間前から利用者に周知し、同時に新たな引き受け先を利用者に紹介するなどの対応を

とり、大きな社会問題にならずに収束している。 

 このように、退出に関しては、行政当局の大きな介入がなくとも、事業者各社の自助努力

に加え、事業者間での民間の力によるガイドラインの提示などで、十分対応が可能であると

考えられる。 

（社団法人テレコムサービス協会） 
 

り、一種事業 ISPと二種事業 ISPのシェアのみを
比較し、規制水準の同等化が必要とする論拠は必

ずしも明確でない。 
 
 
 
○ 意見のとおり事業者間のガイドラインを策定す

るというのは一つの有力な選択肢である。いずれ

にせよ、国民生活に必要不可欠なサービスは提供

する業者が市場から退出した場合の利用者保護の

観点から見て、こうした措置で十分対応可能かど

うかという国民利用者の判断の問題に帰着する。

この点、今後、制度の具体化を図っていく中でよ

り検討を深めていくべき問題であり、当該見直し

を進めるに際しては十分なデュープロセスを確保

していくことが必要であると考える。 
 

52 
 
⑥ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 
 

○ ⑥では、ＶｏＩＰサービスなどを行う、ＩＳＰ等一般二種事業者を特別第二種事業者に

位置付ける方向での検討が必要、との考え方が示されおりますが、この点については、以

下の点を踏まえ検討頂きたく格別のご配意をお願い申し上げます。 
ア ＶｏＩＰサービスを行う事業者を特別二種事業者とすることについては、一般二種事

業者がＶｏＩＰのサービスメニューを加えるためには特別二種の登録が必要となるなど

規制の強化となり不適当と考えます。 
イ また、ＶｏＩＰサービスの形態については、ＰＣ対ＰＣによるものやＩＰネット網を

活用するものなどがあり、ＰＣ対ＰＣのように音声のＩＰパケット化等がエンドユーザ

の端末で行われるものについても、音声サービスとしてとらえることについては、不適

当と考えられ、利用する端末の形態で、規制をかける必要がないものを明確にするべき

と考えます。 
（社団法人テレコムサービス協会ＶｏＩＰ推進協議会） 

 

○ 中間報告草案にあるとおり、ＩＰベースのネットワークにおいては同一の設備により

様々な態様のサービス提供が可能となります。現状においても、ＶｏＩＰはＩＰネットワ

ークの利用形態の一つであるにも関わらず、「音声」として区分され、「音声」としての

技術規準を満たすことが必要になる等、役務を設備面から捉えるのか、サービス面から捉

えるのか不明確な状況が発生しております。したがって、役務区分の見直しについては、

早期に着手していただきたいと考えます。なお、役務別会計のあり方については、利用者

○ 事業区分の見直しの検討にあたっては、基本的

には規制水準の全般的な低下を図っていく方向で

検討を進めていくことが適当であるが、利用者保

護や公正競争条件の確保が必要である。なお、本

中間報告で提示した選択肢は議論の基礎になるも

のであり、今後、制度の具体化を図る中では、広

く国民利用者の意見等を踏まえながら進めていく

必要があるものと考える。 
 

○ また、ＶｏＩＰの形態が多様であるというのは

指摘のとおりであり、今後制度の具体化を図る中

で検討すべき重要な課題であると考える。 

 

○役務区分の見直しについては、「現行の役務区分

についても、サービスの利用実態等を見極めつ

つ、区分の簡素化等を視野に入れつつ検討してい

くことが必要であると考えられる。」(4-2-1⑦)旨
記述している。なお、役務別会計の在り方につい

ては、意見のとおり、見直しの際に留意すべき重
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料金と接続料との関係チェックの制度等との整合性を含め、役務区分の見直しの際に十分

な議論が必要と考えます。 

（日本テレコム株式会社） 
 

要な事項であると考える。 

 

 

52 ⑦ ○ 現行役務相互の区分が明確でなくなってきていることから、今後のビジネス展開を促進
するため、役務区分の見直しについても、規制を緩和する方向で検討して頂くよう要望し

ます。 

（⇒ｐ27 3-1-1②6、p50 4-2-1⑦） 

（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社） 

 

○ 「なお、（略）音声・データ・映像の区別なくパケットとしてネットワーク上で流通す

る形態が一般化すれば、音声・非音声といった区分自体があいまいになってくるものと考

えられる。このため、現行の役務区分（略）についても、サービスの利用実態等を見極め

つつ、区分の簡素化等を視野に入れつつ検討していくことが必要であると考えられる。」

の下線部を「なお、（略）音声・データ・映像の区別なくパケットとしてネットワーク上

で流通する形態が一般化してきており、音声・非音声といった区分自体があいまいになっ

て来ている。このため、現行の役務区分（略）についても、サービスの利用実態等を見極

めつつ、区分の簡素化等を視野に入れつつ早急に見なおすことが必要であると考えられ

る。」の下線部に修正。 

（理由）ＶｏＩＰや音声データ統合型サービスが多数提供されてきて、音声・非音声の区分

自体があいまいな状況になっており、役務区分の形骸化が既に始まっているため、実態に

即した表記とすべきと考えます。 

（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社） 

 

○ 役務区分の見直しについては、「現行の役務区

分についても、サービスの利用実態等を見極めつ

つ、区分の簡素化等を視野に入れつつ検討してい

くことが必要であると考えられる。」(4-2-1⑦)旨
記述している。  

51

～

52 

① 
～ 
⑦ 

○ 当該中間報告書を見る限りは、既存の事業法の枠組みを踏襲する前提で、現状の課題

をその枠組みの中で解決する方向に読み取れる。 

 その場合においては、新たな市場の展開を前提に、一種・二種（特二、般二）の定

義、境界線を明確に再定義することが最も重要な点である。 

その点の言及が不十分なため、場当たり的解決策を提示されているように思える。 

特に、より規制緩和を進展させる観点からは、特二、般二事業者の区分は撤廃して問

題がないと考えるが、それでも、当該区分を維持するのであれば、より明確な定義が提

示される必要があると考える。 

（社団法人テレコムサービス協会） 

 

○ 意見のとおり、現行の事業区分については、本

中間報告でも言及しているように、事業区分の垣

根が実質的に低下していることが見直しの背景の

一つとなっていることから、当該事業区分の見直

しに際しては、事業区分の定義、境界線を明確に

することが必要であり、これにより制度の透明性

の確保が図られるものと考える。 

４－２－２ ネットワーク部門とサービス部門による事業区分の見直し 

53 

～ 

 ○（4-2-2 ネットワーク部門とサービス部門による事業区分の見直し）全体を削除。 

（理由）「ネットワーク部門とサービス部門を分け、サービス部門については規制水準の全

○ ネットワーク部門とサービス部門に事業区分を

再整理するという考え方は、基本的にはサービス
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55 般的な低下を図るとする一方で、新たなメルクマールにより現行の一種事業者に課されて

いる規制を一部事業者に存続させる」との案は、既存一種事業者に対しては、会計分離・

設備区分等の負担を確実に課す一方で、一部事業者には結局現在と変わらない規制が残る

ことになり、一方的な規制強化でしかないため反対です。競争の枠組みの在り方として

は、むしろ、一種二種の事業区分を廃止する方向で検討すべきと考えます。 

本記述は、市場支配的でない一種事業者の卸部門と小売部門との会計分離について、

「一種事業者全体に追加的な規制を課すことについては慎重でなければならない」とする

記述（P22②）と整合性がありません。 

なお、ボトルネック設備に対する公正競争条件は確保する必要はありますが、それは、

既存の接続制度により担保されていると考えます。（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーシ

ョンズ株式会社） 
 

部門の規制水準の低下を目指すとともに、一種事

業と二種事業のサービス部門における同等性の確

保を目指すという基本的考えに立脚している。な

お、事業区分の在り方については、複数の見直し

の選択肢をベースに広く十分な議論を重ねていく

必要があるものと考える。 

53 ① 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 
 

○ 東西 NTT の市場支配力の源泉である加入者回線については、ネットワーク部門（卸部

門）を資本分離によりあらゆる事業者から独立した法人とした上で、ネットワーク部門と

サービス部門の兼業を禁止することにより、差別的な取り扱い等を行うインセンティブそ

のものを排除することが適当と考えます。 

 他方、その他の事業者については、東西 NTT のようなボトルネック設備に由来する市場

支配力を持たないことから、従来どおり、ネットワーク部門とサービス部門の兼業を可能

とすることが適当と考えます。（ＫＤＤＩ株式会社） 

 

○ 一種事業・二種事業の事業区分の見直しにあたっては，その適用範囲の見直しというア

プローチと，ネットワーク部門（卸部門）とサービス部門（小売部門）に区分するという

アプローチが記載されていますが，後者については，ボトルネック設備を保有する支配的

事業者についてのみ適用するという観点も含め検討すべきと考えます。東西ＮＴＴをネッ

トワーク部門とサービス部門に分割することにより、国民経済的に見て、より効率的なイ

ンフラ形成が実現するとともに、他事業者とＮＴＴサービス部門との対等な競争環境、新

時代にふさわしいビジネスモデルのベースが整備できると考えます。 

 その他，全体として本件事業区分の見直しにあたっては，支配的事業者を除いては現状

よりも規制が緩和され、事業者の創意が市場の発展に活かされる方向での見直しを要望し

ます。（中部テレコミュニケーション株式会社） 

○ 一種・二種の事業区分にかえて、ネットワーク部門（卸部門）とサービス部門（小売部

門）による事業区分の導入を検討するに際しても、草案にあるように、両部門の兼業は、

認めるべきと考えます。（日本電信電話株式会社） 
 
○ ネットワーク部門（卸部門）とサービス部門（小売部門）による事業区分の導入を検討

するに際しては、草案にあるように、両部門の兼業は、認めるべきと考えます。（西日本

電信電話株式会社） 
 

○ 本研究会のミッションとして、事業区分の在り

方について一定の考え方を整理したものである

が、ＮＴＴの経営形態の在り方については議論の

対象外であり、特段の考え方を提示するものでは

ない。 
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○ ネットワーク部門（卸部門）とサービス部門（小売部門）による事業区分の導入を検討

するに際しては、本草案にあるように、両部門の兼業は、認めるべきと考えます。（東

日本電信電話株式会社） 
 

55 ⑤ ○ 弊社の考えでは、新しいビジネス・モデルやサービスを促進するために最も効果的な方
法は、個々に第一種・第二種の許可を与えるという現在の認可システムを捨て、最近ＥＵ

で採用されたような、技術的に中立な、一般的な承認システムに移行することであると考

えます。 
 弊社の見解では、現行の事業許可の体制に伴う硬直性及び恣意性は、技術革新を阻害

し、日本の市場における有効な競争の展開を制約しています。従って、一般的な承認シス

テムにできるだけ早く移行すべきです。欧州委員会が、最近一般的な承認システムを導入

したのは、まさにこの理由によります。 
（ボーダフォングループ plc） 
 

○ 本中間報告でも指摘しているように、EU で進
められている規制制度改革は我が国における事業

区分の見直しに際して有益な事例になると考える

が、今後は加盟各国の国内法制化の状況を注視し

ていく必要があると考える。また、EU に限定す
ることなく、主要国の制度等については、今後検

討を深める中で十分な検証を行うことが必要であ

る。 

４－２－３ 今後の検討の在り方 

55  ○ 支配的事業者以外の一種事業者に課せられている許認可については、二種事業者相当の

規制に緩和し、より一層の競争促進を実現するべきと考えます。 

また、サービス多様化の時代を向かえ、消費者の自己責任による選択と許認可制度の相

関関係にも着目し、事業参入、運営及び退出に関する許認可制度の一層の緩和を実施する

ことにより、競争促進を施すべきと考えます。なお、当然のことながら、消費者や社会に

与える影響を熟慮することが必須であるため、市場影響度、公益特権利用度等を考慮し、

与影響度の比較的小さい事業者と市場支配的事業者とでは、異なる緩和内容（規制内容）

が適用されるべきと考えます。 

（エムシーアイ・ワールドコム・ジャパン株式会社） 

 

○ 一種・二種の事業区分を含む競争の枠組みの在

り方については、多角的な観点から検討を進めて

いく必要があり、現時点で一定の方向性を出すこ

とは困難であるが、いずれにしても必要な規制緩

和措置についても検討していくことが適当と考え

る。このため、「規制の全般的な低下を実現する

という観点からは、規制の簡素化（緩和）の可能

性についても、個別に検討を加えていく必要があ

る。」（4－2－3①）旨記述している。 

55  ○自ら設備を構築し重要通信確保に費用を負担して貢献している事業者とそれ以外の事業者

が同一市場で競争を行っている現状を踏まえた上で、重要通信の確保の在り方も事業区分

の見直しに併せて検討して頂きたいと要望します。（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーシ

ョンズ株式会社） 
 

○ 意見のとおり、重要通信の確保方策については

制度の見直しの際の重要な検討課題の一つであ

ると考える。 

55  ○ 日本のＩＴ産業に対する取り組みは、他国と比して立ち後れているという認識の基

に、ＩＴ革命を銘打ちＩＴ先進国を目指し、各種の検討及び施策の実施を行なってきてい

ることに鑑みると、「先進国動向を踏まえる」等、海外動向の結果に依存しかねない消極

的な検討姿勢であるべきではないものと考えます。ＩＴ分野における先進国として国際的

なリーダーとなるべく、他国に先んじて、必要な施策を積極的に検討・実施することを希

望します。同時に、一種・二種の事業区分を含む競争の枠組みについても、具体的な検討

方法、検討期間、回答を得るべき時期等の詳細が明示されることを希望します。 

○  我が国の競争制度の枠組みの見直しに際し、

主要国の動向を正確に把握し、一定の整合性の

確保に努めることは、特にグローバル化が進展

している電気通信分野においては重要な視点で

あると考える。 

 

○ また、意見のとおり、一種・二種の事業区分の
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（エムシーアイ・ワールドコム・ジャパン株式会社） 

 

○ 一種・二種の在り方に関し、研究会での検討が未だ不充分であると感じられることか

ら、最終報告書案が作成された段階で、再度パブリックコメントを提出できる機会が与え

られることを強く希望する。（社団法人テレコムサービス協会） 
 

見直しについては、従来同様、パブリックコメン

トの機会を十分確保する等、デュープロセスを確

保した取組みが重要である。 

55  ○ 草案では、「現行の事業区分についても必要な見直しを行う方向で検討する必要があ

る」として、現行事業区分の見直しの必要性を指摘しつつも、4-2 の「具体的な検討の方

向性」を見る限り、現行制度を前提とした議論の域を大きく出ていない。 

 「情報通信新時代」の競争の枠組みのあり方を論じるのであれば、現行制度に手直しを

加えるのではなく、競争促進的な制度を新たに構築するというアプローチが求められる。

その場合、既に１．で述べた通り、競争の促進につながらない、むしろそれを妨げている

ような、参入・退出・料金等に関する規制を緩和・撤廃し、原則自由な市場を確立すると

ともに、競争促進のための必要最小限のルールを設け、市場支配力を有する事業者とそれ

以外の事業者との間に公正な競争を有効に機能させる必要がある。（社団法人経済団体連

合会） 

○ 本中間報告においては、例えば現行の事業区分

をネットワーク部門とサービス部門に分ける案も

含め検討しており、現行制度を前提とし、これに

手直しを加える範囲内で議論を行っているとの指

摘は必ずしも当たらないと考える。今後の競争環

境整備の在り方を検討する最、意見にある「必要

最小限のルール」とは何かという議論は重要な視

点であるが、規制水準の全般的な低下を図ること

と、利用者保護や公正競争条件の確保とのバラン

スをどのように保っていくかという問題に帰着す

るのであり、前者のみを強調することをもって足

りるかどうか十分な議論が必要であると考える。 

55  ○ 「規制緩和」と「規制改革」 

議論の全体として、規制水準を低下させ、自由で活発な産業経済活動を行える環境を目

指すこと自体には全く異論はないが、時として「規制緩和」というベクトルの決まった言

葉が一人歩きをして、個別の議論の焦点を捻じ曲げてしまうことがあるように感じる。本

来、「規制緩和」ではなく「規制改革」と表現して先入観のない視点で議論を行うべきで

はないだろうか。 

時代が変化し、環境が変化すれば、従来からの規制を緩和・撤廃することも必要だが、

新しい規制をつくることもまた必要となる場合もある。このことは、至極当然のことなの

であるが、「規制緩和」至上主義に陥ってしまうと、この当然のことも通らなくなり、議

論の過程で問題の本質を見過ごしたり、表現を工夫してどのようなベクトルでも「緩和」

と言い換えたりと全く非生産的な現象が生じてしまう。 

ついては、今後の検討に関しては、情報通信技術の進展、社会・産業環境の変化、利用

者ニーズの多様化など、時代の変化による要請に対して真摯な態度で向き合い、わが国の

産業経済の発展、国民生活の向上の実現を目的として、まさに情報通信新時代に相応しい

競争環境整備に向けた「規制改革」の議論を行っていただきたいと願っている。（社団法

人デジタルメディア協会） 
 

○ 意見のとおり、電気通信事業分野は急速な構造

変化が進展している分野であり、単に規制緩和

(deregulation)を行うのみならず、必要に応じ、利
用者利益の確保、公正競争条件の確保等の観点か

ら新たな競争ルールを導入する等、規制改革

(regulatory reform)の視点が重要であると考える。 

 


